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第１章 医療連携体制の構築 

第１節 がん対策 

 

  第１ 現状と課題 

がんは、我が国において、昭和 56 年から死因の第１位であり、平成 26 年には、全国で年間約 37

万人以上ががんで亡くなっています。 

また、生涯のうちにがんに罹る可能性はおよそ２人に１人とされています。 

全国的には、継続的に医療を受けているがん患者数は約 163 万人、１年間に新たにがんに罹る方

は約 86 万人以上と推計されています。 

がん患者、経験者の中にも長期生存し、社会で活躍している方が多くいますが、今後、人口の高

齢化とともにがんの罹患者数及び死亡者数は増加していくことが予想されるため、依然として、が

んは国民の生命と健康にとって重要な課題となっています。 
 

（１）がんの予防 
がんの原因には、喫煙（受動喫煙を含む。）、食生活、運動等の生活習慣、ウイルスや細菌

への感染など様々なものがあります。がんの予防には、これらの生活習慣の改善やがんと関連

するウイルスの感染予防等が重要であり、バランスのとれた取り組みが求められます。 
がんの発症リスクを低減するため、喫煙、多量飲酒の改善、定期的な運動の継続、適切な体

重の維持、野菜・果物摂取量の増加、食塩摂取量の減少等、生活習慣の改善に取り組むととも

に、子宮頸がんの発がんと関連するヒトパピローマウイルスや肝がんと関連する肝炎ウイルス

などの感染に起因するがんに関する県民の理解を深め、がんの予防に取り組むことが求められ

ます。 
 

（２）がんの早期発見・がんの診断 
がんを早期発見するため、胃がんでは胃 X 線検査及び内視鏡検査、肺がんでは胸部 X 線検査

及び喀痰検査、乳がんではマンモグラフィ検査、大腸がんでは便潜血検査、子宮頸がんでは細

胞診等のがん検診が行われています。 

    これらのがん検診においてがんの可能性が疑われた場合、さらに内視鏡検査及び CT・MRI 
検査等の精密検査が実施されます。 

    また、がん検診によりがんの可能性が疑われた場合や症状を呈した場合、精密検査により、

がんの種類やがんの進行度等が明らかにされ、確定診断が行われます。 
がんによる死亡率が高い本県においては、早期発見、早期治療の徹底が重要であるため、検

診受診率及び精密検査受診率の向上とともに市町村や事業所等においては、科学的根拠に基づ

くがん検診の推進及び検診の精度管理によりがん検診に対する信頼性を高めていく取組が求

められています。 

 
（３）がん治療 

    がん治療には、手術療法、放射線療法及び薬物療法等があり、がんの種類や病態に応じて、

これらの各種療法を単独で実施する治療、あるいはこれらを組み合わせて実施する集学的治療

が行われます。 

    がん治療については、学会等が EBM（科学的根拠に基づく医療）に基づく各種がんの診療ガ

イドラインを作成しています。 

    また、各医療機関ではこれらの診療ガイドライン等に基づいてクリティカルパス（検査と治

療等を含めた診療計画表をいう。）が作成されています。 
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緩和医療専門医や、がんに関する専門的知識・技術を有するメディカルスタッフとして、が

んの専門・認定看護師やがん専門薬剤師等の確保・育成に取り組むとともに、限られた本県の

医療資源のなかでの医療連携の推進等により、放射線療法、薬物療法、手術療法の更なる充実

を図ることが求められています。 

また、がん医療の提供に当たっては、各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完

を重視した多職種でのチーム医療を推進することが求められています。 

 

（４）緩和ケア 

    がんと診断された時から、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛等に対する緩和ケアを、がん

治療と並行して実施することが求められ、がん性疼痛の緩和では、医療用麻薬等による薬物療

法や神経ブロック等が行われます。 

がんと診断された時から、身体的苦痛だけではなく、不安や抑うつなどの精神心理的苦痛、

就業や経済負担などの社会的苦痛など、患者とその家族が抱える様々な苦痛に対して、迅速か

つ適切な緩和ケアががん診療の中で十分に提供されるよう、緩和ケアに関する専門的な知識や

技能を有する医師、薬剤師、看護師などの医療従事者を育成していくことが求められています。 

    また、県民のなかには緩和ケアが終末期のみを対象としたものとする誤った認識があること

から、県民に対する緩和ケアの理解や周知をあわせて行うことが必要です。 

 
（５）がん治療後のリハビリテーション、定期的なフォローアップ、在宅医療 

    がんの治療後は、治療の影響や病状の進行により、患者の嚥下や呼吸運動などの日常生活動

作に障害を来すことがあることから、リハビリテーションが行われるほか、再発したがんの早

期発見などを目的として、定期的なフォローアップ等が行われます。 
また、疼痛以外の嘔気や食欲不振、呼吸困難感といった身体的諸症状に対する治療や支援や

がん患者とその家族には、しばしば不安や抑うつ等の精神心理的な問題が生じることから、心

のケアを含めた精神医学的な対応が行われます。 
    さらに、在宅療養を希望する患者に対しては、患者やその家族の意向に沿った継続的な医療

が提供されるとともに、必要に応じて適切な緩和ケアが行われ、居宅等での生活に必要な介護

サービスが提供されます。さらに、人生の最終段階には、看取りまで含めた医療や介護サービ

スが行われます。 
がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養を選択できるよう、がん診療連携拠点病院及びが

ん診療連携推進病院と地域の医療機関、訪問看護ステーション、薬局、介護サービス等が、在

宅医療と介護を適切に提供していく体制の整備の推進が求められています。 
 

 （６）本県の現状 

①がん死亡率の推移 

本県のがんの現状として、昭和 57 年以降、本県の死因の第１位で、年間約４千人から５千人の

県民ががんで亡くなっています。がん死亡率は、男性は 40 歳代から、女性は 50 歳代から、全国

との差が顕著となり、平成 28 年の 75 歳未満年齢調整死亡率（人口 10 万対）は、男性が 121.9

人（全国 95.8 人）、女性は 69.2 人（全国 58.0 人）で、男女ともに全国第１位と、非常に高い状

況にあります。 

がんによる死亡率は全国的にも増加傾向にありますが、本県は全国より高く推移しており、平

成 28 年度は、全国が人口 10 万人あたり 298.3 人に対し、本県は 390.2 人となっています。 
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資料「青森県保健統計年報」 

 

②年齢調整死亡率（75 歳未満） 

がんにより「どのくらい亡くなるか」を、年齢構成の異なる都道府県間で比較するための年齢調 

整死亡率で比較します。高齢化の影響を少なくするため、75 歳未満の年齢調整死亡率とします。 

平成 28 年の 75 歳未満年齢調整死亡率（人口 10 万対）は、男性が 121.9 人、女性が 69.2 人で全 

国男女ともに全国第１位と非常に高くなっています。 

男女合計では 93.3 人（全国平均 76.1 人）で、全国第１位となっています。 
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資料：国立がん研究センター 
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③がん（悪性新生物）による受療率 

がん患者がどのくらい多いのか医療機関への受療状況から比較します。 

患者調査（厚生労働省）による受療率（医療機関を受療している割合。人口 10 万対）は、平 

成 23 年から平成 26 年にかけて入院及び外来の受療率が増えています。 

平成 26 年患者調査では、本県の悪性新生物による受療率は入院受療率（総数、病院、一般診 

療所）、外来受療率（総数、病院、一般診療所）で全国平均を上回っています。 

 

悪性新生物の受療率（人口 10 万対）   

 入院（総数） 入院（病院） 入院（一般診療所） 外来（総数） 外来（病院） 外来（一般診療所） 

H23 H26 H23 H26 H23 H26 H23 H26 H23 H26 H23 H26 

全国 107 114 106 113 1 1 130 182 110 147 20 35 

青森 131 143 128 141 3 2 146 214 134 174 12 40 

資料「患者調査」（厚生労働省） 

 

④平均在院日数 

平成 26 年患者調査（厚生労働省）によると、悪性新生物の退院患者平均在院日数（総数）は

40.1 日（全国平均 19.9 日）で全国平均よりも長く、北東北３県の中でも最も長くなっています。 

 

悪性新生物の退院患者平均在院日数（平成 26 年・患者住所地） 

 全 国 青森県 秋田県 岩手県 

総  数 19.9 40.1 19.1 19.2 

病 院 19.8 40.2 19.2 19.4 

資料「平成 26 年患者調査」（厚生労働省） 

 

⑤在宅等死亡割合 

がん患者の在宅等死亡割合（自宅、老人ホーム、介護老人保健施設）は、平成 27 年には 11.1％

(自宅 7.0%、老人ホーム 3.3%、介護老人保健施設 0.8%)となっています。場所別内訳では、自宅

が 64％、老人ホームが 29％、介護老人保健施設が 7％となっています。 

 

がん患者の在宅等死亡割合                 

 平成22年 平成27年 

全 国 9.2% 13.3% 

青森県 7.1% 11.1% 

資料「人口動態調査」（厚生労働省） 
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⑥検診受診率 

がん検診には、市町村が住民に対して行うがん検診、職場が実施するがん検診、個人で受診す

る人間ドックなどがあります。 

これらのがん検診の受診の有無を尋ねる平成 28 年国民生活基礎調査（厚生労働省）による検診

受診率は、胃、大腸、肺では全国を上回っていますが、乳、子宮では全国をやや下回っています。 

    

胃がん検診受診率（40 歳以上）                 

 

大腸がん検診受診率（40 歳以上） 

 

 

総 数 男 女 

H25 年 H28 年 H25 年 H28 年 H25 年 H28 年 

全国平均 35.4% 39.1% 39.3% 42.8% 32.1% 35.9% 

青森県 37.0% 

(第 20 位) 

41.5% 

(第 14 位) 

40.5% 

（第 23 位） 

45.5% 

（第 13 位） 

34.2% 

（第 18 位） 

38.1% 

(第 18 位) 

最 高 48.9% 

（山形県） 

53.6% 

（山形県） 

52.3% 

（山形県） 

57.1% 

（宮城県） 

45.9% 

（山形県） 

50.8% 

（山形県） 

 

肺がん検診受診率（40 歳以上） 

 

 

総 数 男 女 

H25 年 H28 年 H25 年 H28 年 H25 年 H28 年 

全国平均 38.7% 43.3% 43.9% 48.3% 34.1% 38.9% 

青森県 41.8% 

(第 22 位) 

46.7% 

(第 22 位) 

46.2% 

（第 22 位） 

51.6% 

（第 21 位） 

38.5% 

（第 22 位） 

42.5% 

(第 24 位) 

最 高 53.8% 

（山形県） 

60.6% 

（山形県） 

57.9% 

（山形県） 

64.4% 

（山形県） 

50.4% 

（山形県） 

57.2% 

（山形県） 

 

乳がん検診受診率（女・40 歳以上）、子宮がん検診受診率（女・20 歳以上） 

 乳がん検診受診率 子宮がん検診受診率 

H25 年 H28 年 H25 年 H28 年 

全国平均 34.8% 36.2% 35.4% 35.6% 

青森県 33.5%（第 32 位） 33.6%（第 33 位） 36.8%（第 22 位） 34.7%(第 30 位) 

最 高 47.1%（宮城県） 48.3%（宮城県） 44.9%（宮城県） 46.3%（山形県） 

資料「国民生活基礎調査」（厚生労働省） 

  ※平成 28 年は熊本震災により、熊本県は未調査である。 

 

 

 総 数 男 女 

H25 年 H28 年 H25 年 H28 年 H25 年 H28 年 

全国平均 36.7% 38.4% 42.6% 43.8% 31.6% 33.6% 

青森県 38.4% 

(第 22 位) 

41.0% 

(第 19 位) 

42.5% 

（第 27 位） 

46.9% 

（第 14 位） 

35.1% 

(第 17 位) 

36.3% 

(第 20 位) 

最 高 54.8% 

（山形県） 

57.0% 

（山形県） 

59.8% 

（山形県） 

62.6% 

（山形県） 

50.7% 

（山形県） 

52.4% 

（山形県） 
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また、青森県がん対策推進計画（平成 25 年 3 月）で指標とされた 40 歳から（子宮頸がんは 20

歳）から 69 歳までの検診受診率は、次のとおりとなっています。 

 

40 歳から（子宮頸がんは 20 歳から）69 歳までの検診受診率（平成 28 年） 

区 分 男 女 

全国 青森 全国 青森 

胃がん 46.4% 48.9% 35.6% 38.9% 

大腸がん 44.5% 48.9% 38.5% 41.6% 

肺がん 51.0% 55.0% 41.7% 46.6% 

乳がん － － 44.9% 41.6% 

子宮頸がん － － 42.3% 40.9% 

資料「平成 28 年国民生活基礎調査」（厚生労働省） 

 

⑦精密検査受診率 

がん検診精密検査受診率はすべてのがん種で増加していますが、なお精密検査が必要とされた

者のうちの２割から３割が未受診です。 

市町村がん検診精密検査受診率 
区   分 平成22年度 平成26年度 

胃がん 全 国 平 均 79.6% 80.9％ 

青 森 県 77.8%(36位) 79.6％（35位） 

最 高 96.5%（宮城県） 94.1％（宮城県） 

大腸がん 全 国 平 均 62.9% 68.3％ 

青 森 県 73.5%(17位) 76.9％（11位） 

最 高 83.6%（岩手県） 85.7％（宮城県） 

肺がん 

（胸部Ｘ線） 

全 国 平 均 75.7% 80.3％ 

青 森 県 82.3%(22位) 85.0％（20位） 

最 高 100%（滋賀県） 92.8％（鹿児島県） 

子宮がん 

（頸部） 

全 国 平 均 64.2% 72.5％ 

青 森 県 79.7%(12位) 83.3％（11位） 

最 高 92.3%（宮城県） 92.7％（滋賀県） 

乳がん 

（視触診及び

マンモグラフ

ィ併用） 

全 国 平 均 82.3% 85.4％ 

青 森 県 84.2%(29位) 90.8％（16位） 

最 高 97%（宮城県） 98.0％（宮城県） 

資料：「地域保健・健康増進事業報告」（厚生労働省）。（注 平成 22 年度には、東日本大震災の影響により、

岩手県の一部の市町村、宮城県のうち仙台市以外の市町村、福島県の一部の市町村が含まれていない。） 
 

⑧喫煙率 

県民健康・栄養調査（青森県）による「喫煙習慣のある人の割合」は、平成 28 年度で男性が

34.9％、女性が 11.5％となっています。 

 

 

 

 

注）胃がん、大腸がん、肺がんは「検診を過去

1 年以内に受けた者の数／調査対象者数（40 歳

～69 歳）」、乳がんは「検診を過去 2 年以内に

受けた者の数／調査対象者数（40 歳～69 歳）」、

子宮頸がんは、「検診を過去 2 年以内に受けた

者の数／調査対象者数（20 歳～69 歳）」によ

り算出。 
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  ２ 従来の圏域 

どこに住んでいても質の高いがん医療を等しく適切に受けることができるようにするため、広

い県土を有する本県には、国が指定するがん診療連携拠点病院や県が指定するがん診療連携推進

病院を整備し、がん医療提供体制を進めてきました。 

西北五地域はがん診療連携拠点病院が未整備ですが、標準的ながん医療については西北五地域

を含む６圏域とし、各圏域で質の高いがん医療が受けられる医療提供体制の整備と地域連携によ

る診療水準の向上を図ってきました。 
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  第２   施策の方向 

 

１ 圏域 

各圏域におけるがん医療の均てん化を図るため、これまでの圏域を維持します。 

 

２ 施策の方向性 

 （１）がんの予防 

（目指す方向性） 

 がんを予防するための生活習慣の改善 

（目標） 

 

目標項目 現状値 目標値 備考

年齢調整罹患率

胃がん （男）73.7（女） 25.4
大腸がん（男） 74.9（女） 42.1
肺がん（男） 66.3（女） 20.3
乳がん 84.2
子宮がん　27.6
（平成25年）

減少
【現状値の出典】
がん登録

成人喫煙率（男性）の減少
（喫煙をやめたい者がやめる）

34.9％
（平成28年度）

23％以下

成人喫煙率（女性）の減少
（喫煙をやめたい者がやめる）

11.5％
（平成28年度）

5％以下

未成年の喫煙率
中学1年生　男性 0．2％、女性 0．2％
高校3年生　男性 1．1％、女性 0.3％
（平成27年度）

0%
【現状値の出典】
青森県未成年者喫
煙飲酒状況調査

妊婦の喫煙率
2.9％
（平成28年度）

0%
【現状値の出典】
青森県妊婦連絡票

受動喫煙防止対策（施設内禁煙）を実施
している施設の割合

県庁舎　　　　 　 83.3％
市町村庁舎　　　64.1％
文化施設　　　 　91.7％
教育・保育施設　97.7％
医療機関　　　   86.6％
事業所（50人以上）30.4％
事業所（50人未満）41.7％
（平成27年度）

100％
【現状値の出典】
青森県受動喫煙防
止対策実施状況調
査

野菜と果物の摂取量の増加

①野菜摂取量の平均値
〈20歳以上〉　300グラム
（平成29年度）
②果物摂取量
〈100グラム未満の者の割合〉56.5％
（平成22年度）

①350グラム
②28％

【現状値の出典】
青森県県民健康・
栄養調査

生活習慣病のリスクを高める量を飲酒し
ている者（一日当たりの純アルコール摂
取量が男性40㌘以上、女性20㌘以上の
者）の割合の減少

男性　32.4％、　女性　19.4％
（平成27年度）

男性26．7％
女性14．4％

【現状値の出典】
市町村国保特定健
診データ

運動習慣者の割合の増加

20歳～64歳
男　30.9％　女　25.0％
65歳以上
男　42.6％　女　37.8％
（平成22年度）

20～64歳
男性　40％　女性　35％
男性　52％　女性　48％
65歳以上
男　52%　女48％

【現状値の出典】
青森県県民健康・
栄養調査

【現状値の出典】
青森県県民健康・
栄養調査

(令和3年3月変更)
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（施策） 

・年齢調整罹患率の減少対策（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

・喫煙率防止対策（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

・禁煙希望者への支援（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

・受動喫煙防止対策の推進（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

・バランスのとれた食生活を含む生活習慣の改善（県、市町村、医療機関・保険医療関係団体） 

 

 （２）がんの早期発見 

（目指す方向性） 

 がんを早期発見・早期治療するための検診率等の増加 

（目標） 

 

 （施策） 

 ・75 歳未満年齢調整死亡率の減少対策（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

・検診受診率及び精密検査受診率増加対策（県、市町村、医療機関） 

・検診の精度管理の質の向上対策（県、市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

  

目標項目 現状値 目標値 備考

がんの７５歳未満年齢調整死亡率
93.3人
（平成28年）

81.3人
【現状値の出典】
国立がん研究セン
ター

検診受診率
○胃、大腸、肺がんは、各検診を過去1
年以内に受けた者の数／調査対象者数
（40歳～69歳）
○乳がんは、乳がん検診を過去2年以内
に受けた者の数／調査対象者数（40歳
～69歳）
○子宮がんは、子宮がん検診を過去2年
以内に受けた者の数／調査対象者数
（20歳～69歳）

胃がん （男）48.9%、（女） 38.9%
大腸がん（男） 48.9%、（女） 41.6%
肺がん（男） 55.0%、（女） 46.6%
乳がん 41.6%
子宮がん　40.9%
（平成28年）

50％以上 【現状値の出典】
国民生活基礎調査

市町村がん精密検査受診率
胃がん 79.6% 、大腸がん 76.9%、肺がん
85.0%、子宮がん 83.3%、乳がん 90.8%
（平成26年度）

90％以上
【現状値の出典】
地域保健・健康増
進事業報告

精度管理・事業評価実施割合
（「事業評価のための市町村チェックリス
ト」の項目を8割以上実施しているとした
市町村の割合

胃がん 25.0% 、大腸がん 25.0%、肺がん
25.0%、子宮がん 30.0%、乳がん 27.5%
（平成28年）

100%

【現状値の出典】
事業評価のための
チェックリスト回答
状況

科学的根拠に基づく検診実施割合
100%
　（平成28年度）

100%
【現状値の出典】
青森県
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 （３）がん医療の充実 

（目指す方向性） 

 がん医療の充実を図るための医療提供体制の均てん化等、がん登録の充実 

（目標）  

 

 （施策） 

・全圏域にがん診療連携拠点病院（地域がん診療病院を含む。）の設置（県、市町村、医療機関） 

・拠点病院における医師及び医療従事者の更なる質の向上対策（県、市町村、医療機関） 

・がん登録の充実による、実情に応じた施策の実施や患者等への適切な情報提供（県、学術機

関、医療機関） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標項目 現状値 目標値 備考

がん診療連携拠点病院充足率
（拠点病院の整備された二次医療圏の
割合）

 83.3％（５／６圏域）
（平成29年度） 100%

【現状値の出典】
青森県

がん関係認定看護師数
(拠点病院におけるがんに関する専門知
識を有する看護師数)

 44人
（平成28年度）

増加
【現状値の出典】
拠点病院現況報告

拠点病院でがんに診療に携わる医師の
緩和ケア研修修了割合

89.3%
（平成28年度）

100%
【現状値の出典】
厚生労働省

緩和ケア体制整備病院数（がん診療連
携拠点病院以外で緩和ケア病棟又は緩
和ケアチームありとした病院数）

17施設
（平成28年度）

増加
【現状値の出典】
青森県医療機能調
査

緩和ケア実施訪問看護ステーション数
（「麻薬を用いた疼痛管理」に対応してい
る訪問看護ステーションの数

74施設
（平成28年度）

増加
【現状値の出典】
青森県介護サービ
ス情報

がん登録等の推進に関する法律第１９条
に基づきがん情報等を利用した市町村
の割合

―
（平成30年度）

100％ 【現状値の出典】
青森県

がん登録のＤＣＮ割合、ＤＣＯ割合（上皮
内がんを除く。）

ＤＣＮ割合　7.7％
ＤＣＯ割合　1.9％
（平成25年）青森県

ＤＣＮ割合　5％以下
ＤＣＯ割合　2％以下

【現状値の出典】
青森県
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第３   目指すべき医療機能の姿 

  

 病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 

 

※ 医療連携体制の構築に必要な医療機能を担う医療機関を調査し、個別医療機関名をホームペー 
ジで公表します。 
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指標一覧 
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第２節 脳卒中対策 

 

第１ 現状と課題 

１ 脳卒中の現状 

脳卒中は、脳血管の閉塞や破綻によって脳機能に障害 

が起きる疾患で、脳梗塞、脳出血、くも膜下出血に大別 

されます。 

脳梗塞は、さらに、アテローム硬化※１（動脈硬化）に 

より血管の内腔が狭くなりそこに血栓ができて脳血管が 

閉塞するアテローム血栓性脳梗塞、脳の細い血管に動脈 

硬化が起こり閉塞するラクナ梗塞※２、心臓に生じた血栓 

が脳血管まで流れ血管を閉塞する心原性脳梗塞の３種類 

に分けられます。 

また、脳出血は脳の細い血管が、くも膜下出血は脳動 

  脈瘤がそれぞれ破綻して出血するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省の「人口動態統計」（平成 28年）によると、全国では、年間約 10.9 万人が脳卒中を原   

因として死亡し、死亡数全体の 8.5％を占め、死亡順位の第４位となっています。 

脳卒中は、死亡を免れても後遺症として片麻痺、嚥下障害、言語障害、認知機能障害、遷延性意 

識障害などの後遺症が残ることがあります。 

厚生労働省の「国民生活基礎調査」（平成 28 年）によると、介護を必要とする者のうち主な原因 

が脳卒中である者は 16.6％であり、認知症に続いて原因の第２位となっています。また、寝たきり 

になった者のうち主な原因が脳卒中の者は 25.6％で、脳卒中が原因の第１位となっています。その 

ほか、脳卒中による後遺症の嚥下障害により誤嚥性肺炎を引き起こしやすいことや、認知症の原因 

の 20～30％が脳卒中を原因とするなどの影響を及ぼしています。 

これらの統計から、脳卒中は、発症後生命が助かったとしても後遺症が残ることも多く、患者及 

びその家族の日常生活に与える影響は大きいと言えます。 

※１ アテローム硬化 

「アテローム」というのは「粥状硬

化」ともいわれ、血管の内部に脂肪や

石灰などが沈着して内腔が狭くなる

血管の変性のことです。 

※２ ラクナ梗塞 

「ラクナ」というのは「水たまり」と

いう意味で、脳梗塞の部分が小さな

水たまりのように窪んでいたことか

らこう呼ばれるようになりました。 

脳卒中 

血管が破れる 

脳出血 

くも膜下出血 

【脳卒中の分類】 

脳の中の細い動脈が破れ、脳の中に出血。 

心原性 

脳塞栓症 

血管が詰まる 

ラクナ梗塞 

脳梗塞 

一過性脳虚血発作 

アテローム 

血栓性脳梗塞 

血管の分岐部にできた動脈瘤が破れ、クモ膜の 

隙間に出血する。 

心臓でできた血栓が血管内

を流れ、脳の血管が細くな

ったところで流れをせき止

め血管が詰まる。 

脳の中の比較的太い動脈の

内腔が狭くなり、そこに血

栓が付着し血管が詰まる。 

脳の中の細い動脈が狭くな

り、血管が詰まる。 
脳に行く血液の流れが一過性に悪くな

り、運動麻痺、感覚障害などの症状が現

れ、24 時間以内、多くは数分以内にその

症状が完全に消失するもの。 
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（１）予防 

脳卒中の最大の危険因子は高血圧であり、発症の予防には高血圧のコントロールが重要です。 

その他、糖尿病、脂質異常症、不整脈（特に心房細動）、メタボリックシンドローム、喫煙、 

過度の飲酒なども危険因子であり、適切な治療や生活習慣の改善が重要です。 

また、脳卒中の無症候性病変※３、危険因子となる画像異常 

等の発見にはＭＲＩ、ＭＲ アンギオグラフィ（以下「ＭＲ 

Ａ」という。）、頸動脈超音波検査が行われています。 

一過性脳虚血発作（ＴＩＡ）直後は脳梗塞発症リスクが高 

く、これを疑えば、脳梗塞予防のための適切な治療を速やかに開始します。 

同時に、住民に脳卒中の症状や発症時の緊急受診の必要性を周知させるように、啓発を進め 

    る必要があり、特に、かかりつけ医による日頃からの指導と啓発が重要です。 

 
（２）発症直後の救護、搬送等 

総務省消防庁の「平成 28年度版 救急・救助の現況」によると、全国では、１年間に救急車 

によって搬送される急病患者の約８％、約 28 万人が脳卒中（脳血管疾患） を含む脳疾患です。 

脳卒中を疑うような症状が出現した場合、本人や家族等周囲にいる者は、速やかに専門の医 

    療機関を受診できるよう行動することが重要です。できるだけ早く治療を始めることでより高 

い効果が見込まれ、さらに後遺症も少なくなることから、診断や治療の開始を遅らせることに 

ならないよう、速やかに救急隊を要請する等の対処を行います。 

救急救命士を含む救急隊員は、メディカルコントロール体制の下で定 

    められた、病院前における脳卒中患者の救護のためのプロトコール（活 

動基準）に則して、適切に観察・判断・救急救命処置等を行った上で、 

対応が可能な医療機関に搬送することが重要です。このため、病院到着 

前に脳卒中の重症度を点数化した病院前脳卒中スケールを活用すること 

が望まれます。 

 
（３）診断 

問診や身体所見の診察等に加えて、画像検査（ＣＴ、ＭＲＩ、ＭＲＡ、超音波検査等）を行 

    うことで正確な診断が可能になります。最近ではＣＴの画像解像度の向上、ＭＲＩの普及もあ 

り、脳梗塞超急性期の診断が可能となり、血栓溶解療法の適応や転帰がある程度予測できるよ 

うになりました。 

また、救急患者のＣＴ、ＭＲＩ画像を専門的な診断が可能な医療機関へネットワーク経由で 

伝送すること等により、専門的な医師がいない医療機関で早期診断が行われています。 

 
（４）急性期の治療 

脳卒中の急性期には、呼吸管理、循環管理等の全身管理とともに、脳梗塞、脳出血、くも膜 

    下出血等の個々の病態に応じた治療が行われます。 

脳梗塞では、まず発症後 4.5 時間以内の超急性期血栓溶解療法※４（ｔ－ＰＡ）の適応患者に 

    対する適切な処置が取られる必要があります。治療開始までの時間が短いほどその有効性は高 

く、合併症の発生を考慮すると、発症早期の脳梗塞患者が適切な医療機関に迅速に受診するこ 

とが求められ、医療機関到着後１時間以内に治療が開始されることが望まれます。 

 

 

 

 

※４ ｔ－ＰＡ 

組織プラスミノゲン活性化因子。血栓を強力に溶かす薬剤で、点滴により投与される。血栓を溶

かすことで脳血流を再開通するもの。発症後 4.5 時間までが t-PA 療法の適応。 

 

※３ 無症候性病変 

脳卒中の症状は無くても、ＭＲ

Ｉ等で脳梗塞が発見されるもの。

将来の脳卒中発症リスクが高い。 
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また、近年、急性期脳梗塞患者に対する血管内治療の科学的根拠が示されていることから、

原則として発症後８時間以内の脳梗塞患者に対しては、可能であれば血管内治療による血栓除

去術を行う場合もあります。 

また超急性期の再開通治療の適応とならない患者も、できる限り早期に、脳梗塞の原因に応 

    じた、抗凝固療法や抗血小板療法、脳保護療法などを行うことが重要です。 

脳出血の治療は、血圧や脳浮腫の管理、凝固能異常時の是正が主体であり、出血部位（皮質・ 

皮質下出血や小脳出血等）によって手術が行われることもあります。 

くも膜下出血の治療は、動脈瘤の再破裂の予防が重要であり、再破裂の防止を目的に開頭手 

    術による外科的治療あるいは開頭を要しない血管内治療も考慮する場合があります。 

 
（５）リハビリテーション 

脳卒中のリハビリテーションは、病期によって分けられるが、急性期から維持期まで一貫し 

    た流れで行われることが勧められます。 

急性期に行うリハビリテーションは、誤嚥性肺炎等の予防のための口腔管理や摂食・嚥下訓

練、廃用症候群の予防・セルフケアの早期自立を目的として、発症当日からベッドサイドで開

始します。 

回復期に行うリハビリテーションは、嚥下障害や歩行障害などの機能回復や日常生活動作 

（ＡＤＬ）の向上や誤嚥性肺炎などの合併症の予防を目的として、 

訓練室での訓練が可能になった時期から集中して実施します。 

維持期に行うリハビリテーションは、回復した機能や残存した機 

能を活用し、歩行能力や口腔機能等の生活機能の維持・向上や誤嚥 

性肺炎などの合併症の予防を目的として実施します。 

 
（６）急性期以後の医療・在宅療養 

急性期を脱した後は、再発予防のための治療、基礎疾患や危険因子（高血圧、糖尿病、脂質 

    異常症、不整脈（特に心房細動）、無症候性病変、喫煙、過度の飲酒等)の継続的な管理、脳卒   

中に合併する種々の症状や病態に対する加療が行われます。 

在宅療養では、上記治療に加えて、機能を維持するためのリハビリテーションを実施し、在 

    宅生活に必要な介護サービス等を受けます。脳卒中は再発することも多く、患者や患者の周囲 

にいる者に対し、適切な服薬や危険因子の管理の継続の必要性及び脳卒中の再発が疑われる場 

合の適切な対応について教育する等、再発に備えることが重要です。 

 
 
 
 
（７）本県の現状 

① 脳卒中（脳血管疾患）による死亡率 

本県では約 1,600 人が脳卒中を原因として死亡しており、死因の第４位となっています。平

成 23 年には脳卒中を主な死因とした人は 1,925 人で死亡数全体の 11.7％を占めましたが、平

成 28 年には脳卒中を主な死因とした人は 1,610 人で死亡数全体の 9.3％へと減少しています。 

   また、脳卒中による死亡率は、昭和 55 年には三大死因で第１位の死亡率でしたが、昭和 57

年を境に悪性新生物を下回り第２位となりました。その後、平成 12 年以降は心疾患に替わっ

て第３位、平成 25 年は肺炎に替わって第４位、平成 26 年は第３位、平成 27、28 年は第４位

となっていますが、脳卒中の死亡率は依然として高い状況が続いています。 
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三大死因死亡率の年次推移（青森県）人口 10 万対 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

全国的には脳卒中（脳血管疾患）の死亡率は横ばい傾向にありますが、本県では、平成 19 年

から平成 24 年にかけて上昇し、平成 24年以降は減少傾向にあります。 

     本県は全国平均より高い死亡率で推移しており、平成 23 年では、全国を 43.3 ポイント上回

っていましたが、平成 28年では、全国を 37.4 ポイント上回っています。 

 
脳血管疾患死亡率の年次推移 

 

 
 
 

 
 
 

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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（人口10万対） 青森県 全 国

　年次 悪性新生物    心疾患  脳血管疾患

  昭和55 ②  140.2 ③  107.2 ①  157.5

60 ①  174.3 ③  129.0 ②  134.9

  平成 2 ①  192.4 ②  151.8 ③  111.8

7 ①  236.0 ③  133.5 ②  141.9

12 ①  261.0 ②  136.9 ③  135.5

15 ①  283.2 ②  148.7 ③  138.5

16 ①  298.8 ②  154.7 ③  141.2

17 ①  305.9 ②  172.9 ③  141.3

18 ①  313.9 ②  171.2 ③  134.8

19 ①  327.7 ②  167.6 ③  134.3

20 ①  334.7 ②  173.1 ③  136.2

21 ①  328.4 ②  179.9 ③  133.7

22 ①  349.3 ②  192.3 ③  137.5

23 ①  353.2 ②  197.4 ③  141.5

24 ①  356.6 ②  210.8 ③  145.9 ①は死因第１位

25 ①  369.7 ②  198.7 ④　135.4 ②は死因第２位

26 ①  379.4 ②  196.1 ③  132.5 ③は死因第３位

27 ①  385.9 ②  197.9 ④　130.7 ④は死因第４位

28 ①  390.2 ②  199.1 ④　124.8

資料「人口動態統計」（厚生労働省）
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② 脳卒中（脳血管疾患）による死亡率内訳 ～脳血管疾患死亡者の６割は脳梗塞～ 
県内で平成 28年に脳卒中（脳血管疾患）を主な死因とした人の 60.0％（966 人）は脳梗塞で

亡くなっており、次いで、脳内出血が 27.7％（446 人）、くも膜下出血が 10.2％（164 人）とな

っています。 

    脳卒中（脳血管疾患）の内、脳梗塞の死亡割合が全国に比べて高く、死亡総数に占める脳卒

中（脳血管疾患）の割合が、全国よりも 0.8 ポイント高い状況です。 

 

                  脳血管疾患死亡の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省 「平成 28 年人口動態統計」 

 
脳血管疾患死亡数・死亡率（人口 10 万対）、性別 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
 

厚生労働省が発表した「都道府県別にみた死亡の状況－平成 27 年都道府県別年齢調整死亡

率の概況（平成 29年６月）」によると、男性の脳卒中（脳血管疾患）による年齢調整死亡率（人

口 10万対）は、本県は 52.8 と全国 37.8 を大きく上回り、全国１位の死亡率となっています。

女性についても、28.2 と全国 21.0 を上回り、全国３位の死亡率となっています。 

平成 22 年の年齢調整死亡率の全国順位と比較すると、男性が前回２位から順位を上げて１

位、女性は変化なく３位で推移しています。（指標 20参照） 

 

 

 

 

 

 

  

脳梗塞

60.0%
脳内出血

27.7%

くも膜下出血

10.2%

その他

2.1%

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

全国 109,320 52,706 56,614 87.4 87.8 90.8 111,973 53,576 58,397 89.4 87.8 90.8 8.5

青森県 1,610 728 882 124.8 120.1 129.1 1,706 807 899 130.7 131.6 130.0 9.3

全国 62,277 29,384 32,893 49.8 49.3 53.6 64,523 30,070 34,453 51.5 49.3 53.6 4.8

青森県 966 412 554 74.9 68.0 81.1 1,035 469 566 79.3 76.5 81.9 5.6

全国 31,975 17,538 14,437 25.6 28.7 22.7 32,113 17,541 14,572 25.6 28.7 22.7 2.5

青森県 446 260 186 34.6 42.9 27.2 446 259 187 34.2 42.2 27.0 2.6

全国 12,318 4,556 7,762 9.9 7.6 12.2 12,476 4,643 7,833 10 7.6 12.2 1.0

青森県 164 48 116 12.7 7.9 17.0 185 61 124 14.2 9.9 17.9 0.9

脳血管疾患

内
訳

脳梗塞

脳内出血

くも膜下出血

死亡率 死亡数 死亡率

平成28年
死亡総数
に占める
割合（％）

平成28年 平成27年

死亡数
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脳血管疾患による年齢調整死亡率（男性）  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

脳血管疾患による年齢調整死亡率（女性）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脳血管疾患による年齢調整死亡率の平成 22 年と 27 年の比較（男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

脳血管疾患による年齢調整死亡率の平成 22 年と 27 年の比較（女性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」 
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③ 脳卒中（脳血管疾患）死亡者の性別・年齢別内訳 

脳卒中（脳血管疾患）による死亡者は、年齢別では 70歳以上で 85％を占めています。 

  また、40 歳以上 70 歳未満では、男性が約７割を占めています。40～59 歳、60～69 歳では男

性が女性の約２倍の人数であり、男性の方が若い年代で発症しています。 

 

平成 28 年 脳血管疾患による死亡数、性・年齢別（青森県）             （単位：人） 

死亡総数 
うち、脳血管 

疾患による死亡 
20 歳未満 20～39 歳 40～59 歳 60～69 歳 70 歳以上 

計 17,309 計 1,610 0 7 88 145 1,370 

男 8,777 男 728 0 5 61 97 565 

女 8,532 女 882 0 2 27 48 805 

 
（脳血管疾患による死亡の内訳） 

  性別 20 歳未満 20～39 歳 40～59 歳 60～69 歳 70 歳以上 

脳梗塞 

計 966 0 0 9 48 909 

男 412 0 0 8 36 368 

女 554 0 0 1 12 541 

脳内出血 

計 446 0 4 48 62 332 

男 260 0 3 40 46 171 

女 186 0 1 8 16 161 

くも膜下出血 

計 164 0 3 31 30 100 

男 48 0 2 13 13 20 

女 116 0 1 18 17 80 

その他 

脳血管疾患 

計 34 0 0 0 5 29 

男 8 0 0 0 2 6 

女 26 0 0 0 3 23 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

 
④ 救急搬送の状況 ～急病による救急搬送の 13.5％は脳疾患～ 

平成 27 年に救急車で搬送された人のうち、64.5％（28,244 人）が急病患者で、そのうちの

12.0％（3,403 人）が脳疾患でした。 

     急病患者全体の割合が平成 22 年 61.1％から平成 27年 3.4％増加しているが、脳疾患の割合 

は平成22年 13.5％から平成27年 12.0％に減少しているものの、人数としては平成22年 3,420 

人から平成 27年 3,403 人と変化していない。 
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事故別搬送人員 

 

 

急病に係る疾病分類別搬送人員 

 

資料：青森県「平成 27年度版防災消防の現況」 

 

２ 脳卒中の医療提供体制 

（１）（発症及び再発予防のための）県民への啓発事業 

① 一次予防  

脳卒中予防のための生活習慣として、喫煙や飲酒、食生活や運動習慣等の改善に向けた普及

啓発を行ってきましたが、十分とは言えないため、継続していくことが求められます。（指標 

    ７～９参照） 

また、職域での健康づくりの実践に向けて取り組んできましたが、今後も継続していくこと

が求められます。 

② 二次予防  

高血圧や糖尿病など、脳卒中危険因子を早期に発見するために、特定健診実施率の向上や市 

町村等へ働きかけることで、特定健診実施率向上への取組を喚起しましたが、特定健診実施率 

は平成 26 年度現在 44.1％であり、目標の 68％には到達していないため、更なる取組が求めら 

れます。 

また、特定保健指導を徹底するため、特定保健指導実践者に対する研修会を行ってきました 

が、特定保健指導の実施率は平成 26 年度現在 22.8％であり、目標の 45％には到達していない 

ため、更なる取組が求められます。 

脳卒中の危険因子となる疾患として、高血圧や不整脈の治療を受けている方については、脳

急病

64.5%
交通事故

7.7%

一般負傷

12.4%

その他

15.4%

脳疾患

12.0%

心疾患

9.5%

消化器系

8.7%

呼吸器系

9.5%

精神系

4.5%
感覚系

4.4%

泌尿器系

3.7%

新生物

2.2%

その他

12.3%

不明確

33.1%

事故別搬送人員（平成 27 年） 

区分 人数 割合 

急病 28,244 64.5％ 

交通事故 3,364 7.7％ 

一般負傷 5,449 12.4％ 

その他 6,754 15.4％ 

合計 43,811 100.0％ 

区分 人数 割合 

脳疾患 3,403 12.0％ 

心疾患 2,678 9.5％ 

消化器系 2,458 8.7％ 

呼吸器系 2,677 9.5％ 

精神系 1,270 4.5％ 

感覚系 1,254 4.4％ 

泌尿器系 1,039 3.7％ 

新生物 631 2.2％ 

その他 3,482 12.3％ 

不明確 9,351 33.1％ 

合計 28,243 100.0％ 
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卒中発症との関連性や治療・服薬・コントロールの重要性に関する普及啓発の実施が求められ

ます。脳梗塞の再発予防においては、抗血栓療法や抗凝固療法の継続が重要です。 

 

（２）症状出現時の速やかな救急要請、搬送と専門的な診療が可能な体制 

① 受入可能な脳卒中患者の状態  

青森県が実施した「医療機能調査（平成 29年２月）」によると、脳卒中患者の状態ごとに区

分した場合の、病院の受入状況は、回答のあった 86 病院のうち、脳卒中患者について「急性

期」の対応を行う病院が 24 施設、「回復期」の対応を行う施設が 28施設、「維持期」の対応を

行う施設が 35施設あります。 

引き続き、各圏域で急性期対応の可能な医療機関が１施設以上の設置が継続されるような体

制を維持していくことが望まれます。 

区分 津軽地域 八戸地域 青森地域 
西北五 

地 域 

上十三 

地 域 
下北地域 合計 

急性期 7 9 4 1 2 1 24 

回復期 5 9 8 1 3 2 28 

維持期 4 11 9 5 5 2 35 

資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」                  

 
② 脳卒中急性期患者に対する検査・治療の状況 

青森県が実施した「医療機能調査（平成 29 年２月）」によると、脳卒中急性期患者の検査、

治療について、対応可能とする病院の状況は次のとおりです。 

通常の診療時間と診療時間外では受入が異なります。 

開頭手術等の治療が可能な病院は、「通常の診療時間であればいつでも可能」とする病院が

11 病院、「診療時間外であってもいつでも可能」とする病院が９病院となっています。 

     脳卒中急性期患者の検査、治療について通常診療時間帯、診療時間外問わず、全体的に対応

可能な医療機関が減少しています。 

     また、外科手術においては、西北五地域で対応不可であったのが、曜日・時間帯により対応 

可能な施設が１施設増えたため、全地域での対応が可能となりました。 

各圏域で急性期患者に対する検査・治療の可能な医療機関が１施設以上の設置が継続される

ような体制を維持していくことが望まれます。 

 

放射線器機検査（ＭＲＩ、ＣＴ等） 
 
 
 
 
 
 
臨床検査（血液、尿検査等） 
 
 
 
 
 

津軽地域 八戸地域 青森地域
西北五
地　域

上十三
地　域

下北地域 合計

いつでも対応可能 7 8 4 1 2 1 23

曜日・時間帯により対応可能 0 1 0 0 0 0 1

いつでも対応可能 6 6 4 1 2 1 20

曜日・時間帯により対応可能 1 3 0 0 0 0 4

区分

通常診療
時間帯

診療時間外

津軽地域 八戸地域 青森地域
西北五
地　域

上十三
地　域

下北地域 合計

いつでも対応可能 7 8 4 1 2 1 23

曜日・時間帯により対応可能 0 1 0 0 0 0 1

いつでも対応可能 6 5 4 1 2 1 19

曜日・時間帯により対応可能 1 4 0 0 0 0 5

通常診療
時間帯

診療時間外

区分
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外科手術（開頭手術、脳血管手術等） 
 

 

 

 

 

 

 

資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

 

③ 実施している脳卒中の治療方法（実施病院数＜平成 28年実績＞ ） 

青森県が実施した「医療機能調査（平成 29年２月）」によると、平成 28 年１月１日～12 月 

31 日において、手術等を実施した病院の状況は次のとおりです。 

治療実績のある病院は全域にわたっていますが、治療方法によっては治療実績のない圏域が 

あります。特に、脳梗塞の内、開頭手術の実績がある医療機関が３施設減少し、八戸、青森、 

上十三地域でのみ対応していました。一方、ｔ－ＰＡを用いた経静脈的血栓溶解療法を実施し 

た医療機関は２施設増加し、全地域で対応されていました。 

 合併症の発症予防のためには早期治療が必要であることから、ｔ－ＰＡを用いた経静脈的血 

栓溶解療法が全圏域で実施可能な体制を維持していくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

 

（３）進行度に応じたリハビリテーションが可能な体制 

診療報酬施設基準（平成 29 年８月１日現在）によると、リハビリテーションが実施可能な 

医療機関は、県内で 32施設あります。（指標５参照） 

また、厚生労働省が実施した患者調査（平成 26年）によると、リハビリテーションの実施件 

数は、津軽、八戸、青森の３地域に集中しています。（指標５参照） 

 医療機関でのリハビリテーションが実施困難な場合には、介護保険での通所・訪問リハビリ 

テーションの活用など、リハビリテーションにおける医療・介護連携により、必要な人へのリ 

ハビリテーションの継続実施が可能な体制が求められます。（指標 18参照） 

  
リハビリテーション実施病院 

区分 津軽地域 八戸地域 青森地域 
西北五 

地 域 

上十三 

地 域 
下北地域 合計 

実施 

医療機関 
9 7 11 2 1 2 32 

 

津軽地域 八戸地域 青森地域
西北五
地　域

上十三
地　域

下北地域 合計

いつでも対応可能 3 3 3 0 1 1 11

曜日・時間帯により対応可能 0 0 0 1 0 0 1

いつでも対応可能 3 2 2 0 1 1 9

曜日・時間帯により対応可能 0 1 1 1 0 0 3

対応不可 3 6 0 0 1 0 10

通常診療
時間帯

診療時間外

区分

津軽地域 八戸地域 青森地域
西北五
地　域

上十三
地　域

下北地域 合計

１　脳血管内手術 2 2 2 1 1 0 8

２　脳動脈瘤被包術、脳動脈瘤
　クリッピング等

2 2 2 0 1 1 8

脳出血 ３　脳内血腫除去術 2 2 2 0 1 1 8

４　開頭手術 0 1 2 0 1 0 4

５　経皮的脳血管形成術 2 2 2 1 1 0 8

６　t-PAを用いた経静脈的血栓
　溶解療法

4 2 4 1 2 1 14

区分

くも膜下出血

脳梗塞
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リハビリテーション実施件数 

区分 津軽地域 八戸地域 青森地域 
西北五 

地 域 

上十三 

地 域 
下北地域 合計 

実施件数 4,968 4,960 3,932 734 860 721 16,175 

資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

 

（４）脳卒中維持期患者の在宅療養が可能な体制 

青森県が実施した「医療機能調査（平成 29 年２月）」によると、脳卒中維持期患者に対し、

訪問診療を実施している病院の状況は次のとおりです。 

脳卒中患者の受け入れ対応をしている 51 病院中、21 施設（41.2％）において訪問診療を実 

施しています。 

     在宅等生活の場に復帰した患者の割合を見ると、最も多い下北地域と最も少ない八戸地域で 

は 15％の差があることから、在宅等でも生活が実施可能なリハビリテーションや医療の提供が 

求められます。（指標 25参照） 

 

脳卒中維持期患者に対し、訪問診療を実施している病院 

 
在宅等生活の場に復帰した患者の割合 

資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

 

３ 従来の医療連携体制の圏域 

  現状では、従前の６圏域を基本とし、それぞれの圏域で対応できない医療については、近隣の医 

療圏と連携して対応しており、概ね医療が完結していると考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域 合計 

2 9 5 2 1 2 21 

津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域 合計 

51.4 42.1 49.7 52.0 52.2 57.4 48.2 

上十三地域 

津軽地域 

八戸地域 

青森地域 

西北五地域 

下北地域 
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第２ 施策の方向 

１ 医療連携体制の圏域 

 これまでの圏域を維持します。 

 
２ 施策の方向性 

（１）（発症及び再発予防のための）県民への啓発事業 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

特定健診の実施率 45.1％ 

（平成 27 年度） 

68.0％ 【現状値の出典】 

厚生労働省 特定健診・特

定保健指導の実施状況に関

するデータ（毎年） 

高血圧症有病者（収縮期血圧

140mmHg 以上、または拡張期血圧

90mmHg 以上もしくは服薬者）の

うち、服薬していない者の割合 

12.0％ 

（平成 26 年度) 

減少 【現状値の出典】 

青森県 市町村国保特定健

康診査データ（毎年） 

メタボリックシンドローム該当

者及び予備軍の割合 

26.6％ 

（平成 27 年度） 

減少 【現状値の出典】 

厚生労働省 特定健診・特

定保健指導の実施状況に関

するデータ（毎年） 

特定保健指導実施率 23.3％ 

（平成 27 年度） 

45％ 

以上 

 

（施策） 

  〇下記の内容について普及啓発を実施します。 

  ・脳卒中が疑われる場合の早期受診の必要性について（県、行政機関、保健医療関係機関・団 

体） 

   ・特定健診実施率について（県） 

   ・特定健診の受診の必要性について（行政機関、保健医療関係機関・団体） 

   ・脳卒中と高血圧の関連性を含めた血圧管理、早期受診の必要性について（県、行政機関、保 

健医療関係機関・団体） 

   ・特定保健指導実施率について（県） 

   ・特定保健指導の利用の必要性について（行政機関、保健医療関係機関・団体） 

〇特定健診の受診勧奨を実施します。（行政機関、保健医療関係機関） 

〇生活習慣の改善に向けた保健指導を実施します。（行政機関、保健医療関係機関・団体） 

〇特定保健指導の利用勧奨の実施利用の必要性の普及啓発を実施します。（行政機関、保健医療 

関係機関・団体） 

 

（２）症状出現時の速やかな救急要請、搬送と専門的な診療が可能な体制 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

救急救命士数 422 

（平成 28 年 

 4 月 1 日現在） 

増加 【現状値の出典】 

総務省 救急・救助の現況

（毎年） 
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（施策） 

・脳卒中が疑われる場合の早期の救急要請実施に関する普及啓発を実施します。（県、保健医療関 

係機関・団体） 

・圏域を超えた連携の促進に努めます。（県、保健医療関係機関） 

・地域メディカルコントロール協議会等における救急救命の人員及び質の確保に努めます。（県） 

・急性期医療を担うことのできるような体制構築に向けた医師確保対策、病床編成等を実施しま 

 す。（県） 

 

（３）進行度に応じたリハビリテーションが可能な体制 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

リハビリテーションが実施可能

な医療機関数 

95 施設 

（平成 29 年 

 8 月 1 日現在） 

増加 【現状値の出典】 

東北厚生局 診療報酬施設

基準（毎年） 

脳卒中患者に対するリハビリ 

テーションの実施件数 

16,175 件 

（平成 27 年度） 

増加 【現状値の出典】 

厚生労働省 NDB（毎年） 

 

（施策） 

・リハビリテーションの実施体制と脳卒中の患者数等から、リハビリテーションの提供状況を 

まとめ、還元します。（県） 

 

（４）在宅療養が可能な体制 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

退院患者平均在院日数 
127.8 日 

（平成 26 年） 

減少 【現状値の出典】 

厚生労働省  

患者調査（３年毎） 

在宅等生活の場に復帰した患者

の割合 
48.2％ 

（平成 26 年） 

増加 【現状値の出典】 

厚生労働省  

患者調査（３年毎） 

 

（施策） 

・在宅医療に係る医療従事者、介護従事者等に対する普及啓発を実施します。（県、保健医療関係 

団体） 

・在宅医療に係る医療従事者、介護従事者の確保対策等を実施します。（県）
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第３ 目指すべき医療機能の姿 

 

 病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 

 
 
  

区
分

予防 救護期 急性期

機
能

発症予防の機能 応急手当・病院前救護の機能 救急医療の機能

目
標

◇生活習慣の改善
◇異常の早期発見・早期受診

◇専門的な治療が可能な医療機関
　への発症後迅速な搬送

◇発症後の速やかな専門的治療開始
◇誤嚥性肺炎等の合併症の予防及び治療
◇廃用症候群を予防し、セルフケアの早期自立の
　ためのリハビリテーションの実施

担
い
手

医療機関、歯科医療機関、保険者、
市町村、薬局、看護・介護関係者等

住民、家族、救急救命士等、
医療機関

脳卒中の急性期医療を担う医療機関

求
め
ら
れ
る
役
割

■地域の医療機関、専門医に求め
られる役割
　◇高血圧、糖尿病、脂質異常症、
　　心房細動、無症候性病変、
　　喫煙、過度の飲酒等の基礎疾患
　　及び危険因子の治療・管理・
　　啓発
　◇脳卒中が疑われる症状出現時
　　における対応について、本人及
　　び家族等患者の周囲にいる者に
　　対する教育、啓発
　◇脳卒中が疑われる症状出現時
　　の早期受診についての助言、
　　指導
　　（早期発見・早期治療への協力）

■地域の歯科医療機関に求められ
る役割
◇脳卒中の発症リスクを高める歯
　周病の予防

■保険者、市町村、薬局、介護関
係者等に求められる役割
　◇健康づくり対策の推進
　◇健診等による危険因子の早期
　　発見及び治療の勧奨
　◇生活習慣病の予防のための保
　　健指導（メタボリックシンドローム
　　対応）
　
■介護関係者、薬局等に求められ
る役割
　◇施設利用者の健康管理
　◇脳卒中についての正しい知識
　　の普及

■発症予防のための連携
　◇在宅者を対象とした担い手の
　　連携
　◇施設利用者を対象とした担い
　　手の連携

■本人及び家族等周囲に居合わ
せた者
　◇脳卒中が疑われる症状出現時
　　の早期受診についての助言、
    指導
　◇現場に居合わせた者による発
　　症後速やかな救急搬送要請

■救急救命士等
　◇地域メディカルコントロール協
　　議会による活動プロトコールに
　　即した適切な観察・判断・処置
　◇急性期医療を担う医療機関へ
　　の救急要請覚知後迅速な搬送

■発症から専門的治療開始までの
時間を短縮するための連携
　◇住民、消防機関、医療機関の
　　連携
　住民：発症から救急車を要請す
　　　　るまでの時間の短縮
　消防機関：搬送にかかる時間の
　　　　　短縮
　医療機関：初めに受診した医療
　　　　機関での速やかな判断と
　　　　急性期医療機関への転送、
　　　　急性期医療機関での診断
　　　　と評価にかかる時間の短縮

■患者情報共有のための連携
　（急性期との連携）
　◇「おくすり手帳」「糖尿病手帳」
　　「血圧手帳」など患者情報手帳
　　の活用

■必要な役割
　◇脳卒中が疑われる患者に対する検査、専門的
　　診療が可能
　◇呼吸管理、循環管理、栄養管理等の全身管
　　理、及び合併症に対する診療が可能

■望ましい役割
　◇適応のある脳梗塞の場合、発症後4.5時間以
　　内にｔ－ＰＡによる脳血栓溶解療法が実施可能
　◇外科的治療が必要と判断した場合に、来院後
　　速やかに治療開始が可能
　◇リスク管理のもとに個々の患者に応じた早期
　　リハビリテーションが実施可能
　◇口腔機能、嚥下機能向上対策、早期活動度
　　向上対策等による急性期からの廃用症候群や
　　合併症の予防のための多職種間での連携

■発症から専門的治療開始までの時間を
短縮するための連携（救護期との連携）
　◇住民、消防機関、医療機関の連携
　住民：発症から救急車を要請するまでの時間の
　　　　　短縮
　消防機関：搬送にかかる時間の短縮
　医療機関：初めに受診した医療機関での速やか
　　　　　な判断と急性期医療機関への転送、急性
　　　　　期医療機関での診断と評価にかかる時間
　　　　　の短縮

■急性期医療機関から回復期医療機関への
移行期間の短縮（回復期との連携）

■切れ目のない医療・保健・介護・福祉サービス
の提供
　◇急性期・回復期・維持期の施設等の連携
　　・医療・保健・福祉施設等における診療情報・
　　　治療計画等の共有
　　・かかりつけ医との診療連携
　　・地域連携パスの活用
　◇多職種協働による連携
　　・口腔機能の管理
　　・服薬指導
　　・食に関する情報の共有

■患者情報共有のための連携
（救護期、回復期、維持期との連携）
　◇「おくすり手帳」「糖尿病手帳」「血圧手帳」
　　など患者情報手帳の活用
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回復期 維持期

身体機能を回復させるリハビリテーションを提供する機能 日常生活に復帰させるリハビリテーションを提供する機能

◇身体機能の早期改善のための集中的なリハビリテーションの
　実施
◇再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理
◇誤嚥性肺炎等の合併症の予防及び治療

◇生活機能の維持・向上のためのリハビリテーション
◇患者が生活の場で療養できるよう、医療サービスと介護サービ
　ス等の連携支援
◇再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること
◇誤嚥性肺炎等の合併症の予防及び治療

脳卒中の回復期医療を担う医療機関 かかりつけ医療機関、かかりつけ歯科医療機関、薬局、
看護・介護関係者、市町村等

■望ましい役割
　◇在宅療養の支援
　◇高血圧、糖尿病、脂質異常症、心房細動等の基礎疾患及び
　　危険因子の管理
　◇抑うつ状態や認知症などの脳卒中後の様々な合併症への
　　対応
　◇生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーション（訪問
　　及び通所リハビリテーションを含む）の実施
　◇急変時における連携体制の確保
　◇再発予防の指導

■入院中のケアプラン策定（回復期との連携）
　◇在宅等での生活に必要な介護サービス等の調整

■在宅リハビリテーションへの移行期間の短縮
（回復期との連携）

■身体機能の回復及び日常生活への復帰のための連携（回復期
との連携）
　◇診療情報や治療計画等の共有等
　　・地域連携パスの活用

■切れ目のない医療・保健・介護・福祉サービスの提供
　◇急性期・回復期・維持期の施設等の連携
　　・医療・保健・福祉施設等における診療情報・治療計画等の
　　　共有
　　・かかりつけ医との診療連携
　　・地域連携パスの活用
　◇多職種協働による連携
　　・口腔機能の管理
　　・服薬支援
　　・食に関する情報の共有

■患者情報共有のための連携（急性期、回復期との連携）
　◇「おくすり手帳」「糖尿病手帳」「血圧手帳」など患者情報手帳
　　の活用

■望ましい役割
　◇高血圧、糖尿病、脂質異常症、心房細動等の基礎疾患及び
　　危険因子の管理
　◇再発予防の治療(抗血小板療法、抗凝固療法等)、基礎疾患・
　　危険因子の管理が可能
　◇抑うつ状態や認知症などの脳卒中後の様々な合併症への対
　　応が可能
　◇機能障害の改善及び日常生活動作（ＡＤＬ）の向上を目的とし
　　た理学療法、作業療法、言語聴覚療法等の集中的実施
　◇合併症の予防と回復期リハビリテーションの推進、再発の
　　防止

■在宅リハビリテーションへの移行期間の短縮
（維持期との連携）

■身体機能の回復及び日常生活への復帰のための連携
（急性期、維持期との連携）
　◇診療情報や治療計画（地域連携パス）の共有等
　　・地域連携パスの活用

■切れ目のない医療・保健・介護・福祉サービスの提供
　◇急性期・回復期・維持期の施設等の連携
　　・医療・保健・福祉施設等における診療情報・治療計画等の
　　　共有
　　・かかりつけ医との診療連携
　　・地域連携パスの活用
　◇多職種協働による連携
　　・口腔機能の管理
　　・服薬支援
　　・食に関する情報の共有

■患者情報共有のための連携（急性期、維持期との連携）
　◇「おくすり手帳」「糖尿病手帳」「血圧手帳」など患者情報手帳
　　の活用

※ 医療連携体制の構築に必要な医療機能を担う医療機関を調査し、個別医療機関名をホームペー 
ジで公表します。 
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指標一覧 

 

 

 

指標
番号

病期 ＳＰＯ
重点●
参考〇

指標名 定義 調査名等
調査年

（調査周期）
集計単位

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

138 34 28 36 13 18 9

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

28 5 7 15 0 1 0

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

53 14 15 14 3 5 2

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

1 0 0 1 0 0 0

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

6 0 0 6 0 0 0

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

7 1 2 2 0 1 1

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

32 9 7 11 2 1 2

6 予防 Ｐ 〇 健康診断の受診率（％）

健診受診者数*/調査対者
数**<br>
*過去1年間に健康診断を
受けた40歳～74歳の者の
数<br>
**同調査の40歳～74歳の
対象者数

国民生活
基礎調査

H28年
（3年毎）

都道府県

7 予防 Ｐ 〇
高血圧性疾患患者の
年齢調整外来受療率
（％）

傷病大分類「高血圧性疾
患」の都道府県別受療率
を標準人口で補正した値

患者調査
Ｈ26年

（3年毎）
都道府県

8 予防 Ｐ 〇
脂質異常症患者の
年齢調整外来受療率
（％）

傷病小分類「高脂血症」
の都道府県別の年齢階級
別推計患者数から算出し
た都道府県別受療率を標
準人口に当てはめ算出し
たもの

患者調査
Ｈ26年

（3年毎）
都道府県

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

5,106 883 1,357 1,516 482 653 215

総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

13.9 5.5 15.3 17.5 18.5 18.4 6.5

総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

8.1 8.1 9.3 14 13.5 7.1 1.5

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

3600.0 1,600 800 700 0 500 0

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

140 41 62 37 0 0 0

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

185 51 43 63 0 18 10

二次
医療圏

救護 Ｐ 〇
脳血管疾患により救急搬
送された患者数

急性期 Ｐ

●Ｐ急性期

1

喫煙者数*/調査対象者数
**<br>
*20歳以上の「毎日吸っ
ている」「ときどき吸っ
ている」の合計人数<br>
**20歳以上の調査対象者
数

〇
くも膜下出血に対する脳
動脈瘤クリッピング術の
実施件数

NDB仕様参照

国民生活
基礎調査
（大規模
　調査）

H28年
（3年毎）

都道府県

5
急性期
回復期
維持期

Ｓ 〇
リハビリテーションが実
施可能な医療機関数

10 予防 Ｐ 〇

B001-3-21ニコチン依存
症管理料（初回）または
B001-3-22ニコチン依存
症管理料（2回目から4回
目まで）またはB001-3-
23ニコチン依存症管理料
（5回目）のレセプト件
数の集計

NDB

診療報酬
施設基準

H29.8.1
（毎年）

市町村

平成27年度
（毎年）

病
院
数

病
床
数

4 急性期 Ｓ 〇
脳梗塞に対するt-PAによ
る脳血栓溶解療法の実施
可能な病院数

A205-2 超急性期脳卒中
加算の届出施設数

診療報酬
施設基準

H29.8.1
（毎年）

市町村

予防 Ｓ 〇
禁煙外来を行っている医
療機関数

禁煙外来を実施している
医療機関数

医療施設
調査
（静態）

Ｈ26年
（3年毎）

二次
医療圏

神
経

内
科

脳
神
経

外
科

Ｈ26年
（2年毎）

二次
医療圏

脳卒中の専用病室を
有する病院数・病床数

SCU（脳卒中ケアユニッ
ト）を有する施設数

医療施設
調査
（静態）

Ｈ26年
（3年毎）

二次
医療圏

神経内科医師数、
脳神経外科医師数

従事する診療科名等につ
いて、主たる診療科を
「神経内科」と届出をし
た医師数

H001　脳血管疾患等リハ
ビリテーション料(Ⅰ)の
届出施設数

NDB仕様参照
脳梗塞に対するt-PA に
よる血栓溶解療法の実施
件数

2 急性期 Ｓ 〇

3 急性期 Ｓ 〇

9 予防 Ｐ 〇

66.1%

286.1%

76.0%

喫煙率

男性　36.5%

女性　12.2%

脳卒中ケアユニット入院医療管理料の届出施設数 1施設

医師･歯科医
師･薬剤師調
査

二次
医療圏

ニコチン依存症管理料を
算定する患者数（診療報
酬ごと）

二次
医療圏

平成27年度
（毎年）

NDB

主病名が「脳血管疾患」
であり、「救急車により
搬送」された患者数

※500人未満は計上され
ていない

患者調査
Ｈ26年

（3年毎）
二次
医療圏

14

13

12

NDB
平成27年度
（毎年）

男
性

女
性

11 予防 Ｐ 〇
ハイリスク飲酒者の
割合（％）

生活習慣病のリスクを高
める量を飲酒している者
*/**調査対象者
*１日当たりの純アル
コール摂取量が男性で
40g以上、女性20g 以上
の者
**平成27 年国民生活基
礎調査（約11,000 単位
区内の世帯約30 万世帯
及び世帯員約74 万人）
において設定された単位
区から層化無作為抽出し
た300 単位区内のすべて
の世帯及び世帯員で、平
成27 年11月１日現在で
１歳以上の者

国民健康・
栄養調査

平成27年
11月1日現在
（４年毎）

都道府県

※ ※
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指標
番号

病期 ＳＰＯ
重点●
参考〇

指標名 定義 調査名等
調査年

（調査周期）
集計単位

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

109 24 35 40 10 0 0

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

70 24 30 16 ＊ 0 0

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

3,062 1,130 563 565 241 445 118

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

16,175 4,968 4,960 3,932 734 860 721

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

741 0 403 306 0 32 0

20

予防
救護
急性期
回復期
維持期

O 〇
脳血管疾患患者の
年齢調整死亡率

人口動態特殊報告都道府
県別年齢調整死亡率（業
務・加工統計）

人口動態
特殊報告

平成27年度
（毎年）

都道府県

青森県
津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

3600.0 1,600 800 700 0 500 0

22 救護 O ●
救急要請(覚知）から医
療機関への収容までに要
した平均時間

救急要請(覚知)から救急
医療機関への搬送までに
要した平均時間

救急･救助の
現状

Ｈ28年度版
救急救助の
現況（毎年）

都道府県

23 救護 O 〇

脳血管疾患により
救急搬送された患者
の圏域外への搬送率
（％）

脳血管疾患で救急搬送さ
れた患者について、患者
住所地の二次医療圏と医
療機関所在地の二次医療
圏が異なる患者数

患者調査
Ｈ26年

（3年毎）
市町村

青森県
平均

津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

127.8 53.7 65.4 333.9 164.4 83.4 22.5

青森県
平均

津軽
地域

八戸
地域

青森
地域

西北五
地域

上十三
地域

下北
地域

48.2 51.4 42.1 49.7 52.0 52.2 57.4

【指標分類】 Ｓ：ストラクチャー指標

Ｐ：プロセス指標

Ｏ：アウトカム指標

【指標区分】 ●：重点指標―地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービスに関する指標

〇：参考指標―重点指標の他国が提供するデータや独自調査データ、データの解析等により入手可能な指標

NDB
平成27年度
（毎年）

二次
医療圏

急性期

NDB
平成27年度
（毎年）

二次
医療圏

二次
医療圏

二次
医療圏

NDB
平成27年度
（毎年）

NDB仕様参照 NDB
平成27年度
（毎年）

●

NDB仕様参照

NDB仕様参照

脳血管疾患により
救急搬送された患者数

主病名が「脳血管疾患」
であり、「救急車により
搬送」された患者数

※500人未満は計上され
ていない

Ｐ 〇
くも膜下出血に対する脳
動脈瘤コイル塞栓術の実
施件数

19
急性期
回復期
維持期

Ｐ 〇
脳卒中患者における
地域連携計画作成等
の実施件数

NDB仕様参照

患者調査
Ｈ26年

（3年毎）
二次
医療圏

25 〇
在宅等生活の場に
復帰した患者の割合
（％）

主病名が「脳血管疾患」
の患者のうち、退院後の
行き先が家庭又は入院前
の場所と退院後の行き先
が介護法人保健施設、介
護老人福祉施設、社会福
祉施設に入所と一致して
いる患者数と割合

患者調査

傷病分類「脳血管疾患」
の退院患者平均在院日

患者調査
Ｈ26年

（3年毎）
二次
医療圏

急性期
回復期
維持期

O
Ｈ26年

（3年毎）
二次
医療圏

24
急性期
回復期

O ● 退院患者平均在院日数

21 予防 O

17
急性期
回復期

Ｐ 〇

18
急性期
回復期
維持期

Ｐ 〇

脳卒中患者に対する
嚥下機能訓練の
実施件数

脳卒中患者に対する
リハビリテーション
の実施件数

35.9分

7.8%

男性　52.8
女性　28.2

二次
医療圏

平成27年度
（毎年）

NDBNDB仕様参照
脳梗塞に対する脳血管内
治療（経皮的脳血栓回収
術等）の実施件数（件）

16 急性期 Ｐ 〇

15

※ ※
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第３節 心筋梗塞等の心血管疾患対策 

 

第１ 現状と課題 

   心筋梗塞等の心血管疾患を発症した場合、まず急性期には内科的・外科的治療が行われ、同時に再

発予防や在宅復帰を目指して、患者教育、運動療法、心血管疾患の危険因子の管理等を含む、疾病管

理プログラム※１としての心血管疾患リハビリテーションが開始されます。その際、自覚症状が出現し

てから治療が開始されるまでの時間や、疾患によって治療法や予後が大きく変わります。 

   また、在宅復帰後は、基礎疾患や危険因子の管理に加えて、心血管疾患患者の急性期の生命予後改

善等に伴い、増加している慢性心不全の管理など、継続した治療や長期の医療が必要となります。 

   心筋梗塞等の心血管疾患の医療提供体制を構築するに当たっては、それぞれの医療機関が相互に連

携しながら、多方面から継続して、疾患に応じた医療を提供することが必要です。 

   

 

 

 

１ 急性心筋梗塞 

（１）急性心筋梗塞の現状 

   急性心筋梗塞は、冠動脈の閉塞等によって心筋への血流が阻害され、心筋が壊死し心臓機能の低下

が起きる疾患で、心電図上の所見によりＳＴ上昇型心筋梗塞と非ＳＴ上昇型心筋梗塞に大別されます。 

   急性心筋梗塞発症直後の医療（急性期の医療）は、ＳＴ上昇型心筋梗塞と非ＳＴ上昇型心筋梗塞で

異なるところもありますが、求められる医療機能は共通するものが多いことから、本計画においては

一括して記載することとします。 

 

   １年間に救急車で搬送される急病の約8.6％、約30.2万人が心疾患等によるものです。 

   また、虚血性心疾患（狭心症及び心筋梗塞）の継続的な医療を受けている患者数は約78万人と推計

されています。 

   さらに、年間約20万人が心疾患を原因として死亡し、死亡数全体の約15％を占め、死亡順位の第２

位となっています。このうち、急性心筋梗塞による死亡数は心疾患死亡数全体の約19％、約3.7万人

です。 

   急性心筋梗塞の救命率改善のためには、発症直後の救急要請、発症現場での心肺蘇生やＡＥＤ（自

動体外式除細動器）等による電気的除細動の実施、その後の医療機関での救命処置が迅速に連携して

実施されることが重要です。また、急性心筋梗塞発症当日から数週間以内に発症する可能性のある不

整脈、ポンプ失調、心破裂等の合併症に対する処置が適切に行われることも重要となります。 

 

（２）急性心筋梗塞の医療 

  ① 予防 

    急性心筋梗塞は動脈硬化により冠動脈が完全に詰まることによって起こります。 

    そのため、急性心筋梗塞の予防には、動脈硬化を防ぐことが重要です。 

高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病、メタボリックシンドローム、ストレスなどは、動脈硬化の

原因となり、心筋梗塞になる危険が高まります。 

急性心筋梗塞の発症を予防するには、県民一人一人が、これらの生活習慣病の改善と適切な治療

管理に努めることが大切です。 

 

 

 

※１ 疾病管理プログラム 

他職種チームが退院前から退院後にわたり医学的評価・患者教育・生活指導を包括的かつ計

画的に実施して再入院抑制を含む予後改善を目指す中～長期プログラムのことをいう。 
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② 発症直後の救護、搬送等 

急性心筋梗塞は、発症してから専門的治療が開始されるまでの時間が短いほど、元気に社会復帰

できる可能性が高まります。そのため、急性心筋梗塞を疑うような症状について日頃から理解を深

め、症状が出現した場合には直ちに 119 番に救急要請を行うことが重要です。自力で病院に行こう

とすると、その間に急に悪化して致命的となる場合もあります。 

また、発症直後に病院外で心肺停止状態となった場合、周囲にいる者や救急救命士等による心肺

蘇生の実施及びＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使用により救命率の向上が期待されます。 

③ 診断 

問診や身体所見の診察に加えて、心電図検査、血液生化学検査、エックス線検査や心エコー検査

等の画像診断、冠動脈造影検査（心臓カテーテル検査）等を行うことで正確な診断が可能になりま

す。 

特に心電図所見でＳＴ上昇型心筋梗塞の場合、診断と治療とを一体的に実施できる冠動脈造影検

査を、発症後速やかに実施することが重要です。 

非ＳＴ型上昇型心筋梗塞では至適な薬物療法を行いつつ必要に応じて早期に冠動脈造影を行いま

す。 

また、診断の過程において、不整脈、ポンプ失調、心破裂等の生命予後に関わる合併症について

確認することも重要です。 

④ 急性期の治療 

急性心筋梗塞の急性期には、循環管理、呼吸管理等の全身管理とともに、ＳＴ上昇型心筋梗塞、

非ＳＴ上昇型心筋梗塞等の個々の病態に応じた治療が行われます。 

また、心臓の負荷を軽減させるために苦痛と不安の除去も行われます。 

ア ＳＴ上昇型心筋梗塞の治療は、血栓溶解療法や冠動脈造影検査及びそれに続く経皮的冠動脈

インターベンション（ＰＣＩ）※２により、阻害された心筋への血流を再疎通させる療法が主体

となり、発症から血行再建までの時間が短いほど有効性が高くなります。また、合併症等によ

っては冠動脈バイパス術（ＣＡＢＧ）等の外科的治療が第一選択となることもあります。 

 

 

 

 

イ 非ＳＴ上昇型心筋梗塞の急性期の治療は、薬物治療に加えて、必要に応じて早期に冠動脈造

影検査を行い、適応に応じてＰＣＩ、ＣＡＢＧを行うことが必要です。 

⑤ 疾病管理プログラムとしての心血管疾患リハビリテーション 

心筋梗塞患者に対する心血管疾患リハビリテーションは、合併症や再発の予防、早期の在宅復帰

及び社会復帰を目的に、発症した日から患者の状態に応じた運動療法、食事療法、患者教育等を実

施します。 

また、トレッドミルや自転車エルゴメーターを用いて運動耐容能を評価した上で、運動処方を作

成し、徐々に負荷を掛けることで不整脈やポンプ失調等の合併症を防ぎつつ、身体的、精神・心理

的、社会的に最も適切な状態に改善することを目的とする多面的・包括的なリハビリテーションを

多職種（医師・看護師・薬剤師・栄養士・理学療法士等）のチームにより実施します。 

喪失機能（心機能）の回復だけではなく再発予防、リスク管理などの多要素の改善に焦点があて

られ、患者教育、運動療法、危険因子の管理等を含む、疾病管理プログラムとして実施されている

点が、脳卒中等のリハビリテーションとは異なります。 

 

 

 

※２ 経皮的冠動脈インターベンション（ＰＣＩ） 

脚の付け根や腕、手首などの血管から、カテーテルという医療用の細い管を差し込み、冠動

脈の狭窄部を治療する方法。 
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⑥ 急性期以後の医療 

急性期を脱した後は、不整脈、ポンプ失調等の治療やそれらの合併症予防及び再発予防のための、

基礎疾患や危険因子（高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病等）の管理、患者教育、運動療法等の疾

病管理プログラムとしての心血管疾患リハビリテーションが、退院後も含めて継続的に行われます。 

また、患者や患者の周囲にいる者に対する再発時における適切な対応についての教育も重要です。 

 

２ 大動脈解離 

（１）大動脈解離の現状 

大動脈解離は、大動脈壁が二層に剥離し、二腔（真腔・偽腔）になった状態であり、突然の急激な

胸背部痛、解離に引き続く動脈の破裂による出血症状、解離による分枝動脈の狭窄・閉塞による臓器

虚血症状等、様々な症状をきたします。また、解離部位の大動脈径が拡大し、瘤形成を認めた場合に

は、解離性大動脈瘤と呼ばれます。 

病期としては、発症２週間以内が急性期、２週間以降が慢性期とされています。慢性大動脈解離は、

多くの場合、症状を有する急性大動脈解離を経ているため、あらかじめ診断がついていることがほと

んどです。そのため、本計画においては主に急性大動脈解離について記載することとします。 

 

大動脈瘤及び大動脈解離の継続的な医療を受けている患者数は約 4.2 万人と推計されています。ま

た、年間約 1.7 万人が大動脈瘤および大動脈解離を原因として死亡し、死亡数全体の 1.3％を占め、

死亡順位の第９位となっています。 

急性大動脈解離は、死亡率が高く予後不良な疾患であり、発症後の死亡率は１時間毎に１～２％ず

つ上昇するといわれています。そのため、急性大動脈解離の予後改善のためには、迅速な診断と治療

が重要です。 

（２）大動脈解離の医療 

  ① 急性大動脈解離の診断 

問診や身体所見の診察に加えて、心電図検査、血液生化学検査、画像検査（エックス線検査、超

音波検査、ＣＴ等）等を行うことで、大動脈解離の範囲を含めた、正確な診断が可能になります。

大動脈解離は、解離の範囲により、上行大動脈に解離が及んでいるＳｔａｎｆｏｒｄＡ型と上行大

動脈に解離が及んでいないＳｔａｎｆｏｒｄＢ型に分類されます。Ａ型とＢ型では、基本的な治療

方針が異なるため、解離の範囲の評価は、適切な治療方針を決定する上で重要となります。 

② 急性大動脈解離の治療 

厳格な降圧を中心とした内科的治療と、大動脈人工血管置換術等の外科的治療のどちらを選択す

るかは、予後を左右する最も重要な判断となります。解離の部位、合併症の有無等に基づき、治療

法が選択されます。 

ア ＳｔａｎｆｏｒｄＡ型急性大動脈解離は、内科的治療の予後が極めて不良であるため、緊急

の外科的治療の適応となる事が多くなります。しかしながら、全身状態等によっては外科的治

療非適応となることもあります。 

イ ＳｔａｎｆｏｒｄＢ型急性大動脈解離は、Ａ型急性大動脈解離よりも自然予後が良いため、

内科的治療が選択されることが多くなります。しかしながら、合併症を有する場合等には、外

科的治療が必要となります。また近年、合併症を有するＢ型急性大動脈解離に対する、ステン

トグラフト※３を用いた血管内治療の有効性が報告されており、外科的治療に代わって血管内治

療が選択されることもあります。 

 

 

 

 

※３ ステントグラフト 

金属製の骨組みに支えられたグラフト（人工血管） 
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③ 疾病管理プログラムとしての心血管疾患リハビリテーション 

大動脈解離患者に対する心血管疾患リハビリテーションでは、術後の廃用性症候群の予防や、早

期の退院と社会復帰を目指すことを目的に、運動療法、食事療法、患者教育等を含む、多職種によ

る多面的・包括的なリハビリテーションを実施します。外科的治療の有無、解離の部位、合併症の

状態等の患者の状態に応じた、適切な心血管疾患リハビリテーションを実施することが重要です。 

④ 急性期以後の医療 

発症から２週間以上経過した、慢性期の大動脈解離の予後は良好であり、ＳｔａｎｆｏｒｄＡ型、

Ｂ型共に、再解離の予防を目標とした、降圧療法を中心とした内科的治療が行われます。しかしな

がら、大動脈径の拡大等を認める場合には、外科的治療が必要となることもあります。 

 

３ 慢性心不全 

（１）慢性心不全の現状 

慢性心不全は、慢性の心筋障害により心臓のポンプ機能が低下し、肺、体静脈系または両系のうっ

血や、組織の低灌流を来たし日常生活に障害を生じた状態であり、労作時呼吸困難、息切れ、四肢浮

腫、全身倦怠感、尿量低下等、様々な症状をきたします。 

慢性心不全における心筋障害の原因疾患としては、高血圧、虚血性心疾患、心臓弁膜症、心筋症等

があります。 

 

心不全の継続的な医療を受けている患者数は約30万人と推計され、そのうち約70％が75歳以上の

高齢者です。また、心不全による死亡数は心疾患死亡数全体の約36.6％、約7.2万人です。 

慢性心不全患者は、心不全増悪による再入院を繰り返しながら、身体機能が悪化することが特徴で

あり、今後の患者数増加が予想されています。慢性心不全患者の再入院率改善のためには、薬物療法、

運動療法、患者教育等を含む患者に応じた多面的な介入を、地域における幅広い医療機関及び関係機

関が連携しながら、入院中から退院後まで継続して行うことが重要です。 

 

（２）慢性心不全の医療 

  ① 診断 

問診や身体所見の診察に加えて、心電図検査、血液生化学検査、エックス線検査や心エコー検査

等の画像診断を行うことで正確な診断が可能になります。同時に、心不全原因疾患の評価も重要で

あり、必要に応じて心臓カテーテル検査等を行います。 

心不全は、高血圧や器質的心血管疾患を有しますが、心不全症状のない心不全リスク状態から、

心不全症状を有する症候性心不全へと進行するため、早期診断による早期介入が重要です。 

② 慢性心不全の治療 

慢性心不全患者の症状および重症度に応じた薬物療法や運動療法が行われます。 

また、重症度や合併症等によっては、両室ペーシングによる心臓再同期療法（ＣＲＴ）や植込み

型除細動器（ＩＣＤ）による治療が行われることもあります。 

心不全増悪時には、症状に対する治療に加えて、心不全の増悪要因に対する介入も重要です。心

不全による症状が、急性に出現･悪化する急性増悪の状態では、内科的治療を中心とした、循環管理、

呼吸管理等の全身管理が必要となります。 

また、心不全の増悪要因によっては、ＰＣＩや外科的治療が必要となることもあります。 

③ 心不全増悪予防 

心不全の増悪要因には、虚血性心疾患等の心不全原因疾患の再発･悪化、感染症や不整脈の合併等

の医学的要因に加えて、塩分･水分制限の不徹底や服薬中断等の患者要因、社会的支援の欠如等の社

会的要因といった多面的な要因が含まれています。 
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心不全増悪予防には、ガイドラインに沿った薬物療法･運動療法、自己管理能力を高めるための患

者教育、カウンセリング等の多面的な介入を、多職種（医師・看護師・薬剤師・栄養士・理学療法

士等）によるチームで行うことが重要です。 

④ 疾病管理プログラムとしての心血管疾患リハビリテーション 

慢性心不全患者に対する心血管疾患リハビリテーションでは、自覚症状や運動耐容能の改善及び

心不全増悪や再入院の防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリング等を含む、多職種によ

る多面的・包括的なリハビリテーションを、患者の状態に応じて実施します。 

また、心不全増悪や再入院の防止には、心不全増悪による入院中より心血管疾患リハビリテーシ

ョンを開始し、退院後も継続することが重要です。 
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４ 本県の現状 

（１）心疾患による死亡 

本県では毎年約2,600 人が心疾患を原因として死亡しており、死因の第２位となっています。平成

23年には心疾患を主な死因とした人は2,685人で死亡数全体の16.4％を占めましたが、平成28年に

は心疾患を主な死因とした人は2,568人で死亡数全体の14.8％へと減少しています。 

また、心疾患による死亡率は、昭和55年には三大死因で第３位の死亡率でしたが、平成12年以降

は死因第２位となっています。 

 

 

心疾患の死亡率は全国平均及び青森県ともに平成24年までは上昇傾向にありましたが、平成25年

以降は横ばいの傾向にあります。 

本県は全国平均より高い死亡率で推移しており、平成23年では、全国を42.9ポイント上回ってい

ましたが、平成28年では、全国を40.7ポイント上回っています。 

 

心疾患死亡率の年次推移（全国及び青森県） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

三大死因の死亡率の推移　（青森県）　人口10万対

年　次 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患
昭和　55 ② 140.2 ③ 107.2 ① 157.5

60 ① 174.3 ③ 129.0 ② 134.9
平成　　2 ① 192.4 ② 151.8 ③ 111.8

7 ① 236.0 ③ 133.5 ② 141.9
8 ① 240.7 ③ 134.4 ② 142.6
9 ① 248.2 ③ 139.0 ② 141.1

10 ① 248.3 ② 142.3 ③ 130.6
11 ① 261.8 ③ 139.6 ② 140.1
12 ① 261.0 ② 136.9 ③ 135.5
13 ① 267.4 ② 141.4 ③ 137.0
14 ① 270.9 ② 143.8 ③ 133.2
15 ① 283.2 ② 148.7 ③ 138.5
16 ① 298.8 ② 154.7 ③ 141.2
17 ① 305.9 ② 172.9 ③ 141.3
18 ① 313.9 ② 171.2 ③ 134.8
19 ① 327.7 ② 167.6 ③ 134.3
20 ① 334.7 ② 173.1 ③ 136.2
21 ① 328.4 ② 179.9 ③ 133.7
22 ① 349.3 ② 192.3 ③ 137.5
23 ① 353.2 ② 197.4 ③ 141.5
24 ① 356.6 ② 210.8 ③ 145.9
25 ① 369.7 ② 198.7 ④ 135.4 　①　死因第１位
26 ① 379.4 ② 196.1 ③ 132.5 　②　死因第２位
27 ① 385.9 ② 197.9 ④ 130.7 　③　死因第３位
28 ① 390.2 ② 199.1 ④ 124.8 　④　死因第４位

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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① 心疾患の年齢調整死亡率 

厚生労働省が発表した「平成27年都道府県別年齢調整死亡率の概況－主な死因別にみた死亡の状

況－（平成 29 年６月）」によると、男性の心疾患の年齢調整死亡率（人口 10 万対）は本県が 76.8

と平成22年の98.8と比べると22.0ポイント改善しましたが、全国ワースト６位と高い状況が続い

ています。 

一方、女性は、平成22年の44.9から平成27年は36.6に改善し、全国平均34.2と比較してもそ

の差が縮まってきています。 

 

心疾患の年齢調整死亡率 男（平成27年） 

 
心疾患の年齢調整死亡率 女（平成27年） 

 
資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」     
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心疾患の年齢調整死亡率 男（平成22年、平成27年） 

 

 

心疾患の年齢調整死亡率 女（平成22年、平成27年） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」     

 

② 心疾患による死亡者の性別・年齢別内訳 

心疾患による死亡者を年齢別でみると、70歳以上が全体の85.9％（男性は76.7％、女性は93.9％）

を占めています。40歳から69歳では、男性が267人、女性が79人と男性が女性の約3.4倍となっ

ています。

 

 

  

心疾患による死亡数、性・年齢別（平成28年　青森県） （単位：人）

17,309 計 2,568 6 11 111 235 2,207
男 8,777 男 1,204 4 9 91 176 925
女 8,532 女 1,364 2 2 20 59 1,282

70歳以上

計

資料：厚生労働省「人口動態統計」

死亡総数
うち心疾患による
死亡数

20歳未満 20～39歳 40～59歳 60～69歳
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③ 心疾患による死亡率内訳 

県内で平成28年に心疾患を主な死因とした人（2,568人）のうち、19.6%（504人）が急性心筋梗

塞であり、38.5%（989人）が心不全となっています。 

 

 

 

  

慢性リウマチ性

心疾患

1.2% 急性心筋梗塞

19.6%

その他の虚血

性心疾患

9.9%

慢性非リウマチ

性心内膜疾患

4.2%
心筋症

1.5%

不整脈

及び伝導障害

23.7%

心不全

38.5%

その他の心疾患

1.4%

心疾患死亡数・死亡率（人口１０万対）、性別

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女
全国 198,006 93,419 104,587 158.4 153.5 163.0 196,113 92,142 103,971 156.5 151.0 161.7 15.1

青森県 2,568 1,204 1,364 199.1 198.7 199.7 2,582 1,179 1,403 197.9 192.2 202.9 14.8
全国 35,926 20,470 15,456 28.7 33.6 24.1 37,222 21,137 16,085 29.7 34.6 25.0 2.7

青森県 504 285 219 39.1 47.0 32.1 535 311 224 41.0 50.7 32.4 2.9
全国 73,545 28,254 45,291 58.8 46.4 70.6 71,860 26,961 44,899 57.3 44.2 69.8 5.6

青森県 989 373 616 76.7 61.6 90.2 1,034 359 675 79.2 58.5 97.6 5.7
資料：厚生労働省「人口動態統計」

平成28年 平成27年 平成28年死亡

総数に占める

割合（％）
死亡数 死亡率 死亡数 死亡率

心疾患

内
訳

急性心筋梗塞

心不全

大動脈瘤及び解離死亡数・死亡率（人口１０万対）、性別

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女
全国 18,145 9,268 8,877 14.5 15.2 13.8 16,887 8,616 8,271 13.5 14.1 12.9 1.4

青森県 258 135 123 20.0 22.3 18.0 222 122 100 17.0 19.9 14.5 1.5
※「大動脈瘤及び解離」には、腹部大動脈瘤等を含む。

大動脈瘤及び解離

資料：厚生労働省「人口動態統計」

平成27年 平成28年死亡

総数に占める

割合（％）
死亡数 死亡率 死亡数 死亡率

平成28年
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（２）急性心筋梗塞による死亡 

  ① 急性心筋梗塞の年齢調整死亡率 

厚生労働省が発表した「平成27年都道府県別年齢調整死亡率の概況－主な死因別にみた 

死亡の状況－（平成29年６月）」によると、男性の急性心筋梗塞の年齢調整死亡率（人口10万対）

は本県が22.8人と平成22年の32.0人と比べると9.2ポイント改善しましたが、全国ワースト８位

と高い状況が続いています。 

 一方、女性は、平成22年の11.4人から平成27年は6.8人に改善し、全国平均6.1人と比較して

もその差が縮まってきています。 

 

急性心筋梗塞の年齢調整死亡率 男（平成27年） 

 

急性心筋梗塞の年齢調整死亡率 女（平成27年） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」    
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急性心筋梗塞の年齢調整死亡率 男（平成22年、平成27年） 

 

急性心筋梗塞の年齢調整死亡率 女（平成22年、平成27年） 

   

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」     

 

② 急性心筋梗塞による死亡者の性別・年齢別内訳 

急性心筋梗塞による死亡者を年齢別でみると、70歳以上が全体の77.0％（男性は70.2％、女性は

85.8％）を占めています。40歳から69歳では、男性が85人、女性が31人と男性が女性の約2.7

倍となっています。 

 

 

  

急性心筋梗塞による死亡数、性・年齢別（平成28年　青森県） （単位：人）

17,309 計 504 0 0 37 79 388
男 8,777 男 285 0 0 28 57 200
女 8,532 女 219 0 0 9 22 188

70歳以上

計

資料：厚生労働省「人口動態統計」

死亡総数
うち急性心筋梗塞
による死亡数

20歳未満 20～39歳 40～59歳 60～69歳
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③ 急性心筋梗塞にかかる治療の実施状況 

平成28年１月１日～12月31日に県内の病院において実施した急性心筋梗塞の治療方法は次のと

おりです。（調査対象病院86施設のうち、「急性心筋梗塞患者を受け入れる」と回答したのは20施

設） 

 

 

 

 

  

①冠動脈バイパス手術　実施の有無

区分 津軽地域 八戸地域 青森地域
西北五
地　域

上十三
地　域

下北地域 合計

有 1 1 2 0 0 0 4

無 2 3 3 1 4 1 14

無回答 0 1 0 0 1 0 2

計 3 5 5 1 5 1 20

資料：青森県「平成28年医療機能調査」

②冠動脈閉塞に対する経皮的治療（カテーテルによる治療）

区分 津軽地域 八戸地域 青森地域
西北五
地　域

上十三
地　域

下北地域 合計

有 2 2 4 1 2 1 12
無 1 2 1 0 2 0 6

無回答 0 1 0 0 1 0 2

計 3 5 5 1 5 1 20
資料：青森県「平成28年医療機能調査」

③経静脈的血栓溶解療法

区分 津軽地域 八戸地域 青森地域
西北五
地　域

上十三
地　域

下北地域 合計

有 2 2 4 1 2 1 12
無 1 2 1 0 2 0 6

無回答 0 1 0 0 1 0 2

計 3 5 5 1 5 1 20
資料：青森県「平成28年医療機能調査」



49 

 

（３）大動脈瘤及び解離による死亡 

  ① 大動脈瘤及び解離の年齢調整死亡率 

厚生労働省が発表した「平成27年都道府県別年齢調整死亡率の概況－主な死因別にみた死亡の状

況－（平成29年６月）」によると、男性の大動脈瘤及び解離の年齢調整死亡率（人口10万対）は本

県が8.0人であり、平成22年と変わらなかったものの、全国ワースト３位と高い状況が続いていま

す。 

一方、女性は、平成22年の3.3人から平成27年は3.2人と横ばいでしたが、全国平均の3.3人

と同水準を維持しています。 

 

大動脈瘤及び解離の年齢調整死亡率 男（平成27年） 

 

大動脈瘤及び解離の年齢調整死亡率 女（平成27年） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」    
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大動脈瘤及び解離の年齢調整死亡率 男（平成22年、平成27年） 

 

大動脈瘤及び解離の年齢調整死亡率 女（平成22年、平成27年）

 

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」   

 

② 大動脈瘤及び解離による死亡者の性別・年齢別内訳 

大動脈瘤及び解離による死亡者を年齢別でみると、70歳以上が全体の79.5％（男性は68.9％、女

性は91.1％）を占めています。40歳から69歳では、男性が40人、女性が11人と男性が女性の3.6

倍となっています。 

 

  

大動脈瘤及び解離による死亡数、性・年齢別（平成28年　青森県） （単位：人）

17,309 計 258 0 2 9 42 205
男 8,777 男 135 0 2 7 33 93
女 8,532 女 123 0 0 2 9 112

70歳以上

計

資料：厚生労働省「人口動態統計」

死亡総数
うち大動脈瘤及び
解離による死亡数

20歳未満 20～39歳 40～59歳 60～69歳
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（４）心不全による死亡 

  ① 心不全の年齢調整死亡率 

厚生労働省が発表した「平成27年都道府県別年齢調整死亡率の概況－主な死因別にみた死亡の状

況－（平成 29 年６月）」によると、男性の心不全の年齢調整死亡率（人口 10 万対）は本県が 19.3

人と平成22年の24.7人と比べると5.4ポイント改善しましたが、全国ワースト11位と高い状況が

続いています。 

 また、女性も、平成22年の16.2人から平成27年は14.5人に1.7ポイント改善しましたが、全

国ワースト８位と高い状況が続いています。 

 

心不全の年齢調整死亡率 男（平成27年） 

 

心不全の年齢調整死亡率 女（平成27年） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」    
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心不全の年齢調整死亡率 男（平成22年、平成27年） 

 

心不全の年齢調整死亡率 女（平成22年、平成27年） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」     

 

② 心不全による死亡者の性別・年齢別内訳 

心不全による死亡者を年齢別でみると、70歳以上が全体の93.6％（男性は87.1％、女性は97.6％）

を占めています。40歳から69歳では、男性が48人、女性が15人と男性が女性の3.2倍となってい

ます。 

 

  

心不全による死亡数、性・年齢別（平成28年　青森県） （単位：人）

17,309 計 989 0 0 25 38 926
男 8,777 男 373 0 0 21 27 325
女 8,532 女 616 0 0 4 11 601

70歳以上

計

資料：厚生労働省「人口動態統計」

死亡総数
うち心不全による
死亡数

20歳未満 20～39歳 40～59歳 60～69歳
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（５）救急搬送の状況 

  ① 事故種別及び急病にかかる疾病分類別搬送人員 

平成 27 年に救急車で搬送された人の 64.5%（28,244 人）が急病患者で、そのうち 9.5%（2,678

人）が心疾患によるものでした。 

        

       

資料：青森県「防災消防の現況」 

 

② 救急隊員の行った応急処置 

救急隊員による急病搬送での応急手当は、血中酸素飽和度、血圧測定、心電図の順に多くなって

います。 

 
③ 救急救命士の数 

県内の救急救命士数は、年々増加しています。 

 

  

区　分 人　数 割　合
急　　 病 28,244人 64.5%
交通事故 3,364人 7.7%
一般負傷 5,449人 12.4%
その他 6,754人 15.4%
合計 43,811人 100.0%

事故別搬送人員（平成27年）

急病にかかる疾病分類別搬送人員（平成27年）

区分 人数 割合
　脳疾患 3,403 12.0%
　心疾患 2,678 9.5%
　消化器系 2,458 8.7%
　呼吸器系 2,677 9.5%
　精神系 1,270 4.5%
　感覚系 1,254 4.4%
　泌尿器系 1,039 3.7%
　新生物 631 2.2%
　その他 3,482 12.3%
　不明確 9,351 33.1%
　合　 計 28,243 100.0%

救急隊員による急病搬送での応急手当の実施状況 （平成27年）

応急処置対象人員 心肺蘇生 うち自動 気道確保
うち

ＬＭ等

うち

気管挿管
除細動

静脈路

確保
薬剤投与 血圧測定 心音聴取

血中酸素

飽和度
心電図

27,695人 1,263 190 1,959 581 112 185 432 104 25,591 5,157 26,315 21,082
＊「心肺蘇生」の「うち自動」とは、自動心マッサージ器を使用したもの。

＊「気道確保」の「うちＬＭ等」とは、ﾗﾘﾝｹﾞﾙﾏｽｸなどを使用したもの。

資料：青森県「防災消防の現況」　

（単位：人）

救急救命士数の推移
年 H13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

救急救命士数（人） 131 146 171 187 208 227 238 274 278 307 341 357 366 399 427 422
資料：青森県「防災消防の現況」



54 

 

④ バイスタンダー（救急現場に居合わせた人）による応急手当の実施状況 

救急隊が搬送した心配停止傷病者のうち家族等により応急手当が実施された人の割合は、平成22

年の47.6％でしたが、平成26年は52.6％となっています。また、家族等より応急手当が実施され

た人の方が予後がよく、応急手当の救命効果は概ね1.5倍になっています。 

   （指標８参照） 

 

 

⑤ 応急手当普及講習会受講状況 

消防機関による応急手当普及講習会受講者は年間２万人を超えています。 

 

  

応急手当の救命効果

H23年 1,538 814 40 4.9% 724 27 3.7% 67 4.4% 1.2 1.3倍
H24年 1,667 870 46 5.3% 797 26 3.3% 68 4.1% 2.0 1.6倍
H25年 1,598 856 40 4.7% 742 28 3.8% 68 4.3% 0.9 1.2倍
H26年 1,569 825 41 5.0% 744 24 3.2% 65 4.1% 1.7 1.5倍
H27年 1,592 844 49 5.8% 748 20 2.7% 69 4.3% 3.1 2.2倍

　※救急隊員等により心肺停止が目撃され、処置が行われた事案を除く。 　　　資料：青森県「防災消防の現況」

１ヶ月後
生存者数合計

応急手当の
救命効果

区分

救急隊が搬送した心肺停止傷病者数※

うち１ヶ月後生存者数 うち１ヶ月後生存者数

家族等により応急手当

が実施された傷病者数

家族等により応急手当が

実施されていない傷病者数

応急手当普及講習会受講状況（消防機関が主催したもの）

普通救命講習 上級救命講習 計
平成23年 20,842 590 21,432
平成24年 22,955 578 23,533
平成25年 22,233 508 22,741
平成26年 20,646 769 21,415
平成27年 21,767 711 22,478

区　分
応急手当普及講習受講者数

資料：青森県「防災消防の現況」
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５ 従来の圏域（急性心筋梗塞） 

  外科的治療を含めた高度専門的な急性心筋梗塞の医療が概ね完結する圏域は、津軽・西北五地域、青 

森地域、八戸・上十三地域、下北地域の４つの圏域となります。 

 

第２ 施策の方向 

１ 医療連携体制の圏域（心筋梗塞等の心血管疾患） 

  心筋梗塞等の心血管疾患医療連携対策は、これまでの急性心筋梗塞に加え、大動脈解離や慢性心不全 

に対する入院中から退院後までの継続した医療を地域における幅広い医療機関及び関係機関において提 

供することが必要となることから、二次保健医療圏（６圏域）を基本とし、それぞれの圏域で対応でき 

ない専門的な医療については、対応可能な医療圏と連携し対応していくものとします。 
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２ 施策の方向性 

（１）発症予防及び再発予防のための県民への啓発 

（目指す方向性） 

県民が心筋梗塞等の心血管疾患についての正しい知識を持ち、心筋梗塞等の心血管疾患の発症（再発）

予防のための生活習慣を身につける。 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備 考 

禁煙外来を行っている医療機関数 
150 

（平成29年７月） 
増加 

【現状値の出典】 

東北厚生局 診療報

酬施設基準（毎年） 

高血圧症有病者（収縮期血圧

140mmhg 以上、または拡張期血圧

90mmhg 以上もしくは服薬者）のう

ち、服薬していない者の割合 

12.0％ 

（平成27年度） 
減少 

【現状値の出典】 

青森県 市町村国保

特定健康診査データ

（毎年） 

脂質異常症有病者（中性脂肪

150mg/dl以上、又はHDL40mg/dl未

満又は LDL140mg/dl 以上もしくは

服薬者）のうち服薬していない者の

割合 

32.5％ 

（平成27年度） 
減少 

【現状値の出典】 

青森県 市町村国保

特定健康診査データ

（毎年） 

糖尿病有病者（血糖値126mg/dl 以

上又はHbA1c6.5%以上であるか、イ

ンスリン又は服薬治療している者）

及び予備群（血糖値110mg/dl 以上

126mg/dl 未満又は HbA1c6.0%以上

6.5%未満の者（服薬者を除く））の

者の割合 

33.9％ 

（平成27年度） 
減少 

【現状値の出典】 

青森県 市町村国保

特定健康診査データ

（毎年） 

喫煙率（男性） 
36.1％ 

（平成22年） 
23%以下 

【現状値の出典】 

青森県 青森県県民

健康・栄養調査（５

年毎） 

(令和３年３月変更) 
喫煙率（女性） 

7.9％ 

（平成22年） 
5%以下 

急性心筋梗塞（ＳＴ上昇型心筋梗

塞）患者の発症から来院までの時間 

中央値：160分 

（平成29年） 
短縮 

【現状値の出典】 

青森県 心血管疾患

対策協議会調べ 

(令和３年３月変更) 
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（施策） 

○県民への普及啓発を図ります。 

・高血圧の適切な管理について（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体（保険者、医師、歯科医師、

薬剤師、看護師等の医療関係専門職の団体）） 

・バランスのとれた食生活の必要性について（県、市町村、医療機関・保険医療関係団体） 

・糖尿病患者の治療継続の必要性について（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

・喫煙の健康への影響について（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

○ホームページ等による禁煙外来実施医療機関の情報提供を行います。（県） 

○禁煙希望者への支援を図ります。（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

○受動喫煙防止対策を推進します。（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

 

（２）発症後、速やかな救命処置の実施と搬送が可能な体制 

（目指す方向性） 

 県民が速やかな救急要請及び心肺蘇生法を実施することができる。 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備 考 

急性心筋梗塞（ＳＴ上昇型心筋梗

塞）患者の発症から来院までの時

間 

中央値：160分 

（平成29年） 
短縮 

【現状値の出典】 

青森県 心血管疾患

対策協議会調べ 

(令和３年３月変更) 

心肺機能停止傷病者全搬送人員の

うち、一般市民により除細動が実

施された件数 

18件 

（平成27年） 
増加 

【現状値の出典】 

総務省 救急・救助

の現況（毎年） 

（施策） 

○県民への心筋梗塞等の心血管疾患、救急搬送、救急要請及び救命処置に関する正しい知識の普及啓発を

図ります。（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 

 

（３）発症後、速やかに疾患に応じた専門的診療が可能な体制 

（目指す方向性） 

 ①県民が速やかに医療機関を受診することができる。 

 ②医療機関が患者の到着後、速やかに専門的治療を行うことができる。 

 ③１次医療機関から専門的治療を行うことができる医療機関へ速やかに転院することができる。 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備 考 

急性心筋梗塞に対し、症状発現後

12時間以内に来院し、来院から90

分以内にバルーンカテーテルによ

る責任病変の再開通が達成された

件数 

371件中 

261件 

（平成29年） 

 

参考：70.4％ 

増加 

【現状値の出典】 

青森県 心血管疾患

対策協議会調べ 

(令和３年３月変更) 

（施策） 

○県民への心筋梗塞等の心血管疾患、救急搬送及び救急要請に関する正しい知識の普及啓発を図ります。

（県、市町村、医療機関・保健医療関係団体） 
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（４）合併症予防や在宅復帰を目的とした心血管疾患リハビリテーションが可能な体制 

（目指す方向性） 

心筋梗塞等の心血管疾患患者のうち、合併症予防や在宅復帰を目的としたリハビリテーションが、必要

な人に対して適切に行われている。 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備 考 

心臓リハビリテーションが実施可

能な医療機関数 

７施設 

（平成28年３月） 
増加 

【現状値の出典】 

東北厚生局 診療報

酬施設基準（毎年） 

（施策） 

○急性期医療機関から早期に在宅に復帰し、在宅療養が可能な体制の構築に努めます。（県） 

 

（５）再発を予防するための体制 

（目指す方向性） 

県民が在宅での病状管理を適切に行い、再発予防のための定期的専門的検査を受けることができる。 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備 考 

心臓リハビリテーションが実施可

能な医療機関数 

７施設 

（平成28年３月） 
増加 

【現状値の出典】 

東北厚生局 診療報

酬施設基準（毎年） 

在宅等生活の場に復帰した患者の

割合 

※虚血性心疾患のみ 

90.6 

（平成26年） 
増加 

【現状値の出典】 

厚生労働省 患者調

査（３年毎） 

（施策） 

○急性期医療機関から早期に在宅に復帰し、在宅療養が可能な体制の構築に努めます。（県） 

 

（１）～（５）共通 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備 考 

虚血性心疾患の年齢調整死亡率 

男性 33.2 

女性 10.4 

（平成27年） 

減少 

【現状値の出典】 

厚生労働省 人口動

態統計特殊報告（５

年毎） 
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第３ 目指すべき医療機能の姿 

 

病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 

 

 

  

区
分

発症予防 応急手当・病院前救護 救急医療の機能（急性期）

機
能

発症予防の機能 応急手当・病院前救護の機能 救急医療の機能（急性期）

目
標

◇　心筋梗塞等の心血管疾患の発症予
防

◇　心筋梗塞等の心血管疾患を疑
われる患者が、できるだけ早期に疾
患に応じた専門的な診療が可能な
医療機関に到着できること

◇　患者の来院後の速やかな初期治療と専門的な治療の開始
◇　合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患リハビリ
テーションの実施
◇　再発予防の定期的専門的検査を実施すること

担
い
手

地域の医療機関、薬局、保険者、市町
村、保健所

地域住民、救急救命士等、地域の
医療機関

心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療を担う医療機関又は有床診
療所

担
い
手
に
求
め
ら
れ
る
役
割

＜医療機関に求められる事項＞
　次に掲げる事項を含め、該当する医療
機関は関係する診療ガイドラインに則した
診療を実施していることが求められる。
◇　高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病
等の危険因子の管理が可能であること
◇　初期症状出現時における対応につい
て、本人及び家族等患者の周囲にいる者
に対する教育、啓発を実施すること
◇　初期症状出現時に、急性期医療を担
う医療機関への受診勧奨について指示
すること

＜関係機関に求められる事項＞
◇　生活習慣病の予防のための保健指
導
◇　特定健診等による危険因子の早期
発見及び治療の勧奨
◇　健康づくり対策の推進

＜医療機関に求められる事項＞
◇　速やかな判断と急性期医療機
関への転送
◇　急性期医療機関での診断と評
価にかかる時間の短縮

＜関係機関に求められる事項＞
■本人又は現場に居合わせた者に
求められる役割
◇　本人又は現場に居合わせた者
による発症後速やかな救急搬送要
請
◇　心肺停止が疑われる者に対し
て、心肺蘇生法や自動体外式除細
動器（AED）の使用による救命処置
■救急救命士等に求められる役割
◇　救急救命士による特定行為を
含めた応急処置
◇　救急救命士を含む救急隊員は、
地域メディカルコントロール協議会
によるプロトコール（活動基準）に則
し、薬剤投与等の特定行為を含めた
救急蘇生法等適切な観察、判断、
処置を実施すること
◇　急性期医療を担う医療機関へ
の搬送と搬送にかかる時間の短縮

＜医療機関に求められる事項＞
　次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラ
インに則した治療を実施していることが求められる。
◇　心電図検査、血液生化学検査、心臓超音波検査、X線検査、CT
検査、心臓カテーテル検査、機械的補助循環装置等必要な検査及び
２４時間対応可能であること
◇　心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる患者について専門的な治
療を行う医師等が２４時間対応可能であること
◇　ST上昇型心筋梗塞の場合、冠動脈造影検査および適応があれ
ばPCIを行い、来院後90分以内の冠動脈再疎通が可能であること
◇　慢性心不全の急性増悪の場合、状態の安定化に必要な内科的
治療が可能であること
◇　呼吸管理、疼痛管理等の全身管理や、ポンプ失調、心破裂等の
合併症治療が可能であること
◇　虚血性心疾患に対する冠動脈バイパス術や大動脈解離に対する
大動脈人工血管置換術等の外科的治療が可能又は外科的治療が可
能な施設との連携体制がとれていること
◇　電気的除細動、機械的補助循環装置、緊急ペーシングへの対応
が可能であること
◇　運動耐容能などに基づいた運動処方により合併症を防ぎつつ、運
動療法のみならず包括的あるいは多要素リハビリテーションを実施可
能であること
◇　抑うつ状態等の対応が可能であること
◇　回復期（あるいは在宅療法）の医療機関と診療情報や治療計画を
共有する等して連携していること、またその一環として再発予防の専
門的検査を実施すること
◇　退院前に、患者及び家族に対し心筋梗塞等の心血管疾患の再発
予防のための教育を行うこと
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疾病管理プログラムとしての心血管疾患
リハビリテーションを実施する機能（回復期）

再発予防

疾病管理プログラムとしての心血管疾患リハビリテー
ションを提供する機能（回復期）

再発予防の機能

◇　再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理の実
施
◇　合併症や再発の予防、在宅復帰（社会復帰）のた
めの心血管疾患リハビリテーションの実施
◇　在宅等生活の場への復帰支援
◇　患者に対する再発予防などの必要な知識の教育

◇　再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理
◇　在宅療養を継続できるよう支援

内科及びリハビリテーション科を有する病院又は診療所 地域の医療機関、薬局、保険者、市町村、保健所

＜医療機関に求められる事項＞
　次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係す
る診療ガイドラインに則した診療を実施していることが求
められます。
◇　再発予防のための治療や基礎疾患、危険因子の管
理、抑うつ状態への対応が可能であること
◇　緊急時の除細動等急性増悪時への対応が可能で
あること
◇　合併症併発時や再発時に緊急の内科的、外科的治
療が可能な医療機関と連携していること
◇　再発予防の定期的専門的検査、合併症併発時や再
発時の対応を含めた診療情報又は治療計画の共有等
により、急性期の医療機関や介護保険サービス事業所
等と連携していること
◇　在宅での運動療法、再発予防のための管理を医療
機関と訪問看護ステーション・かかりつけ薬剤師・薬局
が連携して実施できること

＜関係機関に求められる事項＞
◇　生活習慣病の予防及び治療のための保健指導
◇　基本健診等による危険因子の早期発見及び治療の
勧奨
◇　健康づくり対策の推進

＜医療機関に求められる事項＞
　次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係す
る診療ガイドラインに則した診療を実施していることが求
められる。
◇　再発予防の治療や基礎疾患、危険因子の管理、抑
うつ状態等の対応が可能であること
◇　心電図検査、電気的除細動等急性増悪時の対応
が可能であること
◇　合併症併発時や再発時に緊急の内科的、外科的
治療が可能な医療機関と連携していること
◇　運動耐容能を評価の上で、運動療法、食事療法、
患者教育等の心血管疾患リハビリテーションが実施可
能であること
◇　心筋梗塞等の心血管疾患の再発や重症不整脈な
どの発生時における対応法について、患者及び家族へ
の教育を行うこと
◇　診療情報や治療計画を有する等して急性期の医療
機関及び二次予防の医療機関と連携していること

※ 医療連携体制の構築に必要な医療機能を担う医療機関を調査し、個別医療機関名をホームペー 

ジで公表します。 
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指標一覧 

 

  

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 270 120 108 229 95 138 199

人口10万人あた
り

9.9 8.8 8.2 9.8 8.9 12 10.1

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 20 31 24 33 12 14 6

人口10万人あた
り

8.8 10.3 7.1 10.2 8.5 7.6 7.5

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 51.3 18 21 48 16 27 36

人口10万人あた
り

1.9 1.3 1.6 2.1 1.5 2.3 1.8

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 3 3 4 3 1 4 3

人口10万人あた
り

1.3 1 1.2 0.9 0.7 2.2 3.7

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

33.7 40.1 38.2 37.7 37.7 34.1 38.6

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

10.7 14.2 10.2 12 11.1 8.9 11.9

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

66.2 63.2 69.3 74.3 70.2 76.1 68.7

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

262.2 286.1 243.1 317.7 292.2 351.6 290.3

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

67.5 76 50.2 85.1 71.4 78.3 65.9

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 0.1 0＊ 0＊ 0＊ 0 0 0＊

人口10万人あた
り

0 0 0 0 0 0 0

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

35.4 18 13 25 16 11 27

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

時間(分) 39.4 35.4 42.3 42.8 36.2 37.1 43.6

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 14.2 27 19 24 3 8 4

人口10万人あた
り

6.2 9 5.6 7.4 2.1 4.3 5

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 7.2 13 8 7 1 0 0

人口10万人あた
り

2.1 4.3 2.4 2.2 0.7 0 0

9

10

11

指標
番号

1

2

3

4

5

6

7

8

病期
SP
O

重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位 指　標 定義 調査名等

調査年
(調査周期)

平成26年

二次医療圏

同上

同上
（個票解析）

禁煙外来を
行っている病
院数

都道府県

病院票(18)専門外来　禁煙外来
で、「有」の施設数

医療施設調
査

平成26年

○

喫煙率（男性） 都道府県

喫煙率（男性）＝喫煙者数*／調査

対象者数**

*20歳以上の男性で「毎日吸ってい
る」「ときどき吸っている」の合計人
数
**20歳以上の男性の調査対象者数

二次医療圏

同上

同上
（個票解析）

国民生活基
礎調査

予防

Ｓ

（
ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

）

○

禁煙外来を
行っている診
療所数

都道府県

一般診療所票(17)専門外来等　禁
煙外来で、「有」の施設数

医療施設調
査

平成25年

喫煙率（女性） 都道府県

喫煙率（女性）＝喫煙者数*／調査

対象者数**

*20歳以上の女性で「毎日吸ってい
る」「ときどき吸っている」の合計人
数
**20歳以上の女性の調査対象者数

国民生活基
礎調査 平成25年

国民生活基
礎調査 平成25年

予防 Ｐ ○
高血圧性疾患
患者の年齢調
整外来受療率

都道府県

傷病大分類「高血圧性疾患」の都
道府県別受療率を標準人口で補正
した値 患者調査

予防 Ｐ ○
健康診断の受
診率

都道府県

健康診断受診者数*／調査対象者

数**

*過去1年間に健康診断を受けた40
歳～70歳の者の数
**同調査の40歳～74歳の対象者
数

平成26年

予防

Ｐ

（
プ
ロ
セ
ス
指
標

）

予防 Ｐ ○
脂質異常症患
者の年齢調整
外来受療率

都道府県

傷病小分類「高脂血症」の都道府
県別の年齢階級別推計患者数か
ら算出した都道府県受療率を標準
人口で補正した値

患者調査 平成26年

予防・
（救
護）

Ｏ

（
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

）
・

（
Ｐ

）

◎

虚血性心疾患
により救急搬
送された患者
数

二次医療圏

・病院入院（奇数）票（５）主病名
「虚血性心疾患」×病院入院（奇
数）票（９）「救急車により搬送」で
個票解析
・病院外来（奇数）票（５）主病名
「虚血性心疾患」×病院外来（奇
数）票（８）「救急車により搬送」で
個票解析
・一般診療所票（５）主病名「虚血
性心疾患」×一般診療所票（８）
「救急車により搬送」で個票解析
＊集計値が一定値に満たない場合
は、匿名化を行っている。

患者調査 平成26年

救急救助の
現況

平成26年

救護 Ｏ ◎

救急要請（覚
知）から医療
機関への収容
までに要した
平均時間

都道府県
救急救助の

現況
平成26年

救護 Ｐ ○

心肺機能停止
傷病者全搬送
人員のうち、一
般市民により
助細動が実施
された件数

都道府県

医師・歯科
医師・薬剤
師調査

平成26年

心臓血管外科
医師数

二次医療圏

医師届出票（11）従事する診療科
名等で主たる診療科を「心臓血管
外科」と届出した医師数 医師・歯科

医師・薬剤
師調査

平成26年

急性期 S ○

循環器内科医
師数

二次医療圏

医師届出票（11）従事する診療科
名等で主たる診療科を「循環器内
科」と届出した医師数
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青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 － － － － － － －

人口10万人あた
り平均

－ － － － － － －

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 － － － － － － －

人口10万人あた
り

－ － － － － － －

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 1.2 0 3 4 0 0 0

人口10万人あた
り

0.5 0 0.9 1.3 0 0 0

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 119 184 228 166 40 44 52

人口10万人あた
り

47.7 57.5 62.7 47.7 23.7 22 49.5

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 33.3 34 51 115 0 0 0

人口10万人あた
り

14.7 11.4 15.2 35.5 0 0 0

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

6.4 5.6 6 8.4 4 6.4 2.9

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

90.6 92.8 91.6 88.7 95 91.2 82.4

17

18

12

13

14

15

16

医療施設調
査

平成26年

○

心臓内科系集
中治療室（ＣＣ
Ｕ）を有する病
院の病床数

二次医療圏

病院票（28）特殊診療設備でＣＣＵ
を有する病床数

「-」：計数なし 医療施設調
査

平成26年

急性期 S

○

心臓内科系集
中治療室（ＣＣ
Ｕ）を有する病
院数

二次医療圏

病院票（28）特殊診療設備でＣＣＵ
を有する施設数

「-」：計数なし

診療報酬施
設基準

平成28年
3月31日

急性期 Ｐ ○

急性心筋梗塞
に対する経皮
的冠動脈イン
ターベンション
の実施件数

二次医療圏

DPC診断群分類050030、対応コー
ド03に準ずる

NDB
（National
datebase)

平成27年度

急性
期、回
復期、
慢性
期・再
発予防

S ○

心血管疾患リ
ハビリテーショ
ンが実施可能
な医療機関数

二次医療圏

H000心大血管リハビリテーション
（Ⅰ）の届出施設数

患者調査 平成26年

回復
期、慢
性期・
再発予

防

Ｏ ◎
在宅等生活の
場に復帰した
患者の割合

二次医療圏

・病院退院票(7)主病名「虚血性心
疾患」×病院退院票(14)退院後の
行き先「家庭1～4」で個票解析
・一般診療所退院票(7)主病名「虚
血性心疾患」×一般診療所退院票
(14)退院後の行き先「家庭1～4」で
個票解析

NDB
（National
datebase)

平成27年度

急性
期、回
復期

Ｏ ◎
退院患者平均
在院日数

二次医療圏

傷病大分類「虚血性心管疾患」の
退院患者平均在院日数

患者調査 平成26年

急性期 Ｐ ○

虚血性心疾患
に対する心臓
血管外科手術
件数

二次医療圏

K552-2、K552、K551のいずれか
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第４節 糖尿病対策 

 

第１ 現状と課題  

 糖尿病は、インスリン作用の不足による慢性の高血糖状態を主な特徴とする代謝疾患群です。 
 糖尿病は、インスリンを合成・分泌する細胞の破壊・消失によるインスリン作用不足を主要因とす

る１型糖尿病と、インスリン分泌低下・抵抗性等をきたす遺伝因子に、過食、運動不足、肥満などの

環境因子及び加齢が加わり発症する２型糖尿病に大別されます。 
 インスリン作用不足により高血糖がおこると、口渇、多飲、多尿、体重減少等の症状がみられ、そ

の持続により合併症を発症します。糖尿病合併症には、ケトアシドーシスや高血糖高浸透圧昏睡とい

った糖尿病昏睡等、著しい高血糖によって起こる急性合併症と、長年にわたる慢性の高血糖の結果起

こる慢性合併症があります。なお、慢性合併症は、全身のあらゆる臓器に起こりますが、特に細小血

管症に分類される糖尿病網膜症、糖尿病腎症、糖尿病神経障害や、大血管症に分類される脳卒中、心

筋梗塞・狭心症、糖尿病性壊疽、さらに歯周病等もあります。 
糖尿病には、根治的な治療法がないものの、血糖コントロールを適切に行うことにより、合併症の

発症を予防することは可能です。合併症の発症は、患者の生活の質（ＱＯＬ）を低下させ、生命予後

を左右することから、その予防が重要となります。 
糖尿病の医療は、１型糖尿病と２型糖尿病によって異なりますが、適切な血糖コントロールを基本

とした医療は共通となります。 
 
＜糖尿病の現状＞ 

 我が国の糖尿病有病者数は、平成 28 年国民健康・栄養調査では、糖尿病が強く疑われる者は約 1,000
万人で、過去４年間で 50 万人増加しています。また、糖尿病の可能性が否定できない者は約 1,000
万人です。 

平成 24 年国民健康・栄養調査では、糖尿病の主な傷病として継続的に医療を受けている患者数は約

317 万人となっています。 

 さらに、全糖尿病患者の 11.8％が糖尿病神経障害を、11.1％が糖尿病腎症を、10.6％が糖尿病網膜

症を、0.7％が糖尿病足病変を合併しています。新規の人工透析導入患者は、約３万７千人であり、そ

のうち、糖尿病腎症が原疾患である者は約１万６千人（43.7％）です。 

 なお、年間約１万３千人が、糖尿病が原因で死亡しており、死亡数全体の 1.0％を占めています。 

 本県の現状として、平均寿命は全国で最も低い水準であり、健康寿命の延伸が大きな課題となって

いますが、その大きな要因となっているのが、糖尿病により引き起こされることの多い脳卒中や心筋

梗塞による死亡が多いことです。なお、県が行った平成 28年度糖尿病調査結果では、平成 18 年度調

査結果に比べ、糖尿病腎症の合併症者と神経障害の合併症者が有意に高くなっており、また、指示ど

おり服薬している人の割合が低下してきているとの結果がでています。糖尿病が進行すると、失明や

人工透析といった、患者のＱＯＬの著しい低下や医療経済への大きな負担を生じさせる状態を招くこ

ととなります。そこで、青森県医師会、青森県県糖尿病対策推進会議、青森県では、糖尿病性腎症重

症化予防に向けた取組の促進に向けて、「青森県糖尿病性腎症重症化予防連携協定」を平成 29 年９月

14 日に締結しました。 

  
●糖尿病による死亡率 

  糖尿病の人口 10 万人に対する死亡率は、本県は全国より高く推移する状況が続いており、平成 
28 年では、全国を 6.3 人上回っています。 

  また、平成 27年都道府県別年齢調整死亡率のうち、糖尿病による年齢調整死亡率は、男性は、人 
口 10万対、全国 5.5 人、青森県 9.3 人、女性は、全国 2.5 人、青森県 3.7 人と、男女とも全国より 
高い状況にあります。（指標 27参照） 
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資料：青森県「保健統計年報」 

 

 

 
資料：厚生労働省「平成 27 年都道府県別年齢調整死亡率」 

 

●新規透析導入率 

    「どのくらい重い合併症になるか」を見るための指標として用いています。 

    人口 10 万人に対する新規透析導入率は、全国平均  12.7 人、本県 16.7 人です。 
 
新規透析導入率（人口 10万対） 

全国 青森県
Ｈ23 13.1人 14.8人
Ｈ27 12.7人 16.7人

わが国の慢性透析療法の現況ＨＰ
（新規透析導入患者のうち、原疾患が糖尿病性腎症の患者数を使用）

出典
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＜予防＞ 

２型糖尿病の発症に関連がある生活習慣は、食習慣、運動習慣、喫煙、飲酒習慣等であり、発症予

防には、適切な食習慣、適度な身体活動や運動習慣が重要です。また、不規則な生活習慣等が原因で、

糖尿病の発症リスクが高まっている者については、生活習慣の改善により発症を予防することが期待

されます。 
 個人の糖尿病のリスクを把握することや糖尿病の早期発見による重症化予防につなげるために、特

定健診などの定期的な健診を受診することが必要です。また、健診の結果を踏まえ、適切な生活習慣

の改善や受診勧奨を行うことが重要となります。例えば、特定健診で高血糖などの複数のリスクを融

資特定保健指導の該当者となった場合には、特定保健指導にて生活習慣の改善を行う。一方、高血糖

のみを有する者や、非肥満の者で、特定保健指導の該当者とならない者についても対応を行うことが

望ましく、これらの者の対応については、「標準的な健診・保健指導プログラム」を参考とします。ま

た医療機関は、地域における糖尿病の予防の取組によって、日頃から糖尿病の発症リスクが高まって

いる者の生活習慣の改善が促進されるよう、医療保険者等と連携することが必要です。 
特定健診受診率は、全国平均が 50.1％であるのに対し、本県は 45.1％と全国平均よりも低く、 

第 39位となっています。（指標１参照） 
 

 

 
資料：厚生労働省「平成 27 年特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」 

 
課題として、糖尿病の発症と、最大の危険因子である合併症の重篤化を予防するためには、食事、

運動、喫煙や飲酒の習慣等を適切に保つことによって高血糖状態を予防することが求められます。よ

って、県民自らが糖尿病予防に対する正しい知識を持ち実行するとともに、発症予防に向けて保険者

による健診受診率の向上と、健診で要医療の判定があった人で、医療機関を受診しない人の減少に向

けた取組を、健康増進計画と足並みをそろえて推進することが望まれます。 
 
 
１ 医療提供体制 

（１）診断 

   人工透析を必要とする糖尿病腎症や失明の原因となる糖尿病網膜症等の糖尿病合併症は、生活 
の質を低下させるため、糖尿病患者を的確に診断し、重症化予防の観点から、早期に治療を開始 
することが重要です。 

   初めて糖尿病と診断された患者においても、すでに糖尿病腎症、糖尿病網膜症等を合併してい 
ることがあるため、尿検査や眼底検査等の糖尿病合併症の発見に必要な検査を行うとともに、糖 
尿病の診断時から各診療科が連携を図る必要があります。 

   また、本県の現状として、連携医療機関からの糖尿病の紹介患者の受入実績の状況については、 
194 施設で受入実績ありとなっております。 
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診療所における連携医療機関からの糖尿病の紹介患者の受入実績 

津軽 八戸 青森 西北五 上北 下北 計
受入実績あり 42 43 45 21 29 14 194  
出典：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 
 
（２）治療・指導 

   糖尿病の治療は、１型糖尿病と２型糖尿病で異なります。 
   １型糖尿病の場合は、直ちにインスリン治療を行うことが多い。一方で、２型糖尿病の場合は、

２～３ヶ月の食事療法、運動療法を行った上で、目標の血糖コントロールが達成できない場合に、

経口血糖降下薬又はインスリン製剤を用いた薬物療法を開始します。 
   薬物療法開始後でも、体重の減少や生活習慣の改善により、経口血糖降下薬やインスリン製剤

の服薬を減量又は中止できることがあるため、医師、管理栄養士、薬剤師、保健師、看護師等の

専門職種が連携して、食生活、運動習慣等に関する指導を継続します。 
   慢性合併症は、血糖コントロール、高血圧の治療など内科的治療を行うことによって、その発

症を予防するとともに、発症後であっても病期の進展を阻止または遅らせることが可能です。慢

性合併症の予防の観点から、治療の中断者を減らすよう、継続的な治療の必要性を指導する必要

があります。血糖コントロールの指標として、患者の過去１～２ヶ月の平均血糖値を反映する指

標であるＨｂＡ１ｃが用いられます。血糖コントロールの目標は、年齢、罹病期間、合併症の状

態、サポート体制等を考慮して、個別に設定することが望ましいです。 
なお妊娠（妊娠前から分娩までの間）に際してはＨｂＡ１ｃ＜6.2％、空腹時血糖値＜100ｍｇ/

ｄｌ、食後２時間血糖値＜120ｍｇ/ｄｌで低血糖のない状態を目標とすることとされています。 

   また以前から、糖尿病を発症した患者は、そうでない人に比べて歯周病に罹りやすいことは知

られていましたが、最近では、糖尿病の患者が歯周病に罹っている場合、糖尿病の病態が悪化す

る可能性があることも分かってきたことから、良好な血糖コントロールを保つためには、歯科医

療機関との連携も重要となっています。 
本県の医療機能調査の結果、糖尿病関係は次のとおりとなっています。 

 

ア 糖尿病スタッフの配置状況 

  糖尿病に関する専門スタッフの配置状況は次のとおりです。 
  なお、青森糖尿病療養指導研究会で把握している、青森糖尿病療養指導士数は、平成 29 年９月末 

現在 955 名の登録となっています。 

常勤をおく病院 11 (6) 10 (6) 5 (3) 3 (2) 5 (4) 2 (1) 36 (22)

常勤の人数 50 (39) 29 (21) 24 (15) 4 (3) 12 (11) 6 (2) 125 (91)

非常勤をおく病院 4 (2) 1 (1) 2 (1) 0 (0) 1 (0) 0 (0) 8 (4)

常勤をおく病院 16 (10) 15 (7) 22 (8) 7 (3) 11 (7) 2 (2) 73 (37)

常勤の人数 89 (72) 73 (57) 120 (90) 22 (18) 64 (49) 45 (45) 413 (331)

非常勤をおく病院 2 (1) 2 (1) 9 (3) 0 (0) 2 (1) 0 (0) 15 (6)

常勤をおく病院 24 (16) 20 (13) 14 (11) 6 (5) 9 (5) 2 (2) 75 (52)

常勤の人数 46 (36) 33 (26) 30 (25) 10 (9) 16 (11) 7 (7) 142 (114)

非常勤をおく病院 6 (1) 7 (2) 9 (3) 0 (0) 1 (1) 1 (1) 24 (8)

21 (11) 16 (8) 22 (8) 8 (4) 11 (7) 3 (2) 81 (40)

計（うち病院）青森(うち病院）津軽（うち病院） 八戸（うち病院） 西北五（うち病院) 上北（うち病院）

４  上記1,2のいずれかを常勤で置く病院

下北（うち病院）

１　日本糖尿病療

養指導士認定機構

認定の糖尿病療養

指導士

２　青森糖尿病療

養指導研究会等認

定の糖尿病療養指

導士

３　糖尿病の診療

に従事する管理栄

養士・栄養士(1,2

と重複有り)

 

出典：青森県「平成 28年度医療機能調査結果」データを再計算 
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イ 実施している糖尿病の治療方法 

  本県の糖尿病とその合併症に対して実施している対応については、県内の病院・診療所 698 施設

のうち、糖尿病患者に対して「糖尿病教育」を実施する施設は、329 病院・診療所(47.1%)、「薬物

療法」を実施する施設は、421 病院・診療所(60.3%)、「糖尿病昏睡時の急性合併症の治療」を実施

する施設は、47 病院・診療所(6.7%)となっています。 

 

糖尿病教育（食事・運動

療法・生活習慣含む）
87 (17) 73 (16) 83 (18) 26 (8) 45 (9) 15 (3) 329 (71)

薬物療法 109 (16) 93 (20) 109 (16) 40 (8) 51 (10) 19 (4) 421 (74)

糖尿病昏睡時の急性合
併症の治療

11 (8) 10 (7) 12 (5) 3 (3) 8 (5) 3 (2) 47 (30)

下北（うち病院）青森(うち病院）津軽（うち病院） 八戸（うち病院） 西北五（うち病院) 上北（うち病院） 計（うち病院）

 
出典：青森県「平成 28年度医療機能調査」データを再計算 
 
ウ 糖尿病患者に対する教育入院及び日帰り糖尿病教室の実施状況 

糖尿病患者に対する教育入院と日帰り糖尿病教室について、「教育入院と日帰り教室の両方実

施」とする施設が 20病院・診療所、「教育入院のみ実施」とする施設が 32病院・診療所、「日帰

り教室のみ実施」とする施設が 14病院・診療所となっています。 
 

教育入院と日帰り

教室の療法実施
5 (2) 7 (6) 3 (2) 2 (2) 3 (2) 0 (0) 20 (14)

教育入院のみ実
施

16 (7) 7 (6) 12 (7) 1 (1) 5 (4) 3 (2) 32 (27)

日帰り教室のみ
実施

1 (0) 5 (1) 3 (0) 3 (1) 1 (0) 1 (1) 14 (3)

いずれも実施し

ていない
105 (7) 108 (8) 146 (9) 33 (3) 47 (5) 19 (1) 458 (33)

計（うち病院）青森(うち病院）津軽（うち病院） 八戸（うち病院） 西北五（うち病院) 上北（うち病院） 下北（うち病院）

 
出典：青森県「平成 28年度医療機能調査」 
 
エ 教育入院の状況 

    糖尿病患者に対し、「１週間未満」の教育入院を最も多く行う施設が 13 病院・診療所、「１～２

週間」の教育入院を最も多く行う施設が 26病院・診療所、「２～４週間」の教育入院を最も多く行

う施設が 23 病院・診療所、「４週間以上」の教育入院を最も多く行う施設が４病院・診療所となっ

ています。 

 
教育入院の入院期間で最も多いもの 

１週間未満 7 (2) 1 (0) 1 (1) 1 (1) 3 (1) 0 (0) 13 (5)

１～２週間 4 (3) 8 (7) 6 (2) 1 (1) 4 (2) 3 (2) 26 (17)

２～４週間 9 (4) 3 (3) 7 (4) 1 (1) 3 (3) 0 (0) 23 (15)

４週間以上 1 (0) 2 (2) 1 (1) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 4 (3)

計（うち病院）青森(うち病院）津軽（うち病院） 八戸（うち病院） 西北五（うち病院) 上北（うち病院） 下北（うち病院）

 
出典：青森県「平成 28年度医療機能調査」データを再計算 
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なお、教育入院を行う際の対象者ですが、「糖尿病と診断されたばかりの患者」を対象とする施設

が 42病院・診療所、「外来管理中血糖コントロール不良者」を対象とする施設が 58病院・診療所、

「合併症を発症した患者」を対象とする施設が 36病院・診療所、「インスリン自己注射導入患者」を

対象とする施設が、48病院・診療所、となっています。（重複回答有り） 

 
教育入院時の教育プログラムの対象者 

糖尿病と診断された

ばかり 13 (5) 11 (9) 10 (7) 1 (1) 5 (5) 2 (2) 42 (29)

外来管理中血糖コン

トロール不良 17 (7) 12 (11) 15 (8) 3 (3) 8 (5) 3 (2) 58 (36)

合併症を発症した患

者 12 (4) 7 (6) 12 (5) 1 (1) 4 (4) 0 (0) 36 (20)

インスリン自己注射

導入患者 17 (7) 8 (7) 13 (7) 2 (2) 5 (5) 3 (2) 48 (30)

計（うち病院）青森(うち病院）津軽（うち病院） 八戸（うち病院） 西北五（うち病院) 上北（うち病院） 下北（うち病院）

 
出典：青森県「平成 28年度医療機能調査」データを再計算 
 

課題として、患者自らが糖尿病についての正確な知識を身につけ、日常生活における自己管理に取

り組むとともに、引き続き、かかりつけ医と専門医の連携による治療の実施、専門スタッフによる指

導の充実が求められます。なお、教育入院を担う医療機関が減少になった場合において、教育入院に

変わる新たな指導が行われることが望まれます。 
 
（３）合併症の治療 

   ケトアシドーシスや高血糖高浸透圧昏睡といった糖尿病昏睡等の急性合併症を発症した場合に

は、輸液、インスリン投与等の治療を実施します。 

   また、内科、眼科等の診療科が連携し、糖尿病性網膜症、糖尿病性腎症、糖尿病性神経障害、

糖尿病性足病変、歯周病等の慢性合併症の早期発見に努める必要がある。慢性合併症の治療を行

うに当たっては、眼科等の専門医を有する医療機関や人工透析の実施可能な医療機関等が連携す

る必要があります。 

ア 糖尿病性網膜症の治療は、増殖前網膜症又は早期の増殖網膜症に進行した時点で、失明予防の

観点から光凝固療法を実施します。硝子体出血及び網膜剥離は手術療法を実施します。 

イ 糖尿病性腎症の治療は、血糖コントロール、血圧コントロールなどや生活習慣の改善が主体で

あり、そのために食事療法や薬物療法を実施し、腎不全に至った場合は透析療法を実施します。 

ウ 糖尿病性神経障害の治療は、血糖コントロールや生活習慣の改善が主体であり、薬物療法を実

施することもあります。 

 

  人工透析を必要とする糖尿病性腎症への対応が可能な施設は、47病院・診療所(6.7%)、糖尿病性

網膜症への対応が可能な施設は、52 病院・診療所(7.4%)、糖尿病性足病変への対応が可能な施設は、

69 病院・診療所(9.9%)となっています。 

 

人工透析を必要とする糖尿病性腎症、糖尿病性網膜症等への対応 

人工透析を要する糖
尿病性腎症

8 (5) 13 (7) 12 (5) 3 (2) 8 (3) 3 (2) 47 (24)

糖尿病性網膜症 12 (5) 13 (5) 10 (4) 6 (3) 8 (5) 3 (2) 52 (24)

糖尿病性足病変 22 (10) 16 (7) 11 (4) 6 (2) 9 (4) 5 (3) 69 (30)

計（うち病院）青森(うち病院）津軽（うち病院） 八戸（うち病院） 西北五（うち病院) 上北（うち病院） 下北（うち病院）

 
出典：青森県「平成 28 年度医療機能調査」データを再計算 
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課題として、今後の糖尿病の医療連携体制は、保険者と医療関係者の連携を強化することが求めら

れます。 

 
２ 従来の圏域 

糖尿病専門スタッフの配置が偏在していること等から、全ての二次医療圏で糖尿病医療が完結す

る状況とはなっていません。しかし、糖尿病対策は基本的に血糖コントロールの強化であり、患者

の日常生活と密接に関連する内容であることから、本来は、出来るだけ患者に身近な医療機関で対

応することが望ましく、６圏域を基本とします。 

       
第２ 施策の方向性  

 
１ 圏域 

  糖尿病の医療連携体制の圏域については、基本的には従前の６圏域を基本とし、不足する機能に

ついては隣接医療圏から補完する等によって対応していくものとします。 
 
２ 施策の方向性 

（１） 健康あおもり 21（第２次）と足並みをそろえた糖尿病予防対策の推進 

ア 健康づくりのための生活習慣の改善 
イ メタボリックシンドロームに関する普及啓発 
ウ 保険者による特定健診・特定保健指導受診率の向上と健診事後指導の着実な実施 

目標項目 現状値 目標値 備考 

＊適正体重を維持

している者の増加 

20～60 歳代男性肥満者の割合 37.4% 

40～60 歳代女性肥満者の割合 22.0% 

（平成 22年） 

20～60 歳代男性肥満者の割合 34% 

40～60 歳代女性肥満者の割合 20% 

（H34） 

【現状値の出典】 

健康・栄養調査 

（青森県） 

＊肥満傾向にある

子どもの割合の減

少 

小学５年生の中等度・高度肥満傾向児の

割合 男子 9.0%  女子  5.8% 

（平成 22年） 

減少傾向へ 

（H31） 

【現状値の出典】 

学校保健調査 

（青森県） 

＊メタボリックシ

ンドロームの該当

者及び予備群の減

少 

７１，５５５人 

（平成 27年） 

H20 と比べ 25%減少（H34） 【現状値の出典】 

特定健診・特定保健指導の

実施状況（厚労省） 

＊特定健康診査・

特定保健指導の実

施率の向上 

特定健康診査の実施率 45.1% 

特定保健指導の実施率 23.3% 

（平成 27年） 

特定健康診査の実施率 68%以上 

特定保健指導の実施率 45%以上   

（H35） 

【現状値の出典】 

特定健診・特定保健指導の

実施状況（厚労省） 

＊平成 30年度までに予定されている「健康あおもり２１（第二次）」の 

中間評価・改定を受けて、一部内容を変更する場合があります。 
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（施策） 

・健康づくりのための食育の推進や運動習慣の定着など健康教養の普及定着による生活習慣の改善

の推進に努めます。（県民、県及び市町村、保険者、関係団体） 

・県民がメタボリックシンドロームに関する知識を深め、生活習慣の改善に向けた行動変容ができ

るよう様々な機会を捉えた普及啓発を実施します。（県民、県及び市町村、保険者、関係団体） 

・糖尿病予備群から有病者になる割合を減少させるため、特定健診・特定保健指導の実施率向上に

向けた取組を推進します。（県民、県及び市町村、保険者） 

 

（２）患者の症状に応じた適切な医療が提供される体制の構築 

ア 糖尿病合併症に関する普及啓発や診断早期の教育 

   イ 保険者等による治療中断者への介入 
   ウ 糖尿病合併症の早期発見 
   エ 保険者や医療機関による治療中断者の発見 
 

目標項目 現状値 目標値 備考 

市町村版糖尿病性腎症重症化予防プログラム作成

数の増加 

１市町村 

（平成 29年 9月現在） 

40 市町村 【現状値の出典】 

がん・生活習慣病対策課調べ 

市町村版糖尿病重症化予防プログラムに参加する

医療機関の増加 

60 施設 

（平成 29年 9月現在） 

増加へ 【現状値の出典】 

がん・生活習慣病対策課調べ 

 

（施策） 

・糖尿病患者の重症化（合併症）予防対策として、知識の普及啓発を図ります。（県民、県及び市 

町村、保険者、関係団体） 

・糖尿病診断時の患者教育の充実に努めます。（医療機関） 

・地域における保健（予防）医療連携体制の推進と助言に努めます。（県及び市町村、保険者、関

係団体） 

 

（３）患者の治療中断防止対策 

ア 糖尿病専門医とかかりつけ医・腎及び眼科等専門医や歯科医及び薬剤師との連携の推進 

   イ 最新の知見に応じた治療の実施 

 
目標項目 現状値 目標値 備考 

＊糖尿病腎症による年間新規

透析導入患者数の減少 

14.8 人／人口 10万対 

（平成 23年 12 月 31 日現在） 

減少（８％減） 

（H34） 

【現状値の出典】 

わが国の慢性透析療法の現状 

（日本透析医学会） 

＊平成 30 年度までに予定されている「健康あおもり２１（第二次）」の

中間評価・改定を受けて、一部内容を変更する場合があります 

 

（施策） 

・地域における保健医療連携体制の推進と推進に係る助言に努めます。（県及び市町村、保険者、関

係団体） 

・糖尿病重症化予防に対応するかかりつけ医等に対する研修を実施します。（関係団体） 

・医科歯科及び薬局と連携の強化・充実に努めます。（医科並びに歯科医療機関、薬局及び関係団体） 
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第３ 目指すべき医療の姿  

 

病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 

 

 
                        
区分 【健康づくり対策】 【初期・安定期治療】 【専門（包括）治療】 

 
機能 

 

健康あおもり２１（第２次）
と足並みをそろえた糖尿病
予防対策の推進 

合併症の発症を予防する
ための初期・安定期治療 

血糖コントロール不可例の
治療 

 
 

目標 
 
 

・健康づくりのための生活習慣の改善 
・メタボリックシンドロームに関する

普及啓発 

・特定健診・特定保健指導受診率の向

上 

・糖尿病の診断及び生活習慣病の指導 
・良質な血糖コントロール評価を目指

した治療の実施 

・血糖コントロール指標を改

善するために、教育入院等の

集中的な治療の実施 
 

 
担い手 
 

・県民 
・市町村、保険者、保健所、県 
・病院又は診療所 

・薬局 

・病院又は診療所 
 

・病院又は診療所 
 

 

 
 
 

担 
い 
手 
に 
求 
め 
ら 
れ 
る 
事 
項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・健康づくりのための食育の推進や運動習

慣の定着など健康教養の普及定着による

生活習慣の改善を推進すること 
 
・メタボリックシンドロームに関する知識

を深め、生活習慣の改善に向けた行動変容

ができるよう様々な機会を捉えた普及啓

発を実施すること 
 
・特定健診・特定保健指導の実施率向上に

向けた取組を推進すること 
 
・各事業所において職員に対して受診確認

及び勧奨する体制の重要性を普及するこ

と 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

次に掲げる事項を含め、該当する医療機

関は診察ガイドラインに則した診察を実

施していること 

 

・糖尿病の診断及び専門的指導が可能であ

ること 

 

・75OGTT、HbA1c 等糖尿病の評価に必

要な検査が実施可能であること 

 

・食事療法、運動療法及び薬物療法による

血糖コントロールが可能であること 

 

・低血糖時及びシックデイの対応が可能で

あること 
 
・専門治療を行う医療機関及び急性・慢性

合併症治療を行う医療機関と診療情報や

治療計画を 共有するなどして連携して

いること 

 

・糖尿病診断時の患者教育を充実させ

ること 

 
 
 
 
 
 

 

次に掲げる事項を含め、該当す

る医療機関は診療ガイドラインに

則した診療を実施していること 

 

・75gOGTT、HbA1c 等糖尿病の

評価に必要な検査が実施可能であ

ること 

 

・各専門職種のチームによる、食

事療法、運動療法、薬物療法等を

組み合わせた教育入院等の集中的

な治療（心理問題を含む。）が実施

可能であること 

 

・糖尿病患者の妊娠に対応可能で

あること 

 

・食事療法、運動療法を実施する

ための設備があること 

 

・糖尿病の予防治療を行う医療機

関及び急性・慢性合併症の治療を

行う医療機関と診療情報や治療計

画を共有するなどして連携してい

る 
 
 
 

 ※診療ガイドライン・・・日本糖尿病学会によるガイドライン及びその要約版である日本糖尿病対策推進会議編「糖尿病治療の             

エッセンス」等を指す 
  （  h t tp : / /www.p ref . aomor i . lg . jp /welfa re /hea l th / i ryo_plan .h tml  ) 

http://www.pref.aomori.lg.jp/welfare/health/iryo_plan.html
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【急性増悪時治療】 【慢性合併症治療】 【連携体制の構築】 

急性合併症の治療 糖尿病の慢性合併症の治療 地域との連携 

・糖尿病昏睡等急性合併症の治療の実

施 
 
 

・糖尿病の慢性合併症の専門的な治療

の実施 
 
 

・発症予防や重症化予防に向け、市町村や

保険者との連携を推進 

 

・病院 
 

 

・病院又は診療所 
 

 

・病院又は診療所 
・市町村、保険者、保健所、県 

・薬局 

 

次に掲げる事項を含め、該当する医療機

関は関係する診療ガイドラインに則した

診療を実施していること 

 

・糖尿病昏睡等急性合併症の治療が 24 時

間実施可能であること 

 

・食事療法、運動療法を実施するための設

備があること 

 

・糖尿病の予防治療を行う医療機関、教育

治療を行う医療機関及び慢性合併症の治

療を行う医療機関と診療情報や治療計画

を共有するなどして連携していること 
 

 

次に掲げる事項を含め、該当する医療機

関は関係する診療ガイドラインに則した

診療を実施していること 

 

・糖尿病の慢性合併症（糖尿病網膜症、糖

尿病腎症、糖尿病神経障害等）について、

それぞれ専門的な検査・治療が実施可能で

あること（単一医療機関ですべての合併症

治療が可能である必要はない） 

 

・糖尿病網膜症治療の場合、蛍光眼底造影

検査、光凝固療法、硝子体出血・網膜剥離

の手術等が実施可能であること 

 

・糖尿病腎症の場合、尿一般検査、尿中ア

ルブミン排泄量検査、腎生検、腎臓超音波

検査、血液透析等が実施可能であること 

 

・糖尿病神経障害や糖尿病足病変の場合、

専門的な検査・治療が実施可能であること 

 

・歯周病の場合、適切な医療機関と連携が

可能であること 

 

・糖尿病の予防・治療を行う医療機関、教

育治療を行う医療機関及び急性合併症の

治療を行う医療機関と診察情報や治療計

画を共有する等して連携していること 
 

 

次に掲げる事項を含め、該当する医療機

関は関係する診療ガイドラインに即して

いることが求められる 

 

・市町村や保険者から保健指導を行う目的

で情報共有等の協力の求めがある場合、患

者の同意を得て、必要な協力を行っている

こと 

 

・市町村や保険者が保健指導するための情

報提供を行っていること 
 

・糖尿病の予防、重症化予防を行う市町村

及び保険者、薬局等の社会資源と情報共有

や協力体制を構築するなどして連携して

いること 

 

 
 

※ 医療連携体制の構築に必要な医療機能を担う医療機関を調査し、個別医療機関名をホームペー 
ジで公表します。 
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指標一覧 

1

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

受診率（％） 48.6 44.1 50 56.6 44 57.7 48.6

2

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

実施率（％） 17.8 22.8 15.9 17.1 23 24.9 20.9

総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

あり（％） 74.4 100 50 72.7 51.6 75.9 79.4

3 なし（％） 25.6 0 50 27.3 48.4 24.1 20.6

総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

あり（％） 73.5 0 100 77.8 50 74.1 77.2

なし（％） 26.5 0 0 22.2 50 25.9 22.8

総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

糖尿病が強く
疑われる人
（％）

19.5 1.8 1.8 7.3 18.8 22.9 27.3

糖尿病の可
能性が否定
できない人
（％）

14.7 1.8 0.9 5.3 10.9 18.7 20.8

4
上記以外
（％）

65.8 96.4 97.3 87.3 70.3 58.4 51.9

総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

糖尿病が強く
疑われる人
（％）

9.2 0 1 2.8 6.5 11.4 17.2

糖尿病の可
能性が否定
できない人
（％）

14.9 0 3.4 8.3 13.6 19.4 22.2

上記以外
（％）

75.9 100 95.7 89 79.9 69.2 60.6

5
全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

98.6 116.6 88.2 98.3 101.1 89.6 118.6

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

6 総数（レセプト件数） 128,719 169,355 196,311 202,053 67,737 94,002 42,856

人口10万人
あたり

57,067.4 56,921.8 58,592.8 62,989.4 48,607.9 51,700.9 54,368.5

病期 SPO
重要◎
参考○

指標名 集計単位 指　標 定義 調査名等指標番
号

特定健康診査・
特定保健指導に
関するデータ（厚
生労働省ＨＰ）

予防 S ○
特定保健指
導実施率

都道府県

医療保険者から
国に報告された
特定健康診査・
特定保健指導の
実施結果

特定健康診査・
特定保健指導に
関するデータ（厚
生労働省ＨＰ）

予防 S

（
ス
ト
ラ
ク

チ

ャ
ー

指
標

）

◎
特定健診受
診率

都道府県

医療保険者から
国に報告された
特定健康診査・
特定保健指導の
実施結果

予防 Ｏ ○

糖尿病が強く
疑われる者
の数（男性）

全国

予防

Ｏ

（
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

）

○

糖尿病予備
軍の者の数

（男性）
全国

ヘモグロビンA1c
（NGSP）値が6.5%
以上、又は「糖尿
病治療の有無」
に「有」と回答した
者の数

国民健康・栄養
調査

糖尿病が強く
疑われる者
の数（女性）

全国

ヘモグロビンA1c
（NGSP）値が6.5%
以上、又は「糖尿
病治療の有無」
に「有」と回答した
者の数

国民健康・栄養
調査

国民健康・栄養
調査

糖尿病予備
群の者の数

（女性）
全国

ヘモグロビンA1c
の測定値がある
者のうち、ヘモグ
ロビンA1c
（NGSP）値が6.0%
以上、6.5%未満
で、”糖尿病が強
く疑われる人”以
外の人

国民健康・栄養
調査

ヘモグロビンA1c
の測定値がある
者のうち、ヘモグ
ロビンA1c
（NGSP）値が6.0%
以上、6.5%未満
で、”糖尿病が強
く疑われる人”以
外の人

傷病大分類「糖
尿病」の都道府
県別受療率を標
準人口で補正し
た値

患者調査

初期・安
定期

P ○
HbA1c検査
の実施件数

二次医療圏

ICD病名E10-
E14、HbA1c検査
の算定件数

NDB（National
datebase)

初期・安
定期

Ｐ

（
プ
ロ
セ

ス
指
標

）

○
糖尿病患者
の年齢調整
外来受療率

都道府県 総数

 

 

注）◎（重要）または○（参考）が付された項目は、国が「糖尿病の医療体制構築に係る指針」により、 
現状を把握するための指標として国が指標名・定義・調査名・集計単位等を指定し、全国一律に指標 
化することとされているもの。 
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総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

あり（％） 66.2 25 20 53.3 55.2 56.9 82.6

7

なし（％） 33.8 75 80 46.7 44.8 43.1 17.4

総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

あり（％） 63 0 25 50 47.6 57.3 76.3

なし（％） 37 0 75 50 52.4 42.7 23.7

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

8 総数（レセプト件数） 4,531 4,802 6,890 8,276 2,567 3,268 1,383

人口10万人
あたり

2008.8 1614 2056.5 2580 1842.1 1797.4 1754.5

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

9 総数（レセプト件数） 73,568.2 99,133 114,623 119,519 30,560 52,090 25,484

人口10万人
あたり

32616.4 33319.6 34211.4 37259.7 21929.8 28649.4 32329.8

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

10 総数（レセプト件数） 14,080.5 20,680 20,258 21,606 7,818 9,564 4,557

人口10万人
あたり

6242.6 6950.7 6046.4 6735.6 5610.4 5260.2 5781.2

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

11 総数（レセプト件数） 15,421.3 23,719 23,215 24,075 5,911 10,941 4,667

人口10万人
あたり

6837 7972.2 6929 7505.3 4241.7 6017.5 5920.7

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

12 総数（レセプト件数） 124,094.5 165,028 184,831 181,045 70,255 100,273 43,135

人口10万人
あたり

55017.2 55467.5 55166.4 56440.2 50414.8 55149.9 54722.5

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

13 総数（レセプト件数） 2127.3 5,532 2,474 3,259 204 754 541

人口10万人
あたり

943.2 1859.4 738.4 1016 146.4 414.7 686.3

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

14 総数（レセプト件数） 90.5 130 83 215 38 39 38

人口10万人
あたり

40.1 43.7 24.8 67 27.3 21.4 48.2

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

15 総数 4.8 17 2 4 3 1 2

人口10万人
あたり

2.2 5.8 0.6 1.3 2.2 0.6 2.6

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 29.7 5 5 11 16 7 11

16
人口10万人
あたり

1.1 0.4 0.4 0.5 1.5 0.6 0.6

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 60.4 26 31 28 28 18 14

人口10万人
あたり

2.2 1.9 2.4 1.2 2.7 1.6 0.7

定義 調査名等指標番
号

初期・安
定期

Ｐ ○

医療機関・検
診で糖尿病
と言われた
人のうち、治
療を受けてい
る人の割合
（男性）

全国

これまでに医療
機関や健診で糖
尿病と言われたと
回答した者のう
ち、「インスリン注
射または血糖を
下げる薬の使用
有」又は「現在糖
尿病の治療の
有」と回答した者

国民健康・栄養
調査

病期 SPO
重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位 指　標

NDB（National
datebase)

初期・安
定期

Ｐ ○
クレアチニン
検査の実施
件数

二次医療圏

ICD病名E10-
E14、クレアチニン
の算定件数

NDB（National
datebase)

医療機関・検
診で糖尿病
と言われた
人のうち、治
療を受けてい
る人の割合
（女性）

全国

これまでに医療
機関や健診で糖
尿病と言われたと
回答した者のう
ち、「インスリン注
射または血糖を
下げる薬の使用
有」又は「現在糖
尿病の治療の
有」と回答した者

国民健康・栄養
調査

初期・安
定期

Ｐ ○

尿中アルブミ
ン（定量）検
査の実施件
数

二次医療圏

ICD病名E10-
E14、アルブミン
定量（尿）の算定
件数

NDB（National
datebase)

初期・安
定期

Ｐ ○
血糖自己測
定の実施件
数

二次医療圏

C150血糖自己測
定器加算の算定
件数

NDB（National
datebase)

初期・安
定期

Ｐ ○
精密眼底検
査の実施件
数

二次医療圏

ICD病名E10-
E14、精密眼底検
査の算定件数

NDB（National
datebase)

初期・安
定期

Ｐ ○
外来栄養食
事指導料の
実施件数

二次医療圏

ICD病名E10-
E14、B0019外来
栄養食事指導料
の算定件数 NDB（National

datebase)

初期・安
定期

Ｐ ○
内服薬の処
方件数

二次医療圏

糖尿病に関する
内服薬の算定件
数

NDB（National
datebase)

合併症
予防を
含む専
門治療

S ○
腎臓専門医
数

二次医療圏

日本腎臓学会に
より認定された専
門医数 腎臓専門医県別

人数（日本腎臓
学会HP）

初期・安
定期、合
併症を
含む専
門治療

O ◎
新規人口透
析導入患者
数

二次医療圏

J038注2　導入期
加算の算定件数

日本糖尿病協会
HP

療養指導医 都道府県

日本糖尿病協会
による療養指導
医の状況

日本糖尿病協会
HP

合併症
予防を
含む専
門治療

S ○

糖尿病登録
医

都道府県

日本糖尿病協会
による登録医の
状況
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全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

17 総数 29.0 18 21 19 9 14 17

人口10万人
あたり

1.1 1.4 1.7 0.8 0.9 1.3 0.9

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

18 総数（レセプト件数） 195.5 24 106 987 0 32 24

人口10万人
あたり

86.7 8.1 31.6 307.7 0 17.6 30.4

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

19 総数（レセプト件数） 23640.7 37,176 33,038 37,091 10,390 17,850 6,299

人口10万人
あたり

10481.1 12495.2 9860.8 11563 7455.8 9817.5 7991.1

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

20 総数（レセプト件数） 878.8 1,193 1,176 1,744 293 639 228

人口10万人
あたり

389.6 401 351 543.7 210.3 351.4 289.2

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

21 総数（レセプト件数） 589.8 2,490 427 378 106 90 48

人口10万人
あたり

261.5 836.9 127.4 117.8 76.1 49.5 60.9

青森県平
均

22 総数（レセプト件数） 0.4

人口10万人
あたり

1.2

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

23 総数 17 4 14 9 4 3 7

人口10万人
あたり

0.6 0.3 1.1 0.4 0.4 0.3 0.4

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

24 総数 69.7 47 77 53 24 15 21

人口10万人
あたり

2.6 3.5 6 2.3 2.3 1.3 1.1

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

25 総数（レセプト件数） 3272.2 4,519 4,935 5,675 1,558 2,068 878

人口10万人
あたり

1450.7 1518.9 1472.9 1769.2 1118 1137.4 1113.9

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

26 総数（レセプト件数） 232.5 114 1,032 107 ＊ 88 54

人口10万人
あたり

103.1 38.3 308 33.4 ＊ 48.4 68.5

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

27 総数（レセプト件数） 226.3 438 303 372 108 104 33

人口10万人
あたり

100.3 147.2 90.4 116 77.5 57.2 41.9

NDB（National
datebase)

合併症
治療

P ◎
糖尿病網膜
症手術数

二次医療圏

ICD病名E10-14、
H360、糖尿病網
膜症手術の算定
件数

NDB（National
datebase)

合併症
治療

P ◎
糖尿病足病
変に対する
管理

二次医療圏

B00120糖尿病合
併症管理料の算
定件数

NDB（National
datebase)

合併症
治療

P ◎

糖尿病性腎
症に対する
人工透析実
施件数

二次医療圏

J038人口腎臓（1
日につき）の算定
件数

日本歯周病学会
歯周病専門医一
覧

合併症
治療

S ○
糖尿病登録
歯科医師数

都道府県

日本糖尿病協会
が認定した歯科
医師数 糖尿病登録歯科

医師の認定状況
（日本糖尿病協
会HP）

合併症
治療

S ○

歯周病専門
医の在籍す
る歯科医療
機関数

都道府県

日本歯周病学会
の歯周病専門医
一覧で把握され
る医療機関数

NDB（National
datebase)

合併症
治療

S ○

糖尿病性腎
症の管理が
可能な医療
機関数

市町村 内訳省略

B001-1-27糖尿
病透析予防指導
管理料届出施設
数 診療報酬施設基

準

合併症
予防を
含む専
門治療

O ○

糖尿病性ケト
アシドーシ
ス、非ケトン
昏睡患者数

二次医療圏

ICD病名E100、
E101、E110、
E111、E120、
E121、E130、
E131、E140、
E141のレセプト件
数

NDB（National
datebase)

合併症
予防を
含む専
門治療

O ○
低血糖患者
数

二次医療圏

ICD病名E10-14
かつICD病名
E16Sのレセプト
件数 NDB（National

datebase)

合併症
予防を
含む専
門治療

P ○
在宅インスリ
ン治療件数

二次医療圏

ICD病名E10-14、
C101 在宅自己
注射指導管理料
の算定件数

NDB（National
datebase)

（令和３年３月追
加）

合併症
予防を
含む専
門治療

P ○
糖尿病透析
予防指導の
実施件数

二次医療圏

ICD病名E10-14、
B00127糖尿病透
析予防指導管理
料の算定件数 NDB（National

datebase)

指　標 定義 調査名等指標番
号

合併症
予防を
含む専
門治療

S ○

１型糖尿病に
対する専門
的治療を行う
医療機関数

都道府県

C152（間歇注入
シリンジポンプ加
算）、C152-2（持
続血糖測定器加
算 シリンジポンプ
付き）の算定件数

病期 SPO
重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位
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全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

28 ○ 都道府県 総数 167.1 112 61 128 46 46 104

人口10万人
あたり

6.2 8.7 4.9 5.6 4.6 4.2 5.5

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

死亡率（％） 5.5 9.3 6.2 4.5 5.8 3.6 6.6

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

死亡率（％） 2.5 3.7 2.7 1.8 2.9 1.8 2.9

人口動態特殊報
告

年齢調整死
亡率（女性）

都道府県

糖尿病による年
齢調整死亡率

人口動態特殊報
告

29
合併症
治療

Ｏ ○

年齢調整死
亡率（男性）

都道府県

糖尿病による年
齢調整死亡率

指標番
号

合併症
治療

Ｏ

糖尿病患者
の新規下肢
切断術の件
数

K084（四肢切断
術 大腿・下腿）、
K085（四肢関節
離断術 股・膝・
足・指）の診療行
為を抽出

NDB（National
datebase)

（令和３年３月追
加）

病期 SPO
重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位 指　標 定義 調査名等
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第５節 精神疾患対策 

 

第１ 現状と課題 

１ 精神疾患患者の状況 

本県の精神疾患患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わせて、23,158

人（平成 29 年 3 月 31 日現在 ※）となっています。（表１を参照） 

疾病別にみると、入院患者では「F2 統合失調症」が最も多く、次いで「F0 症状性を含む器質性障 

害」となっています。通院患者では「F2 統合失調症」に次いで「F3 気分（感情）障害」が多くなっ

 ています。 

入院患者数は緩やかな減少傾向にありますが、通院患者数は平成 25年と比較して 18.7％増加して 

います。（図１を参照） 

※ 自立支援医療に該当しない患者も含めた医療機関への通院者数の目安については章末の指標一覧におけ

る疾患区分ごとの外来患者数を参照ください。 

 

   （表１）疾病別患者数（平成 29年 3月 31 日現在）           （単位：人） 

 
       資料：青森県「精神科病院月報」（入院患者数）、「自立支援医療受給認定者数」（通院患者数） 

 

   （図１）精神疾患患者数の推移（各年 3月 31 日現在）      

 

  

 

 

 

　　疾　　　　患　　　　名 入院患者数 通院患者数 合計

F0  症状性を含む器質性障害 1,203 525 1,728

F1　精神作用物質による精神及び行動の障害 156 553 709

F2  統合失調症、統合失調症型障害及び妄想障害 1,856 7,738 9,594

F3  気分（感情）障害 309 5,696 6,005

F4　神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 56 758 814

F5  生理的障害 8 40 48

F6　成人のパーソナリティ及び行動の障害 31 146 177

F7　精神遅滞【知的障害】 75 368 443

F8　心理的発達の障害 23 620 643

F9　小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害 5 320 325

てんかん 28 1,762 1,790

その他 12 870 882

合　　　　　　　　　　　計 3,762 19,396 23,158

3,877 3,757 3,758 3,754 3,762 

16,339 
17,780 18,662 18,968 19,396 

20,216 21,537 22,420 22,722 23,158 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

人

入院者数

通院者数

合計
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２ 精神保健福祉相談等の状況 

（１）精神保健福祉センターにおける相談の状況 

精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談件数（面接相談及び電話相談）は 2,179 件（平

成 27 年度）となっており、ほぼ横ばいで推移しています。（表２を参照） 

 

  （表２）精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談実施状況       （単位：人） 

 
                                   資料：厚生労働省「衛生行政報告例」 

 

（２）保健所における相談の状況 

  各保健所における精神保健福祉相談件数（面接、電話、訪問）は 2,424 件（平成 27 年度）とな 

っており、平成 25年度からは約 10％減少しています。（表３を参照） 

 

  （表３）保健所における精神保健福祉相談実施状況               （単位：人） 

 
                              資料：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」 

 

（３）相談支援事業（障害者総合支援法）の状況 

  障害福祉サービス・地域相談支援を利用する人にサービス利用計画の作成・モニタリングを行 

う「計画相談支援事業」の利用人数は 2,018 人（平成 29 年度見込み）であり、平成 27 年度から 

は約 9.2％減少となります。（表４を参照） 

また、地域相談支援のうち「地域移行支援事業」の利用人数は 18 人（平成 29年度見込み）で 

あり、平成 27年度から 500%増加となるほか、「地域定着支援事業」の利用人数は 40人（平成 29 

年度見込み）であり、平成 27 年度からは約 17.6％増加となります。いずれも利用人数は伸びて 

いないことから、今後は、後述する「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」に際 

し、新たに設置する圏域ごとの協議の場等を活用し、その利用の推進を図る必要があります。 

（表５及び６を参照） 

 

  （表４）計画相談支援事業            （単位：人） 

   
   資料：青森県「障害福祉課調べ（各年度１か月間（３月）における利用者数）」 

 

 

年度
老人精
神保健

社会復
帰

アル
コール

薬　物
ギャン
ブル

思 春
期

心の健康

づくり

う つ ・

うつ状態

摂食障
害

そ の 他 合計

平成25年度 21 52 17 5 12 106 17 179 － 1,757 2,166

平成26年度 22 75 17 3 40 104 1 150 4 1,762 2,178

平成27年度 9 54 23 5 28 127 882 189 12 850 2,179

年度
老人精
神保健

社会復
帰

アル
コール

薬　物
ギャン
ブル

思春期
心の健康

づくり

摂食障
害

てんか
ん

その他 合計

平成25年度 107 164 114 4 5 9 307 － － 1,981 2,691

平成26年度 137 70 120 5 10 14 207 － 4 1,826 2,393

平成27年度 73 31 135 12 4 19 259 6 37 1,848 2,424

27年度 28年度

実績 実績 計画 実績
人口千人当

たりの量
進捗率

津軽 414 367 341 336 1.2 98.5%
八戸 564 560 232 510 1.6 219.8%
青森 392 410 370 425 1.4 114.9%
西北五 359 378 178 283 2.2 159.0%
上十三 357 302 206 325 1.9 157.8%
下北 138 144 113 139 1.9 123.0%

計 2,224 2,161 1,440 2,018 1.6 140.1%

圏域名
29年度（見込み）
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  （表５）地域移行支援事業            （単位：人） 

   
   資料：青森県「障害福祉課調べ（各年度１か月間（３月）における利用者数）」 

 

  （表６）地域定着支援事業            （単位：人） 

   

   資料：青森県「障害福祉課調べ（各年度１か月間（３月）における利用者数）」 

 

 

３ 精神疾患の医療体制 

  本県において精神科を標榜する医療機関は 38病院、49 診療所となっております。このうち精神科 

病床を有するのは 27 病院で病床数は 4,453 床となっております。（表７を参照） 

 また、心療内科を標榜する医療機関は８病院、26 診療所となっております。 

統合失調症、うつ病・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、依存症などの多様な精神疾患等 

ごとに医療機関の役割を分担し、相互の連携を推進するとともに、患者本位の医療が実現されるよう、

 各医療機関の医療機能を明確化する必要があります。  

  

  （表７）精神疾患の医療体制 

 

27年度 28年度

実績 実績 計画 実績
人口千人当

たりの量
進捗率

津軽 0 0 18 1 0.0 5.6%
八戸 0 1 23 0 0 0.0%
青森 1 11 10 13 0.0 130.0%
西北五 1 1 8 1 0.0 12.5%
上十三 0 0 9 1 0.0 11.1%
下北 1 0 7 2 0.0 28.6%

計 3 13 75 18 0.0 24.0%

圏域名
29年度（見込み）

27年度 28年度

実績 実績 計画 実績
人口千人当

たりの量
進捗率

津軽 23 23 27 25 0.1 92.6%
八戸 2 1 23 1 0.0 4.3%
青森 8 12 8 13 0.0 162.5%
西北五 1 0 6 0 0 0.0%
上十三 0 0 10 1 0.0 10.0%
下北 0 0 6 0 0 0.0%

計 34 36 80 40 0.0 50.0%

圏域名
29年度（見込み）

区分 医療体制 備考

精神科を標榜する病院数
（うち精神科病床を有する病院数・病床数）

38病院
（27病院・4,453床）

心療内科を標榜する病院数
（精神科と重複あり）

8病院

精神科を標榜する診療所数 49診療所

心療内科を標榜する診療所数
（精神科と重複あり）

26診療所

精神科訪問看護を実施している医療機関数
（同一法人内での訪問看護ステーションは除く）

18病院、１診療所
精神保健福祉資料
（630調査）
平成27年

精神病床在院患者数（人口10万対） 293.1人（全国227.4人）

精神病床平均在院日数 233.8日（全国269.9日）

精神病床利用率 83.4％（全国82.8％）

病院に勤務する精神科等医師数 149人
厚生労働省
医療施設調査
平成26年

県内を住所地とする精神保健指定医数 123人
障害福祉課調べ
平成29年9月1日

厚生労働省
病院報告
平成28年

厚生労働省
医療施設調査

平成26年
（精神科病床を有す
る病院は障害福祉課
調べ
平成29年9月1日）
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（１）統合失調症 

本県における統合失調症の患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わ

  せて 9,594 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）で、平成 25 年の 9,645 人から 0.5％減少していますが、

  精神疾患患者数の 41.4％を占め、最も大きな割合となっています。 

本県において、統合失調症の診療を行っている医療機関（※１）は 28 病院、25 診療所（※２）

  となっています。 

難治性の重症な精神症状を有する治療抵抗性統合失調症の方に対し治療薬（クロザピン）投与を

  含め計画的な治療管理を継続して実施している医療機関は５病院となっています。（クロザリル適

  正使用委員会ホームページ 平成 29 年 9 月 22 日現在） 

※１ 精神科若しくは心療内科を標榜する病院・診療所（(２)～（14）共通） 

※２ 障害福祉課調べ（本節末掲載の「多様な精神疾患等ごとの医療機能一覧表」を参照。(２)～(14)共通） 

 

（２）うつ病・躁うつ病 

本県におけるうつ病・躁うつ病の患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）

  を合わせて 6,005 人（平成 29 年 3月 31 日現在）で、平成 25 年の 4,811 人から 24.8％増加してい 

るほか、精神疾患の 25.9％を占め、統合失調症に次ぐ患者数となっています。 

本県において、うつ病、躁うつ病の診療を行っている医療機関は 28病院、29 診療所となってい 

ます。  

 

（３）認知症 

本県における認知症の患者数（F0）は入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わ

  せて 1,728 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）となっており、平成 25 年の 1,448 人から 19.3％増加し

  ています。 

本県において、認知症の診療を行っている医療機関は 28 病院、26 診療所となっていますが、認 

知症の医療については、精神科のみならず他診療科も含めた医療提供体制の構築が求められます。 

 

なお、国では認知症施策を政府全体で強力に推進するため、令和元年 6 月に「認知症施策推進大

  綱（以下「大綱」という。）」をとりまとめ、認知症の人や本人の視点を重視しながら、「共生」と「予

  防」を車の両輪として施策を推進していくという基本的な考え方のもと、施策を推進することとし

  たところです。大綱においても、これまでの認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）と同様

  に早期診断・早期対応を軸に、医療・介護等の有機的連携により、認知症の容態に応じた適時・適

  切な医療・介護等が提供される循環型の仕組みを実現していくこととしています。（令和３年３月

  変更） 

 

循環型の仕組みの実現のため、例えば、各地域において、認知症の発症初期から、状況に応じ 

  て医療と介護が一体となった認知症の人への支援体制の構築を図ることを目的に平成 17 年度よ 

  り、認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医への助言その他の支援を行い、専門医療機関や地 

  域包括支援センター等との連携の推進役となる医師として、認知症サポート医が養成されていま 

  す。本県の認知症サポート医数は、平成 28年度末時点において 49 名です。 

このほか、本県では、認知症対応力向上研修について、かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看 

  護師、医療従事者を対象として実施しています。 

また、平成 20 年より、認知症の専門的医療の提供体制を強化するため、認知症疾患医療センタ 

  ー運営事業が開始され、平成 28 年度末時点において全国で 375 か所の認知症疾患医療センター 

  （基幹型 15、地域型 335、連携型 25）が設置されており、本県では平成 29 年 7 月末時点におい 

  て二次医療圏ごとに１か所の計６か所を設置しています。（表８を参照）  
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（表８）認知症疾患医療センターの設置状況     

医療機関名 所在地 類型 指定開始年月日 
県立つくしが丘病院 青森市 地域型 平成 21 年 4 月 1日 
弘前愛成会病院 弘前市 地域型 平成 23 年 11 月 1日 
青南病院 八戸市 地域型 平成 23 年 11 月 1日 
高松病院 十和田市 地域型 平成 24 年 11 月 1日 
つがる総合病院 五所川原市 地域型 平成 26 年 10 月 1日 
むつ総合病院 むつ市 連携型 平成 29 年 7 月 1日 

                           資料：青森県「高齢福祉保険課調べ」 

 

（４）児童・思春期精神疾患 

  平成 26 年に医療機関を継続的に受療している 20 歳未満の精神疾患を有する総患者数は 27.0 万 

人（全国）であり、平成 11 年の総患者数の 11.7 万人から大幅に増加しています。 

（厚生労働省：患者調査） 

本県において、児童・思春期精神疾患の診療を行っている医療機関は 14病院、15 診療所となっ 

ています。 

  多様化する児童のこころの問題に対処するため、多職種及び多施設連携を推進する必要がありま 

す。 

 

（５）発達障害 

   本県における発達障害の患者数（F8及び F9）は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定 

者）を合わせて 968 人となっており、平成 25 年の 255 人から 279％増加しています。 

本県において、発達障害の診療を行っている医療機関は 21病院、13 診療所となっています。 

また、本県では、発達障害者への支援を総合的に行う発達障害者支援センターを平成 28年度に 

県内 1か所から 3 ヵ所に増設しました。（表９を参照） 

発達障害者支援センターでは、保健、医療、福祉、教育、労働などの関係機関と連携し、地域に 

おける総合的な支援ネットワークを構築しながら、発達障害児（者）とその家族からの様々な相談

  に応じ、適切な指導、助言を行っています。発達障害について医療的な診断、治療が必要な場合に

  は、専門の医療機関を紹介しています。 

発達障害者支援センターへの相談実支援人数は、平成 27 年度の 709 人から平成 28 年度には、 

1,501 人と増加しています。 

  

（表９）青森県発達障害者支援センター 

発達障害者支援センター名 所在地 担当地域 
青森県発達障害者支援センター「ステップ」 青森市 東青、下北 
青森県発達障害者支援センター「わかば」津軽地域 五所川原市 中南、西北 
青森県発達障害者支援センター「Doors」県南地域 八戸市 三八、上十三 

                               資料：青森県「障害福祉課調べ」 

 

（６）依存症 

①アルコール依存症 

  平成 26年に医療機関を継続的に受療しているアルコール依存症者の総患者数は4.9万人（全国） 

であり、平成 11 年の総患者数 3.7 万人から増加しています（厚生労働省：患者調査）。 

本県において、アルコール依存症の診療を行っている医療機関は 20病院、9 診療所となっていま 

す。 

 

②薬物依存症 

 平成 26 年に医療機関を継続的に受療している薬物依存症の総患者数は 0.3 万人（全国）であり、 
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平成 11 年の総患者数の 0.1 万人から増加しています（厚生労働省：患者調査）。 

  本県において、薬物依存症の診療を行っている医療機関は 8病院、5診療所となっています。 

 

③ギャンブル依存症 

 平成 26 年に医療機関を継続的に受療している薬物依存症の総患者数は 500 人未満（全国）とな 

っています（厚生労働省：患者調査）。 

  本県において、ギャンブル依存症の診療を行っている医療機関は 3 病院、7診療所となっていま 

す。 

 

（７）外傷後ストレス障害 

 平成 26 年に医療機関を継続的に受療している PTSD の総患者数は 0.3 万人（全国）であり、平成 

11 年の総患者数の 0.1 万人から増加傾向にあります。（厚生労働省：患者調査） 

  本県において、PTSD の診療を行っている医療機関は 20病院、16 診療所となっています。 

 

（８）高次脳機能障害 

   平成 13～17 年度に実施された高次脳機能障害支援モデル事業における調査によると、医療機関 

の受療の有無にかかわらず、高次脳機能障害者は全国に 27万人いると推定されています。 

   本県では、「青森県高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業」を実施しており、高 

次脳機能障害者に対する専門的な相談支援、関係機関との支援ネットワークの充実を図るための支 

援拠点として「弘前脳卒中・リハビリテーションセンター」を指定しています。 

  このほか、本県において高次脳機能障害の診療を行っている医療機関は 19病院、11 診療所とな 

っています。    

 

（９）摂食障害 

 平成 26 年に医療機関を継続的に受療している摂食障害の総患者数は 1.0 万人（全国）であり、 

平成 11 年の総患者数の 1.1 万人から横ばいとなっています（厚生労働省：患者調査）。 

医療機関の受療の有無にかかわらず、摂食障害患者は、女子中学生の 100 人に１～２人、男子中 

学生の 1,000 人に２～５人いると推計されています（厚生労働科学研究）。 

  本県において、摂食障害の診療を行っている医療機関は 16病院、15 診療所となっています。 

 

（10）てんかん 

本県におけるてんかんの患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わせ 

て 1,790 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）となっており、平成 25 年の 1,484 人から 20.6％増加して

  います。 

  本県において、てんかんの診療を行っている医療機関は 26病院、12 診療所となっています。 

 

（11）精神科救急 

  本県ではかかりつけ医で受診できなかった精神疾患を有する患者、又は精神疾患のため緊急に医 

療を必要とする患者に対して、二次医療圏ごとに精神科救急医療体制事業を実施しています。 

（図２を参照） 

本県の精神科救急医療体制は二次医療圏ごとの輪番制となっています。二次医療圏毎の指定病 

院は、23 医療機関です。（表 10 及び 11 を参照） 

  本県の精神科救急医療システムにおける二次医療圏ごとの対応件数について、平成 28 年度は 

1,624 件となっています。（表 12 を参照）。 
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（表 10） 精神科救急医療施設数               （単位：箇所）  
 青森県 津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 
精神科救急医療機関数  

23 
 

4 
 

7 
 

5 
 

2 
 

4 
 

1 

                   資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9月 1日現在） 

 
 

（表 11）二次医療圏別精神科救急医療機関名 
圏域名 精神科救急医療機関（輪番制） 

津軽 弘前愛成会病院、藤代健生病院、聖康会病院、黒石あけぼの病院 

八戸 青南病院、八戸赤十字病院、湊病院、みちのく記念病院、松平病院、八戸市立市民病
院、さくら病院 

青森 県立つくしが丘病院、生協さくら病院、青い森病院、芙蓉会病院、浅虫温泉病院 

西北五 布施病院、つがる総合病院 

上十三 十和田済誠会病院、十和田市立中央病院、高松病院、三沢聖心会病院 

下北 むつ総合病院 

                        資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9月 1日現在） 

 

 

（表 12）二次医療圏別精神科救急医療システム対応件数          （単位：件） 

 
                                   資料：青森県「障害福祉課調べ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電話 外来 入院 計 電話 外来 入院 計 電話 外来 入院 計

津軽地域保健医療圏（４病院） 152 301 73 526 152 272 64 488 88 199 66 353

八戸地域保健医療圏（６病院） 89 81 51 221 97 92 57 246 119 86 58 263

青森地域保健医療圏（５病院） 169 172 98 439 256 165 87 508 391 175 74 640

西北五地域保健医療圏（２病院） 57 42 39 138 51 26 24 101 36 31 32 99

上十三地域保健医療圏（４病院） 35 65 23 123 25 42 29 96 31 52 21 104

下北地域保健医療圏（１病院） 0 104 37 141 0 197 39 236 0 134 31 165

計 502 765 321 1,588 581 794 300 1,675 665 677 282 1,624

26年度 27年度 28年度
圏域名
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（図２）青森県精神科救急医療体系図 

 

 

（12）身体合併症 

身体疾患と精神疾患ともに入院による治療を必要とする患者の発生する割合は人口万対年間 2.5 

件と推計されています。（厚生労働科学研究） 

また、12％の入院患者は何らかの精神科医療を必要とし、2.2％の入院患者は身体疾患と精神疾 

患ともに入院による治療を必要とするとの報告があります。 

本県において、身体合併症の診療を行っている医療機関は 17 病院となっています。 

精神疾患と身体疾患の合併症による困難事例の円滑な救急搬送のためには、精神科医療、救急医 

療、消防の各関係者が平時から体制の構築と課題を解決していく必要があります。 

　

相談・受診 保護依頼 相談・受診 搬送依頼 保護依頼
↓ 救急隊

↓

・相談受け付け

・診察

診察・処方
入院

紹介

診察・処方 　　任意入院　　医療保護入院　　（緊急措置入院）

【高次救急医療】

↓

↓ 県立つくしが丘病院

指定病院応急入院指定病院 精神科を有する一般病院
等

・入院が必要だが、任意入院 身体合併症を有する患者

を行う状態になく、かつ家族等
↓

措置入院

の同意が得られない場合

【第二次救急医療】
輪番制による当番病院（６ブロック２３病院）

・相談受付　　診察

応急入院対象者 身体合併症患者 緊急に保護を要する患者

↓

警　　察
警　　　察

かかりつけ医

受診できなかった
患者

青森県精神科救急医療体制体系図

精神疾患のある患者
又はその疑いのある
患者

本人　　家族　　　知人等

かかりつけ医　保健所　警察　救急隊　

「かかりつけ医」のある患者 「かかりつけ医」のない患者
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（13）災害精神医療 

   災害時における被災地での精神科医療の提供や被災した医療機関への専門的支援等を行うため、 

ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）を養成しています。（表 13を参照） 

現在、県内のＤＰＡＴは３チームありますが、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）同様、養成して 

いく必要があります。 

また、災害時に精神保健医療の拠点となる災害拠点精神科病院の整備についても、今後、地域ご

    とに（太平洋、中央、日本海側など）指定・整備を検討する必要があります。 

 

   （表 13）ＤＰＡＴ（先遣隊）の状況     

医療機関名 チーム数 
青森県立つくしが丘病院 １ 
一般財団法人愛成会弘前愛成会病院 １ 
医療法人青仁会青南病院 １ 

     資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9月 1日現在） 

 

（14）医療観察法における対象者への医療 

「心神喪失者等の常態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律」（心神喪失 

者医療観察法）に基づく指定通院医療機関は、本県は 9医療機関が指定されています。 

（表 14 を参照） 

 

(表 14) 心神喪失者等医療観察法に基づく指定通院医療機関 
圏域名 精神科救急医療機関（輪番制） 

津軽 弘前愛成会病院 

八戸 青南病院、みちのく記念病院 

青森 県立つくしが丘病院、芙蓉会病院 

西北五 布施病院、つがる総合病院 

上十三 十和田市立中央病院 

下北 むつ総合病院 

          資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9月 1日現在） 

 

 

４ 地域移行 

  本県の精神科病院における地域移行の状況について、１年以上の入院患者数は減少傾向にあるほか、 

退院率についても３か月時点、１年時点のいずれも平成 24年度と比べて上昇傾向にあります。 

（表 15 を参照） 

本県では、平成 27 及び 28 年度に官民協働による医療と福祉の連携研修会を開催し、多職種による 

地域移行の取組の推進を図ったほか、二次医療圏ごとに県保健所が地域生活支援広域調整会議を開催

  し、保健、医療、福祉の各関係者による地域移行の取組を進めています。 

今後は、各圏域での保健、医療、福祉関係機関における連携の一層の強化を図るほか、市町村ごと 

の取組への支援が求められます。 

 

    （表 15）地域移行の状況 

        

                  資料：厚生労働省「精神保健福祉資料」（平成 28年度分のみ暫定値） 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

2,320 人 2,165 人 2,182 人 2,177 人 2,087 人

入院後３か月時点 59.1% 60.6% 59.7% 61.2% 60.0%

入院後１年時点 89.0% 89.4% 91.0% 89.6% 90.0%

１年以上の入院患者数

区分

退院率
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５ 自殺対策 

本県では、自殺者数の増を受けて、平成 13 年度に健康あおもり 21 計画において自殺対策を重点施 

策と位置づけ、自殺予防の総合的な対策として「心のヘルスアップ事業」を開始し、県民への正しい    

知識や理解の普及啓発及び相談窓口の周知に努める等相談体制の充実・強化に取り組んできました。 

平成 21 年度から平成 26年度は、国（内閣府）が都道府県に造成した「地域自殺対策緊急強化基金」 

を活用した幅広い事業を展開し、平成 27年４月からは、新たに創設された「地域自殺対策強化交付金  

事業」により、普及啓発・人材育成からハイリスク者支援、自死遺族支援まで包括的な取組を継続し 

てきました。 

また、自殺対策の推進を目的に、平成 22年 10 月に県立精神保健福祉センターに設置した地域自殺 

予防情報センターは、平成 28 年４月からは青森県自殺対策推進センターに名称を改め、さらに平成  

29 年４月からは県障害福祉課にも自殺対策推進センター機能を設置し、各市町村の自殺対策計画策定  

支援等を行っています。 

こうした取組により、本県の自殺者数は平成 15年の 576 人（自殺死亡率で全国ワースト２位）を 

ピークに、平成 22 年以降６年連続で減少し、平成 27 年は 267 人（全国 12 位）とピーク時の半数以

下にまでなったものの、依然、全国の自殺死亡率と比べると高い状態にあります。 

また、減少率は縮小傾向にあり、平成 28 年は 271 人と前年を４人上回り、７年ぶりに増加に転じ 

たことなどから、今後更に取組を推進する必要があります。 

なお、自殺対策については、平成 30年度から 35年度までを計画期間とする青森県自殺対策計画（仮 

称）に基づき施策を推進します。 

   

 

   （図３）自殺者数及び自殺死亡率の推移      

 

                                 資料：厚生労働省「人口動態調査」 
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第２ 施策の方向 

１ 圏域 

精神疾患の医療圏域（精神医療圏）については、これまで二次医療圏と同一の６圏域としてきまし 

たが、圏域ごとに精神科病床を有する病院が偏在していることから、圏域ごとの医療機能に極端な差

 が生じないように独自に以下の４圏域を設定します。 

具体的には、他の圏域との比較で精神科病床を有する病院数が少ない（表 16 を参照）西北五圏域 

と下北圏域について、それぞれ近隣の圏域である津軽圏域、青森圏域と統合し、津軽・西北五精神医

 療圏域及び青森・下北精神医療圏域とします。 

なお、平成 28 年度の受療動向調査の結果によると、西北五圏域では津軽圏域への流出割合が   

24.8％と最も高いほか、下北圏域では青森圏域への流出割合が 16.7％と最も高くなっております。

（表 17 を参照） 

また、精神科救急医療圏については、これまで同様の輪番制を維持することとし、二次医療圏と同 

一の６圏域とします。 

 

  （精神医療圏） 

   〇 津軽・西北五精神医療圏域（津軽圏域及び西北五圏域を統合） 

   〇 八戸精神医療圏域 

   〇 青森・下北精神医療圏域（青森圏域及び下北圏域を統合） 

   〇 上十三精神医療圏域 

 

（表 16）二次医療圏ごとの精神科病床を有する病院数      （単位：箇所）  
 青森県 津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 
精神科病床を有する病
院数 

 
27 

 
5 

 
8 

 
7 

 
2 

 
4 

 
1 

                  資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9月 1日現在） 

 

 （表 17）患者住所地（二次医療圏）からみた精神疾患患者の動向        （単位：％） 

 
                                資料：青森県「平成 28年度受療動向調査」 

 

 

２ 施策の方向性 

（１）多様な精神疾患に対応できる医療連携体制の構築 

 多様な精神疾患等ごとの目標及び施策を記載します。 

 

 

 

 

計 津軽圏域 八戸圏域 青森圏域 西北五圏域 上十三圏域 下北圏域

計 100.0 23.4 29.8 26.8 5.7 11.8 2.6

津軽圏域 100.0 96.6 0.0 3.0 0.5 0.0 0.0 3.4

八戸圏域 100.0 0.1 95.2 0.5 0.0 4.2 0.0 4.8

青森圏域 100.0 3.4 0.1 96.1 0.1 0.3 0.0 3.9

西北五圏域 100.0 24.8 0.0 9.3 65.9 0.0 0.0 34.1

上十三圏域 100.0 0.4 12.5 7.8 0.0 79.0 0.3 21.0

下北圏域 100.0 0.5 2.8 16.7 0.0 7.0 73.0 27.0

県　外 100.0 20.6 63.3 12.2 0.0 3.9 0.0

施設所在地 流出患者

割　　合

患

者
住

所
地
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①統合失調症 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

治療抵抗性統合失調症

治療薬を用いた治療を

行う医療機関数 

５病院 

（平成 29 年） 

増加 

（平成 35 年度末） 

【現状値の出典】 

クロザリル適正使用委員会 

ホームページ 

   

 （施策） 

・先行している諸外国の実績や、国内で先行している医療機関の実績を踏まえて、治療抵抗性統合

失調症治療薬を使用できる医療機関数の増加を目指します。（県、医療機関） 

 

②うつ病・躁うつ病 

（施策） 

 ・精神科医療機関と精神科以外の医療機関との連携を推進し、うつ病等の早期発見・早期治療に努

めます。（県、医療機関） 

 

③ 認知症 

 （目標） 

目標項目 現状値 目標値(R5) 備考 

認知症疾患医療センター数 ６病院 現状維持 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29 年 7月現在） 

認知症サポート医数 49 名 135 名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 28 年度末現在） 

（令和３年３月変更） 

歯科医師認知症対応力向上研修受講者 60 名 267 名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29 年 8月現在） 

（令和３年３月変更） 

薬剤師認知症対応力向上研修受講者 390 名 958 名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29 年 7月現在） 

（令和３年３月変更） 

看護職員認知症対応力向上研修受講者 118 名 450 名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29 年 7月現在） 

（令和３年３月変更） 

  

 （施策） 

  ・認知症の専門医療の提供体制を強化するため、認知症疾患医療センターを県内各圏域に設置しま

す。（県） 

  ・県内各圏域に認知症サポート医が必要数配置されるよう資格取得研修への派遣を行います。（県） 

 

④児童・思春期精神疾患 

（施策） 

・子どもの心の診療の充実を図るため、医師、看護師、精神保健福祉士等の資質の向上を図ります。

（県、医療機関） 

 

 ⑤発達障害 

 （施策） 

・地域連携拠点機能及び県連携拠点機能の強化を図るため、「かかりつけ医等発達障害対応力向上
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研修」を実施し、発達障害に対応できる医師、看護師等を養成します。（県） 

・発達障害者支援センターにおいて、精神科医師による医療相談を行います。（県） 

 

⑥依存症 

 （施策） 

・市町村、保健所、精神保健福祉センターでの相談体制並びに自助グループの活動内容を把握し、

関係機関で情報を共有します。（県） 

⑦外傷後ストレス障害（PTSD） 

 （施策） 

・PTSD の患者が適切な医療を受けられるようにするため、医療機関間の連携を推進します。（県、

医療機関） 

 

 ⑧高次脳機能障害 

 （目標）   

目標項目 現状値 目標値 備考 

高次脳機能障害に関する相談機関 
１病院 

（平成 29 年） 

増加 

（平成 35 年度末） 

【現状値の出典】 

障害福祉課調べ 

 

 （施策） 

  ・高次脳機能障害の専門医療の提供体制の充実を図ります。（県、医療機関） 

 

⑨摂食障害 

 （施策） 

・摂食障害に関する知識・技術の普及啓発を図ります。（県、医療機関） 

 

⑩てんかん 

 （施策） 

・地域連携拠点機能及び県連携拠点機能の強化を図るため、「てんかん地域診療連携体制整備試行

事業（モデル事業）」の取組を参考にします。（県、医療機関） 

 

⑪精神科救急 

 （施策） 

  ・精神科救急を必要とする人が適切かつ円滑に救急医療を受けられるよう、精神科病院、警察、消

防、一般救急等の関係機関と、地域の精神科救急医療体制の共有と相互理解を図ります。（県、医療

機関、警察、消防、関係機関） 

  ・継続して受診している患者が夜間・休日に急変した場合にも円滑に医療を受けられるよう、精神

科医療機関の理解の促進、精神科病院・診療所間の連携強化を図ります。（県、医療機関） 

  ・精神障害者や家族等からの緊急的な精神医療相談への対応、緊急に医療を必要とする場合の医療

機関との連絡調整を行う体制を確保します。（県） 

 

⑫身体合併症 

 （施策） 

  ・身体合併症を有する精神疾患患者が必要な医療を受けられるよう、地域ごとに、身体科と精神科

との連携体制の推進を図ります。（県、医療機関）   
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⑬災害精神医療 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

ＤＰＡＴ（先遣隊及びローカルＤ

ＰＡＴ）等の緊急医療チーム数 

先遣隊 3 チーム 

（平成 29 年） 

維持・増加 

（平成 35 年度末） 

【現状値の出典】 

障害福祉課調べ 

 

 

 （施策） 

  ・災害時においてＤＰＡＴが効果的に活動できるよう、チーム数の確保に努めます。（県） 

 

⑭医療観察法における対象者への医療 

 （施策） 

  ・医療観察法における対象者が必要な医療や支援を受け、早期の社会復帰が図られるよう、保護観

察所を中心として、市町村、関係機関等との連携を推進します。（県、市町村、保護観察所） 

 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

    精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが

   安心して自分らしく暮らすことができるような地域づくりを進める必要があります。 

また、長期入院となっている精神障害者のうち、受入れ条件が整えば退院が可能である者の地

   域移行を進めるに当たっては、精神科病院や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自

   治体を中心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加えて、地域住民の協力を得な

   がら、差別や偏見のないあらゆる人が共生できる包括的（インクルーシブ）な社会を構築してい

   く必要があります。 

    このため、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよ

  う、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める必要があります。 
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（目標） 

  

 （※）前回計画では、該当項目について精神保健福祉資料（630 調査）のデータにより評価を行ったが、今後はＮＤＢ

により評価する。 

 

 （施策） 

  ・障害保健福祉圏域ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置します。（県） 

  ・市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置を支援します。（県） 

  ・令和５年度末における入院需要（患者数）及び地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）を明確に

し、地域生活への移行に取り組みます。（県）（令和３年３月変更） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

目標項目 現状値 目標値 備考 

精神病床における入院需要（患者数） 3,610 人（H26 年） 3,057 人（R5 年度末） 

【現状値の出典】

レセプト情報・特

定健診等情報デ

ータベース（ＮＤ

Ｂ）（※） 

 

(令和３年３月変

更) 

精神病床におけ

る入院需要 

（患者数） 

急性期 

（３か月未満） 
906 人（H26 年） 881 人（R5 年度末） 

回復期 

（３か月以上１年未満） 
725 人（H26 年） 744 人（R5 年度末） 

慢性期 

（１年以上） 
1,979 人（H26 年） 1,432 人（R5 年度末） 

精神病床におけ

る慢性期入院需

要（患者数） 

65 歳以上 1,154 人（H26 年） 973 人（R5 年度末） 

65 歳未満 825 人（H26 年） 459 人（R5 年度末） 

地域移行におけ

る基盤整備量

（利用者数） 

合計 － 524 人（R5 年度末） 

65 歳以上 － 291 人（R5 年度末） 

65 歳未満 － 233 人（R5 年度末） 

精神病床におけ

る退院率 

入院後３か月時点 68％（H26 年） 
69％以上 

（R5 年度末） 

入院後６か月時点 84％（H26 年） 
86％以上 

（R5 年度末） 

入院後１年時点 91％（H26 年） 
92％以上 

（R5 年度末） 
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第３ 目指すべき医療機能の姿 

 

（１）地域精神科医療提供機能 

・ 患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、

精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保すること 

・ 精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチ

 ームによる支援体制を作ること 

・ 医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介

 護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の場で必要な支援を提供すること 

 

（２）地域連携拠点機能 

   地域精神科医療提供機能に加えて以下の役割を担うもの 

・ 地域連携会議の運営支援を行うこと 

・ 積極的な情報発信を行うこと 

・ 多職種による研修を企画・実施すること 

・ 地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患・処遇困難

 事例の受入対応を行うこと 

 

（３）県連携拠点機能 

   地域精神科医療提供機能に加えて以下の役割を担うもの 

・ 地域連携会議を運営すること 

・ 積極的な情報発信を行うこと 

・ 専門職に対する研修プログラムを提供すること 

・ 地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患・処遇困難事例の

 受入対応を行うこと 

 

 

機
能 

地域精神科医療提供機能 地域連携拠点機能 県連携拠点機能 

目
標 

（
共
通
） 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ICF の基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること 

・ 地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

（
機
能
別
） 

 ・ 医療連携の地域拠点の役割を果

たすこと 

・ 情報収集発信の地域拠点の役割

を果たすこと 

・ 人材育成の地域拠点の役割を果

たすこと 

・ 地域精神科医療提供機能を支援

する役割を果たすこと 

・ 医療連携の県拠点の役割を果た

すこと 

・ 情報収集発信の県拠点の役割を

果たすこと 

・ 人材育成の県拠点の役割を果た

すこと 

・ 地域連携拠点機能を支援する役

割を果たすこと 

 ※ 下線部は「地域連携拠点機能」と「県連携拠点機能」で異なる箇所。 
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 多様な精神疾患等ごとの医療機能一覧表 

 

 

 ※ 本表は県内の精神科若しくは心療内科を標榜する医療機関を対象に実施した医療機能調査（平成 29年 9月 1日

時点・障害福祉課実施）における回答を基に作成。 

 ※ ☆、◎はそれぞれ前頁における県連携拠点機能、地域連携拠点機能に対応する医療機関を示している。 

 ※ 〇 は地域精神科医療提供機能のうち、患者に対して精神科医療を提供する医療機関を示している。 

 ※ (3)認知症については、認知症疾患医療センターとして指定している６病院について地域連携拠点機能（◎）に

(1) (2) (3) (4) (5) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14)

アルコー
ル

薬物 ギャンブ
ル

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

☆

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 ☆ ☆ 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇（※）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇（※） 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ☆ 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

病院 〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

診療所 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

病院 28 28 28 14 21 20 8 3 20 19 16 26 23 17 3 9

診療所 25 29 26 15 13 9 5 7 16 11 15 12 0 0 0 0

精
神
医
療
圏

区
分

病院（診療所）名

領域（疾病）

(6)
統合失調
症

うつ病・
躁うつ病

認知症 児童・思
春期精神

疾患

発達障害 身体合併
症

災害精神
医療

（DPAT先
遣隊）

医療観察

法におけ

る対象者

への医療

津軽

病院

弘前愛成会病院

藤代健生病院

聖康会病院

弘前脳卒中・リハビリテーションセンター

黒石あけぼの病院

依存症 外傷後ス
トレス障

害

高次脳機
能障害

摂食障害 てんかん 精神科救
急

弘前大学医学部附属病院

診療所

産婦人科鈴木クリニックＨＧ

下田クリニック

石澤内科胃腸科

満天クリニック

すとうクリニック

弘前駅前メンタルクリニック

オリーブ会診療所

健生クリニック

ユング心理学クリニック

西北五 病院
布施病院

つがる総合病院

八戸

病院

青南病院

八戸赤十字病院

湊病院

みちのく記念病院

松平病院

八戸市立市民病院

さくら病院

東八戸病院

浅虫温泉病院

青森市立浪岡病院

診療所

かのはらクリニック

ささクリニック

八戸マナクリニック

みかわ神経科内科

白山台メンタルクリニック

やなぎまちストレスクリニック

村上病院

診療所

おだぎりメンタルクリニック

南内科循環器科医院

県立精神保健福祉センター

ＡＭＣクリニック

三上心療内科・内科医院

青い海公園クリニック

協立クリニック精神科

病院

県立つくしが丘病院

青森慈恵会病院

生協さくら病院

青森県立中央病院

青い森病院

（協立クリニック女性診療科）

青葉こころのクリニック

クリニックこころの森

ミッドライフクリニックＡＭＣ

しんまちクリニック

診療所
あおぞらクリニック

みさわの森クリニック

合計

諏訪沢クリニック

下北
むつ総合病院

村中内科心療内科医院

上十三

病院

十和田済誠会病院

十和田市立中央病院

高松病院

三沢聖心会病院

青森

芙蓉会病院
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該当するものとする。 

 ※ 青森慈恵会病院の(3)認知症については、原則として入院患者のみの対応となる。 

 ※ 青森県立中央病院の(3)認知症については、神経内科が初期治療を担っている。 

 ※ (4)児童・思春期精神疾患については、児童・思春期外来を有する弘前大学医学部附属病院が県連携拠点機能（☆）

に該当するものとする。 

 ※ (5)発達障害については、大人の発達障害を専門とする医師が在籍する弘前大学医学部附属病院が県連携拠点機

能（☆）に該当するものとする。 

 ※ (5)発達障害領域において、本表には小児科は含まれていない。 

※ (6)依存症のうち、ギャンブルについては教育研修等を実施している精神保健福祉センターが県連携拠点機能（☆）

に該当するものとする。 

※ (8)高次脳機能障害については、弘前脳卒中・リハビリテーションセンター（精神科、心療内科には該当しない）

が県の支援拠点となるため、県連携拠点機能（☆）に該当するものとする。 

※ (10)てんかん については、てんかん外来を有する弘前大学医学部附属病院及びてんかんセンターを設置してい

る湊病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するものとする。 

※ (12)身体合併症については、精神科病床を有する６総合病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するものとする。 

※ (13)災害精神医療については、DPAT 先遣隊として登録済みの３病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するもの

とする。 

 ※ 地域連携拠点機能（◎）及び県連携拠点機能（☆）を明示していない領域については、今後、圏域毎の協議等に

基づき明示することを目指す。 
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（指標一覧） 

疾患毎の診療実績 

 

 

 

 

 

 

 

番号 疾患区分 ●︓重点
指標  SP     (structure/process)H26年度 津軽 ⼋⼾ ⻘森 ⻄北五 上⼗三 下北 備考

1 統合失調症を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 27 5 7 7 （－） 4 （－） NDB
2 統合失調症を外来診療している医療機関数 ● S 54 13 15 18 （－） 4 （－） NDB
3 治療抵抗性統合失調症治療薬を精神病床の⼊院で使⽤した病院数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
4 治療抵抗性統合失調症治療薬を外来で使⽤した医療機関数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
5 統合失調症の精神病床での⼊院患者数   …(A) P 4,815 1,260 1,339 1,176 359 495 118 NDB
6 統合失調症外来患者数(1回以上)         …(B) P 19,500 5,044 3,944 5,744 1,898 1,446 1,008 NDB
7 統合失調症外来患者数(継続) P 18,438 4,721 3,721 5,448 1,816 1,379 928 NDB
8 治療抵抗性統合失調症治療薬を使⽤した⼊院患者数(精神病床) …(C) P 12 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
9 治療抵抗性統合失調症治療薬を使⽤した外来患者数(1回以上)  …(D) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
10 治療抵抗性統合失調症治療薬を使⽤した外来患者数(継続) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
11 統合失調症患者における治療抵抗性統合失調症治療薬の使⽤率(C+D)/(A+B) P 0.06% 0.06% 0.21% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% NDB
12 うつ・躁うつ病を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 27 5 7 7 （－） 4 （－） NDB
13 うつ・躁うつ病を外来診療している医療機関数 ● S 65 17 16 18 4 5 4 NDB
14 閉鎖循環式全⾝⿇酔の精神科電気痙攣療法を実施する病院数 S 4 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB　630調査
15 認知⾏動療法を外来で実施した医療機関数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
16 うつ・躁うつ病の精神病床での⼊院患者数 P 2,709 654 800 556 237 336 65 NDB
17 うつ・躁うつ病外来患者数(1回以上) P 27,266 7,149 6,110 8,098 1,959 2,457 1,031 NDB
18 うつ・躁うつ病外来患者数(継続) P 24,928 6,340 5,586 7,423 1,844 2,310 920 NDB
19 閉鎖循環式全⾝⿇酔の精神科電気痙攣療法を受けた患者数 P 37 25 （－） （－） （－） （－） （－） NDB
20 認知⾏動療法を外来で実施した患者数(1回以上) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
21 認知⾏動療法を外来で実施した患者数(継続) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
22 認知症を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 27 5 7 7 （－） 4 （－） NDB
23 認知症を外来診療している医療機関数(精神療法に限定) ● S 51 13 12 17 （－） 4 （－） NDB
24 認知症を外来診療している医療機関数(精神療法に限定しない) ● S 514 137 109 131 45 58 21 NDB
25 認知症の精神病床での⼊院患者数 P 2,244 502 633 562 180 343 18 NDB
26 認知症外来患者数(1回以上)(精神療法に限定) P 8,084 2,005 862 1,721 1,278 1,865 296 NDB
27 認知症外来患者数(継続)(精神療法に限定) P 7,132 1,803 726 1,459 1,155 1,682 250 NDB
28 認知症外来患者数(1回以上)(精神療法に限定しない) P 29,548 7,072 6,872 6,211 3,133 4,365 1,588 NDB
29 認知症外来患者数(継続)(精神療法に限定しない) P 26,302 6,384 6,032 5,240 2,881 4,005 1,430 NDB
30 20歳未満の精神疾患を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 16 3 6 3 （－） （－） （－） NDB
31 20歳未満の精神疾患を外来診療している医療機関数 ● S 56 12 17 16 4 3 3 NDB
32 知的障害を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 S 8 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
33 知的障害を外来診療している医療機関数 S 21 4 6 4 （－） 3 （－） NDB
34 児童・思春期精神科⼊院医療管理料を算定された精神病床を持つ病院数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
35 20歳未満の精神疾患の精神病床での⼊院患者数 P 144 51 24 49 （－） （－） （－） NDB
36 20歳未満の精神疾患外来患者数(1回以上) P 2,557 660 454 1,132 82 149 65 NDB
37 20歳未満の精神疾患外来患者数(継続) P 1,587 431 252 700 36 115 29 NDB
38 知的障害の精神病床での⼊院患者数 P 29 19 （－） （－） （－） （－） （－） NDB
39 知的障害外来患者数(1回以上) P 473 102 20 252 46 31 （－） NDB
40 知的障害外来患者数(継続) P 292 70 17 144 18 28 （－） NDB
41 児童・思春期精神科⼊院医療管理料を算定された患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
42 発達障害を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 19 3 4 6 （－） （－） （－） NDB
43 発達障害を外来診療している医療機関数(精神療法に限定) ● S 42 10 12 13 （－） 3 （－） NDB
44 発達障害を外来診療している医療機関数(精神療法に限定しない) ● S 216 56 47 67 9 22 9 NDB
45 発達障害の精神病床での⼊院患者数 P 106 33 10 50 （－） （－） （－） NDB
46 発達障害外来患者数(1回以上)(精神療法に限定) P 1,639 344 191 797 65 135 78 NDB
47 発達障害外来患者数(継続)(精神療法に限定) P 1,293 274 159 634 28 111 53 NDB
48 発達障害外来患者数(1回以上)(精神療法に限定しない) P 5,921 1,545 1,813 1,470 194 355 218 NDB
49 発達障害外来患者数(継続)(精神療法に限定しない) P 4,545 1,230 1,299 1,121 122 277 181 NDB
50 アルコール依存症を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 24 5 6 5 （－） 4 （－） NDB
51 アルコール依存症を外来診療している医療機関数 ● S 42 9 11 15 （－） 3 （－） NDB
52 重度アルコール依存症⼊院医療管理加算を算定された精神病床を持つ病院数 S 6 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB　630調査
53 アルコール依存症の精神病床での⼊院患者数 P 410 80 116 136 14 55 （－） NDB
54 アルコール依存症外来患者数(1回以上) P 1,027 241 240 286 61 150 32 NDB
55 アルコール依存症外来患者数(継続) P 895 210 210 249 53 131 25 NDB
56 重度アルコール依存症⼊院医療管理加算を算定された患者数 P 114 45 11 42 （－） 10 （－） NDB
57 薬物依存症を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 6 （－） （－） 3 （－） （－） （－） NDB
58 薬物依存症を外来診療している医療機関数 ● S 12 5 （－） 5 （－） （－） （－） NDB
59 薬物依存症の精神病床での⼊院患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
60 薬物依存症外来患者数(1回以上) P 17 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
61 薬物依存症外来患者数(継続) P 13 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
62 ギャンブル等依存症を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
63 ギャンブル等依存症を外来診療している医療機関数 ● S 3 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
64 ギャンブル等依存症の精神病床での⼊院患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
65 ギャンブル等依存症外来患者数(1回以上) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
66 ギャンブル等依存症外来患者数(継続) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
67 PTSDを⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 3 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
68 PTSDを外来診療している医療機関数 ● S 20 4 5 6 （－） （－） （－） NDB
69 PTSDの精神病床での⼊院患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
70 PTSD外来患者数(1回以上) P 78 （－） 27 25 （－） 11 （－） NDB
71 PTSD外来患者数(継続) P 59 （－） 22 20 （－） （－） （－） NDB
72 摂⾷障害を⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 17 3 4 6 （－） （－） （－） NDB
73 摂⾷障害を外来診療している医療機関数(精神療法に限定) ● S 45 11 10 14 3 4 （－） NDB
74 摂⾷障害を外来診療している医療機関数(精神療法に限定しない) ● S 163 44 30 44 17 15 8 NDB
75 摂⾷障害⼊院医療管理加算を算定された病院数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
76 摂⾷障害の精神病床での⼊院患者数 P 123 34 16 57 （－） （－） （－） NDB
77 摂⾷障害外来患者数(1回以上)(精神療法に限定) P 407 136 44 194 （－） 14 （－） NDB
78 摂⾷障害外来患者数(継続)(精神療法に限定) P 365 114 40 181 （－） 11 （－） NDB
79 摂⾷障害外来患者数(1回以上)(精神療法に限定しない) P 1,514 432 215 629 120 70 20 NDB
80 摂⾷障害外来患者数(継続)(精神療法に限定しない) P 1,256 366 176 515 98 60 17 NDB
81 摂⾷障害⼊院医療管理加算を算定された患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB　630調査

アルコール依存症

薬物依存症

ギャンブル等依存症

PTSD

摂⾷障害

項目

統合失調症

うつ・躁うつ病

認知症

児童・思春期精神疾
患

発達障害
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番号 疾患区分 ●︓重点
指標  SP     (structure/process)H26年度 津軽 ⼋⼾ ⻘森 ⻄北五 上⼗三 下北 備考

82 てんかんを⼊院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 27 5 7 7 （－） 4 （－） NDB
83 てんかんを外来診療している医療機関数(精神療法に限定) ● S 53 13 12 18 （－） 4 3 NDB
84 てんかんを外来診療している医療機関数(精神療法に限定しない) ● S 476 112 116 125 40 52 21 NDB
85 てんかんの精神病床での⼊院患者数 P 2,026 476 650 343 311 150 75 NDB
86 てんかん外来患者数(1回以上)(精神療法に限定) P 6,848 1,663 1,335 2,269 729 321 439 NDB
87 てんかん外来患者数(継続)(精神療法に限定) P 6,224 1,428 1,254 2,065 678 301 403 NDB
88 てんかん外来患者数(1回以上)(精神療法に限定しない) P 21,692 5,286 3,879 5,832 1,519 2,068 1,709 NDB
89 てんかん外来患者数(継続)(精神療法に限定しない) P 19,927 4,823 3,576 5,295 1,379 1,909 1,603 NDB

90 ● S 15 3 5 3 （－） （－） （－） NDB　630調査

91 ● S 6 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB

92 ● S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB

93 P 356 77 104 120 50 （－） （－） NDB

94 P 24 11 （－） （－） （－） （－） （－） NDB

95 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
96 救命救急⼊院料 精神疾患診断治療初回加算をとる⼀般病院数 ● S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
97 救命救急⼊院で精神疾患診断治療初回加算を算定された患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB

アウトカム指標
番号 ●:重点指標 H26年度 （※） H30.3月に算出予定
1 ● 68% （－） 医療機関数が０〜２箇所若しくは患者数が０〜９⼈
2 ● 84% に該当（特定数の表⽰が不可）
3 ● 91%
4 118 　　　　　　　SP Sはストラクチャー（構造）指標︓医療サービスに投⼊された資源に関する指標
5 21% Pはプロセス（過程）指標︓医療サービスの内容に関する指標
6 29%
7 37% アウトカム（成果）指標は患者の健康状態等に関する指標
8 ● 21%
9 ● 28%
10 ● 37%
11 ● 28%
12 ● 36%
13 ● 38%
14 ● 439
15 ● 466
16 ● 419
17 ● 253
18 ● 1,233
19 ● 949

精神病床における慢性期⼊院患者数（65歳以上）-施設所在地 630調査
精神病床における慢性期⼊院患者数（65歳未満）-施設所在地 630調査

精神病床における急性期⼊院患者数（65歳未満）-施設所在地 630調査
精神病床における回復期⼊院患者数（65歳以上）-施設所在地 630調査
精神病床における回復期⼊院患者数（65歳未満）-施設所在地 630調査

精神病床における退院後6ヶ月時点の再⼊院率  （1年以上⼊院患者） NDB
精神病床における退院後12ヶ月時点の再⼊院率（1年以上⼊院患者） NDB
精神病床における急性期⼊院患者数（65歳以上）-施設所在地 630調査

精神病床における退院後6ヶ月時点の再⼊院率　（1年未満⼊院患者） NDB
精神病床における退院後12ヶ月時点の再⼊院率（1年未満⼊院患者） NDB
精神病床における退院後3ヶ月時点の再⼊院率  （1年以上⼊院患者） NDB

精神病床における退院後6ヶ月時点の再⼊院率 NDB
精神病床における退院後12ヶ月時点の再⼊院率 NDB
精神病床における退院後3ヶ月時点の再⼊院率　（1年未満⼊院患者） NDB

精神病床における⼊院後12ヶ月時点の退院率 NDB
精神病床における新規⼊院患者の平均在院日数 NDB
精神病床における退院後3ヶ月時点の再⼊院率 NDB

自殺対策

指標 備考
精神病床における⼊院後3ヶ月時点の退院率 NDB
精神病床における⼊院後6ヶ月時点の退院率 NDB

⾝体合併症

⾝体合併症を診療している精神病床を持つ病院数
(精神科救急・合併症⼊院料+精神科⾝体合併症管理加算)
精神疾患の受け⼊れ体制を持つ⼀般病院数
　　(精神疾患診療体制加算+精神疾患患者受⼊加算)
精神科リエゾンチームを持つ病院数
精神科⼊院患者で重篤な⾝体合併症の診療を受けた患者数
　　(精神科救急・合併症⼊院料+精神科⾝体合併症管理加算)
体制を持つ⼀般病院で受け⼊れた精神疾患の患者数
　　(精神疾患診療体制加算+精神疾患患者受⼊加算)
精神科リエゾンチームを算定された患者数

てんかん

項目
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第６節 救急医療対策 

 

第１ 現状と課題 
  本県の救急医療の需要は年々増加してきまし

たが、その指標のひとつである救急搬送人員は平

成 24 年に 44,800 人と過去最多を記録して以来、

高止まり傾向にあり、平成 27 年は 43,811 人でし

た。今後も同様の水準で推移するものと考えられ

ます。（指標 1 参照） 
また、119 番通報で出動した救急隊が患者の主

な搬送先とする救急告示医療機関については、平

成 25 年度は 51 機関でしたが、平成 29 年 5 月時

点では 49 機関に減少しています。 
救急医療資源に限りがある中で、救急医療需

要に対応しつつ、より質の高い救急医療を提供

するためには、地域の救急医療機関が連携し、

地域が一体となって全ての救急患者に対応でき

る救急医療提供体制を構築することや、県民の

適切な救急車の利用・適正な医療機関の受診が

求められます。  

 

 

 

 

１  医療提供体制 

（１） 病院前救護体制 

 （県民への救急蘇生法の普及） 

傷病者の救命率・社会復帰率の向上のためには、医

療機関へ搬送される前に患者の周囲にいた人（バイス

タンダー）による応急手当、そして消防機関による速

やかな搬送及び救急救命士による適切な処置が行われ

ることが効果的であり、バイスタンダーによる心肺蘇

生法の実施においてはＡＥＤの活用が重要です。（平

成 27 年 本県の除細動実施件数：18 件 指標 2 参照）   
近年、あらゆる施設にＡＥＤが設置され、その数は

増加していますが、いざというときに正常に作動でき

るよう定期的に点検を行うことや、ＡＥＤが必要なと

きにＡＥＤ設置場所にたどりつけるよう、設置場所へ

誘導するための表示がなされることが重要です。（平

成 29 年 10 月 本県の AED 設置台数：2,786 台 指標

3 参照） 
 
 
 
 

※バイスタンダー 
 救急現場に居合わせた人（発見者等）
で、救急隊員等の適切な処置が可能な
者が到着するまで、心肺蘇生法などの
応急手当を実施できる者。 

※AED 
 自動体外式除細動器。心臓の突然の停
止の際に電気ショックを与え、心臓の
働きを戻すことを試みる医療機器。除
細動が必要かどうか、AED 自体が判
断するため、医療の知識がなくても安
全に使用できる。 

※救急救命士 
 傷病者に対して医師の具体的・包括的
な指示の下、特定の救急救命処置を行
うことができる者。 

※メディカルコントロール体制 
 救急現場から医療機関へ搬送するまで
の間、医学的観点から救急救命士を含
む救急隊員が行う応急処置等につい
て、医師が指示、指導・助言及び検証
することなどにより、その質を保証す
る仕組み。 

資料：消防庁「平成 28 年版救急・救助の現況」 

図表１ 
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また、県民全員がバイスタンダーとして、救

護活動を行えるよう救命講習を積極的に受講す

るとともに、消防機関への迅速な通報が求めら

れます。 
 

○救命講習受講者数 

救命講習とは、突然の病気で心臓が止まって

倒れた人や、大ケガをして大出血をしている人

を見つけた時、救急車が到着するまで、その人

の命をつなぎとめるための応急手当の方法など

を身につけてもらう講習です。 
平成２７年においても、本県では消防機関が

実施している普通救命・上級救命講習を人口１

万人当たりでは全国平均より多い１７２人が受

講しており、県民の応急手当に関する意識が高

い傾向にあります。（指標 4 参照） 
      
  
 

（消防機関による救急搬送と救急救命士の活動、メディカルコントロール体制の整備） 

 本県は広い県土を有するため、医療を必要とする傷病者の救急搬送に時間を要する地域もあり、

また、傷病者の状態によっては、医師の指示の下、救急救命士が救急現場で処置を行う必要があり

ます。 
このため、全県においてメディカルコントロール体制を構築し、医師の指示の下、救急救命士が

適切な処置を行える体制を整備しています。（平成 28 年 4 月 本県の救急救命士数：422 名 指標

5 参照） 
なお、本県の救急救命士数は年々増加してい

ますが、常に救急救命士が救急車へ同乗する割

合が 73.3％（平成 28 年 4 月 1 日現在）と全国

平均を下回っているため、引き続き、救急隊員

の救急救命士養成研修への派遣や、救急救命士

免許取得者を採用するなどの取り組みを行って

いくことが必要です。（指標 6,7 参照） 
   加えて、気管挿管や薬剤投与等の救急救命処

置を実施可能な認定救急救命士の増加を図り、

病院前救護体制の充実を図ることが必要です。 

 

 

（救急患者搬送及び受入れに関する基準の策定と実施） 

傷病者の救命率及び社会復帰率の向上のためには、救急要請から救急医療機関への搬送までを

迅速かつ適切に行うことが求められます。（平成 27 年 救急要請から医療機関に収容するまでに

要した平均時間：35.9 分 指標 8 参照） 
消防機関と医療機関との連携体制を強化し、患者の救急搬送及び受入れを適切かつ円滑に行う

ため、平成 23 年 4 月から『青森県救急患者搬送及び受入れに関する実施基準』に基づく搬送及び

バイスタンダーによる AED の活用 

 
医師の具体的指示を必要とする救急救命
処置指示（特定行為） 
 

（1）乳酸リンゲル液を用いた静脈路確保の
ための輸液 

（2）食道閉鎖式エアウェイ、ランリンゲア
ルマスク又は気管内チューブによる気道
確保 

（3）エピネフリン（アドレナリン）の投与 
（4）乳酸リンゲル液を用いた静脈路確保及

び輸液 
（5）ブドウ糖溶液の投与 

資料：消防庁「平成 28 年版救急・救助の現況」 

図表２ 
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受入れが行われており、患者の状況に応じた適切な搬送及び受入体制の充実が期待されます。（

平成 27 年 重症以上傷病者において、４回以上受入れの照会を行った件数：62 件 指標 10 参照） 
 

 （多様な救急搬送体制） 
広い面積を有し、かつ津軽半島及び下北半島を抱える本県には、重症度の高い傷病者を受け入

れる中核病院まで救急車で１時間以上要する地域が多く存在するため、救急医療提供体制の整備

が課題となっていました。そこで、県では、平成 21 年 3 月に、八戸市立市民病院を基地病院とし

て、ドクターヘリの運航を開始し、平成 23 年 4 月からは、県立中央病院及び八戸市立市民病院の

２病院による共同・分担運航を開始しました。 
 この共同・分担運航の開始により、出動要請件数の増加、特に津軽地域からの要請の大幅な増

加がみられたことに加えて、東日本大震災におけるドクターヘリの活躍もあったことから、平成

24 年 10 月 1 日から、県立中央病院及び八戸市立市民病院による２機体制運用を開始しました。 
   ドクターヘリには、年間を通じて消防機関から１，０００件を超える出動要請があり、安全な

運航と適切な医療を提供するためには、基地病院に配置する機材や操縦士、整備士のほか、適切

な医療を提供するために搭乗する医師・看護師の確保などの体制づくり、離着陸誘導や傷病者の

搬送に係る消防機関と医療機関との連携体制の構築とこれらの体制の維持が必要です。 
   また、さらなる救急医療提供体制の充実強化を図るため、ドクターヘリの北東北３県による広

域連携を平成２５年４月から開始しましたが、隣接する岩手県、秋田県のドクターヘリ、消防機

関と医療機関との相互連携を充分に進めていくことが必要です。 
                          

 

○ドクターヘリ運航実績（図表３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：青森県「青森県ドクターヘリ運航実績」 
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（２）初期救急医療 

    通常、医療機関が診療を行っていない休日及び夜間に、治療が必要となった県民に医療を提供で

きる体制を取ることは救急医療にとって重要なことです。 
県内では青森市、弘前市及び八戸市で休日・夜間診療所が開設され、青森市、弘前市、八戸

市、黒石市、五所川原市、十和田市、三沢市及びむつ市で在宅当番医制度により診療体制を確保

しています。 

これらの体制の確保は地域の医師会や歯科医師会などの協力により行われており、参加医師の

高齢化など課題もありますが、今後も診療体制の確保を維持していくことが必要です。 
初期救急医療施設を利用する救急患者割合が増加することにより、高次医療機関の負担が軽減

されますが、そのためには、県民が救急医療体制の仕組みを理解し、症状に応じて、適正に医療

機関を利用するよう普及・啓発をする必要があります。また、県民が休日・夜間に受診可能な医

療機関がわかるよう、情報を提供していくことも必要です。（平成 28 年度 本県の休日・夜間に

おいて初期救急医療機関を受診した傷病者の割合：28.4％ 指標 12 参照） 
 
 
（３）入院救急医療 

当該医療を担う救急告示病院・診療所、病院群輪番制参加病院ともに減少しており、特に休日

・夜間に入院治療を必要とする患者の医療については、その中核をなす病院群輪番制の維持が課

題となっています。 
輪番病院においては、軽症の患者が搬送されるこ

とも多く、地域によっては重篤な患者を治療しなけ

ればならない現状もあることから、救急医療にあた

る医師不足や医師の過重な負担などが課題となって

います。 

   現在、病院群輪番制参加病院が 19 病院となって

いますが、参加病院が減少することにより、病院群

輪番制の体制が崩壊する恐れもあるため、地域医療

構想における医療機能再編成の問題とも併せて検討

していく必要があります（指標 13 参照）。    

 

 

（４）救命期医療 

重篤救急患者の医療を担う救命救急センターは、弘前大学医学部附属病院、青森県立中央病院

及び八戸市立市民病院の３か所に設置されています。（指標 14 参照）なかでも、弘前大学医学

部附属病院は、高度救命救急センターとして、広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特に重篤な

症例について対応しており、また、八戸市立市民病院では広範囲熱傷集中治療室を持ち広範囲熱

傷に対応しています。重篤な患者の医療については、高度救命救急センターと救命救急センター

との連携、ドクターヘリや防災ヘリとの連携による効果的、効率的な救命期医療の提供を図る必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※病院群輪番制参加病院 
 市町村の要請を受け、地域内の病院が
医師看護師等の医療従事者及び救急専用
病床を確保し、休日・夜間の診療体制を
整え、病院群として共同連携し、輪番方
式により傷病者を受け入れる体制のこ
と。 
 
※救急告示病院・診療所 
 県知事に認定された、救急隊により搬
送される傷病者に関する医療を担当する
病院及び診療所のこと。 
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（５）救命期後医療 

救命期を脱するも、重度の合併症、後遺症のある患者が、救急医療施設から適切な医療機関へ

転院できる体制を構築する必要があります。このため、救命救急センターを始めとした医療機関

において、転棟・転院の調整を行う職員の配置が望まれます。（平成 27 年 転棟、退院調整する

者を常時配置している救命救急センター：1 か所 指標 18 参照） 

   また、重度の合併症、後遺症のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う体制を構築するため、

在宅医療支援病院・診療所に登録する機関の増加や、在宅医療を支える訪問看護ステーション及

びその看護師数の増加のほか、医療及び介護サービスが相互に連携できる体制が必要になりま

す。 
 

２ 従来の医療連携体制の圏域 

   前計画（平成２５年度～２９年度）では、医療機能ごとに①～③のとおり定めました。 

① 初期救急医療 

   初期救急医療は基本的に市町村を医療圏としています。 

② 入院救命医療 

   入院救命医療の医療圏は、津軽地域、八戸地域、青森地域、西北五地域、上十三地域、下北地

域の６つの二次保健医療圏単位としています。 
③ 救命期医療 

 全県 1 区の医療圏としています。 
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第２ 施策の方向 

１ 医療連携体制の圏域 

   医療連携体制の圏域は、従来の圏域を維持します。 

① 初期救急医療 

   初期救急医療は基本的に市町村を医療圏とします。 

② 入院救命医療 

   入院救命医療の医療圏は、青森地域、津軽地域、八戸地域、西北五地域、上十三地域、下北地

域の６つの二次保健医療圏単位とします。 
③ 救命期医療 

   全県１区の医療圏とします。 
なお、地域メディカルコントロール協議会については、救命救急センターの配置を踏まえ、弘

前大学医学部附属病院を中心とした津軽・西北五地域、青森県立中央病院を中心とした青森・下

北地域、八戸市立市民病院を中心とした八戸・上十三地域の３地域としています。 
２ 施策の方向性 

 （施策の方向性ごとに目標及び施策を記載します。） 

 （１） 適切な病院前救護活動が可能な体制の構築（病院前救護体制） 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備 考 

心肺機能停止患者全搬送人員の

うち、一般市民により除細動が

実施された件数 

18 件 

（平成 27 年） 
増加 

【調査名】 

救急・救助の現況 

（消防庁） 

常に救急救命士が救急車に乗車

している救急隊の割合 

73.3％ 

(平成 28 年 4月 1

日) 

81.5％ 

(平成 33 年) 

【調査名】 

救急・救助の現況 

（消防庁） 

 

（施策） 

○ 県民に対して、消防機関などが実施している救命講習への受講を促します。 

（県、市町村、消防機関） 

○ 学校教育や自動車教習所での講習をはじめ、あらゆる救命講習の機会の中で、適切な応急処

置を習得します。（県民） 

○ 県民が、ＡＥＤが普段からどこにあるのかわかるよう設置場所についてホームページ等で示

します。（一般財団法人日本救急医療財団、県） 
○ ＡＥＤが、いざというときに正常に作動できるよう点検を行うとともに、ＡＥＤが必要なと

きにＡＥＤ設置場所にたどりつけるよう、設置場所へ誘導するための表示に努めます。（ＡＥ

Ｄ設置者） 
○ 常に救急救命士が同乗している救急車の割合を高められるよう、救急救命士数の増加に向

け、救急隊員の計画的な救急救命士養成研修への派遣を行うとともに、病院における救急救命

士の実習受入れを支援します。（県、救命救急センター、医療機関、消防機関） 
○ 医療機関や消防機関と連携して、医学的観点から救急救命士を含む救急隊員が行う応急処置

等について、医師が指示、指導・助言するメディカルコントロール体制の充実に努めます。

（県、医療機関、消防機関） 
○ 傷病者の症状・病態や重症度に応じた救急搬送及び受入れをより適切かつ円滑に行うため、

必要に応じて『青森県救急患者搬送及び受入れに関する実施基準』の見直しを行います。

（県、医療機関、消防機関） 
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○ ドクターヘリが、年間を通じて消防機関からの出動要請に応じていくため、安全な運航と救

急専門医や看護師を確保し、基地病院等における必要な体制づくりを進めます。（県、基地病

院、消防機関） 
○ ドクターヘリ北東北３県広域連携による協定に基づき、隣接する他県のヘリコプターとの相

互連携を進めて行きます。（県） 

 

 （２）重症度、緊急度に応じた医療が可能な体制の構築（初期救急医療、入院救急医療、救命期医

療） 

（目標） 

 

（施策） 

○ 医師会、歯科医師会の協力の下、現在３市で実施されている休日・夜間診療所、８市で実施

されている在宅当番医制の円滑な運営を確保します。（市） 
○ 夜間・休日等に受診する救急患者の多くが、二次、三次救急医療機関に集中し、重症救急患

者への救急医療の提供に支障を来さないように、県民が救急医療体制を理解し、適切な受診行

動をとることができるよう普及啓発を図ります。（県、市町村、医療機関、消防機関） 
○ あおもり医療情報ネットワークにより、休日・夜間に受診可能な医療機関を紹介します。

（県） 
○ 地域の医療機能再編成と併せて、病院群輪番制の維持を含めた、地域の実情に応じた救急医療

体制の構築に取り組みます。（県、市町村、自治体病院、その他医療機関） 
○ 重篤な患者の医療については、高度救命救急センターと救命救急センターとの連携、ドクター

ヘリや防災ヘリとの連携による、効果的、効率的な救命救急医療の提供を進めます。（県、高度

救命救急センター、救命救急センター）    
 

（３） 救急医療機関等から療養の場への円滑な移行が可能な体制の構築（救命期後医療） 

（施策） 

○ 救命期を脱した後における重度の合併症、後遺症のある患者が、救急医療施設から適切に医

療機関へ転院できる体制づくりに努めます。（県、市町村、医療機関） 

○ 重度の合併症、後遺症のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う際に、医療及び介護サー

ビスが相互に連携できる体制づくりに努めます。（県、市町村、医療機関、介護施設） 

 

 

 
 
 

目標項目 現状値 目標値 備考 

重症以上患者において、医療

機関に 4 回以上受入の照会を

行った件数及び割合 

62 件、0.9％ 

（平成 27 年) 
減少 

【調査名】 

救急搬送における医療機

関の受入状況等実態調査 

（消防庁） 

救急出動件数に占める軽症者

の割合 

41.4％ 

（平成 27 年) 
減少 

【調査名】 

救急・救助の現況 

（消防庁） 
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第３ 目指すべき医療機能の姿 

 

病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 

 

 

 

 

 
病院前救護活動の機能

【救護】
初期救急を担う医療機関の機能

【初期救急医療】

目指すべき
方向

目　標

・ 患者あるいは周囲の者が、必要に応じて、速やかに救急要請及び救急蘇生
法を実施すること
・ メディカルコントロール体制の整備により、救急救命士等の活動が適切に実
施されること
・ 実施基準の運用により、傷病者の搬送及び医療機関への受入れが適切に
行われること
・ 地域住民の救急医療への理解を深める取組が行われること

・ 患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

関係機関 住民等、消防機関の救急救命士等及びメディカルコントロール協議会 休日・夜間急患センター及び在宅当番医制に参加する医療機関

求められる
事項

ア 住民等
・ 講習会等の受講により、傷病者に対する応急手当、AED の使用を含めた救
急蘇生法が実施可能であること
・ 傷病者の救護のため、必要に応じて適切かつ速やかに救急要請を行うこ
と、あるいは適切な医療機関を受診すること
・ 日頃からかかりつけ医を持ち、また、年齢に応じて小児救急でんわ相談（＃
8000）を用いて、適切な医療機関の受診、適切な救急車の要請、他の交通手
段の利用等を判断すること
イ 消防機関の救急救命士等
・ 住民等に対し、応急手当、AED の使用を含めた救急蘇生法等に関する講
習会を実施すること
・ 脳卒中、急性心筋梗塞等、早期の救急要請が必要な疾患について関係機
関と協力して住民教育の実施を図ること
・ 搬送先の医療機関の選定に当たっては、『青森県救急患者搬送及び受入れ
に関する実施基準』により、事前に各救命救急医療機関の専門性等を把握す
ること
・ 地域メディカルコントロール協議会により定められたプロトコールに則し、心
肺機能停止、外傷、急病等の患者に対して、適切な観察・判断・処置を実施す
ること
・ 『青森県救急患者搬送及び受入れに関する実施基準』を活用し、適切な急
性期医療を担う医療機関を選定し、傷病者を速やかに搬送すること
・ 緊急な医療を必要とする精神疾患を有する患者等の搬送に当たっては、精
神科救急医療体制に参画している指定医療機関と十分な連携を図ること
ウ メディカルコントロール協議会
・ 救急救命士等の行う処置や、疾患に応じた活動プロトコールを策定し、事後
検証等によって随時改訂すること
・ 実施基準を踏まえ、搬送手段を選定し、適切な医療機関に搬送するための
プロトコールを策定し、事後検証等によって随時改訂すること
・ 医師から救急救命士に対する直接指示・助言体制が確立されていること
・ 救急救命士等への再教育を実施すること
・ ドクターカーやドクターヘリ等の活用の適否について、地域において定期的
に検討すること
・ ドクターヘリや消防防災ヘリコプター等の活用に際しては、関係者の連携に
ついて協議する場を設け、効率的な運用を図ること
・ 地域包括ケアシステムの構築に向け、第二次救急医療機関等の救急医療
機関、かかりつけ医や介護施設等の関係機関が連携・協議する体制を、メディ
カルコントロール協議会等を活用して構築し、より地域で連携したきめ細やか
な取組を進めること
・ 必要に応じて年間複数回以上協議会を開催すること

主に、独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外来診療
を行う。
・ 救急医療の必要な患者に対し、外来診療を提供すること
・ 休日・夜間急患センターの設置や、在宅当番医制などと合わせて、地域で診
療の空白時間が生じないように努めること
・ 病態に応じて速やかに患者を紹介できるよう、近隣の医療機関や精神科救
急医療体制等と連携していること
・ 休日・夜間に対応できる薬局と連携していること
・ 自治体等との連携の上、診療可能時間や対応可能な診療科等について住
民等に周知していること

(1) 適切な病院前救護活動が可能な体制

① 本人・周囲の者による必要に応じた速やかな救急要請及び救急蘇生法の実施

② メディカルコントロール体制の整備による救急救命士等による適切な活動（観察・判断・処置）の実施

③ 実施基準に基づく適切な傷病者の搬送及び医療機関の受入れ

④ 地域住民の救急医療への理解
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入院を要する救急医療を担う医療機関（第二次救急医療）の機
能

【入院救急医療】

救命救急医療機関（第三次救急）の機能
【救命救急】

救命救急医療機関等からの転院を受け入れる機能
【救命後の医療】

・ 24 時間365 日、救急搬送の受け入れに応じること
・ 患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

・ 24 時間365日、救急搬送の受入れに応じること
・ 患者の状態に応じた適切な情報や救急医療を提供すること

・ 在宅等での療養を望む患者に対し医療機関からの退院を支援
すること
・ 合併症、後遺症のある患者に対して慢性期の医療を提供する
こと

病院群輪番制病院及び救急告示医療機関 医療機関（救命救急センターなど）
療養病床を有する病院、精神病床を有する病院、回復期リハビリテー
ション病棟を有する病院、
診療所（在宅医療等を行う診療所を含む。）、訪問看護ステーション

緊急性・専門性の高い脳卒中、急性心筋梗塞等や、重症外傷等
の複数の診療科領域にわたる疾病等、幅広い疾患に対応して、
高度な専門的医療を総合的に実施する。
その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当
し、地域の救急患者を最終的に受け入れる役割を果たす。
また、救急救命士等へのメディカルコントロールや、救急医療従
事者への教育を行う拠点となる。
なお、医療計画において救命救急医療機関として位置付けられ
たものを救命救急センターとする。
・ 脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の患者や、複数の診療科
にわたる重篤な救急患者を、広域災害時を含めて24 時間365日
必ず受け入れることが可能であること
・ 集中治療室（ICU）、心臓病専用病室（CCU）、脳卒中専用病室
（SCU）等を備え、常時、重篤な患者に対し高度な治療が可能なこ
と
・ 救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診
療に従事していること（救急科専門医等）
・ 必要に応じ、ドクターヘリ、ドクターカーを用いた救命救急医療
を提供すること
・ 救命救急に係る病床の確保のため、一般病棟の病床を含め、
医療機関全体としてベッド調整を行う等の院内の連携がとられて
いること
・ 急性期のリハビリテーションを実施すること
・ 急性期を経た後も、重度の脳機能障害（遷延性意識障害等）の
後遺症がある患者、精神疾患を合併する患者、人工呼吸器によ
る管理を必要とする患者等の、特別な管理が必要なため退院が
困難な患者を転棟、転院できる体制にあること
・ 実施基準の円滑な運用・改善及び都道府県又は地域メディカ
ルコントロール体制の充実に当たり積極的な役割を果たすこと
・ DMAT派遣機能を持つ等により、災害に備えて積極的な役割を
果たすこと
・ 救急医療情報センターを通じて、診療機能を住民・救急搬送機
関等に周知していること
・ 医師、看護師等の医療従事者に対し、必要な研修を行う体制を
有し、研修等を通じ、地域の救命救急医療の充実強化に協力し
ていること
・ 都道府県又は地域メディカルコントロール協議会に医師を参加
させるとともに、救急救命士の気管挿管・薬剤投与等の病院実習
や、就業前研修、再教育などに協力していること
・ 救急病院等を定める省令（昭和39 年厚生省令第８号）によって
定められる救急病院であること

・ 救急医療機関と連携し、人工呼吸器が必要な患者や、気管切
開等のある患者を受け入れる体制を整備していること
・ 重度の脳機能障害（遷延性意識障害等）の後遺症を持つ患者
を受け入れる体制を整備していること
・ 救命期を脱した救急患者で、精神疾患と身体疾患を合併した
患者を受け入れる体制を整備していること
・ 生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーション（訪問及
び通所リハビリテーションを含む。）が実施可能であること
・ 日常生活動作（ADL）の低下した患者に対し、在宅等での包括
的な支援を行う体制を確保していること
・ 通院困難な患者の場合、訪問看護ステーション、薬局等と連携
して在宅医療を実施すること、また居宅介護サービスを調整する
こと
・ 救急医療機関及び在宅での療養を支援する医療機関等と診療
情報や治療計画を共有するなどして連携していること
・ 診療所等の維持期における他の医療機関と、診療情報や治療
計画を共有するなどして連携していること

地域で発生する救急患者への初期診療を行い、必要に応じて入
院治療を行う。
医療機関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等に対する医療
等、自施設で対応可能な範囲において高度な専門的診療を担
う。また、自施設では対応困難な救急患者については、必要な救
命処置を行った後、速やかに、救命救急医療を担う医療機関等
へ紹介する。救急救命士等への教育機能も一部担う。
・ 救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診
療に従事していること
・ 救急医療を行うために必要な施設及び設備を有すること
・ 救急医療を要する傷病者のために優先的に使用される病床又
は専用病床を有すること
・ 救急隊による傷病者の搬送に容易な場所に所在し、かつ、傷
病者の搬入に適した構造設備を有すること
・ 急性期にある患者に対して、必要に応じて早期のリハビリテー
ションを実施すること
・ 初期救急医療機関や精神科救急医療体制等と連携しているこ
と
・ 当該病院では対応できない重症救急患者への対応に備え、近
隣のより適切な医療機関と連携していること
・ あおもり医療情報ネットワークを通じて、診療可能な日時や、診
療機能を住民・救急搬送機関に周知していること
・ 医師、看護師、救急救命士等の医療従事者に対し、必要な研
修を行うこと
・ 救急病院等を定める省令によって定められる救急病院である
こと

（2）重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体制

① 患者の状態に応じた適切な救急医療の提供

② 救急医療に係る資源の効率的な配置とアクセス時間を考慮した整備

③ 必要に応じて、より高度・専門的な救急医療機関へ速やかに紹介できる連携体制
④ 脳卒中・急性心筋梗塞・重症外傷等の、それぞれの疾患に応じた医療体制

⑤ 急性期を乗り越えた救命救急センターの患者を、一般病棟へ円滑に転棟できる

体制

(3) 救急医療機関等から療養の場へ円滑な移行が可能な体制

① 救命期を脱するも、重度の合併症、後遺症のある患者が、救急医療施設から適切な

医療機関に転院できる体制

② 重度の合併症、後遺症のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う際に、医療及び介
護サービスが相互に連携できる体制

③ 地域包括ケアシステムの構築に向け、救急医療機関の機能と役割を明確にし、地域

で連携したきめ細やかな取組を行うことができる体制
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（指標一覧） 

 

 

 

 

 

 

 

指標
番号

病期
SP
O

指標名 調査名等 備考

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 7,302 9,262 11,307 10,262 4,547 5,733 2,700

人口10万人あたり 3,349 3,174 3,496 3,304 3,454 3,252 3,627

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 38.6 18 23 29 9 20 17

東北平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 3,751.0 2,786 3,253 5,509 2,568 3,040 5,352

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 172 237 142 113 178 232 139

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 70 85 47 68 79 92 51

人口10万人あたり 32.3 29.1 14.5 21.9 60.0 52.0 69.0

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 15 15 16 16 16 17 10

人口10万人あたり 6.9 5.1 4.9 5.2 12.2 9.6 13.4

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

割合（％） 89.3 73.3 94.0 87.2 86.7 70.8 77.3

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

平均時間（分） 39.4 35.9 43.1 42.5 36.1 37.7 43.4

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

割合（％） 41.4 33.2 45.8 43.3 40.3 42.2 44.7

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

重症以上傷病者におい
て、医療機関に４回以上
受入の照会を行った件数

総数 250 62 65 623 12 61 460

重症以上傷病者におい
て、医療機関に４回以上
受入の照会を行った割合

割合（％） 2.7 0.9 1.0 6.7 0.2 1.0 5.4

指標

1

救護

Ｓ 救急患者搬送数
救急・救助の現況
【消防庁】
（平成27年中）

東北6県平均55,843
人、全国平均
115,019人
青森県43,811人、
岩手県46,433人、
宮城県92,543人、
秋田県36,574人、
山形県40,951人、
福島県74,745人

2 P

心肺機能停止傷病者全
搬送人員のうち、一般市
民により除細動が実施さ
れた件数

救急・救助の現況
【消防庁】
（平成27年中）

東北6県平均19件

3 Ｓ AEDの設置台数
救急医療財団HP
（平成29年10月1日）

4 Ｓ

住民の救急蘇生法講習
の受講率
（普通･上級講習の人口1
万人あたりの受講者数）

救急・救助の現況
【消防庁】
（平成27年中）

東北6県平均137人、
全国平均114人
青森県172人、
岩手県139人、
宮城県168人、
秋田県138人、
山形県95人、
福島県110人

5 S 救急救命士の数
救急年報報告から消防
保安課調べ
（平成27年中）

東北6県平均383人、
全国平均567人
青森県422人、
岩手県432人、
宮城県409人、
秋田県345人、
山形県259人、
福島県433人

8

救護・初
期救急・
入院救
急・
救命救急

P
救急要請（覚知）から救急
医療機関への搬送までに
要した平均時間

救急・救助の現況
【消防庁】
（平成27年中）

東北６県平均39.8分

（令和３年３月変更）

6 Ｓ 救急隊数
救急年報報告から消防
保安課調べ
（平成27年中）

東北6県平均88隊、
全国平均108隊
青森県90隊、
岩手県84隊、
宮城県94隊、
秋田県75隊、
山形県65隊、
福島県119隊

7 P
常時救急救命士が同乗し
ている救急隊の割合

救急・救助の現況
【消防庁】
（平成28年4月1日）

東北６県平均81.5％

9

救護・
入院救
急・
救命救急

P
救急出動に占める軽症者
の割合

救急・救助の現況
【消防庁】
（平成27年中）

東北6県平均
42.7％、全国平均
49.4％
青森県41.4％、
岩手県43.0％、
宮城県34.3％、
秋田県45.4％、
山形県42.9％、
福島県49.0％

10 P

救急搬送における
医療機関の
受入状況等
実態調査
【消防庁】
（平成27年中）

東北６県平均214
回、2.5%
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指標
番号

病期
SP
O

指標名 調査名等 備考

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

生存率（％） 13.0 9.0 8.6 13.8 9.5 12.1 8.2

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

社会復帰率（％） 8.6 6.6 5.2 10.1 5.0 8.7 6.0

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

割合（％） 統計なし 28.4 統計なし 統計なし 統計なし 統計なし 統計なし

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 58 19 36 41 19 35 54

人口10万人あたり 2.1 1.5 2.8 1.8 1.8 3.1 2.8

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 6 3 3 6 1 3 4

人口10万人あたり 0.2 0.2 0.2 0.3 0.1 0.3 0.2

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 統計なし
医師42名
看護師
169名

統計なし 統計なし 統計なし 統計なし 統計なし

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

集計値 2 3 1 2 0 0 2

10万人あたり 0.6 1 0.3 0.6 0 0 2.5

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 13 20 6 20 0 0 6

10万人あたり 3.8 6.7 1.8 6.2 0 0 7.5

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

割合（％） 99.3 100 100 100 100 100 100

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 2.9 1 2 2 1 2 0

青森県平均 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 19.3 38 41 37 0 0 0

11

救護・
初期救
急・
入院救
急・
救命救
急・
救命期後

O

心原性でかつ一般市民に
より心肺機能停止の時点
が目撃された症例の1ヶ
月後生存率

救急・救助の現況
【消防庁】
（平成27年中）

東北6県平均10.2％

心原性でかつ一般市民に
より心肺機能停止の時点
が目撃された症例の1ヶ
月後社会復帰率

救急・救助の現況
【消防庁】
（平成27年中）

東北6県平均6.9％

13
救命医
療・入院
救急

Ｓ

病院群輪番制病院の参
加医療機関の数
（救命救急センターを有す
る医療機関を含む）

救急医療体制調査
【消防庁】
（平成28年4月1日）

東北6県平均34機関

12

初期救
急・入院
救急・救
命救急

P

休日・夜間において初期
救急医療機関を受診した
傷病者の割合
（【休日・夜間において初
期救急医療機関を受診し
た傷病者数】÷【休日・夜
間において初期、二次及
び三次救急医療機関を受
診した傷病者数】）

救急医療
提供体制
現況調
【医療薬務課】
（平成28年度）

医療施設調査
【厚生労働省】
（平成26年）

14

救命救急

Ｓ 救命救急センター数
救急医療体制調査
【消防庁】
（平成28年4月1日）

東北6県平均3機関

15 S
救命救急センターの専任
医師及び看護師数

救命救急センターの
充実段階評価
【医療薬務課】
（平成28年度）

指標

19 Ｓ

緊急入院患者における退
院調整・支援の実施件数
（A238－4救急搬送患者
地域連携紹介加算の算
定件数）

NDB
【厚生労働省】
（平成27年度）

17 Ｓ
救命救急センターの充実
度評価S及びAの割合

救命救急センターの
評価結果
【厚生労働省】
（平成28年度）

（令和３年３月変更）

18

救命期後

Ｓ
転棟、退院調整をする者
を常時配置している救命
救急センター数

救命救急センターの
評価結果
【厚生労働省】
（平成28年度）

16 Ｓ

特定集中治療室を有する
病院数
（病院票(28)特殊診療設
備で、ICUを有する施設
数）

医療施設調査
【厚生労働省】
（平成26年）

特定集中治療室を有する
病床数
（病院票(28)特殊診療設
備で、ICUの病床数）
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救命救急医療

休日・夜間

急患センター
在宅当番医制 病院群輪番制参加病院 救急告示病院・診療所 救命救急センター

弘前市 174,190

黒石市 33,378

平川市 31,497

藤崎町 14,913

大鰐町 9,294

田舎館村 7,687

板柳町 13,582

西目屋村 1,343

ハ戸市 228,168

おいらせ町 24,307

三戸町 9,734

五戸町 16,935

田子町 5,314

南部町 17,729

階上町 13,809

新郷村 2,453

青森市 281,920

平内町 10,738

今別町 2,622

蓬田村 2,784

外ヶ浜町 5,931

五所川原市 53,707

つがる市 32,287

鰺ヶ沢町 9,702

深浦町 8,025

鶴田町 13,065

中泊町 10,780

十和田市 62,367

三沢市 38,993

野辺地町 13,134

七戸町 15,207

六戸町 10,474

横浜町 4,429

東北町 17,472

六ヶ所村 10,478

むつ市 56,880

大間町 4,993

東通村 6,367

風間浦村 1,872

佐井村 2,032

計 40市町村 1,280,592 19機関 49磯関 3病院

青森県の救急医療体制（平成３０年３月末現在）

西北五地域 一
西北五医師会

（実施場所：五所川原市）

むつ総合病院
むつ総合病院

大間病院
下北地域 一

むつ下北医師会

（実施場所：むつ市）

上十三地域 一
上十三医師会

（実施場所：十和田市、三沢市）

十和田市立中央病院

三沢市立三沢病院

公立七戸病院

十和田市立中央病院

十和田第一病院

三沢市立三沢病院

公立七戸病院

公立野辺池病院

青森地域 青森市急病センター

青森市医師会

青森市歯科医師会

（実施場所：青森市）

青森県立中央病院

青森市民病院

あおもり協立病院

青森新都市病院

八戸地域 八戸市休日夜間急病診療所
八戸市医師会

（実施場所：八戸市）

八戸市立市民病院

八戸赤十字病院

八戸城北病院

メディカ ルコート八戸西病院

青森労災病院

入院救急医療

弘前大学医学部附属病院

国立病院機構弘前病院

弘前市立病院

健生病院

弘前小野病院

国立病院機構弘前病院

弘前市立病院

弘前中央病院

健生病院

弘前メディカ ルセンター

弘愛会病院

弘前小野病院

弘前大学医学部附属病院

弘前脳卒中

　リハビリテーショ ンセンター

黒石病院

大鰐病院

ときわ会病院

板柳中央病院

鳴海病院

O弘前大学医学部附属病院

　　高度救命救急センター

〇八戸市立市民病院

　　救命救急センター

O青森県立中央病院

　　救命救急センター

八戸市立市民病院

八戸赤十字病院

八戸城北病院

八戸平和病院

青森労災病院

メディカ ルコート八戸西病院

おいらせ病院

三戸中央病院

五戸総合病院

南部町医療センター

南部病院

はちのへ

　ハートセンタークリニック

青森県立中央病院

青森市民病院

青森慈悪会病院

青森厚生病院

あおもり協立病院

佐藤病院

村上新町病院

青森新都市病院

青森市立浪岡病院

国立病院機構青森病院

平内中央病院

外ヶ浜中央病院

神外科胃腸科医院

つがる西北五広域連合

　つがる総合病院

つがる西北五広域連合

　つがる総合病院

つがる西北五広域連合

　かなぎ病院

つがる西北五広域連合

　鰺ヶ沢病院

津軽地域 弘前市急病診療所

弘前市医師会

弘前歯科医師会

（実施場所：弘前市）

南黒医師会

（実施場所：黒石市）

二次保健

医療圏名
市町村

人ロ

(H29.4.1現在

推定人口）

初期救急医療
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救急医療連携体制図

ドクターヘリ

○生命の危険が切迫

○搬送に長時間要する等

重

症

度

入院救急医療（第二次）

病院群輪番制病院

救急告示医療機関

○ 初期診療と応急処置、必要に応じて
入院医療を実施

○ 初期救急医療機関、救命救急医療
機関との連携

○救急医療の必要な患者に対する初期診療（外

来）の実施

○患者を紹介できるよう近隣医療機関と連携

初期救急医療

休日・夜間急患センター、

在宅当番医

軽症患者

搬
送
時
連
携

時間の流れ

救命救急医療（第三次）

救命救急センター

・弘前大学医学部附属病院

・青森県立中央病院

・八戸市立市民病院

○ 傷病者の状態に応じた適切な救急医療

○ 24時間365日の救急搬送受入

（複数診療科にわたる重篤な傷病者）

【住民等】
○ 救急搬送要請及びAEDを

用いた心肺蘇生法

【消防機関】
○ 救急救命士等の適切な活動
○ 適切な救急医療機関への

直接搬送

重症患者・中等症患者

発
症

救命期後医療

○ 在宅等での療養を

希望する患者に対する

退院支援

○ 合併症及び後遺症の

ある患者に対する

慢性期の医療

在宅支援病院、

在宅支援診療所、

訪問看護ステーション

在宅等での生活

転
棟
・
転
院
時
連
携
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第７節 災害医療対策 

 

第１ 現状と課題 

災害時における医療については、災害発生時に、災害の種類や規模に応じて利用可能な医療資源を可

能な限り有効に使う必要があるとともに、平時から、災害を念頭に置いた関係機関による連携体制をあ

らかじめ構築しておくことが必要不可欠です。 

特に近年においては、地震や風水害等による災害が相次ぐなど、災害医療の充実は喫緊の課題となっ

ています。 

 

１ 医療提供体制 

（１）災害時に拠点となる病院 

 ① 災害拠点病院               

災害時に 24 時間対応可能な体制を確保し、被災した地域への医療支援等を行う初期救急医療体

制の充実強化を図るため、基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病院が指定されています。 

災害拠点病院は、多発性外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者の救

命医療を行うための高度の診療機能を有しており、被災地からの患者の受け入れ、広域医療搬送に

係る対応等を行い、地域医療機関への応急医療資機材の貸し出しなどの役割も担っています。 

さらに基幹災害拠点病院では、災害医療に精通した医療従事者の育成を図っています。 

なお、基幹災害拠点病院は、災害医療を提供する上での中心的な役割を担うものとして、県内に

１病院を基本としていますが、広域的な災害への対応及び研修機能の強化を行う必要があることか

ら、青森県立中央病院及び弘前大学医学部附属病院の２病院を指定しています。 

また、地域災害拠点病院は、二次医療圏において中心的な役割を担うものとして、圏域に１病

院を基本としていますが、人口 30万人を超える圏域においては 500 床を確保する必要があること

から、津軽地域においては２病院を指定し、県内では合計７病院を指定しているところです。 

災害発生時において災害拠点病院は、入院・外来患者の安全確認と施設・設備の安全確認を行う

とともに、医療救護活動を行うことが求められています。災害拠点病院における耐震化率は、平成

29 年９月時点で 77.8％（７／９病院）であることから、病院の耐震化を図る他、災害時の通信手段

の確保、備蓄の充実等の機能強化が必要です。 

また、ＥＭＩＳ（広域災害・救急医療情報システム）の操作を含む研修・訓練を実施することに

より、災害発生時に対応できる体制を整備する必要があります。 

さらに、発災後、早急に診療機能を回復できるよう業務継続計画の策定を行い、策定された業務

継続計画に基づき、被災した状況を想定した訓練を実施することが必要です。（指標９参照） 

   なお、災害時にＤＭＡＴ等を受け入れる受援対応に係る訓練も重要であることから、自院での

訓練において、他院のＤＭＡＴ等に参加してもらうことも必要です。 
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 ② 災害拠点精神科病院 
これまでの災害では、被災した精神科病院から多数の患者搬送が行われ、今後想定される大規模

災害においても、同様に多数の精神科患者の搬送が必要となる可能性があります。 

一方で、精神科病院からの患者の受け入れや、精神症状の安定化等を災害拠点病院のみで対応す

ることは困難であることから、精神科病院においても、災害拠点病院と類似の機能を有する災害拠

点精神科病院の整備について検討する必要があります。 

 

（２）災害時に拠点となる病院以外の病院 

災害時に拠点となる病院以外の病院については、入院・外来患者及び施設・設備の安全を確保す

ることが求められています。災害時に拠点となる病院以外の病院における耐震化率は、平成 29 年

９月時点で 75.6％（65／86 病院）であることから、病院の耐震化を図る他、災害研修や実働訓練等

を実施する必要があります。 

県内全ての病院は、被災した際の被害状況や診療継続可否等の情報を県災害対策本部に伝えるこ

とができるようＥＭＩＳへの登録が行われています。しかし、県総合防災訓練等において実施する

ＥＭＩＳ入力訓練では、全ての病院が参加するには至っていないことから、ＥＭＩＳ入力訓練等に

参加し、災害時にＥＭＩＳを操作することができる体制を整備することが必要です。（指標５参照） 

その他、発災後、早急に診療機能を回復できるよう業務継続計画を策定することが必要です。 

（指標 11 参照） 

 

○県内医療機関の状況（平成 29 年９月現在）                  （単位：か所） 

二次医療圏 津 軽 八 戸 青 森 西北五 上十三 下 北 合 計 

災害拠点病院 ３ １ ２ １ １ １ ９ 

災害拠点病院

以外の病院 
１９ ２６ ２０ ７ １１ ３ ８６ 

合 計 ２２ ２７ ２２ ８ １２ ４ ９５ 

 

（３）県 

 ① ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）等 
被災者の治療にあたっては、早期にかつ適切な治療を行うことにより被災者の救命率向上や予後

改善につながることから、災害の発生直後の急性期（概ね 48時間以内）に活動が開始できる機動性

を持った、専門的な研修・訓練を受けた医療チームであるＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の養成

が進められており、平成 28 年度末現在、県内で 21 チームありますが、大規模災害に備え、今後も

ＤＭＡＴを養成していくことが必要です。 
また、被災地での精神科医療の提供や被災した医療機関への専門的支援等を行うため、 

ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）の養成も進められており、平成 28年度末現在、県内で３チ

ームありますが、ＤＭＡＴと同様、養成を進める必要があります。（指標 13 参照） 

 その他、被災都道府県等が行う保健医療行政の指揮調整機能を支援するＤＨＥＡＴ（災害時健

康危機管理支援チーム）の養成も必要です。 

なお、養成したＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ等については、技能の習得

や維持のために、各種の訓練や研修に参加することが重要です。 

さらに、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ等の医療チームの受入を想定し、

県災害対策本部等で関係機関等との連携確認を行う訓練を実施す

ることが必要です。 
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○ＤＭＡＴの状況（平成 28 年度末現在） 

二次医療圏 医療機関名 チーム数 

津軽地域 

弘前大学医学部附属病院 ３ 

弘前市立病院 １ 

黒石市国保黒石病院 １ 

八戸地域 
八戸市立市民病院 ２ 

八戸赤十字病院 ２ 

青森地域 
青森県立中央病院 ６ 

青森市民病院 １ 

西北五地域 つがる西北五広域連合つがる総合病院 ２ 

上十三地域 十和田市立中央病院 １ 

下北地域 むつ総合病院 ２ 

合 計 ２１ 

 

○ＤＰＡＴの状況（平成 28 年度末現在） 

医療機関名 チーム数 

青森県立つくしが丘病院 １ 

弘前愛成会病院 １ 

青南病院 １ 

合 計 ３ 

 

 ② 医療チーム（救護班） 
災害急性期を脱した後も住民が継続的に必要な医療を受けられるよう、県医師会、県歯科医師会、

県薬剤師会、県看護協会及び日本赤十社等の協力を得て、医療を提供することになります。 

このことから、これら団体が派遣する医療チームの受入を想定し、県災害対策本部等で関係機関

等との連携確認を行う訓練を実施することが必要です。 

 

③ 県災害医療コーディネーター 

  大規模災害では、多くの被災者に対応するための医療従事者が不足するため、他の都道府県等か

らの応援を得て医療を提供することが多いことから、コーディネート機能を担う体制を整備する必

要があります。 

県では、医療チーム等の派遣調整等を行う青森県保健医療調整本部や、青森県保健医療調整本部

から派遣された医療チーム等の派遣調整を行うための地域災害医療対策協議会を二次医療圏毎に

設置しています。 

   地域災害医療対策協議会においては、医療チーム等の派遣調整の役割が求められていることから、

コーディネート機能の確認を行うための災害訓練を実施する必要があります。（指標２参照） 

また、県全域を所管する本部災害医療コーディネーターを６名、各二次医療圏を所管する地域災

害医療コーディネーターを 25名委嘱（平成 28 年度末現在）しています。 
 

④ 災害時小児周産期リエゾン 
災害医療コーディネーターのサポートとして、小児・周産期分野の調整役である災害時小児周産

期リエゾンの養成が進められています。 

 災害時小児周産期リエゾンは、東日本大震災後の研究や検討で、被災地や周辺地域における情

報伝達網の遮断や、小児・周産期医療に精通した災害医療従事者の不足等を原因として、現状の
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災害医療体制では小児・周産期医療に関して準備不足であることが指摘されたことから、平成 28

年度からその育成が始まり、県内では２名（平成 28 年度末現在）が認定されていますが、今後は

災害時小児周産期リエゾンに係る体制整備を図っていくことが必要です。 

 

 ⑤ ＳＣＵ（航空搬送拠点臨時医療施設） 

   被災地域内での治療が困難な状況に陥った場合に、傷病者

を被災地域外の医療施設まで航空機で搬送するため、患者の

症状の安定化を図り、搬送を実施するための救護所として 

ＳＣＵ（航空搬送拠点臨時医療施設）があります。 

   関係機関におけるＳＣＵや広域医療搬送の理解促進を図

り、広域医療搬送を想定した訓練等を実施することによっ

て、災害発生時に対応できる体制を構築することが必要で

す。 

なお、広域医療搬送が実施される場合、原則、青森空港を

ＳＣＵの設置場所とし、運営にあたっては青森県立中央病院

の協力を得ることとしています。 

 

 

（参考）災害医療の医療資源 

県では、本県の医療機能の現状を把握するために「医療機能調査」を実施しました。 
二次医療圏毎の病院における災害に向けた準備状況は次のとおりです。 

 
調査対象病院数：96 回答病院数：85                  （単位：か所） 

区 分 津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 合計 
回答病院数 １９ ２３ ２０ ８ １１ ４ ８５ 
自家発電装置 １８ ２２ １８ ６ ９ ４ ７７ 
貯水装置 １５ １５ １４ ４ ７ １ ５６ 
医薬品の備蓄 １２ １４ １３ ４ ７ ２ ５２ 
飲料水の備蓄 １５ １９ １６ ７ ８ １ ６６ 
食料の備蓄 １７ １８ １８ ８ １０ ２ ７３ 
毛布の備蓄 ７ ７ ６ ２ ３ １ ２６ 
簡易ベッド ７ ７ ３ １ ２ １ ２１ 
非常用通信設備 １１ ８ ６ ３ ７ ２ ３７ 
非常用燃料 １０ １０ ８ ２ ４ ３ ３７ 
ヘリポート １ ２ １    ４ 
テント １ ５ ２  ３  １１ 
ＢＣＰの作成 ３ ７ ３ ２ １ １ １７ 
職員研修の実施 ４ ７ ６ ２ ４  ２３ 
訓練の実施 
（避難訓練除く） 

３ ６ ４ ３ ３ １ ２０ 

資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

２ 従来の医療連携体制の圏域 

 前計画（平成 25 年度～29 年度）では、特定の地域で多数の傷病者が出る災害において、二次医療

圏を遙かに超えた対応が必用となることから、県全体を圏域として、１圏域としています。 
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第２ 施策の方向 

１ 医療連携体制の圏域 

 医療連携体制の圏域は、従来どおり県全体を圏域として１圏域とします。 
 なお、地域での活動に当たっては、二次医療圏単位で、地域災害拠点病院や地域災害医療対策協議

会等の体制構築を行っています。 
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２ 施策の方向性 
 （施策の方向性ごとに目標及び施策を記載します。） 

（１）災害時に拠点となる病院の体制構築 

  （目標） 
目標項目 現状値 目標値 備 考 

業務継続計画に基づき、被災した状

況を想定した訓練を実施した病院

の割合 

11.1％ 

（平成 29 年 4月） 

100％ 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

災害拠点病院現況

調査（医療薬務課） 

 

（施策） 

○ 災害時に中心的な役割を果たす災害拠点病院が災害時においても医療の提供ができるよう、病

院施設の耐震化を促進するとともに、被災した病院の倒壊の危険性等に関する調査に努めます。 

（災害拠点病院、県） 

○ 災害時においても、電気、水、ガス等ライフラインの維持のための自家発電装置の整備、燃料

の備蓄等や、他の医療機関及び防災関係機関との連絡のための衛星電話等の通信機器の整備を促

進します。（災害拠点病院） 

○ 多数傷病者を受け入れるため、対応可能なスペースの確保を促進します。（災害拠点病院） 

○ 県総合防災訓練や各災害拠点病院における実働訓練時に、ＤＭＡＴ等を受け入れることを想定

した訓練を実施する等、受援対応の習熟に努めます。（災害拠点病院、県） 
○ 各病院の被災情報の迅速な把握、円滑な支援体制構築のため、ＥＭＩＳ入力訓練の実施等、 

ＥＭＩＳの利用習熟を図ります。（災害拠点病院、県） 
○ 各病院での業務継続計画の策定を促進するため、情報提供等を行うとともに、各病院の業務継

続計画の策定状況の把握に努めます。（県） 
  ○ 各病院の業務継続計画に基づく研修、訓練の実施に向け、情報提供等の協力をし、発災後、早

急に診療機能を回復できる体制を構築します。（災害拠点病院、県） 

 

（２）災害時に拠点となる病院以外の病院の体制構築 

（目標） 
目標項目 現状値 目標値 備 考 

ＥＭＩＳの操作を含む研修・訓練

を実施している病院の割合 
68.6％ 

（平成 29 年 9月） 

100％ 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

EMIS 入力訓練参加

状況（医療薬務課） 

業務継続計画の策定率 
16.3％ 

（平成 29 年 9月） 

増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

医療薬務課調査 

 
（施策） 
○ 災害時において患者の命を守り、医療を早期に提供できるよう、病院施設の耐震化を促進する

とともに、被災した病院の倒壊の危険性等に関する調査に努めます。 

（災害拠点病院以外の病院、県） 

○ 災害研修、訓練等を実施し、災害時に備えた体制の強化を図ります。 

（災害拠点病院以外の病院） 
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○ 全ての病院がＥＭＩＳ入力を行うことができる

ようＥＭＩＳ入力訓練に参加していない病院の要

因を調査し、対応します。（県） 

○ 各病院の被災情報の迅速な把握、円滑な支援体

制構築のため、ＥＭＩＳ入力訓練の実施等、 
ＥＭＩＳの利用習熟を図ります。 

（災害拠点病院以外の病院、県） 
○ 各病院での業務継続計画の策定を促進するた

め、情報提供等を行うとともに、各病院の業務継

続計画の策定状況の把握に努めます。（県） 
 

（３）県の体制構築 

（目標） 
目標項目 現状値 目標値 備 考 

災害時の医療チーム等の受入を想

定し、保健所管轄区域や市町村単位

等で地域災害医療対策協議会のコ

ーディネート機能の確認を行う災

害訓練の実施回数 

0 回 

（平成 28 年度） 

二次医療圏毎に 

1 回 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

医療薬務課調査 

ＤＭＡＴ等の緊急医療チーム数 
21 チーム 

（平成 29 年 3月） 

維持・増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

医療薬務課調査 

ＤＰＡＴ（先遣隊及びローカルＤＰ

ＡＴ）等の緊急医療チーム数 
先遣隊 3 チーム 

（平成 29 年 3月） 

維持・増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

障害福祉課調査 

 
（施策） 
○ 総合防災訓練、災害対策本部図上訓練等を実施し、県及び関係機関が共同で訓練を実施するこ

とによって、災害時における連携や体制の強化を図ります。（県、関係機関） 

○ 災害医療コーディネート体制の充実・強化を図るため、災害医療コーディネーターや行政職員

等を対象として、他機関との連携等に係る研修を行います。（県、関係機関） 

○ 二次医療圏における災害医療体制の強化を図るため、二次医療圏毎に設置している地域災害医

療対策協議会のコーディネート機能の確認を行う訓練等を実施します。（県、関係機関） 

○ 災害時においてＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ等の緊急医療チームが効果的に活動できるよう、チーム数

の確保に努めます。（県） 

○ ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、ＪＭＡＴ等の県総合防災訓練や各種研修への参加を促進します。 

（県、関係機関） 

  ○ 災害時における小児・周産期医療の調整役を担う災害時小児周産期リエゾンを配置し、その

体制整備に努めます。（県） 
○ 傷病者を航空機で搬送するための救護所であるＳＣＵを適切に設置、運営できるようにする

ため、関係機関による研修、訓練等を実施します。（県、関係機関） 
  ○ 広域医療搬送等に対応するため、災害拠点病院、消防本部、空港事務所等の関係機関におけ

るＳＣＵや広域医療搬送の理解促進を図り、広域医療搬送を想定した訓練を実施することによ

って、関係機関との連携強化を図ります。（県、関係機関） 
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第３ 目指すべき医療機能の姿 

 

病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 
 

 
 
 
 

災害拠点病院 災害拠点精神科病院

目
　
標

○被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、EMIS 等を用い
て都道府県災害対策本部へ共有すること
○災害時においても、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の重篤救
急患者の救命医療を行うための高度の診療機能を有すること
○患者等の受入れ及び搬出を行う広域医療搬送に対応すること
○自己完結型の医療チーム（DMAT を含む。）の派遣機能を有すること
○被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整
備を含め、平時からの備えを行っていること

○被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、EMIS 等を用い
て都道府県災害対策本部へ共有すること
○災害時においても、医療保護入院、措置入院等の精神保健及び精神
障害者福祉に関する法律（昭和25 年法律第123 号）に基づく精神科医
療を行うための診療機能を有すること
○災害時においても、精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難
場所としての機能を有すること
○DPAT の派遣機能を有すること
○被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整
備を含め、平時からの備えを行っていること

担
い
手

基幹災害拠点病院
地域災害拠点病院

災害拠点精神科病院

圏
域

機
能

１医療圏（青森県全域）

関
係
機
関
に
求
め
ら
れ
る
事
項

基幹災害拠点病院は、都道府県において災害医療を提供する上での中
心的な役割を担う。地域災害拠点病院は、地域において中心的な役割
を担う。

○災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うために必要な施
設・設備、医療従事者を確保していること
○多数の患者に対応可能な居室や簡易ベッド等を有していること
○基幹災害拠点病院は病院の機能を維持するために必要な全ての施
設、地域災害拠点病院は診療に必要な施設が耐震構造であること
○被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であ
ること
○災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保
有していること
○災害時においても診療が継続できるよう、適切な容量の受水槽や井
戸設備の整備、優先的な給水協定の締結等により、必要な水の確保に
努めること
○飲料水・食料、医薬品、医療機材等を備蓄していること
○加えて、飲料水・食料、医薬品、医療機材等について、関係団体と
協定を締結し、災害時に優先的に供給を受けられるようにしておくこ
と（ただし、医薬品等については、都道府県・関係団体間の協定等に
おいて、災害拠点病院への対応が含まれている場合は除く。）
○基幹災害拠点病院においては、災害医療に精通した医療従事者の育
成（都道府県医師会等とも連携した地域の医療従事者への研修を含
む。）の役割を担うこと
○病院敷地内又は病院近接地にヘリコプターの離着陸場（ヘリポー
ト）を有していること
○EMIS に加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事
前に決めておき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること
○複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること
○被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を
行うこと
○整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・
訓練を実施すること
○災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日
本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社救護班等の医療関係
団体の医療チームと、定期的な訓練を実施するなど、適切な連携をと
ること

災害拠点精神科病院は、都道府県において災害時における精神科医療
を提供する上での中心的な役割を担う。

○災害時に精神疾患を有する患者の一時的避難に対応できる場所を確
保していること（体育館等）
○重症な精神疾患を有する患者に対応可能な保護室等を有しているこ
と
○診療に必要な施設が耐震構造であること
○被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であ
ること
○災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保
有していること
○災害時においても診療が継続できるよう、適切な容量の受水槽や井
戸設備の整備、優先的な給水協定の締結等により、必要な水の確保に
努めること
○飲料水・食料、医薬品、医療機材等を備蓄していること
○加えて、飲料水・食料、医薬品、医療機材等について、関係団体と
協定を締結し、災害時に優先的に供給を受けられるようにしておくこ
と（ただし、医薬品等については、都道府県・関係団体間の協定等に
おいて、災害拠点精神科病院への対応が含まれている場合は除く。）
○災害時における精神科医療に精通した医療従事者の育成（都道府県
精神科病院協会等とも連携した地域の医療従事者への研修を含む。）
の役割を担うこと
○EMIS に加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事
前に決めておき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること
○複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること
○被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を
行うこと
○整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・
訓練を実施すること
○災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日
本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社救護班等の医療関係
団体の医療チームと、定期的な訓練を実施するなど、適切な連携をと
ること

災害時に拠点となる病院
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○被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、EMIS 等を用いて都
道府県災害対策本部へ共有すること
○被災をしても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を
含め、平時からの備えを行っていること

○消防、警察等の関係機関や公共輸送機関等が、実災害時において迅速に適
切な対応がとれ、連携できること
○保健所管轄区域や市町村単位での保健所等を中心とした地域コーディネー
ト体制を充実させることで、実災害時に救護所、避難所の被災者に対して感
染症のまん延防止、衛生面のケア、災害時要支援者へのサポート、メンタル
ヘルスケア等に関してより質の高いサービスを提供すること

災害拠点病院以外の病院 県

○被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行うよ
う努めること
○整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・訓練を
実施すること
○EMIS へ登録し、自らの被災情報を被災地内に発信することができるよう
備えること。また、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決めて
おき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること
○災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日本医師
会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社救護班等の医療関係団体の医療
チームと連携をとること

○平時から、災害支援を目的としたDMAT、DPAT の養成と派遣体制の構築に
努めること
○災害医療コーディネート体制の構築要員（都道府県災害医療コーディネー
ター、災害時小児周産期リエゾンを含む。）の育成に努めること
○都道府県間での相互応援協定の締結に努めること
○災害時の医療チーム等の受入れも想定した災害訓練を実施すること。訓練
においては、被災時の関係機関・関係団体と連携の上、都道府県としての体
制だけでなく、保健所管轄区域や市町村単位等での保健所等を中心とした
コーディネート体制に関しても確認を行うこと
○災害急性期を脱した後も避難所等の被災者に対して感染症のまん延防止、
衛生面のケア、災害時要支援者へのサポート、メンタルヘルスケア等に関し
て継続的で質の高いサービスを提供できるよう、保健所を中心とした体制整
備に平時から取り組むこと。「大規模災害時におけるドクターヘリの運用体
制構築に関わる指針について」（平成28 年12 月５日付け医政地発1205 第
１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）を基に作成された災害時のド
クターヘリの運用指針に則り、ドクターヘリの要請手順や自地域における参
集拠点に関しても訓練等を通して確認を行うこと
○都道府県を超える広域医療搬送を想定した災害訓練の実施又は参加に努め
ること。その際には、航空搬送拠点臨時医療施設（SCU：Staging Care
Unit）の設置場所及び協力を行う医療機関との連携確認を行うこと

災害時に拠点となる病院以外の病院 県
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（指標一覧） 

 

 

 

 

 

1 Ｐ

医療チーム等の受入を想定

し、県災害対策本部等で関係

機関等との連携確認を行う訓

練の実施

災害時の医療チーム等の受入

を想定し、都道府県災害対策

本部、都道府県医療本部で関

係機関（消防、警察、保健

所、市町村等）、公共輸送機

関等との連携の確認を行う災

害訓練の実施回数

2回

医療薬務課調査

（平成28年度）

（令和3年3月変更）

－

2 Ｐ

医療チーム等の受入を想定

し、保健所管轄区域等で地域

災害医療対策会議のコーディ

ネート機能の確認を行う訓練

の実施

災害時の医療チーム等の受入

を想定し、関係機関・団体と

連携の上、保健所管轄区域や

市町村単位等で地域災害医療

対策会議のコーディネート機

能の確認を行う災害訓練の実

施回数

0回
医療薬務課調査

（平成28年度）
－

3 Ｐ

広域医療搬送を想定し、県災

害対策本部等で関係機関等と

の連携確認を行う訓練の実施

広域医療搬送を想定し、都道

府県災害対策本部、都道府県

医療本部で関係機関（消防、

警察等）、公共輸送機関等と

の連携の確認を行う災害訓練

の実施箇所数及び回数

1回
医療薬務課調査

（平成28年度）
－

4 Ｓ 病院の耐震化
耐震化された病院の数／病院

の総数

75.8%

（72/95）

病院耐震改修状況調

査

（平成29年9月）

（医療薬務課）

71.5%

（平成28

年9月）

5 Ｐ
EMISの操作を含む研修・訓練

の実施

EMISの操作を含む研修・訓練

を実施している病院の数／病

院の総数

71.6%

（68/95）

EMIS入力訓練参加状

況

（平成29年9月）

（医療薬務課）

－

6 Ｓ 業務継続計画の策定
業務継続計画を策定した病院

の数／病院の総数

22.2%

（2/9）

厚生労働省調査

（平成29年9月）
42.9%

7 Ｓ
複数の災害時の通信手段の確

保

複数の災害時の通信手段を確

保する災害拠点病院の数／災

害拠点病院の総数

100%

（9/9）

災害拠点病院現況調

査

（平成29年4月）

（医療薬務課）

－

8 Ｓ
多数傷病者に対応可能なス

ペースの確保

多数傷病者に対応可能なス

ペースを有する災害拠点病院

の数／災害拠点病院の総数

66.7%

（6/9）

災害拠点病院現況調

査

（平成29年4月）

（医療薬務課）

－

9 Ｐ
業務継続計画に基づく訓練の

実施

業務継続計画に基づき、被災

した状況を想定した災害実働

訓練を実施した災害拠点病院

の数／災害拠点病院の総数

11.1%

（1/9）

災害拠点病院現況調

査

（平成29年4月）

（医療薬務課）

－

10 Ｐ
災害関係医療従事者を対象と

した研修の実施

基幹災害拠点病院における県

下の災害関係医療従事者を対

象とした研修の実施回数

5回
医療薬務課調査

（平成28年度）
－

11 Ｓ 業務継続計画の策定

業務継続計画を策定した災害

拠点病院以外の病院の数／災

害拠点病院以外の病院の総数

16.3％

（14/86）

医療薬務課調査

（平成29年9月）
－

12 Ｓ ＥＭＩＳへの登録

広域災害・救急医療情報ｼｽﾃﾑ

（ＥＭＩＳ）を登録した病院

の数／病院の総数

100％

（86/86）

医療薬務課調査

（平成29年9月）
－

・災害時に拠点

となる病院

・災害時に拠点

となる病院以外

の病院

・県

・災害時に拠点

となる病院

・災害時に拠点

となる病院以外

の病院

・災害時に拠点

となる病院

・災害時に拠点

となる病院以外

の病院

指標

番号
医療機能

Ｓ

Ｐ

Ｏ

指　標　名 定  義 現状値 調査名等 全国平均
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【DMAT】

・21ﾁｰﾑ

・110名

医療薬務課調査

（平成29年3月）
－

【DPAT】

・3ﾁｰﾑ

・9名

障害福祉課調査

（平成29年3月）
－

14 Ｓ
災害医療コーディネーター任

命者数

災害医療コーディネーターの

任命を受けた医療従事者数
35名

医療薬務課調査

（令和2年4月）

（令和3年3月追加）

35名

15 Ｓ
災害時小児周産期リエゾン任

命者数

災害小児周産期リエゾンの任

命を受けた医療従事者数
13名

医療薬務課調査

（令和2年8月）

（令和3年3月追加）

4名

16 Ｐ
医療従事者に対する災害医療

教育の実施回数

県が実施する医療従事者向け

の実施回数
5回

医療薬務課調査

（令和2年1月）

（令和3年3月追加）

6回

13

・県

Ｓ
ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴのチーム

数等

ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ等の緊急

医療チーム数及びチームを構

成する医療従事者数

Ｓ

Ｐ

Ｏ

指　標　名 定  義 現状値 調査名等 全国平均
指標

番号
医療機能
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第８節 周産期医療対策 

 
第１ 現状と課題 

周産期とは、妊娠満 22 週から生後７日未満までの期間をいい、周産期医療とは妊娠、分娩に関わる母

体・胎児管理と出生後の新生児管理を主な対象とする医療のことを指します。この期間は、母子ともに異

常が生じやすく、突発的な緊急事態に備えて、産科・小児科双方からの一貫した総合的な医療体制が必要

とされています。 

    これまで、本県の乳児死亡率、新生児死亡率及び周産期死亡率はいずれも改善してきましたが、出生率

が低下する中で、出産年齢の上昇や生殖医療の進歩など、低出生体重児（2,500ｇ未満）をはじめ、極低

出生体重児（1,500ｇ未満）・超低出生体重児（1,000ｇ未満）が従前に比べて増える環境にあり、心臓病

等の慢性疾患を伴う妊娠・重症妊娠高血圧症候群・多胎妊娠等のハイリスク妊産婦を緊急に管理する周産

期医療体制の整備が重要になっています。（指標３、図１～７参照） 

また、周産期医療の現場では、訴訟の対象となることが多く、また、24 時間体制の勤務が求められる

厳しい労働環境にあることなどから、産科医の減少と、分娩を取り扱う医療機関の減少が生じており、全

国的にも深刻な問題となっています。（指標６、13 参照） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 乳児死亡率の年次推移（出生千対） 
図３ 新生児死亡率の年次推移（出生千対） 

資料 「青森県保健統計年報」 資料 「青森県保健統計年報」 

図１ 出生数の年次推移 

資料「人口動態統計」（厚生労働省） 
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１ 医療提供体制 

（１）妊婦の健康管理 

一般に、出産は病気ではなく、自然で安全なものと認識されていますが、正常から異常へ急激に変化

する側面をもっており、出産が終わってはじめて、正常であるか否かの結果が判断できるといえます。 

妊娠と産褥期は情動的・身体的な変化も大きく、産後も環境の変化を伴います。母子ともに安心して

過ごすためには、この時期を安定した状態とすることが重要といわれており、産後の新生児訪問指導は

安心のための一要素となります。（指標１、24参照） 

限られた医療資源の中で安心・安全な周産期医療を確保するためには、開業産科医、市町村及び各保

健所の連携強化を図り、ハイリスク妊産婦等への適切な保健指導の実施、地域周産期母子医療センター

との連携が重要です。 

県では、平成６年度から医療と保健の一層の連携強化を図り、妊娠初期から産褥期まで一貫した迅速

な支援を行うため、妊婦連絡票を活用してきましたが、平成 23年 10 月からは「妊婦情報共有システム

構築事業」として内容の充実を図っており、こうした連携を継続して取り組み、今後も引き続き妊婦健

診の受診率の向上や妊産婦情報共有システムによる連携強化により、出産後の妊娠届出件数（未受診）

の減少を図ることや、関係機関と連携して妊産婦のメンタルヘルスに対するフォロー体制を確保する必

要があります。 

図４ 周産期死亡率の年次推移（出生千対） 図５ 超低出生体重児出生割合（1,000g 未満、％） 

資料 「青森県保健統計年報」 資料 「人口動態統計」（厚生労働省） 

図６ 極低出生体重児出生割合（1,500g 未満、％） 図７ 低出生体重児出生割合（2,500g 未満、％） 

資料 「人口動態統計」（厚生労働省） 資料 「人口動態統計」（厚生労働省） 
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また、県内全市町村で 14回分の妊婦健康診査が公費負担となっていますが、さらに妊婦が安心して受

診できるよう、公費負担する検査項目について再検討する余地があります。 

 

（２）周産期医療体制の充実・強化 

①周産期医療体制の集約化・重点化 

（産科医療施設の減少） 

出産を取り扱う産科医療施設は減少傾向にあり、住民においては、産科医療施設へのアクセスについ

て不便が生じており、また、産科医等の医療従事者においては、夜間や休日の診療が必要となる場合も

多く、厳しい勤務環境が問題となっています。（指標６参照） 

また、産科を標榜する医療機関のうち、時間外の出産への対応、訴訟リスク、産婦人科医の高齢化な

どの理由から、出産を取り扱う産科診療所が減少しています。 

 

 

 

                                 

 

 

（周産期死亡率等の推移と対策） 

本県の周産期死亡率等は昭和 40 年以降改善してきましたが、全国平均よりも高い状態が続いており、

平成元年には乳児死亡率、新生児死亡率、周産期死亡率のいずれも全国最下位の結果となりました。 

平成元年の周産期死亡率等の結果から、平成 5 年度に専門の協議組織を立ち上げ、周産期医療関係者

間で訪問指導、高次医療機関の確保、母体搬送等について協議してきました。平成 10 年には、母体・胎

児、新生児救急搬送マニュアルを作成するとともに、周産期医療情報システムを整備し、また、新生児

死亡・母体死亡登録を開始しました。 

 

（青森県周産期医療システムの構築） 

本県の乳児死亡の特徴として「周産期に発生した病態」が死因の大きな割合を占めていました。その

ため、本県の周産期医療対策においては、高度な周産期医療の提供や常時の搬送受入体制を有する「総

合周産期母子医療センター」を県立中央病院に設置するとともに、県内の各周産期医療施設との連携の

下に限られた医療資源を有効に活用するための「青森県周産期医療システム」を平成 16年度に構築し、

円滑な運用に努めてきました。（指標３参照）この結果、周産期死亡率等は大きく改善しました。 

今後も周産期死亡率等や低出生体重児出生率の改善を図っていくためには、限られた医療資源を効率

的・効果的に活用していくことが必要不可欠であり、県内の周産期医療関係者の合意の下に、連携や役

割分担、人材育成や情報提供などを総合的に行う周産期医療システムを円滑に運用していくことが必要

です。（指標７、８、９、10参照） 

分娩実施施設数の推移 

資料 「医療施設調査」（厚生労働省） 
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  なお、「青森県周産期医療システム」の運営により、周産期医療体制の集約化・重点化を行った結果、

周産期母子医療センターへの通院が不便になった地域が生じています。そこで、周産期母子医療センタ

ーで受診するハイリスク妊産婦が経済的、精神的にも安心して通院できるよう、平成２８年度から青森

県ハイリスク妊産婦アクセス支援事業を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②青森県周産期医療協議会の開催 

  本県の周産期医療体制の整備・充実及び青森県周産期医療システムの運用について検討するため、青

森県周産期医療協議会を開催し、本県の周産期医療体制について協議しています。 

  今後も引き続き、課題や実態を検討し、周産期死亡率等や低出生体重児出生率の改善等、周産期医療

の提供体制の充実に向けて取り組む必要があります。 

 

③施設設備の整備 

国の整備指針によると、都道府県は、出生１万人対 25床から 30 床を目標としてＮＩＣＵを整備する

こととされており、県では整備を進めてきました。その結果、現在は 30床が整備されています。（平成

28 年出生数 8,626 人） 

今後も周産期医療体制の充実に向けて、出生数を踏まえたＮＩＣＵの病床数を確保していくことが必

要です。（指標７参照） 
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④ＮＩＣＵを退院した新生児のフォローアップ・療育体制 

ＮＩＣＵに長期入院している児や、ＮＩＣＵを退院した障害の枠に入らないボーダーラインの児に対

して、早期から言葉の遅れ等に対する訓練を行う必要があることが指摘されています。こうした児に対

応するための総合・地域周産期母子医療センターにおける臨床心理士等のコメディカルの配置や、ＮＩ

ＣＵ・ＧＣＵ等に長期入院している児の状態に応じた望ましい療育・療養環境への円滑な移行に向けて

関係機関との連絡調整を行うＮＩＣＵ入院児支援コーディネーターの配置が必要ですが、充分とはいえ

ない状況にあります。（指標 33 参照） 

このような現状を踏まえ、今後、ＮＩＣＵ等を退院した児のフォローアップのために、母子保健、障害

福祉分野との連携体制を強化するともに、様々な障害に対応できるよう、総合・地域周産期母子医療セン

ターへの理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視機能訓練士等のコメディカルの配置、ＮＩＣＵ入院児

支援コーディネーターの配置が必要となっています。 

また、ＮＩＣＵ等を退院した児のフォローアップのために、母子保健、障害福祉分野との連携のあり方

の検討が必要となっています。 

◯青森県の新生児部門病床整備状況 
（Ｈ30年 3月末現在） 

◯ＮＩＣＵ病床 

新生児部門病床数

うち新生児特定集中治療
室管理料届出病床数
【NICU病床数】

うちNICU以外の病床数
（うち新生児治療回復室入
院医療管理料届出病床数）

県立中央病院 総合周産期母子医療センター 24 15
９

（９）

八戸市立市民
病院

地域周産期母子医療センター 14 6
８

（０）

国立病院機構
弘前病院

地域周産期母子医療センター 13 3
１０
（０）

弘前大学医学部
附属病院

地域周産期母子医療センター 16 6
１０
（０）

合計 67 30
３７
（９）

病院名 種別
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⑤精神疾患を合併した妊産婦 

妊産婦が有する合併症は身体的疾患が多くを占めますが、精神疾患も少なくないといわれています。そ

のため、今後は、施設内及び協力医療施設と連携し、精神疾患のケアを必要とする妊産婦に対応できる体

制整備を進めることが重要となっています。（指標 25参照） 

 

⑥災害時小児周産期リエゾン 

これまでの震災や現状の災害医療体制では小児・周産医療に関して準備不足であることや、周産期医療

においては災害時でも平時からの独自のネットワークを活用することの必要性が指摘されています。 

そのため、災害医療コーディネーターのサポートとして、小児周産期分野の調整役である災害時小児

周産期リエゾンの配置が求められており、本県では現在５名（平成 29 年度末現在）が認定されていま

す。今後、災害時周産期リエゾンとしての役割を適切に果たすことができるよう、体制整備を図ってい

く必要があります。（指標 11参照） 

 

（３）搬送体制の充実 

出産までの進行状況は個人によって多様であり、出産を扱う医療機関では、不測の事態に備えて、常

に診療応需の体制をとる必要があります。 

そのため、青森県周産期医療システムの下、総合・地域周産期母子医療センター及びそれに準ずる施

設は、オンラインネットワークを通じて周産期医療情報を提供し、搬送体制を構築しています。（指標

16、17、34 参照）このほか、搬送中の適切な対応が重要であるため、救急隊員への周産期救命研修を行

ってきました。 

今後も搬送体制の充実を図るため、青森県周産期医療システムの維持や救急隊員の周産期救命研修の

実施が必要です。（指標 35 参照） 

 

（４）周産期医療従事者の確保 

本県においては、青森県周産期医療システムの運営により、限られた医療資源の中で、機能分担と連携

により妊産婦や新生児に対応しています。 

しかし、今後このシステムを維持し、安定的に運営していくためには、医療従事者の確保が必要とな

ります。 

本県の周産期医療従事者の中でも、特に、一般診療所の助産師やＮＩＣＵ専任医師数は全国平均を下

回っています。（指標 20、23 参照）さらに、各医療圏の面積は都市圏およびその周辺の地域に比べて広

く、圏域毎に見て医療従事者が偏在しており、人口や分娩数当たりの指標だけではとらえきれない課題

を有しています。（指標 18、19 参照） 

以上を踏まえて、気候や交通事情など青森県の特質を考えた上で、周産期医療を担う産科医、産婦人

科医、小児科医、ＮＩＣＵ専任医、小児外科医及び助産師等の増加に向けた取組を進めることが本県の

大きな課題といえます。 
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○産婦人科医数の推移 

 

 

 

 

   

 

 

◯助産師数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年次 平成8年 平成10年 平成12年 平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 平成28年

産婦人科・産科・婦人科医数 128 128 119 122 112 108 111 112 115 120 103

産婦人科・産科医数 114 111 102 103 94 86 93 95 96 104 88

平成8年 平成12年 平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 平成28年

328 368 302 333 301 299 297 288 318 326

病院勤務 265 297 225 253 233 220 224 223 245 244

診療所 23 22 34 40 38 45 41 35 40 45

助産所（出張を含む） 36 13 14 10 9 4 8 6 6 6

その他 4 36 29 30 21 30 24 24 27 31

勤
務
先

年次

助産師数

資料：「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省） 

資料：「衛生行政報告例」（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓬田村 

黒石市 

平内町 

十和田市 

階上町 

六ケ所村 

東通村 

田子町 

今別町 

西目屋村 

六戸町 

三沢市 

鯵ケ沢町 

産科医・助産師の配置状況 

五戸町 

横浜町 

野辺地町 

新郷村 

大鰐町 

つがる市 

むつ市 

外ヶ浜町 

外ヶ浜町 

五所川原市 

中泊町 

中泊町 

七戸町 

東北町 

深浦町 

八戸市 

三戸町 

青森市 

鶴田町 

板柳町 

藤崎町 

五所川原市 

平川市 

南部町 

佐井村 

風間浦村 

大間町 

弘前市 田舎館村 
おいらせ町 

産婦人科医・助産師とも不在地域 

産婦人科・助産師ともあり 

助産師のみ 

  産科のある公立病院 

  産科のある民間病院 

  分娩施設のある産科診療所 

※産婦人科医・助産師は平成２９年１月現在、 

分娩取扱施設は平成３０年１月現在 
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２ 従来の医療連携体制の圏域 

前計画（平成 25 年度～29 年度）では、医療連携体制の圏域について、青森県周産期医療システムに基

づき、次のとおり二次保健医療圏を基本としながら全県区でカバーする体制としていました。 

・ 県立中央病院は、総合周産期母子医療センターとして、弘前大学医学部附属病院は、特定機能病院と 

して、県内全域における高度な医療を行っています。 

・青森圏域は総合周産期母子医療センターにより、津軽、八戸、下北の３圏域は、地域周産期母子医療セ

ンターにより、上十三、西北五の２圏域は、地域周産期医療協力施設により、周産期医療体制を提供し

ています。 

・ 上十三、西北五圏域においては、隣接する圏域への依存はありますが、県全体としては周産期医療

に係る医療連携体制の圏域は、概ね６つの二次保健医療圏単位で完結していることから、現行の二次

保健医療圏と同様、津軽地域、八戸地域、青森地域、西北五地域、上十三地域、下北地域とします。 

 

第２ 施策の方向 

１ 医療連携体制の圏域 

  医療連携体制の圏域は、従来と同様に６圏域を基本としながら、青森県周産期医療システムに基づい

て全県区でカバーする体制とします。 

なお、弘前大学医学部附属病院は、平成２７年度から高次医療施設としての機能の他、地域周産期母

子医療センターとしての役割も果たしています。 

 

＜周産期医療の医療連携体制の圏域と主な周産期医療施設＞ 
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２ 施策の方向性 

 （１） 妊婦の健康管理 

（目標） 

 

 

 

（施策） 

◯ 妊婦健診を進める中で妊婦の状態など必要に応じて高次医療機関へ受診できるよう支援に取り組

みます。（県、市町村、医療機関） 

◯ 妊婦が安心して妊婦健診を受診できるよう、妊婦健診の公費負担の対象となる検査項目の充実に

努めます。（市町村） 

◯ 妊産婦のメンタルヘルスに係るフォローアップ体制の確保に努めます。（県、市町村、医療機関） 

◯ 限られた医療資源の中で安心・安全な周産期医療を確保するため、平成 30年度から親子支援シス

テムの適切な運用による保健、医療及び福祉の連携を推進します。（県、市町村、医療機関） 

 

（２）周産期医療体制の充実・強化 

（目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標項目 現状値 目標値 備考

出産後の妊娠届出件数 7件（平成２８年度） 減少
【現状値の出典】
こどもみらい課調査

目標項目 現状値 目標値 備考

総合周産期母子医療センターＮＩ
ＣＵ死亡割合（構成率）

３．６％
（平成２２年～２６年）

全国平均以下
（過去５年平均比較）

【現状値の出典】周産
期母子医療ｾﾝﾀｰﾈｯﾄ
ﾜｰｸﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

乳児死亡率（出生千対）
２．１
（平成２４年～２８年）

全国平均以下
（過去５年平均比較）

【現状値の出典】
人口動態調査
（厚生労働省）

新生児死亡率(出生千対）
１．２
（平成２４年～２８年）

全国平均以下
（過去５年平均比較）

【現状値の出典】
人口動態調査
（厚生労働省）

周産期死亡率(出生千対）
３．６
（平成２４年～２８年）

全国平均以下
（過去５年平均比較）

【現状値の出典】
人口動態調査
（厚生労働省）

極低出生体重児（1,500グラム未
満）出生割合（構成率）

０．６９％
（平成２４年～２８年）

全国平均以下
（過去５年平均比較）

【現状値の出典】
人口動態調査
（厚生労働省）

超低出生体重児（1,000グラム未
満）出生割合（構成率）

０．２６％
（平成２４年～２８年）

全国平均以下
（過去５年平均比較）

【現状値の出典】
人口動態調査
（厚生労働省）

周産期母子医療センターにおけ
る精神疾患を合併した妊婦への
適切な医療を提供するための連
携体制の整備状況

４施設
（平成２９年４月１日）

全施設
【現状値の出典】
医療薬務課調査

総合周産期母子医療センターの
臨床心理士等のコメディカルの
配置数

４人（他、あすなろ療育福祉セン
ターから派遣２人）
（平成２９年４月１日）

増加
【現状値の出典】
医療薬務課調査
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（施策） 

◯ 安心・安全な周産期医療体制を一層充実・強化していくために、青森県周産期医療システムの効

果的な運営に努めます。（県、総合・地域周産期母子医療センター、消防機関） 

◯ ハイリスク妊産婦が安心して周産期母子医療センターを受診するための支援を行います。（県、

市町村、総合・地域周産期母子医療センター） 

◯ 周産期医療の提供体制の確保及び周産期死亡率等や低出生体重児出生率の改善を図るため、周産

期医療協議会の充実に努めます。（県） 

◯ 周産期医療体制の充実に向けて、出生数を踏まえたＮＩＣＵの病床数の確保に努めます。（県、

総合・地域周産期母子医療センター） 

◯ 精神疾患のケアを必要とする妊産婦に対応可能な体制を確保します。（総合・地域周産期母子医

療センター） 

◯ 災害時に災害時周産期リエゾンとしての役割を適切に果たすことができるよう、体制整備に努め

ます。（県） 

◯ ＮＩＣＵ等を退院した障害児等へのフォローアップのための母子保健・障害福祉分野の連携強化

に努めます。（県・医療機関） 

◯ ＮＩＣＵ等を退院した障害児等へのフォローアップのため、総合・地域周産期母子医療センター

の臨床心理士等のコメディカルの充実に努めます。（総合・地域周産期母子医療センター） 

◯ ＮＩＣＵ等に長期入院している児が望ましい療育・療養環境のもとで生活できるよう、ＮＩＣＵ

入院児支援コーディネーターの充実に努めます。（総合・地域周産期母子医療センター） 

◯ 周産期医療従事者の資質向上のための研修を実施します。(総合・地域周産期母子医療センター) 

◯ 周産期医療従事者の確保及び処遇改善に向けた取組を行います。（県、医療機関） 

 

（３）搬送体制の充実 

（目標） 

 
 
 
 

（施策） 

◯ ハイリスクの母体・胎児、新生児が適切な医療を受けられるよう、搬送マニュアルに基づい 

て、高次医療機関へ搬送する体制の維持に努めます。（県、医療機関、消防機関） 

◯ 周産期の 24 時間救急対応ができるよう、周産期医療施設の搬送受入応需状況を随時情報提供し

ます。（県、総合・地域周産期母子医療センター） 
◯ 搬送中に適切な処置が行えるよう、救急隊員への周産期救急研修を実施します。（県、総合・地域

周産期母子医療センター） 

 

 

 

 

 

目標項目 現状値 目標値 備考

救急搬送マニュアルを活用した
新生児救急搬送割合

85.0％
（平成２７年度）

増加
（前年度比較）

【現状値の出典】
医療薬務課調査
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（４）周産期医療従事者の確保 

  （目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施策） 

◯ 青森県周産期医療システムの安定的な運営のため、弘前大学等との連携による周産期医療を担

う医師・助産師の確保対策を実施します。（県、保健・医療系大学） 

◯ 本県の周産期医療担当医の確保のため、国に対する特定診療科の医師不足解消に向けた抜本的

な対策について要望を継続します。（県） 

◯ 日本周産期・新生児医学会専門医の増加に努めます。（医療機関） 

    ◯ 総合周産期母子医療センターをはじめとして、青森県周産期母子医療システムに基づき各施設

がその機能及び役割を果たすことができるよう、必要な助産師の確保に努めます。（医療機関） 

◯ アドバンス助産師、新生児集中ケア認定看護師数の増加に努めます。（医療機関） 
 
 
 
 
 
 

目標項目 現状値 目標値 備考

分娩を取扱う医師数
（実数、15～49歳女性10万対）

◯一般診療所
実数（常勤換算）：22.0人
15～49歳女性10万対：9.0人
◯病院
実数（常勤換算）：60.5人
15～49歳女性10万対：24.8人
（平成26年）

全国平均を目指した増加
（15～49歳女性10万人対
人数）

【現状値の出典】
医療施設調査
（厚生労働省）

分娩を取扱う助産師数数
（実数、15～49歳女性10万対）

◯一般診療所
実数（常勤換算）：30.1人
15～49歳女性10万対：12.3人
◯病院
実数（常勤換算）：200.9人
15～49歳女性10万対：82.3人
○就業助産師数
実数：318人
15～49歳女性10万対：130.3人
（平成26年）

全国平均を目指した増加
（15～49歳女性10万人対
人数）

【現状値の出典】
医療施設調査
（厚生労働省）

総合周産期母子医療センター
NICU専任医師数

実数：6人
NICU15床あたり：6人
（平成29年）

全国平均を目指した増加
（NICU15床あたり人数）

【現状値の出典】
周産期母子医療ｾﾝﾀｰ
ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

日本周産期・新生児医学会専門
医数

○新生児専門医数
実数：１人
15～49歳女性10万対：0.4人
○母体・胎児専門医数
実数：３人
15～49歳女性10万対：1.3人
（平成28年10月31日）

全国平均を目指した増加
（15～49歳女性10万人対
人数）

【現状値の出典】
日本新生児成育学会
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 第３ 目指すべき医療機能の姿 

病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。   

本県では、周産期医療施設の充実・強化及び青森県周産期医療システムの円滑な運用を図るため、以下

のとおり医療機能を分類しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目　　標
ローリスク妊婦・ローリスク新生児
の管理及び高次施設への適時搬送

ハイリスク妊婦・ハイリスク新生児
の管理及び高次施設への適時搬送

担い手の種
別

○助産所 ○開業産科医(かかりつけ医) ○地域周産期医療協力施設
○地域医療施設（産科標榜病院）

○地域周産期母子医療センター

担い手

　みぞえよしえハローベビー助産院
　き子キッズ助産院

　エフ．クリニック
　千歳産婦人科
　福士レディスクリニック
　レディスクリニックセント
  セシリア
　藤盛医院
　弘前さくらクリニック
　いちろうクリニック
　レディスクリニックすごう
  メーラ．レディスクリニック
　八戸クリニック
　苫米地レディスクリニック
　安斎レディスクリニック
　エルム女性クリニック
　加藤レディースクリニック
  しんクリニック産婦人科
　藤井産婦人科
　北村医院むつレディスクリニック

  青森市民病院
  津軽保健生活協同組合健生病院
　つがる西北五広域連合つがる
  総合病院
　八戸赤十字病院
　国保五戸総合病院
　三沢市立三沢病院

　
　独立行政法人国立病院機構弘前病院
　弘前大学医学部附属病院
　八戸市立市民病院（救命救急セン
  ター設置）
　一部事務組合下北医療センターむつ
　総合病院

○嘱託医師及び連携医療施設との連携
体制の確保
○定期的研修受講等による知識・技術
の向上

○高次医療施設との連携
自施設対応困難ケースの搬送及び逆搬
送

○弘前大学医学部附属病院との連携
特殊診療部門への搬送と逆搬送
○総合周産期母子医療センター及び地
域周産期母子医療センターとの連携
自施設対応困難ケースの搬送及び逆搬
送
○開業医との連携
対応困難ケースの受入及び逆搬送
○医療従事者の研修の実施

○弘前大学医学部附属病院との連携
特殊診療部門への搬送と逆搬送
○総合周産期母子医療センターとの連
携
自施設対応困難ケースの搬送及び逆搬
送
○地域周産期医療協力施設及び開業産
科医との連携
対応困難ケースの受入及び逆搬送
○医療従事者の研修の実施

医療圏域

機　　能

低リスク分娩 地域周産期母子医療センター

正常分娩等を扱う機能
（日常の生活・保健指導及び新生児の医療の相談を含む。）

高度な医療を必要としない妊婦及び
胎児、異常分娩、新生児異常を扱う
機能

ハイリスク妊婦、異常分娩、胎児異
常、新生児異常等を扱う機能

正常妊婦・正常新生児の管理及び高次施設との連携

連　携

○母体・胎児、新生児救急搬送マニュアルの全施設での運用徹底と有効活用
○ドクターヘリ等高速搬送手段の有効活用
○県外周産期医療施設との連携協力
○一般救急医療と周産期医療体制との連携
○小児救急と周産期医療との連携

○産科及び小児科（新生児担当を含
む）等を備え、周産期に係る比較的高
度な医療行為を行う。
○ハイリスク妊婦や未熟児等の出産管
理・治療
○総合周産期母子医療センター及び地
域の周産期医療施設との連絡調整及び
搬送受入
○対応困難症例の高次医療施設への搬
送又は搬送の調整
○退院した新生児のフォローアップと
発達評価、必要時期の療育の開始
○周産期医療従事者に求められる質の
高い能力研修
○開業産科医院、助産師に対する教
育、研修の場の提供（年２～３回の研
修を必須とする。）
○母児への育児支援
○新生児と家族の愛着形成のための支
援

※診療機能を始めとする詳細について
は「＜参考＞周産期母子医療センター
の診療機能等」のとおり。

○高度な医療を必要としない異常分
娩、新生児異常等の治療、また治療を
必要と認めた異常新生児の地域または
総合周産期母子医療センターへの搬送
○ハイリスク妊婦の早期発見及び早期
搬送
○産科領域からの妊産婦のエモーショ
ナルサポートに対応可能であること
○母児への育児支援
○新生児と家族の愛着形成のための支
援

○産科に必要とされる検査、診断、治
療が実施可能であること
○正常分娩を安全に実施可能であるこ
と
○他の医療機関との連携等により、合
併症や、帝王切開術その他の手術に適
切に対応できること
○ハイリスク妊婦の早期発見及び早期
搬送
○産科領域からの妊産婦のエモーショ
ナルサポートに対応可能であること
○母児への育児支援
○新生児と家族の愛着形成のための支
援
◯緊急時の搬送の際、周産期医療情報
システムを活用し、病態や緊急度に応
じて適切な医療を選定すること
◯平時から近隣の高次施設との連携体
制を構築

○正常分娩を実施可能であること
○異常妊娠分娩及び異常妊娠分娩歴の
ある妊婦の医療機関への早期紹介
○産科領域からの妊産婦のエモーショ
ナルサポートに対応可能であること
○妊婦の生活指導、サポート
○母児への育児支援
○新生児と家族の愛着形成のための支
援

求められる
主な役割

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【２次保健医療圏毎】
○青森地域保健医療圏　○津軽地域保健医療圏　○八戸地域保健医療圏　○西北五地域保健医療圏　○上十三地域保健医療圏　○下北地域保健医療圏
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ＮＩＣＵを退院した新生児の療養・療育支援

○総合周産期母子医療センター ○弘前大学医学部附属病院　(特定機能病院)
○小児科を標榜する病院又は診療所
○在宅医療を行っている診療所
○訪問看護ステーション
○医療型障害児入所施設
○保健所
○日中一時支援施設

　県立中央病院（救命救急センター設置） 　弘前大学医学部附属病院(高度救命救急セン
  ター設置）

　独立行政法人国立病院機構青森病院
　県立あすなろ療育福祉センター
　県立はまなす医療療育センター
　県立さわらび療育福祉センター
　県立中央病院
　青森市民病院
　弘前大学医学部附属病院
　独立行政法人国立病院機構弘前病院
　独立行政法人国立病院機構八戸病院
　八戸市立市民病院
　八戸赤十字病院
　三沢市立三沢病院
　一部事務組合下北医療センターむつ総合病院
　保健所
　

○弘前大学医学部附属病院との連携
特殊診療部門への搬送と逆搬送
○地域周産期母子医療センター及び地域周産期医
療協力施設との連携
常時の母体及び新生児搬送受入及び逆搬送
○周産期医療情報の収集・提供
○医療従事者の研修の実施

○総合周産期母子医療センター等との連携
治療管理が困難な特にリスクの高い症例及び特殊
診療への対処
○周産期医療に関する調査・研究に対する支援
○医療従事者の研修の実施に対する支援

○総合周産期母子医療センター等との連携
療養・療育が必要な児の情報（診療情報や治療計
画等）の共有
○保健・医療・福祉関係者及び自治体との連携

○小児外科、心臓血管外科などの特殊診療
○特にリスクの高い合併症妊婦に対する継続的な
治療管理
○産科危機的出血など産科救急疾患に対する高度
救命救急センターにおける治療管理
○特にリスクの高い胎児・新生児異常に対する高
度な治療管理
○その他総合周産期母子医療センターまたは地域
周産期母子医療センターでの治療管理が困難な症
例
○周産期医療に関する調査・研究に対する支援
○医療従事者の研修の実施に対する支援
○開業産科医院、助産師に対する教育、研修の場
の提供
○新生児と家族の愛着形成のための支援

○周産期医療施設等と連携し、人工呼吸器の管理
が必要な児や、気管切開等のある児の受け入れが
可能であること
○児の急変時に備え、救急対応可能な病院等との
連携が図れていること
○訪問看護ステーション、薬局、福祉サービス事
業者及び自治体等との連携により、医療、保健及
び福祉サービス（レスパイトを含む。）を調整
し、適切に療養・療育できる体制を提供すること
○地域又は総合周産期母子医療センター等の周産
期医療施設と連携し、療養・療育が必要な児の情
報（診療情報や治療計画等）を共有していること
○家族に対するエモーショナルサポート等の支援
を実施すること
○発達の遅れまたはその疑いのある児の診療およ
び保護者への支援

【３次保健医療圏毎】
　青森県全域

特にリスクの高い合併症妊婦
及び新生児を扱う機能

周産期医療施設を退院した後障害を有する児等
が生活の場（施設を含む）で療養・療育できる

よう支援する機能

特にリスクの高い妊婦・特にリスクの高い新生児の治療管理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○母体・胎児、新生児救急搬送マニュアルの全施設での運用徹底と有効活用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○ドクターヘリ等高速搬送手段の有効活用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○県外周産期医療施設との連携協力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○一般救急医療と周産期医療体制との連携
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○小児救急と周産期医療との連携

○相当規模のMFICUを含む産科病棟及びNICUの含む
新生児病棟を備える。
○必要に応じて当該施設の関係診療科と連携し、
産科合併症以外の合併症を有する母体に対応す
る。
○ハイリスク合併症妊娠、超低出生体重児等高度
な周産期医療の提供
○地域周産期母子医療センター等からの搬送受入
（周産期医療専用ドクターカーの整備）
○退院した新生児のフォローアップと発達評価、
必要時期の療育の開始
○周産期医療情報センター機能
○搬送された妊婦、産婦、新生児の経過について
の予後調査を含む統計（解析）
○周産期医療従事者に求められる質の高い能力研
修
○開業産科医院、助産師に対する教育、研修の場
の提供（年２～３回の研修を必須とする。）
○母児への育児支援
◯新生児と家族の愛着形成のための支援
◯精神疾患を合併する妊産婦について対応可能な
体制の整備
◯災害時を見据えた業務継続計画の策定
◯被災時における積極的な物資や人員の支援

※診療機能を始めとする詳細については「＜参考
＞周産期母子医療センターの診療機能等」のとお
り。

総合周産期母子医療センター 高次周産期医療施設 療養・療育支援

合併症妊婦、切迫早産、胎児異常等
及び高度な新生児医療を扱う機能
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＜参考＞周産期母子医療センターの診療機能等 

１ 総合周産期母子医療センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　診療科目
○産婦人科（ＭＦＩＣＵ及び後方病床）、小児科（ＮＩＣＵ及び後方搬送）により構成され、院内の各科（麻
酔科、脳神経外科、心臓血管外科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科等）と十分な連携の下に運営する。
○小児外科については設置に努めることとするが、当面は、弘前大学医学部附属病院との密接な連携を図る。

２　施設設備

○母体・胎児集中治療管理室部門
　救急蘇生装置（気管内挿管セット、人工呼吸装置等）、心電計、呼吸循環監視装置、分娩監視装置、超音波
診断装置（カラードップラーによる血流測定が可能なものに限る。）、微量輸血装置、その他母体・胎児集中
管理に必要な機器
○新生児病室
　救急蘇生装置（気管内挿管セット）、新生児用呼吸循環監視装置、新生児用人工換気装置、微量輸液装置、
経皮的酸素分圧監視装置、経皮的動脈血酸素飽和度測定装置、酸素濃度測定装置、光線治療器、新生児搬送用
保育器、超音波診断装置（カラードップラーによる血流測定が可能なものに限る。）、その他新生児集中治療
に必要な機器
○ドクターカー
　医師の監視の下に、ハイリスクの母体・胎児、新生児の緊急搬送に対応するために、患者監視装置、新生児
用人工呼吸器などの医療機器を搭載した周産期医療専用のドクターカーを有する。
○ヘリコプター
　県のドクターヘリ等に周産期搬送（母体および新生児）用資機材を搭載し運用する。

３　病床数

○母体・胎児集中治療管理室部門
　ＭＦＩＣＵ　９床（うち感染症対対応１床）
　後方病床　１８床（ＭＦＩＣＵの倍数程度確保することが望ましい）
○新生児集中治療管理室部門
　ＮＩＣＵ　１５床
　後方病床    ９床（ＮＩＣＵの２倍以上とするのが望ましい。）

５ 周産期医療
情報センター

◯周産期医療情報システム（応需情報等）
　オンラインネットワークにより、周産期医療に携わる医療施設、消防機関等を結び、
周産期医療に関する搬送の受入、搬送の受入に係る付帯情報、搬送受入先医療施設の
基本情報を収集、提供する。
◯応需情報以外の医療情報
　県内における周産期医療に関する各種情報を収集整備し、データ分析、評価を行い、
周産期医療の向上に資するほか、必要な情報を地域周産期医療施設等に提供する。
◯一般向け医療情報
　周産期医療に関する各種情報を広く県民に提供することにより、周産期医療に対する
理解の促進と母子保健対策の普及を図る。

６ 周産期医療
関係者研修

○産科
・胎児及び母体の状況の適切な把握と迅速な対応
・産科ショックとその対策
・妊産婦死亡とその防止対策
・帝王切開の問題点　等
○新生児
・新生児蘇生法
・新生児の緊急手術
・ハイリスク新生児の迅速な診断
・新生児管理の実際
・退院後の保健指導等　等

○母体・胎児集中治療管理室部門
・専任の医師が常時、母体・胎児集中治療管理室内に勤務していること
・２４時間体制で産科を担当する複数の医師が勤務していること
・母体・胎児集中治療管理室勤務の医師は、当該治療室以外での当直勤務を合わせて行わないものとする
・母体・胎児集中治療管理室の全病床を通じて常時３人に１人の助産師又は看護師が勤務していること
・帝王切開が必要な場合、３０分以内に児の娩出が可能となるよう、医師又はその他の職員が配置されること
・ＭＦＩＣＵ及びＬＤＲに勤務する助産師は他の業務を兼ねないでＬＤＲにおいては、適切な助産師数を配置
すること
○新生児集中治療管理室部門
・専任の医師が常時、新生児集中治療管理室内に勤務していること
・新生児集中治療管理室は、ＮＩＣＵ及び後方病床以外での当直勤務を併せて行わないものとする
・新生児集中治療管理室には、常時３人に１人の看護師が勤務していること
・新生児集中治療管理室の後方病床には、常時６床に１名の看護師が勤務していること
・臨床心理士等のコメディカルが配置されていること
・ＮＩＣＵ、ＧＣＵ等に長期入院している児童について、その状態に応じた望ましい療育・療養環境への円滑
な移行を図るため、ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーターの配置に努めること。
○併設医療施設関連部門
　総合周産期母子医療センターの運営にはあたっては、関係各課との連携が重要であり、特に同センターの機
能と関連の深い部門については、平日の日中に加え、夜間・休日の交替制勤務、当直、オンコール等により対
応すること。
○管理部門
　周産期医療情報システムの管理・運営、調査研究、研修事業等の実施を円滑に行うため、事務職等の非医療
職の専任職員を配置すること。

４　医療従事者
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２ 地域周産期母子医療センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　診療科目
産科及び小児科（新生児医療を担当するもの）を有するものとし、麻酔科その他関連診療科を
有することが望ましい。

２　施設設備

○産科
　緊急帝王切開術等の医療を提供できる施設及び以下の設備を備えることが望ましい
　救急蘇生装置（気管内挿管セット等）、心電計、呼吸循環監視装置、分娩監視装置、
　超音波診断装置（カラードップラーによる血流測定が可能なものに限る。）、
　微量輸血装置、その他母体・胎児集中管理に必要な機器
○新生児病室
　次に掲げる設備を備える新生児集中治療室を設けることが望ましい
　救急蘇生装置（気管内挿管セット）、新生児用呼吸循環監視装置、新生児用人工換気装置、
　微量輸液装置、経皮的酸素分圧監視装置、経皮的動脈血酸素飽和度測定装置、
　酸素濃度測定装置、光線治療器、新生児搬送用保育器、超音波診断装置（カラードップラー
　による血流測定が可能なものに限る。）、その他新生児集中治療に必要な機器

３　病床数

○産科等
　産科病床のうち、緊急帝王切開術等の医療を提供できる病床を必要する確保するものとし、
当該地区の実績等を勘案した病床数とする。
○小児科等
・ＮＩＣＵ３床以上を確保することが望ましい
・ＮＩＣＵの後方病床をＮＩＣＵの倍数程度病床数を有することが望ましい

４　医療従事者

以下の医療従事者を配置することが望ましい。
◯産科及び小児科共通
　産科及び小児科（新生児医療を担当するもの）は、それぞれ２４時間体制を確保するために
必要な職員
○産科
・帝王切開術が必要な場合に緊急に時の娩出が可能となるような医師及びその他の各種職員。
○小児科
・医師
　２４時間体制で小児科を担当する医師が勤務し、なお、新生児特定集中治療室を有する場合
は、専任の医師が勤務していることが望ましい。
・看護師
　新生児集中治療室には、各地域周産期母子医療センターにおいて設定した水準の新生児医療
を提供するために必要な看護師が適当数勤務していること。なお、配置数については、６床に
１名の看護師の配置が望ましい。
・臨床心理技術者
　臨床心理士等のコメディカルを配置すること。

５ 周産期医療
情報システム

・周産期救急情報（応需等）における自施設の応需状況等の入力と各施設の応需状況の把握
・地域周産期医療施設からの搬送照会に対する回答、総合周産期母子医療センターや地域周産
期医療協力施設への搬送の調整
・地域内の関係機関等への情報提供及び一般向けの情報提供等

６ 研修 地域周産期医療の円滑な推進のため、医師及び看護師等を対象とした研修の実施。
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（指標一覧） 

 

 

 

 

 

 

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

分娩後一年以内の産
婦への産後訪問指導
実施数

21,498件
（平成27年度）

地域保健・健
康増進事業報
告（毎年）

21,498件 18,538件 42,627件 10,573件 18,938件 31,357件
東北6県平均23,921.81件
全国平均46,495.2件

15-49歳女性10万人
あたり

8,995.0件
（平成27年度）

地域保健・健
康増進事業報
告（毎年）

8,995.0
件

8,130.7
件

8,936.5
件

6,256.2
件

9,469
件

9,168.7
件

東北6県平均8672.6件
全国平均8,370.5件

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

妊婦死亡数
0人

（平成27年）
人口動態調査
（毎年）

0人 0人 0人 1人 0人 1人
東北6県平均0.3人
全国平均2.0人

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

分娩数
3,052件

（平成26年度）
周産期医療体
制調（毎年）

3,052件 4,807件 7,439件 2,161件 1,551件 3,853件
東北6県平均3,810.5件
平均全国平均4,850.1件

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

ＮＩＣＵの9月中の取扱
患者延べ数

718人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

191人 160人 367人 0人 0人 0人

東北6県平均763人
全国平均1464.6人
青森県718人、岩手県620人
宮城県1083人、秋田県440人
山形県420人、福島県1297人

出生1000人あたり
80.9人

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

98.6人 69.1人 173.4人 0人 0人 0人

東北6県平均71.1人
全国平均68.4人
青森県80.9人、岩手県70.1人
宮城県59.8人、秋田県73.0人
山形県52.5人、福島県89.1人

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

周産期母子医療セン
ターのＮＩＣＵ・Ｇ
ＣＵに1年を越えて
入院している児数

1人
（平成26年度）

周産期医療体
制調（毎年）

1人 8人 7人 0人 1人 5人
東北6県平均3.7人
全国平均13.1人

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

分娩を取扱う産科又
は産婦人科病院数

13施設
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

4施設 3施設 3施設 1施設 1施設 1施設

東北6県平均14.5施設、
全国平均22.4施設
青森県13施設、岩手県12施設
宮城県15施設、秋田県16施設
山形県14施設、福島県17施設

15－49歳女性10万人
あたり

5.3施設
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

7.1施設 5.0施設 4.9施設 4.4施設 3.2施設 7.9施設

東北6県平均5.2施設、
全国平均4.0施設
青森県5.3施設、岩手県5.2施設
宮城県3.1施設、秋田県9.2施設
山形県7.0施設、福島県4.8施設

分娩を取扱う産科又
は産婦人科一般診療
所数

17施設
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

6施設 2施設 5施設 2施設 1施設 1施設

東北6県平均18.5施設、
全国平均27.8施設
青森県17施設、岩手県22施設
宮城県29施設、秋田県9施設
山形県13施設、福島県21施設

15－49歳女性10万人
あたり

7.0施設
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

10.7施設 3.3施設 8.2施設 8.8施設 3.2施設 7.9施設

東北6県平均6.6施設、
全国平均5.0施設
青森県7.0施設、岩手県9.5施設
宮城県6.0施設、秋田県5.2施設
山形県6.5施設、福島県5.9施設

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

分娩を取扱う助産所
数

2施設
（平成27年）

衛生行政報告
例（毎年）

2施設 0施設 3施設 0施設 0施設 4施設
東北6県平均1.5施設、
全国平均7.4施設

15－49歳女性10万人
あたり

0.8施設
（平成27年）

衛生行政報告
例（毎年）

0.8施設 0施設 0.6施設 0施設 0施設 1.2施設
東北6県平均0.6施設、
全国平均1.3施設

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

院内助産所数
2施設

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

0施設 2施設 0施設 0施設 0施設 0施設

東北6県平均2施設、
全国平均2.7施設
青森県2施設、岩手県2施設
宮城県0施設、秋田県0施設
山形県3施設、福島県４施設

15-49歳10万人あた
り

0.8施設
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

0施設 1.3施設 0施設 0施設 0施設 0施設

東北6県平均0.7施設、
全国平均0.5施設
青森県0.8施設、岩手県1.3施設
宮城県0施設、秋田県0施設
山形県1.5施設、福島県1.1施設

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

B005-10,B005-10-2
ハイリスク妊産婦連携
指導料１・２の届出医療
機関数

7施設
（令和2年3月2

日）

診療報酬施設
基準（毎年）

7施設 10施設 7施設 7施設 13施設 15施設

東北6県平均9.8施設
全国平均18.7施設

（令和３年３月追加）

6
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｓ
分娩を取扱う医療機
関の種別

7

○妊婦の健康管
理
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｓ
ハイリスク妊産婦連
携指導料１・２届出
医療機関数

4

○妊婦の健康管
理
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｐ NICU入室児数

5

○妊婦の健康管
理
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｐ
ＮＩＣＵ・ＧＣＵ長期入
院児数

2

○周産期医療施
設の充実・強化
○搬送体制の充
実

o
妊産婦死亡数、死亡
原因（県内に住所が
ある者）

3
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｐ
周産期母子医療セン
ターで取扱う分娩数

地域の状況 備考

1
○妊婦の健康管
理

Ｐ
産後訪問指導実施
数

指標

番号
医療機能 指　標　名 現状値

調査名等
（調査周期）
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 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域 上十三地域  下北地域

NICU有する病院数
4施設

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

2施設 1施設 1施設 0施設 0施設 0施設

東北6県平均3.5施設、
全国平均7施設
青森県4施設、岩手県1施設
宮城県5施設、秋田県2施設
山形県4施設、福島県5施設

出生1000人あたり
0.5施設

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

1.0施設 0.4施設 0.5施設 0施設 0施設 0施設

東北6県平均0.3、
全国平均0.3施設
青森県0.5施設、岩手県0.1施設
宮城県0.3施設、秋田県0.3施設
山形県0.5施設、福島県0.3施設

NICU有する病院の病
床数

30床
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

9床 6床 15床 0床 0床 0床

東北6県平均31.7床、
全国平均64.9床
青森県30床、岩手県21床
宮城県48床、秋田県15床
山形県29床、福島県47床

出生1000人あたり
3.4床

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

4.6床 2.6床 7.1床 0床 0床 0床

東北6県平均2.8床、
全国平均3.4床
青森県3.4床、岩手県2.4床
宮城県2.6床、秋田県2.5床
山形県3.6床、福島県3.2床

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域 上十三地域  下北地域

GCU有する病院数
4施設

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

2施設 1施設 1施設 0施設 0施設 0施設

東北6県平均4施設、
全国平均6施設
青森県4施設、岩手県2施設
宮城県4施設、秋田県4施設
山形県4施設、福島県6施設

出生1000人あたり
0.5施設

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

1.0施設 0.4施設 0.5施設 0施設 0施設 0施設

東北6県平均0.4施設、
全国平均0.3施設
青森県0.5施設、岩手県0.2施設
宮城県0.2施設、秋田県0.7施設
山形県0.5施設、福島県0.4施設

GCU有する病院の病
床数

37床
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

20床 8床 9床 0床 0床 0床

東北6県平均43.3床 、
全国平均83.9床
青森県37床、岩手県26床
宮城県64床、秋田県35床
山形県36床、福島県62床

出生1000人あたり
4.2床

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

10.3床 3.4床 4.2床 0床 0床 0床

東北6県平均4.2床、
全国平均3.9床
青森県4.2床、岩手県2.9床
宮城県3.5床、秋田県5.8床
山形県4.5床、福島県4.3床

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

MFICU有する病院数
1施設

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

0施設 0施設 1施設 0施設 0施設 0施設

東北6県平均1.2施設、
全国平均2.3施設
青森県1施設、岩手県1施設
宮城県2施設、秋田県1施設
山形県1施設、福島県1施設

出生1000人あたり
0.1施設

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

0施設 0施設 0.5施設 0施設 0施設 0施設

東北6県平均0.4施設、
全国平均0.1施設
青森県0.1施設、岩手県0.1施設
宮城県0.1施設、秋田県0.2施設
山形県0.1施設、福島県0.1施設

MFICU有する病院の
病床数

9床
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

0床 0床 9床 0床 0床 0床

東北6県平均7床、
全国平均15.2床
青森県9床、岩手県9床
宮城県9床、秋田県3床
山形県6床、福島県6床

出生1000人あたり
1.0床

（平成26年）
医療施設調査
（3年毎）

0床 0床 4.3床 0床 0床 0床

東北6県平均0.7床、
全国平均0.7床
青森県1.0床、岩手県1.0床
宮城県0.5床、秋田県0.5床
山形県0.8床、福島県0.4床

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

ハイリスク分娩管理
加算の届出医療機関
数

8施設
（平成28年3月31

日）

診療報酬施設
基準（毎年）

2施設 2施設 2施設 1施設 0施設 1施設

東北6県平均8.7施設、
全国平均15施設
青森県8施設、岩手県7施設
宮城県10施設、秋田県10施設
山形県8施設、福島県9施設

15-49歳10万人あた
り

3.3施設
（平成28年3月31

日）

診療報酬施設
基準（毎年）

3.7施設 3.4施設 3.4施設 4.6施設 0施設 8.1施設

東北6県平均3.1施設、
全国平均2.7施設
青森県3.3施設、岩手県3.1施設
宮城県2.1施設、秋田県5.9施設
山形県4施設、福島県2.6施設

11
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｓ
ハイリスク分娩管理
加算届出医療機関
数

9
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｓ
GCUを有する病院
数・病床数

10
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｓ
MFICUを有する病院
数・病床数

地域の状況 備考

8
○周産期医療体
制の充実・強化

Ｓ
NICUを有する病院
数・病床数

指標

番号
医療機能 指　標　名 現状値

調査名等
（調査周期）
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青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数
13人

（令和2年10月1日）
医療薬務課
調査（毎年）

13人 10人 8人 6人 14人 14人
東北6県平均10.8人
全国平均4.0人 (令和元年8月1日)

（令和３年３月変更）

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

0施設
（平成27年）

NICU等長期入院

児支援事業（毎

年）

0施設 0施設 3施設 0施設 3施設 0施設
東北6県平均1施設、
全国平均1施設

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

病院の分娩数（帝王
切開件数を含む）

474件
（平成26年9月

中）

医療施設調査
（3年毎）

115件 168件 86件 37件 42件 26件

東北6県平均563.3件
全国平均988.3件
青森県474件、岩手県492件
宮城県822件、秋田県456県
山形県499件、福島県637件

一般診療所の分娩数
（帝王切開件数を含
む）

414件
（平成26年9月

中）

医療施設調査
（3年毎）

97件 97件 146件 21件 30件 23件

東北6県平均431.5件、
全国平均824.8件
青森県414件、岩手県359件
宮城県749件、秋田県129件
山形県330件、福島県608件

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

0.9％
（平成28年）

人口動態調査
（毎年）

0.9% 0.8% 1.4% 1.1% 2.3% 0.9%
東北6県平均1.2％
全国平均0.9％

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

3.0％
（平成28年）

人口動態調査
（毎年）

3.0% 3.8% 3.7% 4.6% 4.4% 4.6%
東北6県平均4.0％
全国平均3.6％

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

妊婦または出生後1
週間未満の新生児の
搬送患者数

360人
（平成26年度）

救急搬送にお
ける医療機関
の受入等実態
調査（毎年）

360人 603人 931人 215人 204人 444人
東北6県平均459.5人
全国平均991.3人

15-49歳女性10万人
あたり

147.5人
（平成26年度）

救急搬送にお
ける医療機関
の受入等実態
調査（毎年）

147.5人 259.9人 192.0人 124.3人 101.5人 125.8人
東北6県平均163.3人
全国平均177.3人

母体・新生児都道府
県内搬送率

100％
（平成26年度）

周産期医療体
制調（毎年）

100% 100% 100% 100% 100% 100%
東北6県平均100％
全国平均100％

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

医療機関に受入の照
会を行った回数が4
回以上の件数

0件
（平成27年度）

救急搬送にお
ける医療機関
の受入等実態
調査（毎年）

0件 1件 4件 0件 2件 5件
東北6県平均2件
全国平均11.7件

医療機関に受入の照
会を行った回数が4
回以上の15-49歳女
性10万人あたりの件
数

0件
（平成27年度）

救急搬送にお
ける医療機関
の受入等実態
調査（毎年）

0件 0.4件 0.8件 0件 1.0件 1.5件
東北6県平均0.7件
全国平均2.1件

現場滞在時間が30分
以上の件数

1件
（平成27年度）

救急搬送にお
ける医療機関
の受入等実態
調査（毎年）

1件 6件 17件 1件 2件 8件
東北6県平均5.8件
全国平均25.4件

現場滞在時間が30分
以上の15-49歳女性
10万人あたりの件数

0.4件
（平成27年度）

救急搬送にお
ける医療機関
の受入等実態
調査（毎年）

0.4件 2.6件 3.6件 0.6件 1.0件 2.3件
東北6県2.1件
全国平均4.6件

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

主たる診療科を産
科・産婦人科として
いる医師数

88人
（平成28年）

医師・歯科医
師・薬剤師調
査（2年毎）

33人 17人 18人 6人 7人 7人

東北6県平均102人、
全国平均235.9人
青森県88人、岩手県102人、
宮城県204人、秋田県99人、
山形県101人、福島県122人

15-49歳女性10万人
あたり

37.6人
（平成28年）

医師・歯科医
師・薬剤師調
査（2年毎）

60.9人 29.3人 31.5人 28.7人 23.0人 57.4人

東北6県平均43.7人、
全国平均43.6人
青森県42.6人、岩手県43.1人
宮城県40.6人、秋田県51.4人
山形県51.7人、福島県36.0人

出産1000人あたり
10.2人

（平成28年）

医師・歯科医
師・薬剤師調
査（2年毎）

17.5人 7.3人 9.1人 8.3人 5.5人 15.2人

東北6県平均11.6人、
全国平均11.6人
青森県10.2人、岩手県12.2人
宮城県11.7人、秋田県17.4人
山形県13.3人、福島県8.8人

19
○周産期医療従
事者の確保

Ｓ
産科・産婦人科・
婦人科医師数

17
○搬送体制の充
実

Ｐ
母体・新生児搬送
数・都道府県内搬送
率

18
○搬送体制の充
実

Ｐ
母体・新生児搬送の
うち受入困難事例の
件数

15
○周産期医療体
制の充実強化

Ｏ 新生児死亡率

16
○周産期医療体
制の充実強化

Ｏ 周産期死亡率

13
○周産期医療体
制の充実強化

Ｓ
乳幼児、小児の在宅
療養・療育を行う医
療機関の数

14
○周産期医療体
制の充実強化

Ｐ 分娩数

現状値
調査名等

（調査周期）
地域の状況 備考

12
○周産期医療体
制の充実強化

Ｓ
災害時小児周産期
リエゾン任命者数

指標

番号
医療機能 指　標　名
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 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

一般診療所の分娩取
扱施設に勤務する産
科医及び産婦人科医
総数（常勤換算）

22人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

6人 2人 7人 3人 2人 2人

東北6県平均25.6人、
全国平均48.1人
青森県22人,岩手県22.7人
宮城県46.9人,秋田県9.1人
山形県19.5人,福島県33.6人

15-49歳女性10万人
あたり

9.0人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

10.7人 3.3人 11.5人 13.3人 6.4人 15.7人

東北6県平均9.1人、
全国平均8.6人
青森県9.0人,岩手県9.8人
宮城県9.7人,秋田県5.3人
山形県9.7人,福島県9.5人

病院の分娩取扱施設
に勤務する産科医及
び産婦人科医総数

（常勤換算）

60.5人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

23人 15.5人 10.6人 4.1人 3.1人 4.2人

東北6県平均71.8人、
全国平均134.4人
青森県60.5人,岩手県73.1人
宮城県102.6人,秋田県68.2人
山形県65.7人,福島県60.9人

15-49歳女性10万人
あたり

24.8人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

41.0人 25.6人 17.4人 18.1人 9.9人 33.0人

東北6県平均27.8人、
全国平均24.0人
青森県24.8人,岩手県31.5人
宮城県21.2人,秋田県39.4人
山形県32.7人,福島県17.3人

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

日中主にNICU及び
GCUを担当する常勤
の小児科・新生児医
師数

14人
（平成26年度）

周産期医療体
制調（毎年）

14人 36人 33人 10人 20人 18人
東北6県平均21.8人
全国平均35.3人

日中主にNICU及び
GCUを担当する非常
勤の小児科・新生児
医師数（常勤換算）

14.0人
（平成26年度）

周産期医療体
制調（毎年）

14.0人 29.5人 17.9人 5.0人 8.0人 12.0人
東北6県平均14.4人
全国平均30.1

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

新生児専門医
1人

（平成28年10月
31日）

日本周産期・
新生児医学会
ＨＰ（随時）

1人 3人 5人 7人 4人 8人
東北6県平均4.7人、
全国平均13人（参考：平成29
年7月24日時点青森県）3人

15-49歳女性10万人
あたり

0.4人
（平成28年10月

31日）

日本周産期・
新生児医学会
ＨＰ（随時）

0.4人 1.3人 1.1人 6.0人 2.0人 2.4人
東北6県平均1.7人、
全国平均2.3人

母体・胎児専門医数
3人

（平成28年10月
31日）

日本周産期・
新生児医学会
ＨＰ（随時）

3人 7人 9人 10人 5人 6人
東北6県平均6.7人、
全国平均14人（参考：平成29
年7月24日時点青森県）5人

15-49歳女性10万人
あたり

1.3人
（平成28年10月

31日）

日本周産期・
新生児医学会
ＨＰ（随時）

1.3人 3.1人 1.9人 6.0人 2.5人 1.8人
東北6県平均2.4人、
全国平均2.5人

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

ｸﾘﾆｶﾙﾗﾀﾞｰﾚﾍﾞﾙⅢの
認証を受けた助産師
数(ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ助産師)

53人
（平成29年2月）

日本助産評価
機構HP（随
時）

53人 46人 42人 49人 52人 38人
東北平均46.7人、
全国平均55.6人

15-49歳女性10万人
あたり

22.6人
（平成29年2月）

日本助産評価
機構HP（随
時）

22.6人 20.4人 8.8人 29.5人 26.4人 11.2人
東北平均17.1人、
全国平均10.0人

新生児集中ケアの分
野で認定を受けた看
護師数

1人
（平成29年6月）

日本看護協会
HP（随時）

1人 5人 9人 3人 3人 5人
東北平均4.3人、
全国平均7.9人

15-49歳女性10万人
あたり

0.4人
（平成29年6月）

日本看護協会
HP（随時）

0.4人 2.2人 1.9人 1.8人 1.5人 1.5人
東北平均1.6人、
全国平均1.4人

 津軽地域  八戸地域  青森地域  西北五地域  上十三地域  下北地域

「分娩取扱有り」の
一般診療所の担当助
産師数

30.1人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

4人 7.6人 13.5人 3人 1人 1人

東北6県平均54.3人、
全国平均105.5人
青森県30.1人,岩手県45.4人
宮城県118.8人,秋田県24.5人
山形県29.3人,福島県77.8人

15-49歳女性10万人
あたり

12.3人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

7.1人 12.6人 22.2人 13.3人 3.2人 7.9人

東北6県平均19.3人、
全国平均18.9人
青森県12.3人,岩手県19.6人
宮城県24.5人,秋田県14.2人
山形県14.6人,福島県22.0人

「分娩取扱有り」の
病院の担当助産師数

200.9人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

71人 52.9人 40人 17人 11.6人 8.4人

東北6県平均244.9人 、
全国平均387.7人
青森県200.9人,岩手県208.7人
宮城県378.4人,秋田県237.4人
山形県219.9人,福島県223.8人

15-49歳女性10万人
あたり

82.3人
（平成26年）

医療施設調査
（3年毎）

126.6人 87.4人 65.8人 75.2人 37.0人 66.1人

東北6県平均93.4人、
全国平均69.3人
青森県82.3人,岩手県90.0人
宮城県78.0人,秋田県137.2人
山形県109.4人,福島県63.4人

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

就業助産師数
318人

（平成26年）
衛生行政報告
例（3年毎）

318人 370人 735人　 328人 315人 466人
東北平均422人
全国平均722.5人

15-49歳女性10万人
あたり

130.3人
（平成26年）

衛生行政報告
例（3年毎）

130.3人 159.5人 151.5人 189.6人 156.7人 132.0人
東北6県平均150人
全国平均129.2人

23
○周産期医療従
事者の確保

Ｓ
アドバンス助産師
数、新生児集中ケ
ア認定看護師数

24
○周産期医療従
事者の確保

Ｓ 助産師数

21
○周産期医療従
事者の確保

NICU専任医師数

22
○周産期医療従
事者の確保

Ｓ
日本周産期・新生
児医学会専門医数

現状値
調査名等

（調査周期）
地域の状況 備考

20
○周産期医療従
事者の確保

分娩を取扱う医師
数

指標

番号
医療機能 指　標　名
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25
○妊婦の健康管
理

7人
（平成28年）

こどもみらい
課調査（毎
年）

26
○周産期医療体
制の充実強化

4施設
（平成29年4月1

日）

医療薬務課調
査（毎年）

27
○周産期医療体
制の充実強化
○搬送の充実

3.6%
（平成22～26年）

周産期母子医
療ｾﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰ
ｸﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（随
時）

過去５年全国平均6.1%

28
○周産期医療体
制の充実強化
○搬送の充実

 2.1%
（平成24～H28年）

人口動態調査
（毎年）

過去５年全国平均2.1%

29
○周産期医療体
制の充実強化
○搬送の充実

1.2%
（平成24～H28年）

人口動態調査
（毎年）

過去５年全国平均1.0%

30
○周産期医療体
制の充実強化
○搬送の充実

3.6%
（平成24～H28年）

人口動態調査
（毎年）

過去５年全国平均3.8%

31
○周産期医療体
制の充実強化
○搬送の充実

0.69%
（平成24～H28年）

人口動態調査
（毎年）

過去５年全国平均0.76%

32
○周産期医療体
制の充実強化
○搬送の充実

0.26%
（平成24～28年平

均）

人口動態調査
（毎年）

過去５年全国平均0.31％

33

○周産期医療体
制の充実強化
○周産期医療従
事者の確保

NICU15床あたり6
人

（平成27年）

周産期母子医
療ｾﾝﾀｰﾈｯﾄﾜｰｸ
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（Ｈ
随時）
医療薬務課調
査（毎年）

全国平均8.4人（NICU15床あたり）

34

○分娩施設の充
実・強化
○周産期医療従
事者の確保

兼務1名
（平成29年4月1日）

医療薬務課調
査（毎年）

35 ○搬送の充実
85.0％

（平成27年）
医療薬務課調
査（毎年）

36 ○搬送の充実
2件

（平成28年度）
医療薬務課調
査（毎年）

人数
18人

（平成28年）
日本新生児成
育学会(4年毎）

全国平均58人

人口10万人あたり
人口10万人対　1.4人

（平成28年)

日本新生児成
育学会(4年毎）

全国平均2.1人

救急搬送マニュアル
を活用した新生児救
急搬送割合
救急隊員に対する周
産期救命研修実施
件数

37
○周産期医療従
事者の確保

日本新生児成育学
会員数

新生児死亡率
(出生千対）

周産期死亡率
(出生千対）

極低出生体重児
（1,500グラム未満）
出生割合（構成率）

超低出生体重児
（1,000グラム未満）
出生割合（構成率）

総合周産期母子医
療センターNICU専任
医師数

NICU入院児支援
コーディネーター

地域の状況 備考

出産後の妊娠届出
件数

周産期母子医療センターにおける精神疾患を
合併した妊婦への適切な医療を提供するた
めの連携体制の整備状況

総合周産期母子医
療センターNICU死亡
率

乳児死亡率
(出生千対）

指標

番号
医療機能 指　標　名 現状値

調査名等
（調査周期）
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第９節 小児医療対策（小児救急を含む） 
 
第１ 現状と課題 

小児医療は、誕生から思春期に至るまで、長い期間に 
わたり、子どもの成長に密接に関わります。その範囲も、 
予防接種や健診等（※）の保健予防的なものから高度専 
門的な小児医療まで広範にわたり、子どもの健やかな成 
長に重要な役割を果たしています。 

小児は、身体的にも精神的にも発達段階にあります。 
そのため、小児の疾患は成人とは異なり、年齢によって 
かかりやすい疾病が違うこと、成人と同じ病名でも小児 
特有の病態をとる場合が多いこと、初めは一般的な症状 
でも急変する場合があること等の特徴があります。 

近年、核家族化等から世代間で子育てをする機会が減 
る中で、本県の将来を担う子ども達の健やかな成長と子 
育て世代の不安解消に向け、小児に特有の病気やその対 
応を支援する医療提供体制の構築が必要となっています。          

 

（進行する少子高齢社会） 

昭和 55 年に約 37 万人だった本県の小児人口は、平成 

27 年には約 14 万８千人（平成 22年対比 13.8％減）に 

減少しています。全人口に占める小児人口の比率も、昭 

和 55 年の 24％から平成 27 年には 11.4％に減少し、少 

子高齢社会が進展しています。（右図参照） 

 

（小児の疾病構造） 

青森県の１日あたりの小児（0歳から 14 歳までを指 

す。以下同じ。）患者数（推計）は、入院で約 200 人、 

外来で約 8千百人となっています。（26年患者調査（厚 

生労働省）より） 

外来では、呼吸器系の疾患が最も多く、続いて消化器 

系、皮膚及び皮下組織の疾患となっています。（右図参照） 

 

（死亡の状況） 

平成 28 年の本県の乳児死亡率(出生千対)は 2.1、乳 

幼児死亡率(人口千対)は 0.56、周産期死亡率（出産千 

対）は 3.0 であり、全国と比較し、乳児死亡率及び乳幼 

児死亡率で同程度、周産期死亡率は低くなっています。 

また、本県の 22 年と比較すると、それぞれの死亡率 

は低くなっており、今後もこの水準を維持することが 

必要です。（指標 14～15 参照、右図参照） 

資料 国勢調査（総務省） 
 

 

　小児　傷病分類別推計患者数（外来） 単位　千人

患者数 割合 患者数 割合

総数 8.1 ― 総数 738.5 ―

1位 3.4 42.0% 281.6 39.0%

2位 0.7 8.6% 93.8 14.5%

3位 0.7 8.6% 54.0 6.6%

全国
区分

青森県

呼吸器系の疾患

消化器系の疾患

皮膚及び皮下組織の
疾患

呼吸器系の疾患

皮膚及び皮下組織の
疾患

消化器系の疾患

資料 平成 26年患者調査（厚生労働省） 

 

死亡率

本県 全国順位 全国

2.2 2.1 16 2

0.64 0.56 21 0.53

4 3 39 3.6周産期死亡率（出産千対）

区分
22年

（本県）

28年

乳児死亡率(出生千対）

乳幼児死亡率（５歳未満、人口千対）

資料 人口動態調査（厚生労働省） 
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１ 医療提供体制 

（１）小児救急医療体制の確保 

（小児救急搬送の状況） 

全国における 18 才未満の救急搬送数は、平成 17 

年の約 51 万人から平成 27 年は約 46 万人となって 

おり、減少傾向にあります。 

本県においても、平成 17年の 3,353 人から平成 

27 年の 2,650 人に減少しています。（指標 26～32 

参照、右図参照） 

 
年齢区分別傷病程度別の救急搬送人員について、 

消防庁の調査（平成 28年）によると、18 才未満の 

救急搬送における軽症者の割合は約 73％となって 

おり、日本医師会等の報告によると、小児の入院 

救急医療機関（第二次救急医療機関）を訪れる患 

者数のうち、９割以上が軽症であることが指摘さ 

れています。 

「年齢区分別傷病程度の救急搬送人員（平成 28 

年度）によると、本県の 18 才未満の軽症者の割合 

は約 72％となっており、軽症患者が多数受診して 

いる様子がうかがえることから、病状に応じて適切 

に医療機関を選択する呼び掛けが必要と考えられま 

す。（指標 26～32 参照、右図参照）                              
 
 
 
  
 
（小児救急医療体制） 

小児救急には、保護者が重症度を判断しにくいこと、患者本人以外の者が症状を代弁することになる

ため主訴が不明確になる場合があること、一般的な症状から急激に重篤な状態になる場合があること等

の特徴があります。 

医療体制においては、重症度に応じて、初期小児救急、入院や緊急手術等を要する二次小児救急、重

篤な三次小児救急に分けられ、特に休日や夜間の小児救急に関しては、小児の救急的疾患を１ヵ所で担

うことができない場合は、開業医師の参画による初期小児救急医療と病院小児科の輪番制等による二次

小児救急医療が体系的に確保・構築されていることが望まれます。（Ｐ245「休日夜間の小児救急医療体

制」参照） 

一方、命にかかわる小児の救急は病気よりも事故によるものが多く、全国で１歳から 14歳までの死因

の第１位は「不慮の事故」です。また、死亡に至った不慮の事故の内容は、０歳では窒息、１歳から 14

歳では交通事故が最も多くなっています。 

 

資料 救急事故等要領に基づく年報報告（青森県防災消防課） 

 

青森県 全国
平成17年 3,353 513,099

18年 3,150 494,257
19年 3,199 490,328
20年 2,802 445,548
21年 2,986 461,190
22年 2,877 456,177
23年 3,162 464,098
24年 2,887 469,158
25年 2,695 466,580
26年 2,971 470,684
27年 2,650 464,424

 

年齢区分別傷病程度の救急搬送人員（平成28年度）

新生児 乳幼児 少年

死　亡 5 1 3 1 130 1,062 1,197

構成比(%) 13.9 2.8 0.3 0.2 1.6 5.6 4.2

重　症 24 1 10 13 897 3,479 4,400

構成比(%) 1.4 2.8 1.0 2.2 11.1 18.5 15.4

中等症 433 19 284 130 2,486 7,801 10,720

構成比(%) 26.1 52.8 27.3 22.4 30.8 41.4 37.5

軽　症 1,197 15 745 437 4,555 6,494 12,246

構成比(%) 72.2 41.7 71.5 75.2 56.4 34.5 42.9

その他 0 0 0 0 3 5 8

構成比(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

計 1,659 36 1,042 581 8,071 18,841 28,571

構成比(%) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

区      分 成人 高齢者 計

18　歳　未　満

内訳

死亡

重症

中等症

軽症

その他

合計

資料 救急・救助の現況（消防庁）、 
青森県防災・消防の現況（青森県防災消防課） 
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① 初期小児救急 

ア 休日夜間の急患センターの状況（青森市、弘前市、八戸市に設置） 

青森市、弘前市、八戸市において、小児科医師が休日夜間の初期救急に対応しています。 
今後も現体制で実施している取組の継続が必要です。 

 
 

イ 在宅当番医制 

 休日や夜間に地域の診療所等が当番で診療を行うものであり、診療科は様々ですが小児科診療所が当 
番のこともあります。現在のところ、青森市、八戸市、黒石市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ 
市で実施されています。これらの体制の確保は地域の医師会や歯科医師会などの協力により行われてお 
り、参加医師の高齢化など課題もありますが、今後も診療体制の確保を維持していくことが必要です。 

 

② 入院や緊急手術等を要する二次小児救急医療 

 県内における小児の二次救急医療体制については、津軽地域において、病院小児科が毎日交替で二次小 
児救急医療を提供する二次輪番病院体制がとられ、その他の地域ではそれぞれの病院小児科が小児科医師 
の当直や呼び出しで確保しています。 
 小児科医療施設自体が少なく、初期救急医療体制が整備されていない地域では特に、地域の中核的な病 
院小児科が 24時間 365 日初期救急を含めた医療にあたっている状況にあり、小児科医師が少ない本県に 
おいて隙間のない二次小児救急医療を提供するための小児科医師の負担は大きく、医師確保と同時に、重 
症度に応じた役割分担や医療連携が、医療関係のみならず、県民の参画と協力のもとに推進されることが 
重要となっています。このため、病状に応じて適切に医療機関を受診することを呼び掛けることが必要と 
考えられます。（指標 39～41 参照、下図参照） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

◇青森市急病センター（診療科：内科、外科、小児科）　　住所　　青森市中央1-22-25　　電話017-773-6477

区分 月～金 土

午前

午後

夜間

◇弘前市急患診療所（診療科：内科、小児科）　　住所　弘前市野田2-7-1　　電話　0172-34-1131

区分 月～金 土

午前

午後

夜間

◇八戸市休日夜間急病診療所（診療科：内科、外科、小児科）　住所　八戸市根城8-8-39　電話0178-22-2277

区分 月～金 土

午前

午後

夜間

※ゴールデンウィーク及び年末年始期間は
12：00～18：00に小児科医師勤務。

10：00～12：00（小児科医師）

12：00～16：00（小児科医師）

19：00～22：30(小児科医師）

日・祝（12/31～1/3を含む）
※急患診療所に小児科医師

が勤務しない日は在宅当番医
が小児科医師。

12：00～19：00　※

19：00～23：00　※

日・祝（12/31～1/3を含む）

12：00～18：00

19：00～23：00（小児科医師）

日・祝（12/31～1/3、8/13を含む）

参考 休日夜間の津軽地域小児救急医療体制（津軽地域小児救急医療体制リーフレットより抜粋） 
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③ 小児救命救急医療 

 弘前大学医学部附属病院小児科では、重症の急性脳症等の小児患者に対する救命救急医療が提供されて 
います。また、県立中央病院と八戸市立市民病院に救命救急センターが設置されており、24時間 365 日、 

重症の救急患者に対する救命救急医療を行っています。今後も小児救命救急医療の体制維持が必要不可欠 
となっています。（指標 44 参照、上図参照） 
 
 

 
 

 
 

・青森労災病院

・五戸総合病院

小
児
救
命
救
急

（
三
次
救
急

）

入
院
小
児
救
急

（
二
次
救
急

）

○八戸市立市民
病院

・八戸赤十字
病院

☆つがる西北五
広域連合つがる
総合病院

【津軽地域小児救
急医療体制】

小児二次輪番体制

下北地域津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域

☆むつ総合病院

（小児救急医療支
援事業参加病院）

○県立中央病院

○青森市民病院

○国立病院機構
弘前病院

☆十和田市立
中央病院

☆三沢市立病院

弘前市急患診療所
（小児科医勤務）

在宅当番医制
（十和田市）
（三沢市）

在宅当番医制
（むつ市）初

期
小
児
救
急

八戸市休日夜間
急病センター
＋　八戸市在宅当
番医

（いずれかが小児
科医）

青森市急病セン
ター
（小児科医勤務）

在宅当番医制
（五所川原市）

○弘前市立病院

○健生病院

○国立病院機構
青森病院

小児科医師の当直や呼び出し等で休日夜間の小児二次救急患者に対応している病院

（平成２９年９月１日現在（医療薬務課調べ））

◎弘前大学医学部附属病院（小児科）、高度救命救急センター

※ こども救急電話相談（毎夜間19：00～翌朝8：00）

♯8000（017-722-1152）
（携帯電話からもかけられます）

※ 電話相談であり、治療行為では

ありません

かかりつけ医（小児科診療所等）

小児の急病

休日夜間の小児救急医療体制 ◎小児中核病院、○小児地域医療センター、☆小児地域支援病院 
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（２）小児救急に係る普及啓発、相談支援の推進 

（こども救急電話相談） 

  応急手当の方法や緊急時の受診の目安等について看護師が電話で相談に応じるこども救急電話相談（＃

8000 または 017-722-1152）を、毎日 19時から翌朝８時まで実施しています。なお、看護師で対応できな

い内容については小児科医師が対応します（23年８月から毎夜間に体制拡充）。 

核家族化で身近に相談する相手がいない保護者が増え、救急対応の助言を必要とする場合が多くなっ

ています。今後も利用者の不安解消に向け、小児救急電話相談の利用をさらに呼び掛ける必要がありま

す。（指標 1～3参照、下表参照）※平成 24年度からの５年間で、相談件数が２倍になりました。 

 

 

 

 

 

（安全安心に向けた支援の普及啓発） 

  子どもの発熱、ケガ等急な対応が必要なときの情報について、普及啓発を図っています。必要な情報を

保護者が得られる体制が必要です。 

・ 『あおもり子育て応援アプリ特設サイト』 ＵＲＬ ⇒ http://www.pomit.jp/  

・ 『こどもの救急（症状別にチェックができる「救急＆予防」サイト）』 

   ＵＲＬ ⇒ http://kodomo-qq.jp/ （公益社団法人日本小児科学会ＨＰ内）  

 

（３）小児医療体制の確保 

① 小児医療提供施設 

全国的に、平成 20年から平成 26 年までの間に小児科を標榜している一般病院は 8.6％減少、診療所

は 7.6％減少しています。（平成 26年 病院数 2,656、診療所数 20,802）。 

本県においては、小児科を標榜する医療機関は 261 施設あるが、そのうち小児科常勤医師がいる病院 

 は 19 施設、小児科単科及び小児科を主たる診療科とする診療所は 43 施設となっています。 

なお、本県においても小児科を標榜している機関数は減少しており、23年度と 27 年度を比較する

と、病院は 16.3％減、診療所は 13.1％減少しています。（指標 16～19 参照、下表参照） 

安定した小児医療体制を確保するために、一定の小児科標榜医療機関の維持に向けた取組を行う必要

があります。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

青森県こども救急電話相談（#8000）実績 

 

小児人口1万人あたり小児科標榜医療機関数

津軽 7 75 82 33,354 24.6
八戸 11 34 45 40,657 11.1
青森 6 64 70 37,195 18.8

西北五 5 24 29 14,203 20.4
上十三 5 19 24 22,403 10.7
下北 2 9 11 9,266 11.9
県計 36 225 261 157,078 16.6

圏域
小児科
標榜

病院数

小児科
標榜

診療所数
計

１５歳未満
人口

１５歳未満

１万人あたり

医療機関数

 

年　　　　　度

相　談　件　数

一相談日あたり

の相談件数

5,951

9.3 10.7 14.7 16.3

2,977

8.2

3,402 3,910 5,369

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

 

資料
病院　　青森県社会福祉施設名簿
診療所　　青森県内診療施設名簿
15歳未満人口　　平成27年１月１日住民基本台帳（総計）  

資料
病院　　青森県社会福祉施設名簿
診療所　　青森県内診療施設名簿

 

小児科標榜

病院数

小児科標榜

診療所数
計①

小児科標榜

病院数

小児科標榜

診療所数
計②

津軽 7 88 95 7 75 82 △ 13
八戸 13 39 52 11 34 45 △ 7
青森 8 70 78 6 64 70 △ 8

西北五 6 26 32 5 24 29 △ 3
上十三 7 26 33 5 19 24 △ 9
下北 2 10 12 2 9 11 △ 1
県計 43 259 302 36 225 261 △ 41

２７年度
②-①区分

２３年度

 

http://www.pomit.jp/
http://kodomo-qq.jp/
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② 小児中核病院・小児地域医療センター等 

各圏域及び県全体で必要な医療提供体制を確保するために、それぞれの医療機関の役割を明確にし、

今後の小児医療提供体制の安定化を図る必要があります。 

日本小児科学会が示している「中核病院小児科・地域小児科センター登録事業」（以下「登録事業」と

いう。）による中核病院小児科、地域小児科センターを参考に、下記のとおり小児医療体制における役割

を担い、医療の地域特性を考慮しつつ、質の高い小児医療が継続的に提供できる体制の構築を目指して

います。（指標 42～44 参照、下表参照） 

小児中核病院である弘前大学医学部附属病院では、血液、心臓、腎臓、神経、新生児等の専門グルー 
プにより、地域の医療機関で対応が困難な小児患者に対し、高度な小児専門医療が提供されています。 
 小児地域医療センターでは、小児医療圏において小児専門医療が提供されており、一般の小児医療を 
行う機関では対応が困難な患者の入院診療が行われています。 
 小児地域支援病院では、小児医療過疎地域の最大の病院小児科として一般小児医療が提供され、原則 
として入院病床が設置され、必要に応じて小児地域医療センター等への紹介が行われています。 
 

小児医療体制における役割 

種      類 内          容 県内の病院の状況 備  考 

小児中核病院 ・大学病院及び総合小児医療施設（小児病院等） 

・地域小児科センターとネットワークを構築 

・網羅的・包括的な高次医療・三次医療を提供 

弘前大学医学部附属病院小児科 日本小児科学

会の中核病院

小児科に相当 

小児地域医療 

センター 

 

・24時間体制で小児二次医療を提供 

・１つの小児二次医療圏に１つを想定 

津軽地域；輪番当番参加病院の複合型

（国立病院機構弘前病院、弘前市立弘

前病院、健生病院、国立病院機構青森

病院） 

・八戸地域…八戸市立市民病院 

・青森地域…県立中央病院と青森市民

病院の複合型 

日本小児科学

会の地域小児

科センターに

相当 

小児地域支援 

病院 

・小児中核病院、小児地域医療センターがない医

療圏における最大の病院小児科 

・小児科地域医療センターあるいは小児中核病院

からのアクセスが不良（車で１時間以上） 

・一次、二次医療を担当 

・西北五地域…つがる総合病院 

・上十三地域…十和田市立中央病院、

三沢市立三沢病院 

・下北地域…むつ総合病院 

日本小児科学

会の地域振興

小児科Ａに相

当 

一般小児科 

病院 

・小児医療圏内において、小児地域医療センター

と連携し、主に一次医療及び一部の二次医療を提

供する病院 

・八戸赤十字病院 

・青森労災病院 

・五戸総合病院 

 

 

③ 小児医療に関わる医師等 

小児科医師の全体数は増加していますが、本県は横ばいで推移しています。また、人口 10 万人あたり 

の小児科医師数は全国平均を下回っています。 

また、県内では、津軽地域、八戸地域、青森地域に小児科医が多い状況となっています。（指標 22～ 

25 参照、下図参照） 
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以上を踏まえ、気候や交通事情など本県の特質を考えた上で、小児医療を担う医師の増加に向けた取組 

を進めることが本県の大きな課題といえます。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

④ 災害時の対応 

これまでの震災などを踏まえ、現状の災害医療体制では小児・周産期医療に関して準備不足であることが

指摘されています。そのため、災害医療コーディネーターのサポートとして、小児周産期分野の調整役であ

る災害時小児周産期リエゾンの配置が求められており、本県では現在５名（平成 29 年度末現在）が、災害

時小児周産期リエゾン養成研修を修了しています。今後は、災害時の小児・周産期医療対策を踏まえ、災害

時小児周産期リエゾン養成研修の修了者を増やすとともに、災害時小児周産期リエゾンとしての役割を適

切に果たすことができるよう、取組を行う必要があります。 

 

（４）療養、療育支援が可能な体制 

（障害児等の医療） 

主として肢体不自由のある児童が利用する医療型障害児入所施設では、上肢、下肢又は体幹機能に障

害を持つ 18 歳未満の児童に対して、日常生活の指導や独立自活に必要な知識技能の付加及び治療等を実

施しています。 
また、重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複している児童が利用する医療型障害児入所施設又は

指定発達支援医療機関では、心身に障害のある児童に対する専門的な医療を行っています。 
今後も障害児等の専門的な医療を提供する体制の維持が必要です。 

 
資料 医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 

 

小児人口1万人あたり小児科医師数

津軽 31,722 50 15.8

八戸 38,692 25 6.5

青森 35,220 30 8.5

西北五 13,128 7 5.3

上十三 21,003 16 7.6

下北 8,674 5 5.8

県計 148,439 133 9.0

圏域
１５歳未満

人口
小児科
医師数

１５歳未満
１万人あたり

小児科医師数

 

 

資料

15歳未満人口　　平成29年１月１日住民基本台帳（総計）

医師数　　平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査
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（重症心身障害児の医療） 

小児病棟や NICU 等で療養中の重症心身障害児等が生活の場で療養・療育できるよう、医療、介護及び 

福祉サービスが相互に連携した支援を行っています。 

 今後も長期療養を必要とする慢性疾患や障害のある児に、専門的な医療を提供する必要があります。 

 

（医療的ケア児の医療） 

医療技術の進歩等を背景として、NICU 等に長期間入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用 

し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）が増加しています。 

医療的ケア児が適切に医療的な支援を受けることができるよう、体制整備に取り組みます。（指標 4～ 

 7 参照） 

 
（児童・思春期の精神医療） 

  県立つくしが丘病院（青森市）、芙蓉会病院（青森市）、十和田市立中央病院（十和田市）では、児童 
思春期の子どもの心の問題に対する入院専門医療を行っています。（平成 29 年 10 月１日現在） 
今後も心の問題のある児に、専門的な医療を提供する必要があります。 

 

（小児期に発症した疾患を有する患者の移行期医療（トランジション）） 

  小児期に発症した疾患を有する患者が、成人期になっても治療が必要な場合があることから、小児期

から成人期の移行期医療（トランジション）について、日本小児科学会の「小児期発症疾患を有する患 

者の移行期医療に関する提言」を参考にするなど、必要な医療体制の支援に向けて検討を行う必要があ 

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定入所支援の種類 施設名

主として肢体不自由のある児童が利用する福祉型障害児入所施設

主として肢体不自由のある児童が利用する医療型障害児入所施設

主として重度心身障害児が利用する医療型障害児入所施設または

指定発達医療機関

県立はまなす医療療育センター

県立あすなろ療育福祉センター

県立さわらび療育福祉センター

県立はまなす医療療育センター

独立行政法人国立病院機構青森病院

独立行政法人国立病院機構八戸病院
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２ 従来の医療連携体制の圏域 

前計画機関（平成 25 年度～平成 29年度）では、医療資源、中核病院小児科・地域小児科センターの

配置、当県の地理的条件等から、小児医療及び小児救急医療連携体制の圏域は、現行の二次保健医療圏

を基本に取組を推進してきました。 

 

 

第２ 施策の方向 

 

１ 医療連携体制の圏域 

  医療連携体制の圏域は、従来までと同様に、 

津軽、八戸、青森、西北五、上十三、下北の 

６つの二次医療圏をもとに６圏域を維持し、 

取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積（㎢） 人口
うち15歳
未満人口

津軽 1,598.22 291,261 31,722
八戸 1,346.83 329,544 38,692
青森 1,478.09 313,819 35,220

西北五 1,752.46 134,745 13,128
上十三 2,053.88 177,993 21,003
下北 1,416.08 76,499 8,674
合計 9,645.56 1,323,861 148,439

2017年1月1日
圏域

国土地理院
H28

住民基本台帳

 

◎　小児中核病院

○　小児地域医療センター

☆　小児地域支援病院

青森市

平内町

蓬田村

外ヶ浜町

外ヶ浜町

今別町
中泊町

中泊町

五所川原市

五所川原市

つがる市

鰺ヶ沢町

深浦町

鶴田町

西目屋村

弘前市

板柳町

藤崎町
田舎館村

黒石市

平川市大鰐町

横浜町

六ヶ所村

三沢市

六戸町

東北町

七戸町

十和田市

野辺地町

おいらせ町

八戸市

階上町南部町

五戸町

新郷村

三戸町

田子町

むつ市 東通村

風間浦村大間町

佐井村

上十三地域

津軽地域

八戸地域

青森地域

西北五地域

下北地域

◎弘前大学医学部附属病院

☆三沢市立三沢病院

☆十和田市立中央病院

☆むつ総合病院

☆つがる総合病院

○国立病院機構弘前病院

○国立病院機構青森病院

○弘前市立病院

○健生病院

○八戸市立市民病院

○青森県立中央病院

○青森市民病院
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２ 施策の方向性 

 （１）小児救急医療体制の確保 

（施策） 

○ 身近な地域において、小児科を標榜する診療所等による平日昼間や、休日夜間急患センターや

在宅当番医制による休日・夜間の初期小児救急を行います。なお、実施が困難な地域では、小児

科医師と小児科医師以外の医師との協力体制の構築等、実状に即した救急医療体制を確保すると

ともに、小児救急電話相談（＃8000）の普及啓発や適切に医療機関を選択するための情報提供を

行います。（小児科を標榜する診療所、一般小児科病院、小児地域支援病院、休日夜間急患セン 

ター、在宅当番医制に参加している診療所、県、市町村） 

○ 小児医療圏において、小児救急医療機関間の連携、分担等により、入院を要する小児救急医療

を提供します。（小児地域医療センター、小児地域支援病院、一般小児科病院、県、市町村） 

   ○ 三次医療圏において、小児の救命救急医療を 24時間体制で提供します。（小児中核病院、高度

救命救急センター、県、市町村） 

 

（２）小児救急に係る普及啓発、相談支援の推進 

（目標） 

目  標  項  目 現  状  値 目 標 値 備        考 

小児救急電話相談の相談件数 

（小児人口 10万人あたり） 

3,418 件 

（平成 27 年度） 
増加 

【出典：都道府県調査（平成

27 年度）】 

（施策） 

○ 小児救急電話相談（＃8000）の普及啓発や適切に医療機関を選択するための情報提供を行い、

急病時の対応等について、健康相談・支援を行います。（県、市町村） 

○ 不慮の事故防止対策や家族による応急手当等急病への対応について、普及啓発・支援を行い 

ます。（県、市町村） 

 

（３）小児医療体制の確保 

  （目標） 

目  標  項  目 現  状  値 目 標 値 備        考 

乳児死亡率（出生千対） 2.1 

（平成 24年～平成 28年

の平均値） 

 

現状維持 

【出典：人口動態調査（平

成 24年～平成 28 年）】 

小児科標榜診療所及び小児医療

に係る病院に勤務する医師数

（総数） 

149.1 人 

（平成 26 年） 

 

増加 

【出典：医療施設調査（平

成 26年）】 

小児科標榜診療所及び小児医療

に係る病院に勤務する医師数 

（小児人口 10万人あたり） 

92.4 人 

（平成 26 年） 

 

増加 

【出典：医療施設調査（平

成 26年）】 

（施策） 

   ○ 身近な地域において、一般的な小児医療に係る診断、検査、治療を実施します。（小児科を標榜

する診療所、一般小児科病院、小児地域支援病院） 
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○ 小児医療圏において、一般の小児医療を行う医療機関では対応が困難な患者等に対し、小児専

門医療を提供します。（小児地域医療センター、小児地域支援病院、一般小児科病院） 

○ 三次医療圏において、高度な専門医療を提供します。（小児中核病院、高度救命救急センター） 

○ 小児医療に係る医師の確保に努めるほか、医師の確保が著しく困難な地域においても、医療の

連携を図りながら全体で対応できる体制を構築します。（県、市町村、医療機関、弘前大学） 

○ 災害時における小児・周産期医療対策の実施に備え、災害時小児周産期リエゾン養成研修の修 

了者を増やすとともに、同リエゾンの役割を適切に果たすことができるよう、体制の構築に取組 

みます。（県） 

   

（４）療養、療育支援が可能な体制の確保 

（目標） 

目  標  項  目 現  状  値 目 標 値 備       考 

小児に対応している訪問看護ステー

ション数（※） 

（20 歳未満人口 10万人あたり） 

30 施設 

（平成 29年度） 

 

増加 

【出典：県独自調査（平成

29 年度）】 

※平成 29 年 10 月 1日現在 

   ※ 県及び中核市から指定小児慢性特定疾病医療機関として指定を受けている県内の訪問看護ステーション数 

 

（施策） 

   ○ 長期療養を必要とする慢性疾患や障害のある児、心の問題のある児に専門治療を提供します。 

（障害児等への専門医療を担う病院小児科、精神疾患専門医療機関） 

○ 小児病棟や NICU 等で療養中の重症心身障害児等が生活の場で療養・療育できるよう、医療、介 

護及び障害福祉が相互に連携した支援を行います。（医療型障害児入所施設） 

 ○ 医療的ケア児が適切に医療的な支援を受けられるよう、体制の整備に取り組みます。（県、市町

村、訪問看護ステーション等） 
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医

療

機

能

（

重

症

度

）

小児医療の連携体制

発症

時間の流れ

○小児救急電話相談事業 等

健康相談等支援

○初期小児救急の実施

初期小児救急

緊急手術等を要する

場合の連携

【消防機関】

適切な医療機関への搬送

【入院小児医療】

○入院を要する小児救急

医療の実施

入院小児救急

重篤な小児

患者の紹介

○24時間体制での

救命救急医療

救命救急医療
○地域の小児専門医療

では対応が困難な高度

専門入院医療

高度小児専門医療

○地域に必要な一般小児医療の実施

○生活の場（施設を含む）での療養・療育が必要な小児に対する支援

参

画 一般小児医療

（小児科標榜医療機関）

常時の監視等を

要する患者

【小児専門医療】

○一般小児医療を行う機関では対応が困難な小児専

門医療の実施

○重症心身障害児等への医療や子どもの心の問題へ

の医療等の小児専門医療の実施

小児専門医療

（病院小児科）

療養・療育を要する

小児の退院支援

高度専門的な医療

を要する患者

療養・療育を要する

小児の退院支援
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第３ 目指すべき医療機能の姿   

 

病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 

 

 

 

 

 

②【初期小児救急】（初期小児救急医療を担う機能）
・初期小児救急を実施すること

①【一般小児医療】
・小児地域支援病院（つがる総合病院、十和田市立中央病院、三沢市立三沢病
院、むつ総合病院）
・一般小児科病院（八戸赤十字病院、青森労災病院、五戸総合病院）
・小児科を標榜する病院・診療所（小児かかりつけ医を含む。）
・訪問看護ステーション

②【初期小児救急】
（平日昼間）
・小児地域支援病院（つがる総合病院、十和田市立中央病院、三沢市立三沢病
院、むつ総合病院）
・一般小児科病院（八戸赤十字病院、青森労災病院、五戸総合病院）
・小児科を標榜する病院・診療所
（夜間休日）
・在宅当番医制に参加している診療所
・休日夜間急患センター

・津軽地域においては、津軽地域小児救急医療体制に基づき連携

機
能

健康相談等の支援の機能
【相談支援等】

一般小児医療、初期小児救急

②【初期小児救急】
《医療機関》
・小児初期救急センター、休日夜間急患センター等において平日昼間や夜間休日
における初期小児救急医療を実施すること
・緊急手術や入院等を要する場合に備え、対応可能な医療機関と連携しているこ
と
・地域で小児医療に従事する開業医等が、病院の開放施設（オープン制度）や小
児初期救急センター等、夜間休日の初期小児救急医療に参画すること

目
標

・子供の急病時の対応等を支援すること
・慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、地域の
医療資源、福祉サービス等について情報を提供すること
・不慮の事故等の救急の対応が必要な場合に、救急蘇生法等を実施でき
ること
・小児かかりつけ医を持つとともに、適正な受療行動をとること

①【一般小児医療】（一般小児医療を担う機能）
・地域に必要な一般小児医療を実施すること
・生活の場（施設を含む）での療養・療育が必要な小児に対し支援を実施するこ
と

求
め
ら
れ
る
事
項

《家族等周囲にいる者》
・必要に応じ電話相談事業を活用すること
・不慮の事故の原因となるリスクを可能な限り取り除くこと
・救急蘇生法等の適切な処置を実施すること

《消防機関等》
・心肺蘇生法や不慮の事故予防に対する必要な知識を家族等に対し、指
導すること
・急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送すること
・救急医療情報システムを活用し、適切な医療機関へ速やかに搬送する
こと

《行政機関》
・休日夜間等の子供の急病等に関する相談体制を確保すること
・小児の受療行動に基づき、急病等の対応等について啓発を実施するこ
と
・心肺蘇生法や不慮の事故予防に対する必要な知識を、家族等に対し指
導する体制を確保すること
・慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、地域の
医療資源福祉サービス等について情報を提供すること

①【一般小児医療】
《医療機関》
・一般的な小児医療に必要とされる診断・検査・治療を実施すること
・軽症の入院診療を実施すること（入院設備を有する場合）
・他の医療機関の小児病棟やNICU等から退院するに当たり、生活の場(施設を含
む。)での療養・療育が必要な小児に対し支援を実施すること
・訪問看護ステーション、福祉サービス事業者、行政等との連携により、医療、
介護及び福祉サービス（レスパイトを含む。）を調整すること
・医療型障害児入所施設等、自宅以外の生活の場を含めた在宅医療を実施するこ
と
・家族に対する身体的及び精神的サポート等の支援を実施すること
・慢性疾患の急変時に備え、対応可能な医療機関と連携していること
・専門医療を担う地域の病院と、診療情報や治療計画を共有するなどして連携し
ていること

担
い
手

県民（家族等周囲にいる者）、消防機関、行政機関等

連
携

・小児専門医療機関との連携
・慢性疾患等の急変時に備え対応可能な医療機関との連携
・専門医療を担う地域の病院との連携
・入院や緊急手術等を要する小児救急患者は二次救急病院に紹介、転送

圏
域

（二次保健医療圏）
津軽地域、八戸地域、青森地域、西北五地域、上十三地域、下北地域

・ 一般小児医療を担う機能をもち、小児医療過疎地域において不可欠の小児科

こと（小児地域支援病院）

・ 原則として入院病床を設置し、必要に応じて小児地域医療センター等へ紹介
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②【入院小児救急】（入院を要する救急医療を担う機能）
・入院を要する小児救急医療を24時間体制で実施すること

②【小児救命救急医療】（小児の救命救急医療を担う機能）
・小児の救命救急医療を24時間体制で実施すること

①【小児専門医療】
・小児地域医療センター
　津軽地域：国立病院機構弘前病院、弘前市立病院、健生病院、国立病
院機構青森病院による輪番当番参加病院の複合型
　八戸地域：八戸市立市民病院
　青森地域：県立中央病院と青森市民病院の複合型
・小児地域支援病院
　西北五地域：つがる総合病院
　上十三地域：十和田市立中央病院、三沢市立三沢病院
　下北地域：むつ総合病院
・一般小児科病院（八戸赤十字病院、青森労災病院、五戸総合病院）

①【高度小児専門医療】
・小児中核病院（弘前大学医学部附属病院小児科）

②【入院小児救急】
・小児地域医療センター
　津軽地域：国立病院機構弘前病院、弘前市立病院、健生病院、国立病
院機構青森病院による輪番当番参加病院の複合型
　八戸地域：八戸市立市民病院
　青森地域：県立中央病院と青森市民病院の複合型
・小児地域支援病院
　西北五地域：つがる総合病院
　上十三地域：十和田市立中央病院、三沢市立三沢病院
　下北地域：むつ総合病院
・一般小児科病院（八戸赤十字病院、青森労災病院、五戸総合病
　院）

②【小児救命救急医療】
・小児中核病院（弘前大学医学部附属病院小児科）
・高度救命救急センター（弘前大学医学部附属病院）

・高度小児専門医療機関との連携
・小児科標榜医療機関との連携
・療養、療育支援を担う施設との連携

・地域の小児専門医療機関との連携
・療養、療育支援を担う施設との連携

・地域の小児専門医療機関との
連携
・療養、療育支援を担う施設と
の連携

・津軽地域においては、津軽地域小児救急医療体制に基づき連携

障害児等へ
の専門医療

小児専門医療、入院小児救急
（二次医療）

高度小児専門医療、小児救命救急医療
（三次医療）

【医療機関】
・長期療養を必要とする慢性疾
患や障害のある児、広汎性発達
障害児等の発達障害児への専門
医療を行うこと
・訪問看護ステーション、福祉
サービス事業者、行政等との連
携により、医療、介護及び福祉
サービス（レスパイトを含む）
を調整すること
・医療型障害児入所施設等、自
宅以外の生活の場を含めた在宅
医療を実施すること
・発達の遅れ又はその疑いのあ
る児への診療及び保護者への支
援を行うこと

②【入院小児救急】
《医療機関》
・小児科医師や看護師などの人員体制を含めて、入院を要する小児救急
医療を24時間365日体制で実施可能であること
・小児科を標榜する診療所や一般病院等の地域医療機関と連携し、地域
で求められる入院を要する小児救急医療を担うこと
・高度専門的な対応について、高次機能病院と連携していること
・療養、療育支援を担う施設と連携していること
・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること

②【小児救命救急医療】
《医療機関》
・小児地域医療センター等からの紹介患者や重症外傷を含めた
救急搬送による患者を中心として、重篤な小児患者に対する救
急医療を24時間365日体制で実施すること
・小児の集中治療を専門的に実施できる診療体制を構築するこ
とが望ましいこと
・療養、療育支援を担う施設と連携していること
・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること

①【小児専門医療】（小児専門医療を担う機能）
・一般の小児医療を行う医療機関では対応が困難な患者に対する医療を
実施すること
・小児専門医療を実施すること

①【高度小児専門医療】（高度な小児専門医療を担う機能）
・小児地域医療センターでは対応が困難な患者に対する高度な
専門入院医療を実施すること
・当該地域における医療従事者への教育や研究を実施すること

・重症心身障害児等への医療や
子供の心の問題への医療等の小
児専門医療を実施すること

①【小児専門医療】
《医療機関》
・高度の診断、検査、治療や勤務医の専門性に応じた専門医療を行うこ
と
・一般の小児医療を行う機関では対応が困難な患者や常時監視・治療の
必要な患者等に対する入院診療を行うこと
・小児科を標榜する診療所や一般病院等の地域における医療機関と、小
児医療の連携体制を形成することにより、地域で求められる小児医療を
全体として実施すること
・より高度専門的な対応について、高次機能病院と連携していること
・療養、療育支援を担う施設と連携や、在宅医療を支援していること
・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること

①【高度小児専門医療】
《医療機関》
・小児地域医療センター等との連携により、高度専門的な診
断・検査・治療を実施し、医療人材の育成・交流などを含めて
地域医療に貢献すること
・療養・療育支援を担う施設と連携していること
・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること

障害児等への専門医療を担う病
院小児科、精神疾患専門医療機
関、医療型障害児入所施設

・重篤な小児患者は三次小児救急病院に紹介、転送

（二次保健医療圏）
津軽地域、八戸地域、青森地域、

　西北五地域、上十三地域、下北地域

（三次保健医療圏）
青森県全域

（三次保健医療圏）
青森県全域

病院として、軽症の診療、入院の受入を実施する

すること （小児地域支援病院）

※ 医療連携体制の構築に必要な医療機能を担う医療機関を調査し、個別医療機関名をホームペー 
ジで公表します。 
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病期   SPO
重要◎
参考○

県設定★
指標番号 指標名 集計単位 定義

調査名
等

調査年
（調査周期）

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

1
小児人口10
万人あたり

1 1 3 1 2 1 1

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

2 総数 16,023 5,369 3,627 16,827 1,675 3,761 9,985

3
小児人口10
万人対

4,566 3,418 2,321 5,632 1,493 2,697 4,092

東北平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

4 総数 46 30 48 98 31 32 38

5
20歳未満人
口10万人あ
たり

19 14 23 24 21 17 12

東北平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

6 総数 0 * 0 0 0 0 *

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

7 総数 638 101 165 460 213 136 330

8
小児人口10
万人あたり

638 64 106 154 190 98 135

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

9 総数 137 18 238 417 26 0 123

10
小児人口10
万人あたり

79 12 163 146 25 0 54

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

11 総数 33.0 7.7 15.3 99.2 0.0 45.7 30.2

指標

地
域
・
相
談
支
援
等

S

(

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー

指
標

）

◎

子ども
医療電
話相談
の回線
数

都道府県

○

小児の
訪問看
護を実
施してい
る訪問
看護ス
テーショ
ン数

都道府県

子ども医療電話相談
の最大回線数・相談件
数

都道府
県調査

　平成27年度

 (令和３年３月
変更)

◎

子ども
医療電
話相談
の相談
件数

都道府県
子ども医療電話相談
の最大回線数・相談件
数

都道府
県調査

平成27年度

 (令和３年３月
変更)

指定小児慢性特定疾
病医療機関として指定
を受けている訪問看護
ステーション数

県独自
調査

平成29年

 (令和３年３月
変更)

○

小児の
訪問診
療を実
施してい
る診療
所・病院
数

都道府県
在宅患者訪問診療（１
日につき）を算定した
医療機関（１５歳未満）

NDB

平成30年

 (令和３年３月
追加)

NDB  平成27年度

小児の
訪問診
療を受
けた患
者数

都道府県
訪問診療を受けた患
者数（１５歳未満）（算
定回数）

NDB

平成30年

 (令和３年３月
追加)

地
域
・
相
談
支
援
等

P

（
プ
ロ
セ
ス
指
標

）

〇

小児在
宅人工
呼吸器
患者数

都道府県
C017 在宅人工呼吸指
導管理料の15歳未満
の算定件数

小児の
訪問看
護利用
者数

二次医療
圏

訪問看護の提供を受
ける利用者のうち、１５
歳未満の者

NDB

平成30年

 (令和３年３月
追加)
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病期   SPO
重要◎
参考○

県設定★
指標番号 指標名 集計単位 定義

調査名
等

調査年
（調査周期）

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

12 医療機関数 455 136 162 257 103 128 339

13 受診数 58,590 15,358 13,467 20,521 23,656 17,264 47,462

14
小児人口10
万人あたり
の受診数

16,697 9,777 8,617 6,869 21,084 12,379 19,450

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

15 医療機関数 621 187 239 347 139 210 486

16 算定回数 67,534 18,236 16,480 24,462 28,266 20,304 55,055

17
小児人口10
万人あたり
の算定回数

19,246 11,610 10,544 8,188 25,193 14,559 22,562

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

出生千対 2 2 3 2 1 2 2

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 57 30 34 48 11 29 44

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 10 2 7 10 7 2 7

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 10 1 4 7 1 6 4

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

20 総数 117 43 41 81 42 55 84

21
県小児人口
10万人対

33 27 26 27 36 39 34

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

22 総数 57 39 41 45 24 28 39

23
県小児人口
10万人対

16 24 26 15 21 20 16

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

24 総数 907 331 294 581 274 216 361

25
県小児人口
10万対

256 205 184 193 237 152 145

乳児死
亡率

都道府県

 月間乳児死亡数/（年

間出生数*年換算係

数）*1000

人口動
態調査

 平成27年

地
域
・
相
談
支
援
等

O

（
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

）

◎

小児人
口あたり
の時間
外外来
受診回
数（6歳
未満）

都道府県
A001再診療、A002外
来診療料の6歳未満の
算定件数

NDB  平成27年度

人口10
万人あ
たりの
時間外
外来受
診回数
（0～15
歳未満）

都道府県
A001再診療、A002外
来診療料の15歳未満
の算定件数

NDB  平成27年度

人口動
態調査

平成27年度

15歳未満の死亡者数
の集計（０～４歳）

人口動
態調査

平成27年度

幼児、小
児死亡
数（5～9
歳）

都道府県
15歳未満の死亡者数
の集計（５～９歳）

人口動
態調査

平成27年度

幼児、小
児死亡
数（0～4
歳）

都道府県

幼児、小
児死亡
数（10～
14歳）

都道府県
15歳未満の死亡者数
の集計（９～１４歳）

医療施
設調査

 平成26年

一般小
児医療
を担う病
院数

都道府県
病院票(8)診療科目
で、「小児科」を標榜し
ている施設数

医療施
設調査

平成26年

○

一般小
児医療
を担う一
般診療
所数

都道府県

一般診療所票(７)主た
る診療科目で「小児
科」を標榜している施
設数と単科で「小児
科」を標榜している施
設数の合計

医療施
設調査

平成26年○

小児歯
科を標
榜する
歯科診
療所数

都道府県
歯科診療所票（７）診
療科目で「小児歯科」
の診療所数

指標

S

（
ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

）

一
般
小
児
医
療

地
域
・
相
談
支
援
等
～

小
児
中
核
病
院

O

（
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

）

◎ 19

地
域
・
相
談
支
援
等
～

小
児
中
核
病
院

O

（
ア
ウ
ト
カ
ム
指

標

）

◎ 18
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病期   SPO
重要◎
参考○

県設定★
指標番号 指標名 集計単位 定義

調査名
等

調査年
（調査周期）

青森県 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

26 総数 50 13 15 14 2 4 2

27
県小児人口
10万人あた
り

31 38 36 37 13 17 21

青森県 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

28 総数 99 36 20 24 5 9 4

29
県小児人口
10万人あた
り

61 106 49 64 33 39 43

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

30 医療機関数 11 3 3 7 6 5 7

31 算定回数 286 122 136 235 36 102 156

32
小児人口10
万人あたり
の算定回数

81 78 87 79 32 73 64

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

33 総数 182 10 19 294 0 16 145

34
小児人口10
万人あたり

52 6 12 98 0 12 59

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

35 総数 256 21 45 291 4 25 124

36
小児人口10
万人あたり

73 13 29 97 4 18 51

東北平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

37 総数 3,445 3,005 3,800 4,508 2,092 2,530 4,737

38
20歳未満人
口10万人あ
たり

1,338 1,352 1,746 1,100 1,320 1,307 1,378

東北平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

39 総数 870 950 709 1,045 604 735 1,179

40
20歳未満人
口10万人あ
たり

338 427 326 255 381 380 343

東北平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

41 総数 1,041 1,000 919 1,503 829 683 1,311

42
18歳未満人
口10万人あ
たり

474 533 487 427 620 406 457

一
般
小
児
医
療
～

小
児
中
核
病
院

S

（
ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

）

○

小児科
標榜診
療所に
勤務す
る医師
数

二次医療
圏

一般診療所票(８)科目
「小児科」を標榜する
施設の医師数(２９)主
たる診療科目と単科の
合計数

医療施
設調査
（個票
解析）

平成26年

小児医
療に係
る病院
勤務医
数

二次医療
圏

 病院票(８)科目別の
医師数の「小児科」、
「小児外科」 の合計の
医師数

医療施
設調査

平成26年

J044 救命のための気
管内挿管またはJ050
気管内洗浄（１日につ
き）の15歳未満の算定
件数

NDB 平成27年度

◎

医療機
関に受
入の照
会を行っ
た回数
が4回以
上の件
数

都道府県
 医療機関に受入の照
会を行った回数が４回
以上の件数

 救急搬送
における
医療機関
の受入状
況等実態
調査

平成27年度

現場滞
在時間
が30分
以上の
件数

都道府県
現場滞在時間が30分
以上の件数

 救急搬送
における
医療機関
の受入状
況等実態
調査

平成27年度

身体障害者手帳交付
台帳登載数（18歳未
満）

福祉行
政報告
例

○

特別児
童扶養
手当数

都道府県

平成27年

特別児童扶養手当受
給者数

福祉行
政報告
例

平成27年

障害児
福祉手
当交付
数

都道府県
障害児福祉手当受給
者数

福祉行
政報告
例

平成27年

指標

一
般
小
児
医
療
～

小
児
中
核
病
院

P

（
プ
ロ
セ
ス
指
標

）

身体障
害者手
帳交付
数（１８
歳未満）

都道府県

〇

緊急気
管挿管
を要した
患者数

都道府県
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病期   SPO
重要◎
参考○

県設定★
指標番号 指標名 集計単位 定義

調査名
等

調査年
（調査周期）

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

43 医療機関数 29 15 11 25 9 10 20

44 算定回数 4,734 3,673 4,490 4,814 7,541 907 5,154

45
人口10万人
あたりの患
者算定回数

181 271 345 207 714 80 262

青森県 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

46 総数 0 0 0 0 0 0 0

青森県 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

47 総数 6 3 1 2 0 0 0

青森県 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

48 総数 1 0 0 0 0 0 0

青森県 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

49 総数 0 0 0 0 0 0 0

50
小児人口10
万人あたり

0 0 0 0 0 0 0

青森県 津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

51 総数 0 0 0 0 0 0 0

52
小児人口10
万人あたり

0 0 0 0 0 0 0

東北平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

53 総数 10.8 13 10 8 6 14 14

都道府
県調査

令和元年

 (令和３年３月
追加)

別
枠

S

（
ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

）

◎

災害小
児周産
期リエゾ
ン任命
者数

都道府県
災害小児周産期リエゾ
ンの任命を受けた医療
従事者数

小
児
地
域
支
援
病
院
～

小
児
中
核
病
院

P

（
プ
ロ
セ
ス
指
標

）

〇
救急入
院患者

数
都道府県

平成27年4月

A205注2 小児加算（救
急医療管理加算）また
はA205注3 乳幼児加
算（救急医療管理加
算）の算定件数

NDB 平成27年度

小
児
地
域
支
援
病
院

S

（
ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

）

○
小児地
域支援
病院

二次医療
圏

小児地域支援病院数

小児医療
提供体制
に関する
調査報告
書

病院票(28)特殊診療
設備で、PICUの病床
数

医療施
設調査

平成26年

小児医療
提供体制
に関する
調査報告
書

平成27年4月

○

PICUを
有する
病院数

二次医療
圏

病院票(28)特殊診療
設備で、PICUを有する
施設数

医療施
設調査

平成26年

○
小児中
核病院

二次医療
圏

小児中核病院数

平成27年4月

小
児
地
域
医
療
セ
ン

タ
ー

S

（
ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

）

○
小児地
域医療
センター

二次医療
圏

小児地域医療センター
数

小児医療
提供体制
に関する
調査報告
書

指標

小
児
中
核
病
院

S

（
ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

）

PICUを
有する
病床数

二次医療
圏
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第１０節 へき地医療対策 

 

第１ 現状と課題 

 本県のへき地医療対策は、へき地医療拠点病院による巡回診療やへき地診療所の整備、県が行う自

治医科大学卒医師の養成・配置がその中心でしたが、人口減少や少子高齢化、通院環境の変化等、へ

き地医療を取り巻く環境は厳しさを増しています。 

 本県の無医地区等は減少していますが、へき地医療拠点病院の医師不足等から、へき地診療所への

医師派遣回数は減少しており、また、人口減少によるへき地巡回診療の受診者数の減少がみられるな

ど、へき地等の実情に合った医療提供体制の再構築が求められています。（指標 23、24 参照） 

 本県では、自治医科大学卒医師の養成・へき地等への配置に加えて、弘前大学医師修学資金の特別

枠貸与生に、町村部での勤務を義務づける等、へき地医療を担う医師の増加に向けた取組を進めてき

ました。また、本県での勤務を希望する、若手・ＵＩＪターン医師の県内定着に向けた取組も進めて

います。 

 今後は、限られた医療資源で、より効率的に地域住民の医療ニーズに応えられるよう、これまでの

取組を可能な限り継続していくとともに、ＩＣＴを活用した遠隔医療の実施（指標 28 参照）、患者の

通院手段の確保、訪問看護師の活用等による在宅医療の充実など、関係機関が連携し、地域の実態に

合った持続可能な医療体制を構築することが必要です。 

 

１ へき地医療の体制 

（１）医療を確保する体制                         

①青森県地域医療支援センター 

   へき地医療対策の各事業を円滑かつ効率的に実施するため、青森県地域医療支援センターを設

置し（指標 29参照）、へき地医療対策の各種事業の実施に係る助言、調整及びへき地医療拠点病

院の事業評価等を実施しています。 

②へき地医療拠点病院 

   へき地医療拠点病院は、無医地区等を対象に巡回診療、へき地診療所等への医師派遣等を行い、

へき地等における住民の医療の確保を目的とした病院です。（指標 19 参照） 

    へき地医療拠点病院による巡回診療は、人口減少等による受診者の減や医師不足により巡回診

療の実施が困難になるなど、巡回診療では、住民の医療ニーズに十分に応えることは困難になっ

てきています。 

   こうした観点から、医療を受ける環境が厳しい地域において、限られた医療従事者による持続

可能な医療提供体制を構築していくことが求められています。 

③へき地診療所 

   へき地診療所は、医療機関がない場合に下記の設置基準により設置される診療所で、へき地の

医療を支える役割を担っています。 

   平成 29 年度のへき地診療所数は、北海道が 93 か所と最も多く、全国平均が 25.6 か所で、本県

は 14か所（指標１参照）となっています。 
今後とも、へき地医療拠点病院等と連携しながら、へき地住民の医療を確保していく必要があ

ります。 
 

                                                資料「へき地医療現況調査(H28.1.1)」（厚生労働省） 

（か所） 
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*へき地診療所設置基準…診療所を設置しようとする場所を中心として概ね半径４㎞の区域内に他に医療機関がなく、 

                      その区域内の人口が原則として人口 1,000 人以上であり、かつ、診療所の設置場所から最寄  

                      医療機関まで通常の交通機関を利用して(通常の交通機関を利用できない場合は徒歩で)30 分 

以上要するものであること。 

 

④へき地 

   へき地は、無医地区、準無医地区、その他へき地診療所が設置されている等、へき地保健医療

対策の対象とされている地域です。 

   近隣に医療機関がない地域（無医地区等）では、必要な医療が確保されるよう、巡回診療や患

者送迎等が行われています。（指標 22参照） 

   県内の無医地区は、平成 21年度の 24 地区から、平成 26年度は 17 地区と、7地区減少し、全

国で 14 番目に多い状況となっています。 
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無医地区数

                        資料「無医地区等調査(平成 26年度)」（厚生労働省） 

  無医地区と準無医地区を合わせた無医地区等は、平成 21年度の 35 地区から、平成 26年度は 30地

区と５地区減少し、全て八戸地域の減となっています。  

                                   資料「県医療薬務課調べ」 

*無医地区の定義…医療機関のない地域で、当該地域の中心的な場所を起点として、概ね半径４㎞の区域内に人口 50  

                人以上が居住している地域であって、かつ、容易に医療機関を利用することが出来ない地区。  

*準無医地区の定義  …無医地区には該当しないが、無医地区に準じた医療の確保が必要な地区と各都道府県知事が判 

         断し、厚生労働大臣に協議し適当と認められた地区。 
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（２）診療を支援する体制 

①医師派遣及び代診派遣医師の状況 

   へき地医療拠点病院は、へき地診療所等への医師及び看護師等の派遣と、へき地診療所の医師

が、研修や休暇等により診療できない際に、代診医派遣を行っています。（指標 24、26 参照） 
 

 

                                  資料「県医療薬務課調べ」 

②巡回診療の実施状況 

医療機関がなく、容易に他の地区の医療機関を利用できない状況にある無医地区等に対しては、 

へき地医療拠点病院が定期的に巡回診療を実施しておりますが、近年は、巡回診療実施回数、実

施地区数ともほぼ横ばいとなっています。（指標 22 参照）  

 
                                                        資料「県医療薬務課調べ」 
③県及び青森県地域医療支援センターの取組 

  ・ 県では、へき地の医療を確保するため、自治医科大学卒医師の養成・配置に加えて、平成 17
年度には、将来の県内勤務を誘導するための弘前大学医学部医学科生を対象とした医師修学資

金制度を実施してきました。また、地方公共団体では全国初となる医師無料職業紹介所を設置

し、本県での勤務を考えている県外医師が、本県での勤務につながるような取組等を行ってき

ましたが、その一方で、限られた医療資源で、へき地医療を効率的かつ安定的に提供できる体

制を確保していくことが求められています。 
 ・ 青森県地域医療支援センター運営委員会で、青森県保健医療計画（へき地医療対策）を作成

するとともに、計画に基づく事業実績評価等を行うことにより、へき地医療の維持・充実に努

めています。（指標 32参照） 

（回） 

（回） 
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２ 従来の圏域 

  各圏域にへき地医療拠点病院又はへき地診療所が配置され、へき地における医療を担っています。 

 

  へき地 保 健 医 療 対 策 現 況 図 　　　風 間 浦 診 療 所 (国 保 ・S55開 設 )

 ○
　　　大 間 病 院 　 □     
　　 (H17.4指 定 )

　　▲ ▲ ▲ ▲

　　　　● ● ● ●  下 北 地 域 保 健 医 療 圏

　　  　　　福 浦 診 療 所 (S40開 設 ) 　 　　 ○
　　　　  　牛 滝 診 療 所 (S36開 設 ) 　　　　▲ ▲ 　　　　　□

　　  ○ 　　む つ 総 合 病 院 (S50 .4 )

　　　○ 　

　　　　○ 川 内 診 療 所 (H21開 設 )

　　　小 泊 診 療 所 (国 保 ・S24開 設 ) 　　　　○ 　　□ 脇 野 沢 診 療 所 （国 保 ・S35開 設 ） 　　　　　▲

外 ヶ浜 中 央 病 院

　　　市 浦 医 科 診 療 所 (国 保 ・S30開 設 ) ○   (H17 .4指 定 ) 　　　　　　  　　● ●

　　　　　公 立 野 辺 地 病 院

 西 北 五 地 域 保 健 医 療 圏 (S53.4指 定 )

 上 十 三 地 域 保 健 医 療 圏

　　　　 ○  
 青 森 地 域 保 健 医 療 圏 　　□ 　　　千 歳 平 診 療 所 (国 保 ・S52開 設 )

　　鯵 ヶ沢 病 院 　　青 森 市

     (S56 .4指 定 ) 　　◎
　　□  

○ 　●    ●

　　関 診 療 所 (国 保 ・S43開 設 )

　　　　　　　　● 　　　　　　　　● ▲ 　　　　 　▲

　　　　　　▲ 　　　　　　　●

　　　　●

岩 崎 診 療 所 （国 保 ・Ｈ２ ３開 設 ） 　　　　● 　　　　　　　▲ 　　 十 和 田 湖 診 療 所 (S52開 設 )

◯ 　　　　▲ 　  　　　○ 　 ○
 ○ 　　　　　○

  　　● ●

　● 　　　▲ ▲ 　　　　□
葛 川 診 療 所 (国 保 ・S36開 設 )

　 ● 　　倉 石 診 療 所 (国 保 ・S23開 設 )

　　三 戸 中 央 病 院

 津 軽 地 域 保 健 医 療 圏       (S52.4指 定 )  八 戸 地 域 保 健 医 療 圏

　　　　新 郷 診 療 所 (国 保 ・S49開 設 )

◎ ・・へ き地 医 支 援 機 構 　　 無 医 地 区 数 　 準 無 医 地 区 数

□ ・・へ き地 医 療 拠 点 病 院 2 地 区 3 地 区

○ ・・へ き地 診 療 所 4 2

● ・・無 医 地 区 0 0

▲ ・・無 医 地 区 に 準 ず る 地 区 5 2

2 1

4 5

計 17 13
※令和２年２月に青森圏域のへき地医療拠点病院として県立中央病院が指定された。（令和３年３月追加）

青 森 地 域 保 健 医 療 圏

西 北 五 地 域 保 健 医 療 圏

上 十 三 地 域 保 健 医 療 圏

下 北 地 域 保 健 医 療 圏

青 森 県 地 域 医 療

支 援 セ ン タ ー

（H23 .1改 組 設 置 ）

　　 二 次 医 療 圏 名

津 軽 地 域 保 健 医 療 圏

八 戸 地 域 保 健 医 療 圏

六
戸
町

南
部
町

外
ヶ
浜
町

十 和 田 市

三

沢

市

む つ 市

五 所 川 原 市

弘 前 市
黒 石 市

東 通 村

風 間 浦 村

佐
井
村

平 内 町

東 北 町

七 戸 町

階 上 町

五 戸 町

平 川 市

中 泊 町 蓬 田 村

外 ヶ 浜 町

今 別 町

五 所 川 原 市

つ
が
る
市

深 浦 町

鰺 ケ 沢 町

西 目 屋 村

大 鰐 町 新 郷 村

三 戸 町

田 子 町

中
泊
町

横 浜 町

六 ヶ 所 村

大
間

町

野
辺

地町

八 戸 市

お い ら せ 町

板 柳 町

鶴 田 町

藤 崎 町

田 舎 館 村

  
 

第２ 施策の方向 

 

１ 圏域 

  現在の圏域を維持し、さらなる支援及び機能の充実を図ります。 
圏域（６） 無医地区等の数（３０） へき地医療拠点病院（６） へき地診療所（１４） 

津軽地域 ５地区  ◯葛川診療所 

八戸地域 ６地区 ◯三戸中央病院 ◯倉石診療所 

◯新郷診療所 

青森地域 ０地区 ◯外ヶ浜中央病院  

西北五地域 ７地区 ◯鰺ヶ沢病院 ◯市浦医科診療所 

◯小泊診療所 

◯関診療所 

◯岩崎診療所 

上十三地域 ３地区 ◯野辺地病院 ◯十和田湖診療所 

◯千歳平診療所 

下北地域 ９地区 ◯むつ総合病院 

◯大間病院 

◯川内診療所 

◯脇野沢診療所 

◯風間浦診療所 

◯牛滝診療所 

◯福浦診療所 

※令和２年２月に青森圏域のへき地医療拠点病院として県立中央病院が指定された。（令和３年３月追加） 
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２ 施策の方向性 

  へき地医療体制については、へき地医療の現状を踏まえ、へき地医療拠点病院、へき地診療所等

による医療提供体制の維持・確保や、当該医療機関及び関係機関間の連携強化を図るとともに、へ

き地医療の現場で活躍が期待される総合診療専門医の育成・定着やキャリア形成支援等に取り組ん

でいきます。 

 

（１）医療を確保する体制 

  ①へき地医療を支える総合診療、プライマリ・ケアを実施する医療従事者の確保 

  （目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

総合診療専門医の専攻医数 
０名 

（平成２８年度） 

増加 

（平成３４年度） 

H30.4 月から新たな専

門医の仕組みが開始 

弘前大学地域医療早期体験実習参加者

数 

６名 

（平成２８年度） 

増加 

（平成３４年度） 
県医療薬務課調べ 

県外大学医学生のへき地医療実習受入

数 

３名 

（平成２８年度） 

増加 

（平成３４年度） 
県医療薬務課調べ 

無医地区等における保健活動延べ日数 
２７４日 

（平成２８年度） 
現状維持 県医療薬務課調べ 

 

  （施策） 

   ・ 県は、関係機関と連携して、地域医療の現場で勤務する自治医科大学卒医師、弘前大学医

師修学資金の特別枠貸与医師、総合診療専門医を目指す医師等について、キャリア形成支援

に取り組みます。（県、関係機関） 

   ・ 県は、全国の臨床研修医の「地域医療研修」について、本県のへき地医療拠点病院での研 

     修を働きかけます。（県、へき地医療拠点病院） 

   ・ 県は、本県での専門医取得や地域医療への従事を盛り込んだ「青森県総合診療医キャリア 

デザイン・ガイド」をＰＲするほか、新たな専門医の仕組みの中で総合診療専門医の育成を 

関係機関と連携しながら進めて行きます。（県、関係機関） 
    ・ 県は、弘前大学医学部が実施するクリニカル・クラークシップの自治体医療機関での受け

入れが進むよう、取り組みます。（県、弘前大学、市町村） 

   ・ 県は、全国の医学生に、へき地における卒前教育の場に本県が選ばれるようＰＲや受け入

れ等に尽力するとともに、地域医療実習を行った医学生に対し、青森県の医療情報等を提供

していきます。（県、市町村） 

   ・ 県は、医師を目指す高校生の医療チュートリアル体験事業等を通して、高校生がへき地医

療等のやりがいや厳しさを体感出来るよう取り組みます。（県、関係機関） 

   ・ 保健所、市町村及びへき地診療所等は連携して、地区の実情に応じた保健・医療サービス

を提供します。（保健所、市町村、へき地診療所） 

 
  ②へき地医療に従事する医療従事者の継続的な確保 

   （施策） 

   ・ 基幹病院や各圏域の中核病院は、へき地医療拠点病院や診療所との連携・協力体制を強化

しへき地医療の確保に努めます。（基幹病院、中核病院、へき地医療拠点病院） 
・ 県は、職業紹介機能を有する「青森県地域医療支援センター」への医師の登録に取り組む

とともに、登録医師がへき地医療拠点病院等への勤務につながるよう取り組みます。 
（県、へき地医療拠点病院） 
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   ・ 県は、市町村や関係機関と連携して、訪問診療、訪問看護、在宅訪問薬剤管理指導等 24
時間対応可能な在宅医療の体制づくりに取り組んでいきます。（県、市町村、関係機関） 

   ・ 県は、弘前大学医学部等との調整を図りながら、弘前大学医師修学資金の特別枠貸与者に

係る勤務プログラムを作成し、へき地での勤務につなげていきます。 

    （県、弘前大学、市町村） 

   ・ 弘前大学に開設した寄附講座「総合地域医療推進学講座」の活用により、へき地医療拠点

病院に医師を派遣する等、医療提供体制の充実を図ります（県、弘前大学、へき地医療拠点

病院） 

 

  ③へき地医療に従事する医療従事者が安心して勤務・生活できるキャリア形成支援 

  （目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

弘前大学医師修学資金特別枠貸与者の

町村部医療機関勤務延べ人数 
６名 

（平成２８年度まで） 
増加 県医療薬務課調べ 

 
（施策） 

   ・ へき地医療拠点病院及びへき地診療所並びにこれらの設置者である市町村等は、研修や休

暇等に伴う代診の支援（派遣）体制の確立に努める等、医療従事者の勤務環境改善に取り組

みます。（へき地医療拠点病院、へき地診療所、市町村） 

   ・ 県では、弘前大学医師修学資金の特別枠貸与者について、卒前から臨床研修、専門研修と

いった継続的な視点で本人と面談し、弘前大学とも調整しながら、へき地等における勤務が

円滑に進むよう、本人の意向を十分尊重したキャリア形成支援に取り組みます。 
（県、弘前大学） 

 

（２）診療を支援する体制 

  ①青森県地域医療支援センターの役割の強化と機能の充実 

  （施策） 

   ・ 青森県地域医療支援センターは、自治医科大学卒医師及び県外からのＵＩＪターン医師を

登録し、へき地医療拠点病院及びへき地診療所等の勤務につなげるよう取り組んでいきます。

（県） 

   ・ 若手医師が、地域に密着し、総合的な診療能力を有する総合診療専門医など、地域を支え

る医師としてキャリア形成できるよう支援していきます。（関係機関） 

   ・ 医学生や医師に対する情報を発信するサイトである「医ノ森ａｏｍｏｒｉ」を活用して、

へき地等地域医療の厳しさや魅力をアピールし、地域医療勤務医師の増加につながるよう取

り組みます。（県） 

 

②へき地保健医療対策に関する協議会における協議 

  （施策） 

   ・ 青森県地域医療支援センター運営委員会は、へき地医療対策の年度計画案の作成及び事業

実績の評価を行います。（県、関係機関） 
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③へき地医療拠点病院からの代診医派遣等の機能強化 

  （目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

へき地医療拠点病院からの医師派遣日

数 

４６日 

（平成２８年度） 
増加 県医療薬務課調べ 

へき地医療拠点病院からの代診医派遣

日数 

１２日 

（平成２８年度） 
増加 県医療薬務課調べ 

主要３事業（巡回診療、医師派遣、代

診医派遣）の年間実績が合算で１２回

以上の医療機関の割合 

６６．７％ 

（令和元年度） 
１００％ 

県医療薬務課調べ 

（令和３年３月追加） 

必須事業（上記主要３事業及び遠隔医

療による支援）の実施回数が年間１回

以上の医療機関の割合 

８３．３％ 

（令和元年度） 
１００％ 

県医療薬務課調べ 

（令和３年３月追加） 

 

  （施策） 

   ・ 県は、医師数が比較的多い医療機関が、へき地医療拠点病院やへき地診療所勤務医師の研

修、休暇等に係る代診医の派遣等、へき地医療拠点病院等を支援できる仕組みについて検討

していきます。（県、中核病院、へき地医療拠点病院等） 

   ・ 弘前大学に開設した寄附講座「総合地域医療推進学講座」の活用により、へき地医療拠点

病院に医師を派遣する等、医療提供体制の充実を図ります。（県、弘前大学、へき地医療拠

点病院）（再掲） 

    

  ④情報通信技術（ＩＣＴ）、ドクターヘリ等の活用 

  （目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

遠隔医療等ＩＣＴを活用した診療支援

の実施状況 

１か所 

（モデル事業） 
増加  

 

  （施策） 

   ・ へき地医療拠点病院等は、救急患者等について、高次医療機関への搬送が必要と判断した 

     際に、速やかに救急車やドクターヘリ、防災ヘリ等により患者の搬送ができるよう、消防機 

    関等との日常的な連携強化を図り、救急搬送体制の確立を図ります。 

    （へき地医療拠点病院、へき地診療所、消防機関） 

   ・ ＩＣＴを活用した遠隔医療システムのモデルを構築し、地域医療への活用に取り組んでい

きます。（県、市町村） 
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第３ 目指すべき医療機能の姿 

 

 病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 

機

能
保健指導 へき地診療

目

標

◯無医地区等において、保健指導を提供すること ◯無医地区等における地域住民の医療を確保すること
◯24時間365日対応できる体制を整備すること

◯専門的な医療や高度な医療へ搬送する体制を整備すること

担
い

手

◯へき地診療所
◯保健所

   東青地域県民局地域健康福祉部保健総室（東地方保健所）

   中南地域県民局　　　　　　　〃　　　　　　　　（弘前保健所）
　 三八地域県民局　　　　　　　〃　　　　　　　　（三戸地方保健所）

　 西北地域県民局　　　　　　　〃　　　　　　　　（五所川原保健所）

　 上北地域県民局　　　　　　　〃　　　　　　　　（上十三保健所）
　 下北地域県民局　　　　　　　〃　　　　　　　　（むつ保健所）

   青森市保健所

　 八戸市保健所

◯無医地区等を有する市町村

◯へき地診療所
【津軽地域保健医療圏】

   葛川診療所

【八戸地域保健医療圏】
   倉石診療所、新郷診療所

【西北五地域保健医療圏】

　 市浦医科診療所、小泊診療所、関診療所、岩崎診療所
【上十三地域保健医療圏】

　 十和田湖診療所、千歳平診療所

【下北地域保健医療圏】

　 川内診療所、脇野沢診療所、風間浦診療所、牛滝診療所、
　 福浦診療所

◯過疎地域等特定診療所

   小泊診療所（歯科）、風間浦診療所（歯科）

◯保健師等が実施し、必要な体制が確保できていること

◯地区の保健衛生状態を十分把握し、保健所及び最寄りの

   へき地診療所と緊密な連携のもとに、計画的に地区の実情
　 に即した活動を行うこと

◯プライマリケアの診療可能な医師がいることまたは巡回

   診療を実施していること

◯必要な診療部門、医療機器等があること
◯特定地域保健医療システムを活用していること

◯緊急の内科的・外科的処置が可能なへき地医療拠点病院

   等と連携していること
◯へき地医療拠点病院等における職員研修等に計画的に

   参加していること

関
係

機

関

に

求

め

ら
れ

る

事
項

 

※令和２年２月に青森圏域のへき地医療拠点病院として県立中央病院が指定された。（令和３年３月追加） 
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へき地診療の支援医療 行政機関等の支援

◯診療支援機能の向上を図ること ◯医療計画の策定

◯医療計画に基づく施策の実施

◯へき地医療拠点病院

　 外ヶ浜中央病院、三戸中央病院、鰺ヶ沢病院、公立野辺地

　 病院、むつ総合病院、大間病院

◯特定機能病院

 　弘前大学医学部附属病院

◯地域医療支援病院

　 青森県立中央病院、青森市民病院、青森労災病院、八戸市立

   市民病院

◯臨床研修病院

　 青森県立中央病院、青森市民病院、弘前大学医学部附属

   病院、国立病院機構弘前病院、弘前市立病院、健生病院、

   つがる総合病院、八戸市立市民病院、八戸赤十字病院、

   青森労災病院、十和田市立中央病院、三沢市立三沢病院、

   むつ総合病院

◯救命救急センターを有する病院

　 弘前大学医学部附属病院、青森県立中央病院、八戸市立市民

   病院

◯青森県

◯青森県地域医療支援センター

◯へき地医療拠点病院システム及びへき地診療所支援システ

   ムを活用していること

◯巡回診療等によりへき地住民の医療を確保すること

◯へき地診療所等への代診医等の派遣（継続的な医師派

   遣を含む）及び技術指導、援助を行うこと

◯へき地の医療従事者に対する研修の実施及び研究施設

   を提供すること

◯遠隔診療等の実施により各種診療支援を行うこと

◯その他都道府県及び市町村がへき地における医療確保の

   ため実施する事業に対して協力すること

◯24時間365日、医療にアクセスできる体制を整備するた

   め、地域の診療所を含めた当番制の診療体制を構築

   すること

◯高度の診療機能を有し、へき地医療拠点病院の診療活動

   等を援助すること

◯へき地医療拠点病院は、巡回診療、医師派遣、代診医派遣

   を、いずれか月1回以上あるいは年12回以上実施することが

   望ましいこと

◯へき地保健医療政策の中心的機関として、へき地におい

   て継続的に医療サービスを提供できるよう、関係機関の

   調整等を行うこと

◯医療計画の策定

◯医療計画に基づく施策の実施

◯へき地医療に従事する医師を確保するためのドクタ-プ-ル

   機能を持つこと

◯へき地医療に従事する医師のキャリア形成支援を行う

   こと

◯へき地における地域医療分析を行うこと

◯へき地医療対策実施に係る助言・調整を行うこと

◯へき地等に従事する医師の紹介及び調整を行うこと

◯へき地医療に従事する医師確保・育成に係る地域医療

   関係者と連携していること
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無医地区
（準無医地区）名

へき地医療支援機
構からの支援策

へき地医療拠点病院
からの支援策

最寄りへき地
診療所

当地区の解消策と
その時期

現在の支援策と解消までの
支援策（解消策）

類型

弘前市藍内地区
8㎞離れた民間診療所が患者輸
送を行っている。(隔週1回)

(弘前市沢田地区) 8㎞離れた民間診療所が患者輸
送を行っている。(隔週1回)

黒石市厚目内地区
22㎞離れた黒石病院等への患
者輸送(週1回)

(黒石市沖揚平地区) 24㎞離れた黒石病院等への患
者輸送(週1回)

(平川市大木平地区) 葛川診療所
10㎞離れた葛川診療所への患
者輸送(週1回)

三戸町大平・野沢平地区 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療（月1回程度）

三戸町大舌地区 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療（月1回程度）

(三戸町蛇沼大平地区) 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療（月1回程度）

(三戸町横沢地区) 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療（2月に1回程度）

新郷村西越地区 新郷診療所
6.3㎞離れた新郷診療所への患
者輸送(週2回)

新郷村川代地区 新郷診療所
5.2㎞離れた新郷診療所への患
者輸送(週2回)

(鰺ヶ沢町第二松代地区) 19㎞離れたへき地拠点病院へ
の患者輸送

鰺ヶ沢町長平地区 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療(月2回)

鰺ヶ沢町深谷地区 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療(月1回)

鰺ヶ沢町一ツ森地区 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療(月2回)

鰺ヶ沢町細ヶ平地区 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療(月1回)

(深浦町長慶平地区) 巡回診療 関診療所

へき地医療拠点病院よる巡回
診療(月2回)、町の訪問看護ｽ
ﾃｰｼｮﾝによる訪問看護及び健康
相談

深浦町松原地区 関診療所
関診療所による巡回診療（第2
週の月1回）

(横浜町明神平地区) 巡回診療
へき地医療拠点病院による巡回
診療(月2回)

六ヶ所村新城平地区 千歳平診療所
14㎞離れた六ヶ所村地域家庭
医療センターへの患者輸送(週4
回)

六ヶ所村中志・内沼地区 千歳平診療所
17㎞離れた六ヶ所村地域家庭
医療センターへの患者輸送(週4
回)

佐井村磯谷地区
大間病院への患者輸送（週５
回）

佐井村川目地区
大間病院への中継で大佐井地
区へ患者輸送（週５回）

佐井村長後地区
大間病院への患者輸送(週5回)

佐井村矢越地区
大間病院への患者輸送（週５
回）

(佐井村牛滝地区) 診療所への医師派遣 牛滝診療所

①大間病院による医師派遣（月
1回）
②川内診療所への患者輸送(週
1回)

（佐井村大佐井地区）
大間病院への患者輸送（週５日
一日２往復）

（佐井村古佐井地区）
大間病院への患者輸送（週５日
一日２往復）

（佐井村原田地区）
大間病院への患者輸送（週５日
一日２往復）

(佐井村福浦地区) 診療所への医師派遣 福浦診療所

①大間病院による医師派遣（月
3回）
②大間病院への患者輸送(週1
回)

【離島の分類】Ⅰ　外海離島型（沿海域以遠の離島）　　Ⅱ　内海離島型（沿海域の離島）

【中山間地域等】　Ⅲ　比較的に交通手段の確保が容易な山村型　　Ⅳ　陸の孤島山村型(例えば冬場は雪により道路が閉ざされる地区)　　Ⅴ　広域遠距離型

【広域地域等】　Ⅴ　広域遠距離型（北海道のような広大な地域）

無医地区等の医療提供体制（平成29年4月現在）

備考（その他問題点）

比
較
的
に
交
通
手
段
の
確
保
が
容
易
な
山
村
型
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（指標一覧） 

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 23 1 2 0 4 2 5

人口10万人
あたり

0.8

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 31.6 0 0 0 5 0 19

人口10万人
あたり

1.2

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 1.2 0 7 4 0 0 1

人口10万人
あたり

0 0 0.5 0.2 0 0 0.1

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 1.8 0 0 0 1 2 0

人口10万人
あたり

0.1 0 0 0 0.1 0.2 0

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 14 0 1 0 4 2 3

人口10万人
あたり

0.5

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 25.3 1 1 0 0 1 10.4

人口10万人
あたり

0.9

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 6.7 0 1 1 1 1 2

人口10万人
あたり

0.2

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 0.9 0 7 3 0 0 1

人口10万人
あたり

0 0 0.5 0.1 0 0 0.1

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 0.4 0 1 3 0 0 0

人口10万人
あたり

0 0 0.1 0.1 0 0 0

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 37.7 2 2 0 10 4 13

人口10万人
あたり

1.4

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 21.1 0 3 0 1 0 4

人口10万人
あたり

0.8

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 18.6 5 14 9 12 29 5

人口10万人
あたり

0.7 0.4 1.1 0.4 1.2 2.6 0.3

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 7.5 0 14 5 0.8 0 9

人口10万人
あたり

0.3 0 1.1 0.2 0.1 0 0.5

H28年度S 〇

へき地におけ
る医師以外の
非常勤薬剤師
数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇
へき地におけ
る医師以外の
常勤薬剤師数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇

へき地におけ
る医師以外の
非常勤看護師
数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇
へき地におけ
る医師以外の
常勤看護師数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇

へき地におけ
る医師以外の
非常勤歯科医
師数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇

へき地におけ
る医師以外の
常勤歯科医師
数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇
へき地医療拠
点病院の数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

へき地におけ
る歯科診療所
数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇
へき地診療所
の非常勤医師
数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇
へき地診療所
の常勤医師数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

〇
へき地におけ
る病床数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

へき地
診療

S

（
ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

）

〇
へき地におけ
る診療所数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

H28年度

S 〇
過疎地域等特
定診療所数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S 〇

1

2

3

4

5

6

7

8

9

指標
番号

機能
SP
O

重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位 定義 調査名等 調査年

10

11

12

13

指標
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全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 50 0 0 0 21 0 19

人口10万人
あたり

1.8

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 1026.7 0 0 0 128 0 179

人口10万人
あたり

37.7

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 803.4 0 0 0 45 0 3

人口10万人
あたり

29.5

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 126.6 0 0 0 0 0 0

人口10万人
あたり

4.6 0 0 0 0 0 0

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 519.5 0 0 0 0 0 0

人口10万人
あたり

19.1 0 0 0 0 0 0

H28年度P ◎
へき地保健指
導所の保健活
動対象者数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

◎
へき地保健指
導所の保健活
動日数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

P ◎
へき地におけ
る訪問看護の
実施日数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

◎

へき地におけ
る訪問診療
（歯科含む）の
実施日数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

へき地
診療

P

(

プ
ロ
セ
ス
指
標

)

◎
へき地におけ
る巡回診療の
実施日数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

P

H28年度

P17

18

指標
番号

機能
SP
O

重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位 定義 調査名等 調査年

14

15

16

指標
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全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 6.7 0 1 1 1 1 2

人口10万人
あたり

0.2

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 2.9 0 2 3 2 0 0

人口10万人
あたり

0.1 0 0.2 0.1 0.2 0 0

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 111.4 0 32 0 96 22 0

人口10万人
あたり

4.1

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 85.1 0 32 0 96 16 0

人口10万人
あたり

3.1

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 556.8 0 88 0 374 114 0

人口10万人
あたり

20.4

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 333.2 0 0 0 0 0 46

人口10万人
あたり

12.2

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 282.4 0 0 0 0 0 23

人口10万人
あたり

10.4

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 89.8 0 0 0 0 0 2

人口10万人
あたり

3.3

全国 津軽地域 八戸地域 青森地域 西北五地域 上十三地域 下北地域

総数 88.1 0 0 0 0 0 2

人口10万人
あたり

3.2

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 3.7 1 0 2 1 2 0

人口10万人
あたり

0.1 0.1 0 0.1 0.1 0.2 0

H28年度

P ◎

遠隔医療等
ICTを活用した
診療支援の実
施状況

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

P ◎

へき地医療拠
点病院からへ
き地への代診
医派遣延べ派
遣日数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

P ◎

へき地医療拠
点病院からへ
き地への代診
医派遣実施回
数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

P ◎

へき地医療拠
点病院からへ
き地への医師
派遣延べ派遣
日数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

へき地医療拠
点病院からへ
き地への巡回
診療実施回数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

P ◎

へき地医療拠
点病院からへ
き地への医師
派遣実施日数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

P ◎

へき地医療拠
点病院からへ
き地への巡回
診療延べ受診
患者数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

へき地
支援医

療

S 〇
へき地医療拠
点病院病院数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

S

H28年度

P ◎

へき地医療拠
点病院からへ
き地への巡回
診療日数

２次医療圏
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

19

20

21

22

23

24

25

26

27

〇

へき地医療に
関して一定の
実績を有する
ものとして認定
された社会医
療法人数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

P ◎

指標
番号

機能
SP
O

重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位 定義 調査名等 調査年

28

指標
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全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数(%) 65.2 66.7 75.0 50.0 60.0 75.0 100.0

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数(%) 84.2 83.3 100.0 50.0 60.0 100.0 100.0

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 0.9 1 1 1 1 1 1

人口10万人
あたり

0 0.1 0.1 0 0.1 0.1 0.1

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 9.6 0 0 0 0 0 0

人口10万人
あたり

0.4 0 0 0 0 0 0

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 1.7 1 1 0 1 0 1

人口10万人
あたり

0.1 0.1 0.1 0 0.1 0 0.1

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

総数 1.1 0 1 0 1 0 1

人口10万人
あたり

0 0 0.1 0 0.1 0 0.1

※１ 主要３事業：へき地医療拠点病院における①へき地への巡回診療、②へき地診療所等への医師派遣、③へき地診療所等への代診医派遣

※２ 必須事業：へき地医療拠点病院の事業の内、いずれかは必須で実施すべきとされている以下の事業

・巡回診療等によるへき地住民の医療確保に関すること。

・へき地診療所等への代診医等の派遣（継続的な医師派遣も含む）及び技術指導、援助に関すること。

・遠隔医療等の各種診療支援に関すること。

指標
番号

SP
O

重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位 定義 調査名等 調査年 指標機能

H28年度

35 P ◎

協議会等にお
けるへき地の
医療従事者
（医師、歯科医
師、看護師、薬
剤師）確保の
検討回数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

総数 0.9 1 1 1 1 1 1

32 S 〇

へき地医療支
援機構の専
任・併任担当

官数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

31

行政機
関等の
支援

S 〇
へき地医療支
援機構の数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

33 S 〇
へき地医療に
従事する地域
枠医師数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

H28年度

34 P ◎
協議会の開催
回数

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

へき地
支援医

療

29 P ◎

へき地医療拠
点病院の中で
主要３事業（※
１）の年間実績
が合算で１２回
以上の医療機
関の割合
(令和３年３月
追加)

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

令和
元年度

30 P ◎

へき地医療拠
点病院の中で
へき地医療拠
点病院の必須
事業（※２）の
実施回数が年
間１回以上の
医療機関の割
合
(令和３年３月
追加)

都道府県
へき地医療現況調査の記入要
領に準ずる

 へき地医療
現況調査

令和
元年度
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第１１節 在宅医療対策 

 

第１ 現状と課題 

 

 内閣府の「高齢者の健康に関する意識調査」（平成24年）によると、人生の最期を迎えたい場所の希

望として、「自宅」と回答した者が54.6％であり、多くの国民が自宅等住み慣れた環境での療養を望ん

でいます。高齢化の進展に伴い疾病構造が変化し、誰もが何らかの病気を抱えながら生活をするよう

になる中で、「治す医療」から「治し、支える医療」への転換が求められています。在宅医療は、高

齢になっても病気になっても障害があっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を続けられるよう、

入院医療や外来医療、介護、福祉サービスと相互に補完しながら、患者の日常生活を支える医療であ

り、地域包括ケアシステムの不可欠の構成要素です。 

 また、今後増大する慢性期の医療ニーズに対し、在宅医療はその受け皿として、さらに看取りを含

む医療提供体制の基盤の一つとして期待されています。 

 

 全国の年間死亡者数は、平成 23年の 125 万人に対し、平成 28年では 131 万人で、自宅、介護老人

保健施設及び老人ホーム等での死亡者数は、平成 23 年の 22 万人から 29 万人と増加しています。 

 本県の年間死亡者数は、平成 23年の 16,400 人に対し、平成 28 年では、17,300 人となっていて、自

宅、介護老人保健施設及び老人ホーム等での死亡者数では、平成 23年の約 2,800 人から約 3,800 人と

全国と同様に大きく増加している状況です。 

全国の 65 歳以上の高齢者人口は、平成 27 年の 3,373 万人に対し、平成 54年には 3,878 万人となり

ピークを迎え、同様に 75歳以上の人口割合は、現在の 13％から 21％に増加し、死亡総数は現在の約

131 万人から約 166 万人に増加することが予想されているなど、今後、全国で急速に高齢化が進み、現

在の医療提供体制を維持したとしても、約半数は医療施設ではない自宅又は広義の居宅としての介護

施設などでの看取りが必要になると見込まれています。 

本県では、65歳以上の高齢者人口は、平成 27 年の 39 万２千人に対し、全国より早い平成 37年にピ

ークとなる 41万５千人となり、同様に 75 歳以上の人口割合は、15.4％から 20.4％に増加し、より急

速に高齢化が進行すると予想されており、看取りを含めた在宅医療の提供体制の構築が急務となって

います。 

また、在宅医療のニーズの多様化や医療の専門化・高度化により、在宅人工呼吸器・在宅中心静脈

栄養・胃ろう経管栄養・在宅酸素療法等の医療依存度の高い居宅療養者の増加に対しても、適切な在

宅医療と生活支援の提供が求められています。 

 

１ 医療提供体制 

（１）機能毎の医療提供体制 

  ① 退院支援 

    在宅医療は、増大する慢性期の医療ニーズの受け皿としての役割を期待されています。近 

   年、在宅療養を選択する人工呼吸器を装着した者や何らかの医療処置を必要とする者が増えて 

   きたことから、医療の継続性や退院に伴って新たに生じる心理的・社会的問題の予防や対応の 

   ために、入院初期から退院後の生活を見据えた退院支援が重要となっています。具体的には、 

   病院における組織的な取組（退院支援担当者の配置や退院困難者のスクリーニングの導入等） 

   や多職種による退院前カンファレンス等が行われており、自宅への退院者の増加や平均在院日 

   数の減少、患者や家族のQOL 向上等の効果が報告されています。 

  本県においては、退院支援担当者の配置がまだ少なく、退院支援の確実な実施のための体制 

 整備が必要となっています。 
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 （退院支援担当者の配置） 

    本県における退院支援担当者の配置状況は、病院 37 か所、診療所７か所の合計 44 か所で、

人口 10 万人当たりでは 3.3 か所となり、東北地方で最も多くなっていますが、県内の病院・有

床診療所の数に比較すると少ない状況となっており、多くの病院・診療所で配置されていない

状況です。入院医療機関へのさらなる退院支援担当者の配置が必要となっています。 

    なお、平成 27年度に退院支援を受けた患者数（退院調整加算の算定件数）は、11,532 件で、 

   人口 10 万人当たりでは、852.1 件となり、東北地方で３番目となっています。（指標１、指標５ 

   参照） 

 

   （入退院調整ルールの適用）      表１ 

    病院に入院している要介護（要支援） 

   状態の患者が、居宅へ退院するための準 

   備の際に、病院からケアマネジャーへ着 

   実な引き継ぎを行うため、入退院調整ル 

   ールを策定しています。 

    医療機関における入退院調整ルールの

共有状況は表１のとおりとなっており、

病院では約 20％、診療所では約 58％の機

関が未実施となっていますが、退院調整

が必要な全ての患者に対し、確実な退院

調整の実施が必要です。 

資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

  ② 日常の療養生活の支援 

   （訪問診療） 

    平成 27 年度において、居宅及び介護施設等で在宅患者訪問診療料を算定した医療機関数は、

図１のとおりであり、少ない地域もあります。人口 10万人当たりの医療機関数を比べると、本

県は東北地方でも下位（図２）となっており、高齢者が増加し、在宅医療の需要が増加してい

る中で、訪問診療を実施する医療機関を拡充していく必要があります。 

    また、医療技術の進歩等を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器

や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な児童が増加していると

みられており、医療提供体制の充実に努める必要があります。 

   

  図１                      図２ 
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津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北

在宅患者訪問診療料を算定した医療機関数

15.7 14.9 12.9

23.5 24.6
21

0
5

10
15
20
25
30

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

在宅患者訪問診療料を算定した医療機関数

（人口10万人当たり）

ケアマネとの入退院調整ルールの共有状況
（病院） （診療所）

圏域
実施して

いる
実施して
いない

圏域
実施して

いる

実施して
いない

（病床有）
津軽 19 1 津軽 21 32
八戸 18 5 八戸 9 11
青森 15 4 青森 12 27
西北五 4 3 西北五 6 3
上十三 8 2 上十三 10 7
下北 2 2 下北 3 5

県合計 66 17 県合計 61 85

割合 79.5% 20.5% 割合 41.8% 58.2%

資料：厚生労働省「平成 27年度ＮＤＢデータ」 資料：厚生労働省「平成 27年度ＮＤＢデータ」 
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   本県の訪問診療を行っている医療

機関における訪問診療の実施状況を

みると、表２のとおり訪問診療の患

者数が 50人以上の病院・診療所は

２割程度にとどまり、中でも診療所

では患者数 10 人未満が半数近くを

占めており、訪問患者数の少ない診

療所などに対し、訪問診療に取り組

みやすい環境の整備に向けた対策が

必要となっています。 

また、訪問診療の場所別では、居宅

患者数に比べ施設等に入居の患者数

が多くなっています。 

 

 

 

 

 （訪問看護） 

    訪問診療に取り組むためには、連携する訪問看護事業所が必要であるため、訪問診療の増加に 

   合わせて訪問看護を拡大して行く必要があります。 

    今後の看取りや重症度の高い利用者の増加に対応できるよう、訪問看護ステーション間や関 

   係機関との連携強化、訪問看護ステーションの機能強化による安定的な訪問看護サービスの提 

   供体制の整備が求められています。 

    訪問看護ステーションは、看護師等を2.5人（常勤換算）以上配置することにより設置できま 

   すが、従事者の多い訪問看護ステーションほど、難病や末期の悪性腫瘍等の利用者や、緊急の 

   訪問に対応できているという実態があります。 

    本県における訪問看護事業所数は 141 か所、従事者数は常勤換算で 589.4 人であり、人口 10 

　　　　訪問診療を行っている医療機関数

（病院） （施設数） （診療所） （施設数）

圏域
10人
未満

10人～
29人

30人～
50人

50人
以上

計 圏域
10人
未満

10人～
29人

30人～
50人

50人
以上

計

津軽 3 2 1 - 6 津軽 29 12 3 11 55

八戸 3 2 2 4 11 八戸 5 5 1 10 21

青森 2 2 1 2 7 青森 28 10 4 6 48

西北五 1 1 1 - 3 西北五 3 5 2 2 12

上十三 1 3 - 2 6 上十三 9 2 - 3 14

下北 2 - 1 - 3 下北 4 3 1 2 10

県合計 12 10 6 8 36 県合計 78 37 11 34 160

割合 33.3% 27.8% 16.7% 22.2% 100.0% 割合 48.8% 23.1% 6.9% 21.3% 100.0%

　　　　　訪問診療を行っている医療機関の訪問先別患者数
（病院） （診療所）

有料老人
ホーム

サ高住
特別養護

老人ホーム
その他
施設

有料老人
ホーム

サ高住
特別養護

老人ホーム
その他
施設

実患者数 566 1,002 449 51 377 125 1,568 実患者数 1,313 3,971 1,731 299 914 1,027 5,284

１病院当たり
患者数

15.7 27.8 12.5 1.4 10.5 3.5 43.6
１診療所当た
り患者数

8.2 24.8 10.8 1.9 5.7 6.4 33.0

割合 36.1% 63.9% 28.6% 3.3% 24.0% 8.0% 100.0% 割合 24.8% 75.2% 32.8% 5.7% 17.3% 19.4% 100.0%

合計
居宅

患者数
合計

施設入居の患者数
居宅

患者数

施設入居の患者数

表２ 

表３ 

資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

図３ 

※患者数は H28.10.1 現在で定期的に訪問診療を行っている実患者数    資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

※患者数は H28.10.1 現在で定期的に訪問診療を行っている実患者数     資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 
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   万人当たりでは、それぞれ 10.9 か所、43.6 人と、東北地方各県と比べて最も多い状況となって 

   いますが、１施設当たりの従事者数は、図４のとおり、３人～６人の小規模な事業所が多く、 

   機能の強化が求められています。 

    訪問看護ステーションは、従事者数が多くなるほど、収支状況が黒字となる傾向があり、24 

   時間対応をはじめ、安定して訪問看護を提供するためにも従業者数の確保など、機能強化を図 

   ることが必要となっています。（指標９、指標 11参照） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （訪問歯科診療） 

    在宅歯科医療を受けた患者の77.6％が65歳以上となっています。近年は、口腔ケアが誤嚥性 

   肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係について広く指摘されており、医療機関 

   等との連携を更に推進していくことが求められています。 

    全国の歯科診療所68,592か所のうち、訪問歯科診療を提供している歯科診療所は、14,069か 

   所（20.5％）となっています。 

    また、県内の訪問歯科診療を実施している診療所数は114か所で、人口10万人当たりでは、 

   8.6か所で、本県は東北地方でも下位となっており、在宅医療に取り組む歯科診療所の増加が必 

   要となっています。（指標13参照） 

 

   （訪問薬剤管理指導） 

 地域の薬局には、医薬品等の供給体制の確保に加え、医療機関等と連携して患者の服薬情報の

一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導を行うことや、入退院時における医療機

関等との連携、夜間・休日等の調剤や電話相談への対応等の役割を果たすことが求められていま

す。 

    平成 26 年で全国の薬局 57,784 か所のうち、在宅訪問薬剤管理指導業務を実施している薬局 

   数は、医療保険では 3,598 か所、介護保険では 11,020 か所（重複あり）となっており、実施施 

   設は年々増加していますが薬局全体では約２割程度となっています。 

    本県における訪問薬剤管理指導（介護保険分）を実施している事業所数は平成 27 年で 153 か

所あり、人口 10 万人当たりでは、11.8 か所となり、いずれも 10か所前後である東北地方各県

とほぼ同程度となっていますが、今後の訪問診療の増加に合わせて拡大していく必要がありま

す。（指標 15 参照） 

 

  ③ 急変時の対応 

    自宅での療養を希望していてもそれが実現できない理由として、急変時における患者の不安 

   や家族の負担への懸念が挙げられます。こうした不安や負担の軽減が、在宅での療養を継続す 

   るための重要な課題となっています。 

    そのため、24時間いつでも往診や訪問看護の対応が可能な連携体制や、入院医療機関におけ 
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資料：青森県「H26 年医療薬務課調べ」 
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   る円滑な受入れといった後方支援体制の構築が求められています。 

    本県において 24時間体制をとっている訪問看護ステーションの従事者数は、常勤換算で 

   484.3 人で、人口 10 万人当たりの従事者数は、35.8 人と、東北地方各県と比べて最も多くなっ

ていますが、今後の在宅医療の拡大に合わせ、更なる充実を図る必要があります。 

    また、本県における在宅療養後方支援病院は、西北五圏域に１か所、上十三圏域に１か所の

２か所（平成 29 年７月１日から上十三地域で１か所増加し計３か所）のみとなっており、在宅

医療を推進する上での課題となっています。（指標 25、指標 27 参照） 

 

  ④ 看取り 

  多くの国民が治る見込みがない病気になった場合に、自宅で最期を迎えることを望んでいま

すが、場所別の死亡率をみると、医療機関での死亡率が77％となっています。患者や家族のQOL 

の維持向上を図りつつ療養生活を支えるとともに、患者や家族が希望した場合には、自宅で最期

を迎えることを可能にする医療及び介護体制の構築が求められています。 

  また、高齢化の進展に伴い、介護施設等で最期を迎える者が増えていることから、在宅医療 

 に係る機関が介護施設等による看取りを必要に応じて支援することが求められます。 

    本県における在宅ターミナルケアを実施している医療機関数は 65か所、ターミナルケアに対

応する訪問看護ステーション数は 89 か所で、人口 10万人当たりではそれぞれ 4.8 か所、6.6 か

所となっています。東北地方各県と比較すると、医療機関数は最少で、訪問看護ステーション

数は最多となっています。 

    平成 27 年度の本県における在宅での看取り数（死亡診断のみの場合を含む）は、1,455 件

で、人口 10 万人当たりでは 107.5 件と、東北各県の中では、山形県、福島県、秋田県、宮城県

に次いで５番目となっており、今後の看取りの体制強化が必要となっています。（指標 29、指標

30、指標 32 参照） 

 

＜①～④共通の事項＞ 

  本県における医療資源の多くは市部に集中しており、医療資源が十分でない地域では在宅医

療の効率的な実施が困難となっています。 

  そのため、自宅への在宅医療の提供に限らない介護施設等での対応など、効率的・効果的な

在宅医療の提供体制を構築する必要があります。 

  また、在宅医療を推進していくためには、地域住民の理解が重要ですが、在宅医療の認知度

はまだ低く、県民への普及・啓発が必要です。 
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（２）在宅医療従事者の確保・養成 

   在宅医療を推進するため、それを担う医療従事者の確保・養成が重要ですが、併せて在宅医療

と介護の連携を深めるための人材育成も図っていく必要があります。 

 医療機関における訪問診療の医療従事者数は次表のとおり、病院では平均 2.8 名の医師が訪問診

療に従事しているのに対し、診療所では1.2名とほぼ一人医師で対応している状況となっています。 

 また、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士及び薬剤師はごく少数となっており、在宅医療推進

の課題となっています。 

表４ 

 

 資料：青森県「平成 28年度青森県医療機能調査」 

（３）在宅医療と介護の連携推進 

   在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、市町村が中心となって、県の支援

の下、医療・介護の関係機関と連携しながら、介護保険法の地域支援事業に位置付けられた在宅

医療・介護連携推進事業を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 従来の医療連携体制の圏域 

  前計画（平成 25 年度～29 年度）では、青森県保健医療計画の二次保健医療圏域を基本とした取組

を推進してきました。 

 

病院における訪問診療の医療従事者数 （施設、人）

施設数 人数 平均人数 施設数 人数 平均人数 施設数 人数 平均人数 施設数 人数 平均人数
津軽 6 18 3.0 4 14 3.5 2 3 1.5 - - -
八戸 12 35 2.9 11 19 1.7 1 1 1.0 1 1 1.0
青森 7 20 2.9 7 16 2.3 1 1 1.0 1 1 1.0
西北五 3 4 1.3 3 5 1.7 - - - - - -
上十三 6 20 3.3 3 6 2.0 - - - 1 1 1.0
下北 3 8 2.7 3 5 1.7 - - - - - -
県合計 37 105 2.8 31 65 2.1 4 5 1.3 3 3 1.0

診療所における訪問診療の医療従事者数 （施設、人）

施設数 人数 平均人数 施設数 人数 平均人数 施設数 人数 平均人数 施設数 人数 平均人数
津軽 57 64 1.1 50 137 2.7 - - - 1 1 1.0
八戸 26 32 1.2 20 78 3.9 2 4 2.0 - - -
青森 52 60 1.2 48 136 2.8 1 1 1.0 1 2 2.0
西北五 12 12 1.0 10 25 2.5 - - - 1 1 1.0
上十三 16 22 1.4 14 57 4.1 - - - - - -
下北 10 13 1.3 10 16 1.6 - - - 1 1 1.0
県合計 173 203 1.2 152 449 3.0 3 5 1.7 4 5 1.3

圏域
医師 看護職員

理学療法士・作業療法士・
言語聴覚士

薬剤師

医師 看護職員
理学療法士・作業療法士・

言語聴覚士
薬剤師

圏域

在宅医療・介護連携推進事業の項目 
(ｱ) 地域の医療資源の把握 
(ｲ) 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 
(ｳ) 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 
(ｴ) 医療・介護関係者の情報共有の支援 
(ｵ) 在宅医療・介護連携に関する相談支援 
(ｶ) 医療・介護関係者の研修 
(ｷ) 地域住民への普及啓発 
(ｸ) 在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 
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第２ 施策の方向 

 

１ 医療連携体制の圏域 

  在宅医療の提供については、身近な地域において患者や家族が希望する場所での医療と介護の連

携体制の構築を図っていく必要があることから、市町村毎の取組が必要ですが、各市町村に存在す

る医療及び介護資源の状況から、一部の市部等を除いて、それぞれの市町村内では完結することは

困難です。 

  また、退院支援や緊急時の対応など入院医療機関とも連携が求められること及び在宅医療・介護

連携の推進にあたっては、地域の医師会と連携しながら各県保健所において市町村支援を進めるこ

ととしていることから、従来までと同様に二次保健医療圏域を基本に取組を推進します。 

  なお、この圏域は地域医療構想の構想区域とも一致しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 施策の方向性 

（１）医療機能毎の施策の方向性 

  ① 退院支援 

    円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制を構築します。 

  （目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

退院支援担当者を配置

している医療機関数 

４４か所 

（平成 26 年度） 

増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

平成 26 年医療施設調査 

  （施策） 

  ・ 入院医療機関における退院支援担当者の配置を促進します。（入院医療機関） 

  ・ 退院後、患者に起こり得る病状の変化やその対応について、退院前カンファレンスや文書・

電話等で在宅医療に係る関係機関との十分な情報共有を図るよう努めます。（入院医療機関） 

  ・ 退院調整が必要な全ての患者へ退院調整が確実に行われるように入退院調整ルールの適用を 

   促進します。（県、市町村、地域包括支援センター、医療機関、訪問看護事業所、薬局、居宅介

護支援事業所） 

   

② 日常の療養支援 

  日常の療養支援が可能な体制を構築します。 
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（目標） 

  （施策） 

  ・ 在宅医療を担う医療機関、地域包括支援センター、訪問看護ステーション、薬局、介護事業

者等の連携による医療提供体制を強化します。（県、市町村、医療機関、訪問看護事業所、薬

局、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター） 

  ・ 在宅医療を担う医療機関、訪問看護ステーション及び薬局の拡充を図ります。（県、市町村、 

   医療機関、訪問看護ステーション、薬局） 

  ・ 在宅医療に取り組む従事者の増加に努めます。（県、市町村、医療機関、訪問看護事業所、薬

局） 

  ・ がん患者（緩和ケア体制の整備）、認知症患者（身体合併症等の初期対応や専門医療機関への

適切な紹介）、小児患者（小児の入院機能を有する医療機関との連携、生活の場での療養・療育

が必要な小児への対応）等、それぞれの患者の特徴に応じた体制整備に取り組みます。（県、市

町村、医療機関、訪問看護事業所、薬局、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター） 

 

 ＜＜在宅医療の整備目標＞＞ 

   在宅医療の整備目標の設定に当たっては、第７期介護保険事業（支援）計画（平成 30年度～ 

  令和２年度）との整合性を図るため、県と市町村が協議の上、令和２年度の目標値として次表の 

  とおり設定しました。 

   なお、令和５年度の目標

値については、第８期介護

保険事業（支援）計画（令

和３年度～５年度）と整合

的なものとなるように、現

行計画の中間年（３年目）

に見直しのうえ、改めて目

標値を設定しました。（令和

３年３月変更） 

 

 

目標項目 現状値 目標値 備考 

訪問診療を実施している診

療所・病院数 

２１２か所 

（平成 27 年度） 

現状維持 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

平成 27 年度ＮＤＢ 

訪問看護ステーション従事

者数 

５８９．４人 

（平成 27 年度） 

７１２人 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

平成 27 年介護サービス施設・事

業所調査 

※在宅医療の整備目標に合わせて設定 

訪問診療を受けた患者数

（レセプト件数） 

５２，０３３件 

（平成 27 年度） 

６１，１８１件 

（令和５年度） 

現状値の出典】 

平成 27 年度ＮＤＢ 

※在宅医療の整備目標に合わせて設定 

（令和３年３月変更） 

歯科訪問診療を実施してい

る診療所数 

１１４か所 

（平成 26 年度） 

増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

平成 26 年医療施設調査 

訪問薬剤管理指導を実施す

る事業所数（介護保険分） 

１５３か所 

（平成 27 年度） 

増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

平成 29 年介護ＤＢ 

※ 

※ 

訪問診療により対応する患者数 （単位：人／日）

圏域
現状値

（平成25年度）
目標値

（令和２年度）
目標値※

（令和５年度）

津軽 １，１９６ １，３０８ １，３５８

八戸 １，５６７ １，９３４ ２，０５８

青森 １，６５７ １，９４４ ２，０６２

西北五 １９３ ２２２ ２２８

上十三 ６８６ ７９４ ８３８

下北 ３１２ ３５５ ３７２

県合計 ５，６１１ ６，５５７ ６，９１６

※令和５年度の目標値については、現行計画の中間年に見直しを行いました。
（令和３年３月変更）
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  ③ 急変時の対応 

    急変時の対応が可能な体制を構築します。 

  （目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

在宅療養後方支援病院数 
２か所 

（平成 27 年度） 

増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

診療報酬施設基準 

24 時間体制を取っている訪

問看護ステーション従事者数 

４８４．３人 

（平成 27 年度） 

増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

平成 27 年介護サービ

ス施設・事業所調査 

  （施策） 

 ・ 在宅療養者の急変時に対応して往診や入院医療機関による一時受入を行うなど、地域の実情

に応じた医療機関の連携による 24時間対応が可能な体制づくりを進めます。（県、医療機関） 

  ・ 医療機関と連携して対応する 24 時間対応可能な訪問看護ステーションの充実を図ります。 

   （訪問看護事業所） 

 

  ④ 看取り 

    患者が望む場所での看取りが可能な体制を構築します。 

  （目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

看取り数（死亡診断の

みの場合を含む） 

１，４５５件 

（平成 27 年度） 

増加 

（平成 35 年度） 

【現状値の出典】 

平成 27 年度ＮＤＢ 

  （施策） 

  ・ 住み慣れた自宅や介護施設等、患者や家族が望む場所での看取りを行うことができるよう 

   在宅医療を担う関係機関間で体制確保を図ります。（医療機関、訪問看護事業所、介護施設） 

   ・ 患者や家族に対し看取りを含めた医療、介護に係る啓発を行います。（県、市町村、医療・ 

    介護関係団体、医療機関、介護施設） 

 

＜①～④共通の事項＞ 

  （施策） 

   ・ 医療資源が十分でない地域では、自宅での在宅医療の提供に限らない、へき地等医療対策 

    も含めた介護施設等での対応に努めます。（県、市町村、医療機関、訪問看護事業所、薬局、 

介護施設等） 

   ・ 医療資源が十分でない地域では、効率的・効果的な在宅医療の提供体制の構築に努めま 

す。（県、市町村） 

   ・ 広く県民に対し、在宅医療・介護に関する普及・啓発を行います。（県、市町村、医療・介 

    護関係団体、医療機関、介護施設） 

 

（２）在宅医療従事者の確保・養成 

  （施策） 

   ・ 在宅医療を担う医療従事者の増加に向けた取組を行います。（県、市町村、医療関係団体） 

   ・ 医療及び介護関係者への研修会等の実施により、在宅医療を担う専門的な人材の育成や多 

    職種の連携を推進します。（県、市町村、医療・介護関係団体、地域包括支援センター） 
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（３）在宅医療と介護の連携促進 

  （施策） 

   ・ 多職種の協働による在宅医療の提供に係る好事例の普及を図ります。（県・市町村・医療・ 

    介護関係団体） 

   ・ 在宅医療・介護の相談窓口の設置・普及を図ります。（市町村・医療関係団体、地域包括支 

    援センター） 

   ・ 患者等に在宅医療と介護を一体的に提供できるよう、在宅医療・介護連携推進事業の着実 

    な推進を図ります。（県、市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



185 
 

第３ 目指すべき医療機能の姿 

  病態・機能ごとの目標と関係者の役割や責務を一覧表の形で記載しています。 

 

 

 

 

機　能

目　標

求められ

る事項

担い手・
連携

機　関

目　標

求められ
る事項

（５）在宅医療において積極的役割を担う医療機関
　　自ら２４時間対応体制の在宅医療を提供するとともに、他の医療機関の支援も行いながら、医療や介護、障害福祉の現場での多
　職種連携の支援を行う病院・診療所

・在宅医療の提供及び他医療機関の支援を行うこと
・多職種が連携し、包括的、継続的な在宅医療を提供するための支援を行うこと
・在宅医療に関する人材育成を行うこと
・災害時および災害に備えた体制構築への対応を行うこと
・患者の家族への支援を行うこと

・在宅医療に関する地域住民への普及啓発を行うこと

・医療機関（特に一人の医師が開業している診療所）が必ずしも対応しきれない夜間や医師不在時、患者の病状の急変時等における
　診療の支援を行うこと
・在宅での療養に移行する患者にとって必要な医療及び介護、障害福祉サービスが十分確保できるよう、関係機関に働きかけること
・在宅医療に係る医療及び介護、障害福祉関係者に必要な基本的知識・技能に関する研修の実施や情報の共有を行うこと
・卒後初期臨床研修制度（歯科の場合、卒後臨床研修制度）における地域医療研修において、在宅医療の現場での研修を受ける機会
　等の確保に努めること

・災害時等にも適切な医療を提供するための計画（人工呼吸器等の医療機器を使用している患者の搬送等に係る計画を含む。）を策
　定し、他の医療機関等の計画策定等の支援を行うこと
・地域包括支援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及び介護、障害福祉サービスや家族の負担軽減につながるサービスを適
　切に紹介すること
・入院機能を有する医療機関においては、患者の病状が急変した際の受入れを行うこと
・地域住民に対し、在宅医療の内容や地域の医療及び介護、障害福祉サービスに関する情報提供を行うこと

【入院医療機関】
・退院支援担当者を配置すること
・退院支援担当者は、できる限り在宅医療に係る機関での研修や
　実習を受けること

・入院初期から退院後の生活を見据えた退院支援を開始すること
・退院支援の際には、患者の住み慣れた地域に配慮した在宅医療
　及び介護、障害福祉サービスの調整を十分図ること
・退院後、患者に起こりうる病状の変化やその対応について、退
　院前カンファレンスや文書・電話等で、在宅医療に係る機関と
　の情報共有を十分図ること

【在宅医療に係る機関】
・患者のニーズに応じて、医療や介護、障害福祉サービスを包括
　的に提供できるよう調整すること
・在宅医療や介護、障害福祉サービスの担当者間で、今後の方針
　や病状に関する情報や計画を共有し、連携すること
・高齢者のみではなく、小児や若年層の患者に対する訪問診療、
　訪問看護、訪問薬剤管理指導等にも対応できるような体制を確

　保すること
・病院・有床診療所・介護老人保健施設の退院（退所）支援担当
　者に対し、地域の在宅医療及び介護、障害福祉サービスに関す
　る情報提供や在宅療養に関する助言を行うこと

【在宅医療に係る機関】
・相互の連携により、患者のニーズに対応した医療や介護、障害
　福祉サービスが包括的に提供される体制を確保すること
・医療関係者は、地域包括支援センターが地域ケア会議において

　患者に関する検討をする際には積極的に参加すること
・地域包括支援センター等と協働しつつ、在宅療養に必要な医療
　や介護、障害福祉サービス、家族の負担軽減につながるサービ
　スを適切に紹介すること
・がん患者（緩和ケア体制の整備）、認知症患者（身体合併症等
　の初期対応や専門医療機関への適切な紹介）、小児患者（小児
　の入院機能を有する医療機関との連携）等、それぞれの患者の

　特徴に応じた在宅医療の体制を整備すること
・災害時にも適切な医療を提供するための計画（人工呼吸器等の
　医療機器を使用している患者の搬送等に係る計画を含む。）を
　策定すること
・医薬品や医療・衛生材料等の供給を円滑に行うための体制を整
　備すること
・身体機能及び生活機能の維持向上のためのリハビリを適切に提

　供する体制を構築すること

【入院医療機関】

○病院・有床診療所

【在宅医療機関】
○病院・診療所・歯科診療所
○訪問看護事業所
○薬局

○居宅介護支援事業所
○地域包括支援センター
○基幹相談支援センター・相談支援事業所

【在宅医療機関】

○病院・診療所・歯科診療所
○訪問看護事業所
○薬局
○居宅介護支援事業所
○地域包括支援センター
○介護老人保健施設

○短期入所サービス提供施設
○基幹相談支援センター・相談支援事業所

（１）退院支援 （２）日常の療養支援

　入院医療機関と、在宅医療に係る機関の円滑な連携により、
切れ目のない継続的な医療体制を確保すること

　患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む。）が多
職種協働により、できる限り患者が住み慣れた地域で継続的、
包括的に提供されること
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（３）急変時の対応 （４）看取り

　患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・
診療所、訪問看護事業所及び入院機能を有する病院・診療所と
の円滑な連携による診療体制を確保すること

　住み慣れた自宅や介護施設等、患者や家族が望む場所での看
取りを行うことができる体制を確保すること

【入院医療機関】
・在宅療養支援病院、有床診療所、在宅療養後方支援病院等にお
　いて、連携している医療機関（特に無床診療所）が担当する患
　者の病状が急変した際に、必要に応じて受入れを行うこと
・重症等で対応できない場合は、他の適切な医療機関と連携する
　体制を構築すること

【在宅医療に係る機関】
・病状急変時における連絡先をあらかじめ患者やその家族に提示
　し、また、求めがあった際に24時間対応が可能な体制を確保す
　ること
・24時間対応が自院で難しい場合も、近隣の病院や診療所、訪問
　看護事業所等との連携により、24時間対応が可能な体制を確保
　すること
・在宅医療に係る機関で対応できない急変の場合は、その症状や
　状況に応じて、搬送先として想定される入院医療機関と協議し
　入院病床を確保するとともに、搬送については地域の消防関係
　者へ相談する等連携を図ること

【入院医療機関】
・在宅医療に係る機関で看取りに対応できない場合について、病
　院・有床診療所で必要に応じて受け入れること

【在宅医療に係る機関】
・人生の最終段階に出現する症状に対する患者や家族の不安を解
　消し、患者が望む場所での看取りを行うことができる体制を構
　築すること
・患者や家族に対して、自宅や住み慣れた地域で受けられる医療
　及び介護、障害福祉サービスや看取りに関する適切な情報提供
　を行うこと
・介護施設等による看取りを必要に応じて支援すること

【入院医療機関】
○病院・有床診療所

【在宅医療機関】
○病院・診療所・歯科診療所
○訪問看護事業所
○薬局

【入院医療機関】
○病院・有床診療所

【在宅医療機関】
○病院・診療所・歯科診療所
○訪問看護事業所
○薬局
○居宅介護支援事業所
○地域包括支援センター
○基幹相談支援センター・相談支援事業所

・地域の医療及び介護、障害福祉関係者による会議を定期的に開催し、在宅医療における連携上の課題の抽出及びその対応策の検討
　等を実施すること
・地域の医療及び介護、障害福祉サービスについて、所在地や機能等を把握し、地域包括支援センターや障害者相談支援事業所等と
　連携しながら、退院時から看取りまでの医療や介護、障害福祉サービスにまたがる様々な支援を包括的かつ継続的に提供するよう、
　関係機関との調整を行うこと

（６）在宅医療に必要な連携を担う拠点
　　地域の実情に応じ、在宅医療に必要な連携を担う拠点（病院、診療所、訪問看護事業所、地域医師会等関係団体、保健所、市町
　村など）

・多職種協働による包括的かつ継続的な在宅医療の提供体制の構築を図ること

※ 医療連携体制の構築に必要な医療機能を担う医療機関を調査し、個別医療機関名をホームペー 
ジで公表します。 
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（指標一覧） 

 

津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 県計

16 7 12 3 4 2 44
岩手県44、宮城県67、

秋田県30、山形県33、

福島県49

5.4 2.1 3.8 2.2 2.2 2.5 3.3
岩手県3.0、宮城県2.9、

秋田県2.8、山形県2.9、

福島県2.5

10 5 9 * 5 * 29
岩手県*、宮城県48、

秋田県*、山形県26、

福島県38

3.4 1.5 2.8 * 2.7 * 2.1
岩手県*、宮城県2.1、

秋田県*、山形県2.3、

福島県1.9

14 9 14 4 8 5 54
岩手県57、宮城県74、

秋田県35、山形県45、

福島県62

4.7 2.7 4.4 2.9 4.4 6.3 4.0
岩手県4.4、宮城県3.2、

秋田県3.3、山形県3.9、

福島県2.2

3 4 * * * * 7
岩手県*、宮城県28、

秋田県*、山形県13、

福島県*

1.0 1.2 * * * * 0.6
岩手県*、宮城県1.2、

秋田県*、山形県1.1、

福島県*

2,639 2,969 3,829 951 655 489 11,532

岩手県19,950、

宮城県15,343、

秋田県 8,620、

山形県25,973、

福島県10,232

887.0 886.2 1,193.7 682.4 360.2 620.4 852.1

岩手県1,533.5、

宮城県  659.0、

秋田県  815.8、

山形県2,276.9、

福島県  520.6

1,490 382 474 118 878 396 3,738
岩手県6,115、宮城県4,182、

秋田県6,573、山形県4,318、

福島県3,806

500.8 114.0 147.8 84.7 482.9 502.4 276.2
岩手県470.0、宮城県179.6、

秋田県622.1、山形県378.5、

福島県193.7

22 53 31 * 10 * 116
岩手県171、宮城県726、

秋田県114、山形県294、

福島県300

7.4 15.8 9.7 * 5.5 * 8.6
岩手県13.1、宮城県31.2、

秋田県10.8、山形県25.8、

福島県15.3

57 36 65 16 27 11 212
岩手県194、宮城県301、

秋田県248、山形県281、

福島県413

19.2 10.7 20.3 11.5 14.8 14.0 15.7
岩手県14.9、宮城県12.9、

秋田県23.5、山形県24.6、

福島県21.0

※　「S」：ストラクチャー指標、「Ｐ」：プロセス指標

※　「＊」：ごく少数など、把握不能なもの

H27年度

NDB
8

日
常
の
療
養
支
援

Ｓ
訪問診療を実
施している診療
所・病院数

在宅患者訪問診療
料（１日につき）を算
定した医療機関数

6 Ｐ
介護支援連携
指導を受けた患
者数

介護支援連携指導
料の算定件数（レセ
プト件数）

H27年度

NDB

7 Ｐ
退院時共同支
援を受けた患者
数

退院時共同指導料２
の算定件数（レセプト
件数）

H27年度

NDB

H27年度

NDB

5 Ｐ
退院支援（退院
調整）を受けた
患者数

退院調整加算の（退
院時１回）の算定件
数（レセプト件数）

H27年度

NDB

4 Ｓ

退院時共同指
導を実施してい
る診療所・病院
数

退院時共同指導料２
を算定した医療機関
数

H27年度

NDB

出典 備考

1

退
院
支
援

Ｓ

退院支援担当
者を配置してい
る診療所・病院
数

退院支援担当者を配
置している医療機関
数

H26年医

療施設調

査

(3年毎)

2

No.
機
能

Ｓ
／
Ｐ

指標名 定義

現状値
下段：人口10万人当たり

Ｓ
退院支援を実
施している診療
所・病院数

退院調整加算を算定
した医療機関数

H27年度

NDB

3 Ｓ

介護支援連携
指導を実施して
いる診療所・病
院数

介護支援連携指導
料を算定した医療機
関数

か所

か所

件

か所

か所

か所

件

件
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津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 県計

0 * 0 0 0 0 *
岩手県*、宮城県*、

秋田県*、山形県*、

福島県*

0.0 * 0.0 0.0 0.0 0.0 *

岩手県*、宮城県*、

秋田県*、山形県*、

福島県*

　　　　  （令和3年3月追加）

39 36 25 15 17 9 141
岩手県116、宮城県152、

秋田県 67、山形県 71、

福島県147

13.1 10.8 7.8 10.8 9.4 11.4 10.9
岩手県8.9、宮城県6.5、

秋田県6.3、山形県6.2、

福島県7.5

36 34 23 9 15 4 121
岩手県 92、宮城県143、

秋田県 67、山形県 66、

福島県124

12.3 10.5 7.4 6.8 8.5 5.4 9.3
岩手県7.2、宮城県6.1、

秋田県6.5、山形県5.9、

福島県6.5

117.4 156.0 134.5 46.4 115.3 19.8 589.4
岩手県414.5、宮城県780.5、

秋田県234.5、山形県428.9、

福島県640.5

39.6 46.7 42.0 33.3 63.7 25.2 43.6
岩手県31.9、宮城県33.5、

秋田県22.2、山形県37.6、

福島県32.6

0 0 0 1 0 0 1
岩手県2、宮城県9、

秋田県0、山形県4、

福島県3

0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.1
岩手県0.2、宮城県0.4、

秋田県0.0、山形県0.4、

福島県0.2 （令和3年3月変更）

34 26 24 9 19 2 114
岩手県181、宮城県198、

秋田県111、山形県168、

福島県166

11.6 8.0 7.6 6.7 10.7 2.6 8.6
岩手県14.1、宮城県 8.5、

秋田県10.7、山形県14.9、

福島県 8.6

7 12 6 4 3 0 32

岩手県64、宮城県84、

秋田県51、山形県66、

福島県58

※現状値は秘匿分を除く合計

2.4 3.7 1.9 3.0 1.7 0.0 2.4
岩手県5.1、宮城県6.6、

秋田県4.0、山形県5.2、

福島県4.6 （令和3年3月追加）

* * 0 0 0 0 *

岩手県0、宮城県5、

秋田県6、山形県0、

福島県0

※現状値は秘匿分を除く合計

* * 0.0 0.0 0.0 0.0 *
岩手県0.0、宮城県0.4、

秋田県0.5、山形県0.0、

福島県0.0 （令和3年3月追加）

5 19 17 * 8 * 49
岩手県*、宮城県*、

秋田県*、山形県*、

福島県*

1.7 5.7 5.3 * 4.4 * 3.6
岩手県*、宮城県*、

秋田県*、山形県*、

福島県*

16 Ｓ

在宅で活躍す
る栄養サポート
チーム(NST)と
連携する歯科
医療機関数

在宅で活躍する栄養
サポートチーム(NST)
と連携する歯科医療
機関数

H30年度

NDB

17 Ｓ
訪問薬剤管理
指導を実施する
薬局

在宅患者訪問薬剤
管理指導料を算定し
た薬局数

H27年度

NDB

14 Ｓ
歯科訪問診療
を実施している
診療所数

歯科訪問診療（居宅
または施設のいずれ
か）を実施している診
療所数

H26年医

療施設調

査

(3年毎)

15 Ｓ

訪問口腔衛生
指導を実施して
いる医療機関
数

訪問口腔衛生指導を
実施している医療機
関数

H30年度

NDB

12 Ｓ
訪問看護ス
テーション従事
者数

訪問看護ステーショ
ン従事者数（常勤兼
任、非常勤について
常勤換算）

H27年介

護サービ

ス施設・

事業所調

査

13 Ｓ

小児の訪問看
護を実施してい
る訪問看護ス
テーション数

15歳未満の利用者
に対し訪問看護を実
施している訪問看護
ステーション数

H25年介

護サービ

ス施設・

事業所調

査

10 Ｓ
訪問看護事業
所数

訪問看護、介護予防
訪問看護、居宅療養
管理指導、介護予防
居宅療養管理指導
のいずれかを算定し
た事業所数
サービス提供期間：
平成27年4月～平成
28年3月

H29.3月

介護DB

11 Ｓ
訪問看護ス
テーション数

届出数
H29.10月

診療報酬

施設基準

備考

9

日
常
の
療
養
支
援

Ｓ

小児の訪問診
療を実施してい
る診療所・病院
数

在宅患者訪問診療
料（１日につき）を算
定した医療機関数
（15歳未満）

H30年度

NDB

No.
機
能

Ｓ
／
Ｐ

指標名 定義

現状値
下段：人口10万人当たり 出典

人

か所

か所

か所

か所

か所

か所

か所

か所



189 
 

 

津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 県計

18 49 54 6 22 4 153
岩手県125、宮城県273、

秋田県109、山形県115、

福島県180

6.2 15.3 17.6 4.6 12.6 5.5 11.8
岩手県 9.6、宮城県11.7、

秋田県10.3、山形県10.1、

福島県 9.2

12,050 14,764 15,558 1,249 5,696 2,716 52,033
岩手県40,612、宮城県97,409、

秋田県42,957、山形県61,428、

福島県93,629

4,050.1 4,406.1 4,850.2 896.3 3,132.8 3,445.6 3,844.8

岩手県3,121.7、

宮城県4,184.0、

秋田県4,065.7、

山形県5,384.9、

福島県4,763.9

0 18 * 0 0 0 18

岩手県238、宮城県417、

秋田県26、山形県0、

福島県123

※現状値は秘匿分を除く合計

0.0 5.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4

岩手県18.8、宮城県33.0、

秋田県2.1、山形県0.0、

福島県9.7

          （令和3年3月追加）

19 28 12 5 15 0 79

岩手県138、宮城県148、

秋田県96、山形県123、

福島県114

※現状値は秘匿分を除く合計

6.6 8.6 3.9 3.8 8.5 0.0 6.0

岩手県10.9、宮城県11.8、

秋田県7.6、山形県9.7、

福島県9.0

          （令和3年3月追加）

7 12 6 4 3 0 32

岩手県64、宮城県84、

秋田県51、山形県66、

福島県58

※現状値は秘匿分を除く合計

2.4 3.7 1.9 3.0 1.7 0.0 2.4

岩手県5.1、宮城県6.6、

秋田県4.0、山形県5.2、

福島県4.6

          （令和3年3月追加）

16,314 26,266 17,584 2,506 16,359 2,791 81,820

岩手県 59,243、

宮城県104,813、

秋田県 30,453、

山形県 53,438、

福島県100,112

5,656.5 8,196.3 5,731.9 1,941.2 9,388.4 3,812.5 6,331.8

岩手県4,553.8、

宮城県4,502.0、

秋田県2,882.2、

山形県4,684.5、

福島県5,093.8

113,200

岩手県 86,300、

宮城県227,800、

秋田県 44,400、

山形県 91,000、

福島県151,200

8,652.7

岩手県6,633.5、

宮城県9,784.7、

秋田県4,202.2、

山形県7,977.3、

福島県7,693.1

1,435 3,428 1,375 0 187 241 6,666
岩手県8,212、宮城県5,707、

秋田県2,665、山形県8,549、

福島県8,631

482.3 1,023.2 428.7 0.0 102.8 305.7 492.6
岩手県631.2、宮城県245.1、

秋田県252.2、山形県749.4、

福島県439.2

25 Ｐ
訪問看護利用
者数（精神）

精神科在宅患者訪
問看護指導料算定
件数（レセプト件数）

H27年度

NDB

23 Ｐ
訪問看護利用
者数（介護保険
分）

訪問看護、介護予防
訪問看護、居宅療養
管理指導、介護予防
居宅療養管理指導
の延べレセプト件数
サービス提供期間：
平成27年4月～平成
28年3月

H29.3月

介護DB

24 Ｐ
訪問看護提供
回数（介護保険
分）

訪問看護、介護予防
訪問看護、居宅療養
管理指導、介護予防
居宅療養管理指導
の提供回数
サービス提供期間：
平成27年4月～平成
28年3月

H27年度

介護給付

費実態調

査

21 Ｐ

歯科衛生士を
帯同した訪問
歯科診療を受
けた患者数

歯科衛生士を帯同し
た訪問歯科診療を受
けた患者数

H30年度

NDB

22 Ｐ
訪問口腔衛生
指導を受けた患
者数

訪問口腔衛生指導を
受けた患者数

H30年度

NDB

H27年度

NDB

20 Ｐ
小児の訪問診
療を受けた患者
数

訪問診療を受けた患
者数（15歳未満）(算
定回数)

H30年度

NDB

18

日
常
の
療
養
支
援

Ｓ

訪問薬剤管理
指導を実施する
事業所（介護保
険分）

居宅療養管理指導、
介護予防居宅療養
管理指導のいずれか
を算定した事業所数
サービス提供期間：
平成27年4月～平成
28年3月

H29.3月

介護DB

19 Ｐ
訪問診療を受
けた患者数

在宅患者訪問診療
料が算定されたレセ
プト件数

現状値
下段：人口10万人当たり 出典 備考No.

機
能

Ｓ
／
Ｐ

指標名 定義

か所

件

件

件

件

件

件

件
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津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 県計

424 196 303 126 147 153 1,349
岩手県1,027、宮城県3,373、

秋田県  822、山形県1,005、

福島県2,630

142.5 58.5 94.5 90.4 80.8 194.1 99.7
岩手県 78.9、宮城県144.9、

秋田県 77.8、山形県 88.1、

福島県133.8

57 140 234 * 42 * 473
岩手県743、宮城県1,702、

秋田県241、山形県  325、

福島県783

19.2 41.8 72.9 * 23.1 * 35.0
岩手県57.1、宮城県73.1、

秋田県22.8、山形県28.5、

福島県39.8

2,210 2,852 10,264 208 2,170 148 17,852

岩手県 9,408、

宮城県48,464、

秋田県 3,140、

山形県 4,283、

福島県14,350

766.3 890.0 3,345.8 161.1 1,245.4 202.2 1,381.5

岩手県  723.2、

宮城県2,081.7、

秋田県  297.2、

山形県  375.5、

福島県  730.1

0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 7.7
岩手県15.3、宮城県99.2、

秋田県 0.0、山形県45.7、

福島県30.2

0.0 0.0 0.0 5.5 0.0 0.0 0.6
岩手県1.2、宮城県4.3、

秋田県0.0、山形県4.0、

福島県1.5

88 58 76 26 28 11 287
岩手県281、宮城県473、

秋田県312、山形県419、

福島県565

29.6 17.3 23.7 18.7 15.4 14.0 21.2
岩手県21.6、宮城県20.3、

秋田県29.5、山形県36.7、

福島県28.7

0 0 0 1 1 0 2
岩手県2、宮城県6、

秋田県5、山形県0、

福島県3

0.0 0.0 0.0 0.7 0.6 0.0 0.1
岩手県0.2、宮城県0.3、

秋田県0.5、山形県0.0、

福島県0.2

29 34 20 7 18 4 112

10.2 10.7 6.6 5.5 10.4 5.6 8.8

88.9 140.8 126.5 21.5 89.8 16.8 484.3
岩手県354.6、宮城県675.8、

秋田県109.2、山形県392.4、

福島県612.1

30.0 42.2 39.5 15.5 49.6 21.4 35.8
岩手県27.3、宮城県29.0、

秋田県19.8、山形県34.4、

福島県31.1

2,423 3,560 2,659 261 901 226 10,030
岩手県 8,030、宮城県17,810、

秋田県12,829、山形県20,846、

福島県21,546

814.4 1,062.6 828.9 187.3 495.5 286.7 741.1

岩手県  617.2、

宮城県  765.0、

秋田県1,214.2、

山形県1,827.4、

福島県1,096.3

34 Ｐ
往診を受けた患
者数

往診料のレセプト件
数

H27年度

NDB

32 Ｓ

24時間体制を
取っている訪問
看護ステーショ
ン数

24時間対応体制加
算の届出施設数

H29.11月

診療報酬

施設基準

33 Ｓ

24時間体制を
取っている訪問
看護ステーショ
ン従事者数

24時間対応体制加
算の届出施設従業
者で常勤換算

H27介護

サービス

施設・事

業所調査

H27年度

NDB

31 Ｓ
在宅療養後方
支援病院数

在宅療養後方支援
病院届出数

H28.3月

診療報酬

施設基準

29 Ｐ
小児の訪問看
護利用者数

訪問看護の提供を受
ける利用者のうち、１
５歳未満の者

H25年介

護サービ

ス施設・

事業所調

査

30

急
変
時
の
対
応

Ｓ
往診を実施して
いる診療所・病
院数

往診料を算定した医
療機関数

H27年度

NDB

28 Ｐ

訪問薬剤管理
指導を受けた者
の数（介護保険
分）

居宅療養管理指導、
介護予防居宅療養
管理指導のうち薬剤
師が行うものの算定
件数（レセプト件数）
サービス提供期間：
平成27年4月～平成
28年3月

H29.3月

介護DB

26

日
常
の
療
養
支
援

Ｐ
訪問看護利用
者数（精神以
外）

在宅患者訪問看護
指導料算定件数（レ
セプト件数）

H27年度

NDB

27 Ｐ
薬局による訪問
薬剤指導を受
けた者の数

在宅患者訪問薬剤
管理指導料の算定
件数（レセプト件数）

定義

現状値
下段：人口10万人当たり 出典 備考No.

機
能

Ｓ
／
Ｐ

指標名

か所

か所

件

件

件

件

人

件

か所
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津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 県計

19 12 19 3 8 4 65
岩手県 67、宮城県122、

秋田県 91、山形県 99、

福島県163

6.4 3.6 5.9 2.2 4.4 5.1 4.8
岩手県5.2、宮城県5.2、

秋田県8.6、山形県8.7、

福島県8.3

23 23 16 8 14 5 89
岩手県68、宮城県106、

秋田県46、山形県 46、

福島県99

7.8 6.9 5.0 5.7 7.7 6.4 6.6
岩手県5.2、宮城県4.6、

秋田県4.4、山形県4.0、

福島県5.0

139 210 220 * 116 21 706
岩手県  659、宮城県1,560、

秋田県  340、山形県  581、

福島県1,115

46.7 62.7 68.6 * 63.8 26.6 52.2
岩手県50.7、宮城県67.0、

秋田県32.2、山形県50.9、

福島県56.7

341 417 321 56 272 48 1,455
岩手県1,246、宮城県2,533、

秋田県1,180、山形県1,844、

福島県2,598

114.6 124.5 100.1 40.2 149.6 60.9 107.5
岩手県 95.8、宮城県108.8、

秋田県111.7、山形県161.7、

福島県132.2

410 427 449 196 223 95 1,800
岩手県1,854、宮城県3,364、

秋田県1,378、山形県1,536、

福島県3,199

10.3 11.2 11.3 8.9 10.4 9.1 10.5
岩手県11.2、宮城県14.6、

秋田県 9.3、山形県10.3、

福島県13.2

34 14 30 2 8 2 90
岩手県 85、宮城県145、

秋田県 77、山形県 89、

福島県188

11.8 4.4 9.8 1.5 4.6 2.7 6.9
岩手県3.7、宮城県6.2、

秋田県7.3、山形県7.8、

福島県9.6

2 1 4 0 0 1 8
岩手県6、宮城県19、

秋田県8、山形県 8、

福島県5

0.7 0.3 1.3 0.0 0.0 1.4 0.6
岩手県0.5、宮城県0.8、

秋田県0.8、山形県0.7、

福島県0.3

8
岩手県4、宮城県10、

秋田県1、山形県7、

福島県11

0.6
岩手県0.3、宮城県0.8、

秋田県0.1、山形県0.6、

福島県0.9 （令和3年3月追加）

10 20 9 5 8 2 54
岩手県170、宮城県65、

山形県105、福島県45

※秋田県はデータ無し

3.4 6.0 2.8 3.7 4.4 2.6 4.0
岩手県13.2、宮城県2.8、

山形県 9.3、福島県2.3

※秋田県はデータ無し

42 Ｓ
機能強化型の
訪問看護ス
テーション数

機能強化型訪問看
護管理療養費の届
出事業所数

H31年度

NDB

43 Ｓ
在宅療養支援
歯科診療所数

在宅療養支援歯科
診療所数届出数

H28.3月

診療報酬

施設基準

40

共
通

Ｓ
在宅療養支援
診療所数

在宅療養支援診療
所数届出数 H28.3月

診療報酬

施設基準

(青森県

ﾃﾞｰﾀは

H28.12月

現在)
41 Ｓ

在宅療養支援
病院数

在宅療養支援病院
数届出数

38 Ｐ
看取り数（死亡
診断のみの場
合を含む）

看取り加算、死亡診
断加算の算定件数
（レセプト件数）

H27年度

NDB

39 Ｐ 在宅死亡者数 在宅での死亡者数
H27人口

動態調査

H27年介

護サービ

ス施設・

事業所調

査

37 Ｐ
在宅ターミナル
ケアを受けた患
者数

ターミナルケア加算、
看取り加算の算定件
数（レセプト件数）

H27年度

NDB

35

看
取

り

Ｓ

在宅ターミナル
ケアを実施して
いる診療所・病
院数

在宅ターミナルケア
加算・看取り加算の
算定医療機関数

H27年度

NDB

36 Ｓ

ターミナルケア
を実施している
訪問看護ス
テーション数

ターミナル体制の届
出「あり」の施設数

定義

現状値
下段：人口10万人当たり 出典 備考No.

機
能

Ｓ
／
Ｐ

指標名

在宅死亡百分率

か所

か所

か所

か所

か所

件

件

人

か所


